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1950 年代の日中貿易と日中関係 
－日中貿易促進団体の活動を中心に－ 
 
序 章 
 
第一節 研究課題 
 
本研究は、1949 年から 62 年までの日中関係における日中貿易促進団体（以下は貿促団
体と称す）の役割について論じるものである。 
当時の日中関係は冷戦構造による厳しい国際情勢の影響を受け、国家間の関係が断絶し
た状態の下で非常に複雑な展開を示していた。中でも、国交のない両国間において展開さ
れていた民間貿易が従来の研究で特に注目されている。 
1950 年 1 月に香港経由で始まった戦後の日中貿易は半年後に朝鮮戦争の勃発によって
中断に近い状態に陥ったが、1952 年 6 月 1 日第一次日中貿易協定の締結によって転機を
迎えた。1952 年から 1958 年にかけての時期において両国の貿促団体の間で 4 つの民間貿
易協定が締結され、特に 1955 年第三次日中貿易協定締結後から日中貿易は急速に成長し
はじめた。貿易の急成長とともに、中国政府は「民間先行、以民促官」（民間が先行し、民
を以って官を促す）の外交方針をとりはじめ、第三次と第四次日中貿易協定に加えられた
政治的条項を日本政府に認めさせる形でその「中国承認」を求めようとした。しかし、日
本政府は日米関係・日台関係1への懸念からこれに応じず、とくに 1958 年 3 月に締結され
た第四次日中貿易協定について台湾の国民政府から圧力を受けた岸内閣は中国を承認する
意志がないと声明した。こうして、中国政府は第四次日中貿易協定実施の可能性を否定し、
1958 年 5 月長崎国旗事件発生後に日本とのすべての経済交流を中止した。二年後の 1960
年、周恩来総理は対日貿易三原則を公表し、両国の民間貿易は約 2 年間の「中断期」を経
て再開した。再開後の日中貿易は「対日政治三原則」（以下、「政治三原則」と称す）2と「政
経不可分」の原則を支持する日本の「友好商社」と中国の国営会社の間で行われるため、
                                                  
1本稿では、固有名詞と引用を除き、中華民国を「台湾」と表記する。 
2「中国敵視をやめ、二つの中国をつくる陰謀に加わらず、日中国交正常化を妨げない」という
原則。1959 年 3 月 17 日社会党訪中使節団と中国人民外交学会との共同声明の中で、同原則は
日中関係の行き詰まり打開の条件として中国側の代表より明確に述べられた（霞山会『日中関
係基本資料集 1949－1997』，1998 年，p.1252）。 
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「友好貿易」とも呼ばれている。この貿易方式と 1962 年に始まった「LT 貿易」3とが並
存する状態は、1972 年日中国交正常化まで続いていた。 
日中貿易の変化とともに、1949 年以降の日本で発足した多くの貿促団体とそれを中心と
した日中貿易促進運動（以下は貿促運動と称す）も変化しつつあった。これらの団体とそ
の会員は協定交渉や取引の担い手であるほか、日本政府への陳情、中国の実情や日中貿易
に関する宣伝、中国代表団の受け入れなどの事業をも展開していた。国交のない時期にお
いて、貿促団体は両国間において架け橋のような役割を果たし、国交正常化までの日中間
のあらゆる経済活動と一部の政治活動に関与していた。 
このため、貿促団体や貿促運動に関する内容は従来の研究においてしばしば取り上げら
れている。しかし、これらの研究の論点は両国政府の外交方針や二カ国間関係における国
際政治の影響に集中しており、貿促団体や貿促運動を主な対象とする実証的研究はほとん
ど見られない。 
筆者は修士論文で、1949 年から 1962 年までの時期における日中貿易の展開を考察し、
同時期における貿促運動の変化を明らかにした。しかし、一次資料の使用が不十分であっ
たため、中国政府の対日方針における貿促団体関係者の影響や各貿易協定の交渉過程など
に関する具体的な考察ができなかった。また、修士論文で 1950 年代における貿促運動の
展開を明らかにしたが、貿促運動の担い手である貿促団体に関する具体的な考察はできな
かった。さらに、両国国内の経済事情や国際政治との関連性についての検討が不十分であ
ったため、貿促運動の展開とその役割を分析する際の視野の広さと深さに限界があった。
以上のことによって、1949 年から 1962 年までの日中貿易と日本側の民間団体との関係に
ついての問題点がまだ多く残されている。 
たとえば、1950 年代の日中貿易の変化における貿促団体の政治的役割と経済的役割はい
かに評価すべきか。1950 年から 1960 年代前半までの日中貿易は日本の対外貿易総額のわ
ずか 2％前後でしかなかったが、日中貿易を促進するために相当の努力ないし犠牲を払っ
                                                  
31958 年、日中関係における経済・文化交流は一切断絶したが、62 年 9 月松村謙三の訪中によ
る関係打開の努力が結実し、9 月 19 日松村・周メモが発表された。この基本的了解を基礎とし
て、同年 11 月 9 日に至り、高碕達之助と廖承志（華僑事務委員会主任）との間に日中間の長
期総合貿易に関する「覚書」が調印された。この貿易は調印者の廖（L）と高碕（T）の頭文字
をとって「LT 貿易」と略称され、当時すでに存在していた「友好貿易」と並んで日中間には 2
本のルートで貿易が行われることとなった（霞山会『日中関係基本資料集 1949－1997』，1998
年，p.1257）。 
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た貿促団体関係者の動機はいったい何か。日中関係に対する貿促団体関係者とその会員の
認識は、個人の中国観や経済利益などによって必ずしも一致していたわけではないが、彼
らの認識は各時期において日中貿易と日中関係にどのような影響を与えたか。1958 年 5
月以降、中国政府は強硬な対日方針に転じて日中貿易もこれによって約 2 年間の中断期を
経ったが、中国政府の方針転換と貿促団体との間にどのような関係があったのか。日中貿
易は 1960 年から「友好貿易」の時期に入ったが、日本側の貿促団体とその会員企業を対
象とするこの貿易方式から中国政府のどのような意図が見られるか。これらの点は従来の
研究でほとんど論じられていないが、国交正常化以前の日中関係における民間の役割や両
国の政治関係と貿易関係との関連性を解明するには極めて重要であると考えられる。 
 本論文では、1949 年から 1962 年までの日中貿易の展開を貿易方式の変化に基づいて区
分して以上の問題点に注意しながら各時期における貿促団体の発足・再編・活動と日中間
の貿易交渉を考察し、両国の貿易関係ないし政治関係における貿促団体の役割について論
じる。これを通じて民間交流の意義を究明し、今日の日中関係の改善について提言したい。 
 
第二節 先行研究の検討と本研究の意義 
 
1949年から 1960年初頭までの日中貿易について多く言及した先行研究を内容的にまと
めてみれば、主に①貿易の歴史に関する概略的な紹介と総括、②貿易の問題点に対する経
済学の視点からの分析、③貿易協定の締結過程における政財界人の役割、④外交文書など
の一次資料に基づく両国政府の貿易政策制定に関する分析、という 4 種類に大別できる。 
日中国交正常化以前の二十数年間の日中貿易に関する体系的な研究としては、添谷芳秀
の『日本外交と中国 1945～1972』（慶応通信、1995 年）と李恩民の『日中民間経済外交 
1945-1972』（人民出版社、1997 年）が挙げられる。 
添谷による研究の主な特徴は「日本をとりまく国際政治環境と日本との『接点』」に注目
して戦後日本の対中外交を複合的に考察していることである。同研究の第 2、4、5、7 章
は日本側の貿促団体の形成と変遷を考察し、その性格と日中関係における役割について分
析している。特に、中国側の信頼を得ることをめぐる各団体の競合に関する考察は添谷の
研究の独自の視点である。ただし、同研究の考察は日本の外交政策決定過程に集中してお
り、貿促団体の組織的特徴、具体的活動などついてはあまり論じられていない。 
李による研究は主に「民間経済外交」という視点から、国交正常化までの日中貿易にお
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ける民間団体と民間人の役割を考察している。その主な特徴は 1972 年までの日中民間貿
易の軌跡をたどり、各貿易協定、方式を考察してその成果を評価することである。ただし、
同研究の中では貿易協定の交渉過程や具体的な取引における民間の役割に関する内容が少
なく、貿促団体の役割及びそれに対する日中政府の認識についてもあまり言及されていな
い。また、1960 年代以降の日中貿易に関する考察は「半官半民」の性格を持つ「LT 貿易」
に集中しており、同時に存在していた貿促団体と「友好商社」が中心となる「友好貿易」
に関する考察はそれほど深くなされていない。 
添谷、李以外で国交正常化以前の日中貿易のある事件・時期を扱ったものとしては、木
村隆和（「LT 貿易の軌跡：官制日中『民間』貿易協定が目指したもの」『ヒストリア』（216）
大阪歴史学会、2009 年 8 月 20 日、pp.109-134）と大澤武司（「『闘争支援』と『経済外交』
の協奏－戦後日中関係における『断絶』再考－」『現代中国研究』（27）中国現代史研究会、
2010 年 10 月 10 日、pp.2-17）がある。この二つの論文は、いずれも外交文書の解読に基
づいて両国政府の政策決定あるいは方針転換に焦点をあてた。木村は中国外交部と日本外
務省の外交文書を解読し、「LT 貿易」の「半官半民」の性格を具体的に立証した。大澤は
主に中国外交部档案の分析を通じて、1958 年から 1962 年までの中国側による「政経不可
分原則」が形骸化する過程とその要因について論じた。貿促団体の役割を評価する際に、
両国政府の認識に関する考察も不可欠であるので、両研究における外交文書の分析方法は
貴重な参考になる。また、大澤論文で頻繁に使用された中共中央文献研究室編の資料集の
中にも、当時の中国側の政策決定に関する膨大な一次資料が収録されている。 
従来の研究はほとんど当時の日中貿易をめぐる両国政府の政策決定過程に集中しており、
貿促団体の役割、日中貿易と日中関係への認識、政治的事件と貿易取引への関与に関する
考察があまり行われていない。当然、日中貿易を研究する際には両国政府の政策決定に関
する考察が必要であるが、日中貿易に対する貿促団体の認識は必ずしも政府側の方針と一
致しておらず、彼らの主張や行動が政府側の方針決定を大きく揺さぶった場合もある。し
かし、貿促団体を対象にした彼らの中国観、政治的・経済的役割などに関する考察は極め
て不十分である。また、貿促団体に所蔵されている当時の資料もほとんど使用されていな
い。 
そこで本研究は、先行研究の成果の吸収に加えて、公文書（日本政府、中国政府及び台
湾政府）、貿促団体に保管されている史料、当事者へのインタビューに基づく分析を利用し、
貿促団体という独特の視点から先行研究の空白を埋めつつ戦後から 1960 年代初期までの
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日中貿易ないし日中関係を評価することを試みたい。 
 特に研究資料として、従来の研究で使用されたことのないものを数多く入手した。たと
えば、当時の数多くの貿促団体には現在まで運営が続いているものもあり、これらの団体
に保管されている当時の雑誌や調査データは本研究の参考資料として非常に価値がある。
貿促団体の所蔵資料のほか、『禁運問題』（中国国際貿易促進委員会編）、『関於編制 1959
年対外貿易計劃幾個具体問題的規定』（中華人民共和国国家経済委員会、対外貿易部編）な
どの中国側の「内部参考資料」も数冊発見できた。これらの史料を整理して分析すれば、
今後の研究に新たな成果を残すことができると考える。 
当事者に対するインタビューについても、当時の貿促団体や商社の勤務経験を持つ人は
ほとんど 70 代から 80 代の老齢であり、彼らの記憶が貴重な資料になると思われる。その
ため、彼らが健在の間に、できるだけ早く、多くの方へインタビューを行うことには重要
な意義がある。 
 
第三節 研究方法と使用資料 
 
1．公文書、貿促団体所蔵資料などの読解 
①公文書 
中国（中華人民共和国外交部外交档案館所蔵）：105－00○○○-○○（日中関係、貿易関
係）、105－01○○○-○○（貿易関係）など。 
台湾（中央研究院近代史研究所档案館所蔵）：11-EAP-00542「共黨在日活動」、
11-EAP-00627「我對日匪貿易問題之對策」、11-EAP-00628「我對日匪貿易態度」、
11-EAP-01920「解除対日停購禁令」など。 
日本：①「外務省外交記録」（外務省外交史料館所蔵）：2009－0761、62、63（「中共貿易」）、
2011－0716、17、68（「日中国交正常化」）、A`.1.2.1.8（「日本中共関係雑件 第 1 巻～
3 巻」）など。②情報公開法に基づく外務省開示文書（筆者の請求によって公開された公
文書、日本国外務省外交記録・情報公開室）：2004-00548（「岡崎構想」）、2004-598（「松
村謙三氏と大平外相との会談録」）など 
②貿促団体機関紙 
中日貿易会『中日貿易会報』、日中輸出入組合『調査資料』、日本国際貿易促進協会『国
際貿易』、日本国際貿易促進協会関西本部『調査情報』 
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 これまでの研究で引用されたものを含め、中国、日本、台湾側の公文書を分析する。公
文書の解読を通じて、日中貿易に対する日、中、台政府の方針や認識のみならず、貿促団
体や貿易業者の政府側への連絡や意見など、他種の資料から発見しがたい情報を得ること
もできる。特に、当時の日中政府の間に直接の交流がほとんどないため、貿促団体は両国
の政府に情報源として利用され、政府側の政策決定に多大な影響を与えた。このような日
中貿易ないし日中関係における貿促団体の影響を考察するためには、外交文書のような一
次資料の解読が良い方法である。 
2．当事者への取材 
参考資料の中には貿促団体の責任者の回顧録が含まれているが、量的にはそれほど多く
はない。そして、当時最も貿易の現場に近かったのが貿易業者であり、具体的な貿易促進
事業に詳しいのは貿促団体の事務局員であるが、彼らの回顧録はそれほど多く残されてい
ない。そのため、健在の方と連絡をとり、彼らに対してインタビューを行うことが唯一の
方法である。筆者は、2010 年 5 月から元貿促団体事務局員 3 人、元友好商社員 3 人に対
してインタビューを行った。 
３．貿促団体に保管されている資料 
 日本国際貿易促進協会、日本国際貿易促進協会関西本部（現日中経済貿易センター）、日
中友好協会（正統、貿易部）などの貿促団体は現在でも運営が続いている。これらの場所
には当時の責任者と会員業者の言論、活動の情報、統計データなどを収録した機関紙など
の資料が数多く所蔵されている。このような資料から、貿易団体の組織的特徴・性格、貿
促団体の日中貿易に対する認識の変化を明らかにすることもできる。ほとんどの資料は、
従来の研究で使用されたことがなく、それに基づいて独創性のある研究を行える可能性も
十分にあると考える。また、これらの資料の中には当時の日ソ貿易、日朝貿易に関する内
容も掲載されている。これらの資料を通じて、当時の日中貿易の特殊性、東西貿易の状況
などを考察することができる。 
2010 年 6 月、取材対象の 1 人の紹介によって日中経済貿易センター（元日本国際貿易
促進協会関西本部）を訪問し、一部の資料を閲覧することができた。また、日本国際貿易
協会（東京）、日中貿易促進議員連盟の機関誌も入手した。 
※現在までに入手した貿易団体の機関紙 
関西日中貿易促進会議『日中貿易ニュース』 
中日貿易会『会報』 
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日本国際貿易促進協会『国際貿易』 
日本国際貿易促進協会関西総局（1958 年「関西本部」と改称）『総局ニュース』 
日本国際貿易促進協会関西本部『調査情報』 
日本国際貿易促進協会関西本部『友好と貿易』 
日本国際貿易促進協会関西本部『貿促関西本部情報』 
日本国際貿易促進協会関西本部『国際貿易速報』 
 
第四節 用語説明 
 
1.「日中貿易促進運動」 
「日中貿易促進運動」という名称は、1972 年日中国交正常化以前、とりわけ 1950 年代
に発表・作成された日中貿易関係の文章、資料、報道の中ではしばしば見られる4。また、
日中関係に関する近年の研究の中にも、「日中貿易促進運動」という名称を使用するものが
存在している5。 
「日中貿易促進運動」とは、1949 年以降の日本で発足した複数の貿促団体を中心に展開
されていた運動のことである。この運動は基本的に日中貿易の拡大を目的としていたが、
時期により日中貿易の直面していた問題が異なるため、「日中貿易促進運動」の具体的な内
容もこれによって変化していた。たとえば、1949 年日本国内において中日貿易促進会、中
日貿易促進議員連盟、中日貿易協会の 3 つの団体が発足し、これらの団体を中心とした「日
中貿易促進運動」が始まったが、その目標は主に新中国との貿易ルートの開拓にあった。
1950 年朝鮮戦争勃発後、日本で実施される対中輸出統制が日中貿易の最大の制限となった。
1952 年 6 月第一次日中貿易協定が調印された後、日中貿易促進会議という貿促団体は協
定の完全実施を実現するために国民運動を展開していたが、その主な目標は対中輸出統制
の緩和であった。また、運動の目標を実現するためにとられた方法も、団体と時期によっ
てそれぞれ異なっていた。その中では国民への宣伝や政府への陳情が一般的であったが、
                                                  
4毎日新聞社「高まる日中貿易促進運動」『エコノミスト』31（24），1953 年、米沢秀夫「最近
の日中貿易促進運動」『アジア経済旬報』（279），社団法人中国研究所，1956 年、毎日新聞社
「高まる日中貿易促進運動」、内閣官房「日中貿易促進運動について」『内閣官房調査月報』1
（8），1956 年。 
5森下徹「1950 年代前半大阪における日中貿易促進運動」『歴史科学』（150），大阪歴史科学協
議会，1997 年、添谷芳秀『日本外交と中国 1945－1972』，慶應通信，1995 年，p.25。 
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時期によって訪中使節団・貿促団体代表の派遣及び中国貿易使節団・中国側代表の受入な
どの方法もあった。 
なお、1960 年代後半において「日中友好貿易促進運動」や「東西貿易促進運動」を唱え
る者がいたが6、本論文は 1949 年から 1960 年代初頭までの日中貿易の展開を中心として
論じるため、これらの運動と「日中貿易促進運動」との関係については今後の研究課題と
して検討する。 
2.「日中貿易促進団体」 
 「日中貿易促進運動」と違い、「日中貿易促進団体」という用語は当時の資料の中でも
日中関係に関する近年の研究の中でも定着しておらず、中日貿易促進会（後に日中貿易促
進会に改名）、中日貿易促進議員連盟（後に日中貿易促進会として再発足）、日中貿易促進
会議、国際貿易促進協会などの団体の総称として「日本中国民間経済交流団体」7、「日中
関係各団体」8、「日中貿易団体」9などの複数の表現が存在している。 
 論述を展開するためには以上の名称を一つにまとめることが必要である。これらの団体
はいずれも「日中貿易促進運動」の担い手であり、1949 年から 1960 年代初頭までの時期
に発足した日中貿易関係の団体には団体名の最初の部分が「日中貿易促進」となっている
ものが最も多かったため、本研究ではその総称として「日中貿易促進団体」を使用する。 
 論述上の必要から「日中貿易促進団体」という総称を使用するが、1949 年から 1960 年
代初頭までの時期に発足した各「日中貿易促進団体」は方針、規模、組織構造、会員構成、
存在時間などの面において大きく異なっていた。また、既存団体の再編や統合によって発
足した「日中貿易促進団体」も存在していた。これらの点については、各章で具体的に検
討する。 
 
第五節 論文構成 
  
 本研究は、1949 年から 1962 年までの日中貿易の展開を貿易方式の変化に基づいて区分
                                                  
6内海明「日中友好貿易促進運動の当面しているもの」『アジア経済旬報』（752），1969 年，pp.1-5。
日本共産党中央委員会「東西貿易促進運の正しい発展のために」『前衛』（256），1966年，pp.10-15。 
7李恩民『中日民間経済外交（1945－1972）』人民出版社，1997 年，p.２。 
8波多野勝「戦後日中貿易の再開をめぐる政治的背景－中日議員連盟の発足と第一次貿易協定成
立－」『アジア研究』第 42 巻第 2 号，1996 年，p.2。 
9添谷芳秀『日本外交と中国 1945－1972』，慶應通信，1995 年，p.25。 
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し、各時期における貿促団体の発足・再編・活動と日中間の貿易交渉について考察を加え
るものである。本論は、九章構成をとる。 
第一章では、1949 年に発足した中日貿易促進会の結成背景、構成、方針、主張などを考
察し、この戦後最初の貿促団体と当時の左翼勢力との関係を明らかにしたい。これらの課
題を明らかにするために、本論文では当時の貿促団体関係者の回想、貿促団体の発行物お
よび中国外交部の档案資料を使用する。特に档案資料の使用により、これまでほとんど明
らかにされてこなかった中国側の視点をも浮き彫りにすることができると考えられる。 
 第二章では、中日貿易促進会とほぼ同時に結成された中日貿易促進議員連盟と中日貿易
協会の 2 つの団体の結成背景・構成・方針・組織の特徴、中日貿易促進会の変容及び同団
体と中国側の貿易機関との連絡を考察し、1950 年前半の日中貿易に対する中国政府の認識
を明らかにする。参考資料として、主に貿促団体関係者の回顧録と中国外交部の档案資料
を使用する。 
 第三章では、Foreign Relations of the United States Diplomatic Papers，1949
（Washington, D.C. Government Printing Office, 1976）、中国国際貿易促進委員会編
（1957）『禁運問題』（内部資料、未公開）などの資料を参照して、朝鮮戦争勃発後の米国
の対中経済制裁とこれを突破するための中国政府の方策から、朝鮮戦争期における日中貿
易の変化を考察する。 
 第四章では、第一次日中貿易協定の交渉過程を中心に、1950 年代初期の対中国輸出統制 
や日本の講和問題をめぐる貿促団体の変化とその活動に対する中国政府の認識を 
考察する。資料として、波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆 
足計・中尾和夫文書－資料編』、波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資 
料 帆足計・中尾和夫文書－日記・会談記録』、及び中国外交部の档案資料を使用する。 
 第五章では、1952 年後半期に訪中した桜井英雄と鈴木一雄の例から、第一次日中貿易協
定の具体化における日本民間人の役割を考察する。第一次日中貿易協定の具体化について、
巴商事専務理事の桜井と日中貿易促進会専務理事の鈴木は中国側に多く提案したが、異な
る立場と認識によって両者の意見は必ずしも一致していたわけではなかった。貿促運動に
おける貿易業者と貿促団体関係者との関係を明らかにするために、この点にも留意する。
1952 年後半から 1953 年初頭まで桜井や鈴木など数名の日本人が訪中したが、北京滞在中
の彼らの活動を記録したのは本人の回想録以外には中国外交部档案資料しかなかった。こ
のため、本章ではこの二種の資料を参照する。 
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第六章では、国会議員中心の貿促団体である日中貿易促進議員連盟の発足及びその役割
を日中議連代表団の訪中と第二次日中貿易協定の交渉という二側面から考察する。1950
年代前半の貿促運動は、主に対中輸出統制などの政治的制限の除去を目標としていた。こ
のため、国会議員中心の日中貿易促進議員連盟は特に注目されていた。一方、国会議員中
心であるため、同団体の運営は選挙の影響を受けやすく、その参加者の間にも党派の違い
による意見対立が存在していた。日中貿易促進議員連盟の発足、役割、及び同団体に対す
る中国側の対応を考察する際に、この点は特に注意すべきである。資料として主に中国外
交部档案資料を使用するが、第二次日中貿易協定の交渉過程を考察する際にそれを詳細に
記載した唯一の資料である波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆
足計・中尾和夫文書－日記・会談記録』を参考とする。 
第七章では、第三次日中貿易協定と 1950 年代中期における貿促団体の再編との関係を
中心として考察を行う。第一次及び第二次日中貿易協定と異なり、1955 年に締結された第
三次日中貿易協定は日本で調印されたものであった。その契機となった中国貿易代表団の
訪日は、1954 年に発足した日本国際貿易促進協会と大きく関係していた。日本国際貿易促
進協会のほか、1950 年代中期に発足した貿促団体にはまた日中輸出入組合がある。同団体
は、第三次日中貿易協定締結後の日中貿易の急成長に伴う過度競争や独占などの問題を解
決するために設立されたのである。日本国内の貿促団体の大集合として誕生した日本国際
貿易促進協会と同様、日中輸出組合も日中貿易の「窓口一本化」を目的としていた。両団
体の関係とそれに対する中国政府の対応についての考察は、本章の一つの重点である。 
 第八章では、1950 年代末期における日中貿易の「中断」と「再開」を背景に、貿易関係
の変化における日本民間人の役割、日中貿易に対する中国政府の方針転換及び日本企業に
対する中国側の各種の「配慮」を考察する。資料として、外交記録、関係者の回想録、貿
促団体関係者への取材、及び当時の新聞記事を使用する。 
 第九章では、1960 年代初頭における「友好貿易」の形成と制度化を考察する。1960 年
代初頭の日中貿易は、主に「貿易三原則」の第 2 項である「民間個別取引」の形で展開さ
れていた。しかし、「貿易三原則」に提示された三つの方法は、あくまで原則的なものに過
ぎなかった。従来の研究は、主に外交の観点から「貿易三原則」を分析しているが、その
具体的な実施に関する考察はまだ不十分である。本章では、「貿易三原則」をめぐる日中双
方の交渉、日本商社に対する中国側の対応及び「友好貿易」の制度化について考察し解明
したい。資料として、主に貿促団体関係者への取材と外交記録を使用する。 
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第一章 戦後最初の貿促団体の誕生と日本の左翼勢力 
 
はじめに 
  
本章は、最初の貿促団体の結成背景とその構成・主張・活動などに対する考察を通じて
戦後貿促運動の最初の形態を検討するものである。1949 年の中華人民共和国成立から
1972 年の国交正常化までの日中関係は、冷戦構造による厳しい国際環境の影響を受け、国
交未回復の状態の下で展開されてきた。この時期の日中関係については、政府に代わって
民間人10が大きな役割を果たした、いわゆる「民間外交」がよく取り上げられる11。日中貿
易も、日本国内の貿促団体をはじめとする非政府アクターと中国側の貿易機関との間で締
結された貿易協定に基づいて展開されていた。 
周知のように、1950 年代の日中貿易は、1952 年に 3 人の国会議員が訪中し、貿促団体
の代表として第 1 次日中貿易協定に調印してから始まり、1958 年 5 月の長崎国旗事件に
よって「全面断絶」に陥った。しかし、それに先立つ 1949 年 5 月に中日貿易促進会とい
う団体が戦後最初の貿促団体として結成され12、宣伝物の発行、集会の実施という形で日
中貿易の必要性を訴えて貿促運動を展開しはじめたことはこれまでの研究でまだ具体的に
論じられていない13。 
本章では、戦後最初の貿促団体である中日貿易促進会の結成背景・構成・方針・組織の
特徴及びその初期活動を考察し、戦後貿促運動の最初の形態を明らかにしたい。 
これらの課題を明らかにするために、本論文では当時の貿促団体関係者の回想、貿促団
体の発行物および中国外交部の档案資料を使用する。特に档案資料の使用により、これま
                                                  
10本論で使用する「民間」あるいは「民間人」とは、正式的に政府を代表する立場ではないこ
とを指す。 
11大澤武司「『闘争支援』と『経済外交』の協奏―戦後日中関係における『断絶』再考―」中国
現代史研究会『現代中国研究』第 27 号，2010 年，p.2。 
12同団体の名前が「日中」ではなく「中日」であった理由について、GHQ 文書における「日中
関係」の表示が「Sino-Japanese Relation」とされていたことに関係があると推測されている
（古川万太郎『日中戦後関係史』，原書房，1981 年，p.12）。 
131949 年前後の日中関係に関する先行研究は、主に古川（1981）、添谷（1995）、波多野（1996）、
李（1997）、劉（2010）が挙げられる。中では、貿促団体の誕生とその初期活動について多く
言及したのは、古川（1981）と多波多野（1996）である。両研究はいずれも貿促団体の結成時
間・会員・発足宣言などを概略的に紹介したものであり、団体の役割、限界および会員の中国
認識についてはあまり深くふれていない。 
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でほとんど明らかにされてこなかった中国側の視点をも浮き彫りにすることができると考
えられる。 
 
第一節 貿促団体誕生の時代背景 
 
 中華人民共和国の成立は 1949 年 10 月 1 日のことであるが、日本でこの中共政権との貿
易への準備が始まったのはそれより半年前であった。当時、中国の国内情勢は内戦中のた
めに安定しておらず、日本も占領軍の管理下に置かれて外交能力も対外貿易の自由も持っ
ていなかった。にもかかわらず、日中貿易再開への希望がなぜ現れたのだろうか。これは、
日本をとりまく内外情勢の変化によるものであった。 
1949 年、冷戦のグローバル化による国際関係の緊張は日本を含む世界各国における反
戦・平和感情を喚起した。一方、国民党軍の敗北が時間の問題となるや、数多くの外国貿
易機関が中共政権との貿易に興味を見せ始めた14。 
中国国内では、1949 年 2 月 16 日、北平及び天津などの海港都市をも支配下におさめた
中国共産党が支配地域の復興及び国内建設の実現のために、「対外貿易に関する決定」を発
表した。3 月 15 日には、「華北区対外貿易管理暫行弁法」が公表され、これに基づき華北
全域の対外貿易を統轄する対外貿易局が天津に設置された15。こうして、日本が最も重視
していた旧満州・華北地域との貿易が可能になった。 
日本では、米ソ冷戦の進行を背景に「非軍事化・民主化」という従来の対日占領政策が
「非共産化・再軍備」へと転換しはじめた。貿易に関しては、GHQ の厳しい管理が 1947
年 8 月と 48 年 8 月の緩和措置によって次第に軟化し、国内貿易業者と外国貿易業者との
接触も認められるようになった16。翌 1949 年、日本経済の自立と安定のための財政金融引
き締め政策、即ち GHQ の経済安定 9 原則が実施され、インフレ・国内消費の抑制や輸出
振興の効果を収めた。ところが、インフレが抑えられた後にデフレが進行し、それによる
資金難は数多くの中小企業および一部の大手企業の倒産を引き起こした。資金難の影響を
受けて「中小企業はもちろん、三井、三菱の大手炭鉱でも賃金遅配、欠配」が現れ、これ
                                                  
14中共中央文献研究室編『劉少奇年譜』（下），中央文献出版社，1996 年，p.91。 
15中共中央文献研究室編『劉少奇年譜』（下），中央文献出版社，1996 年，pp.89-91。 
16ただし、その商談は正式には貿易庁と外国バイヤーとの契約という形をとり、貿易公団を通
じて買上代金が国内業者に支払われることになっていた。 
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によって労働者の産業防衛闘争が始まった17。このような状況の中で、資金難の解決を求
める企業側、職場を守ろうとする労働者・労働組合側、そして物資不足による生活水準の
低下に不満を持つ一般国民まで、「景気は日中貿易から」、「日中貿易は中小企業を救済する
道」、「安い中国の原料を入れて生活を改善しよう」などのスローガンを掲げて18、かつて
「アメリカに次ぐ主要な貿易市場であった」中国に期待しはじめた19。特に、1948 年以降
民間による輸出入が認められたことで従来の貿易公団が次々と解散され、これによって数
多くの民間貿易商社が生まれた。1949 年から外国商社が日本国内に支店・事務所を設けて
取引することが可能となり、日本国内の一部の商社は厳しい競争による難関を乗り越える
道として日中貿易に期待しはじめた。 
ここで一つ注意すべきなのは、「景気は日中貿易から」、「日中貿易は中小企業を救済する
道」、「安い中国の原料を入れて生活を改善しよう」、「中国はなんでも買ってくれる」など
の日中貿易に期待する人々の声である20。このような期待は日本の対外貿易における中国
市場の重要さを意味するものであった。しかし、中国に滞貨を買わせて経済困難から救っ
てもらおうという考え方は日本国内の経済不況を背景とするものであり、その背後には戦
前の日中貿易への認識が存在していたことも指摘されている21。 
 一方、戦後は「大日本帝国」が解体されて「日本国」となり、占領下で日本は 1949 年
を迎えた。同時に、中国国内でも大きな変化が起こった。政治的には、中共支配の拡大と
ともに、国内情勢は次第に安定に向かっていた。経済的には、「農業中国から工業中国へ」
いう経済建設方針が確立された。貿易に関しては、1949 年 2 月、中共中央は華北局、東
北局に打電し、「対外貿易に関する方針」を明示した。その主旨は、主にソ連及び東欧諸国
との貿易を優先させることであり、資本主義国との貿易は「ソ連及び東欧諸国との貿易に
含まれていない商品」という範囲に限定された。特に、中国側はかつての経験から「日本
資本家の再進出」に非常に警戒的であり、他の資本主義国よりも日本との貿易に慎重であ
                                                  
17渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年，p.16。 
18平井博二『日中貿易の基礎知識』，田畑書店，1971 年，p.67。 
19日本貿易研究会『戦後日本の貿易 20 年史－日本貿易の発展と変貌』，通商産業調査会，1967
年，p.438。 
20平井博二『日中貿易の基礎知識』，田畑書店，1971 年，p.67。 
21岡本三郎『日中貿易論』，東洋経済新報社，1971 年，p.9。 
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った22。つまり、日本経済界の「植民地市場的な考え方」による「対中国貿易の甘い汁を
吸おうとする」やり方と「一方的な優越感」23が改められない限り、日中貿易の再開は不
可能であった24。 
日中貿易への期待にはもう一つの理由があった。戦前の日中間における頻繁な人的交流
は日中戦争の勃発によって遮断され、終戦後も GHQ の統制と冷戦構造の深刻化によって
解消されることはなかった25。中国に関するすべての情報が米占領当局によって統制管理
され、日本人の海外渡航も厳しく制限されていたのである26。こうして、貿易は日中交流
の可能な方法として期待を集めることとなった。 
 このような背景から、戦後まもなく日本において日中貿促運動が始まり、その第一歩と
して 1949 年 5 月 4 日に中日貿易促進会が発足した。 
  
第二節 中日貿易促進会の発足と戦後日本の国民運動 
 
中日貿易促進会の結成について、「中日貿易促進会の発会準備は中日親善協会（仮称、
後に日中友好協会として発会）結成準備の中から、またそれをママ併行して行われた」という
平野義太郎27の説明に対し28、中日貿易促進会の元事務局員は、同団体が「貿促運動と親善
運動が一つに結びついて発展してきたもの」であると述べている29。両者はいずれも中日
貿易促進会と中日親善協会との緊密な関係を認めているとはいえ、「併行」、「一つに結びつ
く」という表現の差に留意する必要がある。では、両団体の関係はいかに理解すればよい
                                                  
22『中日貿易協会会報』（貿促団体機関紙），1949 年 8 月 1 日。 
23社団法人中国研究所「日中経済交流の 10 年 Ⅰ第 1 次中断までの端初期（1949 年~50 年）」
『中国資料月報』（142）、1959 年 12 月 28 日、p.1。 
24平井博二『日中貿易の基礎知識』，田畑書店，1971 年，p.65。 
25小林道彦、中西寛編『歴史の桎梏を超えて―20 世紀日中関係への新視点』，千倉書房，2010
年，p.190。 
26日中貿易促進会の記録を作る会『日中貿易促進会 その運動と軌跡』，同時代社，2010 年，
pp.27-28。 
27平野義太郎、1897－1980、マルクス主義法学者、平和運動家。中国研究所の初代所長。日中
友好運動、日中文化交流活動にも関わり、中日貿易促進懇談会議長、民主主義擁護同盟準備会
議長、日中友好協会副会長を務めたこともある。 
28平野義太郎「日中貿易運動のはじまり:『中日貿易促進会』の準備時代」『アジア経済旬報』第
526・527 号，1963 年，p.34。 
29日中貿易促進会の記録を作る会『日中貿易促進会 その運動と軌跡』，同時代社，2010 年，
p.27。 
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だろうか。 
1949 年初め、やがて誕生しようとする中国の新政権に対する日本国内での関心が次第に
強まり、2 月 8 日、中国研究所・華僑総会の共催により日中親善協会結成を目的とする懇
談会が日本クラブで開かれた。会議の出席者には中国研究者・国会議員・中小商工業者・
科学者・芸術家・教育者・ジャーナリスト・労働組合・農民など数多くの分野の代表が含
まれていた。その後、3 月 12 日から 4 月 16 日まで合計 4 回の日中親善協会世話人会が開
かれた。第 4 回世話人会では、運動の規則・事業および他の運動推進のための幹事会が持
たれ、4 月 20 日の幹事会では、運動の具体的な方針として「『中日貿易運動』を展開し、
日本経済の自立化への大方針を確立する運動をママして出発すべきである」ことが強調され、
全幹事の賛成を得た。そして、4 月 30 日に開かれた 2 回目の幹事会で 4 日後の 5 月 4 日
に貿促運動を開始させることが決定された。5 月 4 日に開かれた中日貿易懇談会では、会
の主旨・経過および日中貿易の現状と将来に関する説明が行われ、正式発会が 5 月 30 日
に行われることになった30。 
「五・四運動」と「五・三〇事件」は、かつて中国国内での「反帝国主義」を掲げる大
衆運動であり、いずれも日本との関係が大きかった。前者の政治背景として、主に大隈重
信内閣による袁世凱政権への対華 21 ヶ条要求と中国軍閥と日本との密接な関係が挙げら
れる。後者も、上海にある日本資本の綿紡績工場の争議中に、工場側当事者が発砲し死傷
者が出たことが発端となったのである。なぜ日中貿易促進懇談会の開催及び日中貿易促進
会の発会式が、この二つの運動の記念日を期して行われたか。 
日中貿易促進懇談会では、議長の平野義太郎が「貿促運動」の基本方針として、「中国を
永久に農業国とみたてて工業原料を日本が輸入し、日本が旧市場回復のために輸出をはか
る」という「古い見解」を是正し、「中国の工業建設に協力」することこそ、今後の日中貿
易のあり方であると強調した。野坂参三国会議員も、今後の日中貿易について、「今までの
中国を犠牲にした貿易」ではなく、「互恵平等、平和共存の貿易」を進めるべきであると呼
びかけた31。言い方は異なるが、「植民地主義的な考え方」や過去の日本軍国主義による経
済侵略に対して深く反省すべきだという主張が一致していた。わざわざ「五・四運動」と
                                                  
30平野義太郎「日中貿易運動のはじまり:『中日貿易促進会』の準備時代」『アジア経済旬報』第
526・527 号，1963 年，p.36。 
31平野義太郎「日中貿易運動のはじまり:『中日貿易促進会』の準備時代」『アジア経済旬報』第
526・527 号，1963 年，pp.38-39。 
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「五・三〇事件」の記念日に二つの会議を開いたことも、そのような反省によるものであ
ったと考えられる。 
以上から、中日貿易促進会は中日親善協会の運動方針の一環として結成されたことがわ
かる。つまり、当初中日貿易促進会の結成準備は中日親善協会結成準備の中から始まり、
その後、国際情勢の変化や占領政府の政策転換などによって、親善協会の準備活動が一時
的に中日貿易促進会の準備活動に切り換ったのである。 
中日貿易促進会の結成に関して注意すべき点はもう一つある。前述のように、中日親善
協会結成懇談会の出席者には国会議員・労組など数多くの分野の人々が含まれ、これらの
人々には中日貿易促進会の準備段階にかかわっていた人も少なくなかった32。しかし、こ
れほど多くの分野の人々を集めることは主催者の中国研究所と華僑総会の力では決して容
易でないと考える。そこで両団体の結成準備は「民主主義擁護同盟33（以下、民擁同と略
す）の手で運ばれてきたものでした」という平野義太郎の話に注意する必要がある34。 
1113 万人（1949 年 6 月 1 日現在）の規模を持つ民擁同は、「戦後日本最初の統一戦線組
織」である35。1947 年後半より、従来の占領政策が内外情勢の急変に伴って転換され、同
時期の片山哲内閣は「外資導入＝独占資本強化」の政策に着手した。このような状況を「民
族的破滅の危機」と判断した日本共産党は、1948 年 2 月 6 日の第 6 回大会で、従来の「占
領軍との共同闘争」のための「民主人民戦線」に代わって「民族独立の戦い」のための「民
主民族戦線」を唱え、3 月 26 日に民主主義の徹底、人民生活の安定と向上、民族の独立と
いう 3 つの基本目標の実現を目指す民主民族戦線の結成を、社会党および各民主団体に提
唱した36。民擁同はこの民主民族戦線の中心母体として、同年 8 月 27 日に準備会が結成さ
れたものである。主立った参加者は全国の労農団体および社・共議員であり、両者の連絡
機構として参議院内に民擁同の事務所が設けられた。 
                                                  
32日中貿易促進会の記録を作る会『日中貿易促進会 その運動と軌跡』，同時代社，2010 年，
p.27。 
33民擁同の歴史については、吉田健二「民主主義擁護同盟の成立と崩壊過程：戦後日本におけ
る統一戦線の原型」(『社会労働研究』19（1/2），1973 年)を参照されたい。 
34平野義太郎「日中貿易運動のはじまり:『中日貿易促進会』の準備時代」『アジア経済旬報』第
526・527 号，1963 年，p.34。 
35吉田健二「民主主義擁護同盟の成立と崩壊過程：戦後日本における統一戦線の原型」『社会労
働研究』19（1/2），1973 年，p.112。 
36吉田健二「民主主義擁護同盟の成立と崩壊過程：戦後日本における統一戦線の原型」『社会 
労働研究』19（1/2），1973 年，pp.112-113。 
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しかし「三月闘争」が敗北に終わった後37、労組の活動は次第に制限を受け、共産党に
対する占領当局の態度も米ソ冷戦の進行によって一転した。民擁同も共産党との関係で参
議院内の事務所を失って駿河台の政経ビル（今の明治大学の隣）に移転した。同ビルには
中日親善運動結成懇談会の主催者である中国研究所があった。1949 年になると、日本をと
りまく内外情勢の大きな変化に適応するため、平野義太郎が中日親善協会の結成を提唱し、
「毎日顔をあわせ、中国研究所の人達から中国の情勢をきく」民擁同の事務局員がその世
話をすることになった38。中国研究所と華僑総会が表に出て民擁同が裏で運営するという
方法は、恐らく占領政府の弾圧を避けるためであったと考えられる。中日貿易促進会の結
成と民擁同の関係は、その準備段階において大きく活躍した民擁同関係者から伺うことも
できる。例えば、中国研究所所長・中日貿易促進懇談会議長の平野義太郎はかつて民擁同
結成準備会議長を務めた人物であり、民擁同の政経ビルへの移転も彼との関係が大きかっ
た39。中日貿易促進懇談会の「イニシアをとっていた」野坂参三は民擁同の議事を務めた40。
同じような民擁同関係の人物はまた大山郁夫（民擁同初代会長）、宮崎高一郎（民擁同結成
準備会司会、民擁同事務局員）などがいた。では、民擁同が中日親善協会と中日貿易促進
会の結成準備に関わった目的は何だったのだろうか。この点については、中日親善協会と
中日貿易促進会の構成、組織の特徴及び主張から分析することができる。  
 団体の構成について、中日親善協会結成の懇談会に出席した学者・国会議員・華僑・貿
易業者・中小企業・労組代表の約 180 人が中日貿易促進会の準備会へも出席したが41、こ
の構成は民擁同と同じく「民族統一戦線的な集まり」であり42、その範囲は民擁同に比べ
てさらに広まった。 
団体の組織的特徴については、支部設立準備において民擁同関係の地方民主団体と労組
                                                  
371948 年 3 月、官公庁労働組合の賃金値上げ争議。 
38渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年，p.17。 
39渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年，p.16。 
40渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年，p.14。 
41平野義太郎「日中貿易運動のはじまり:『中日貿易促進会』の準備時代」『アジア経済旬報』第
526・527 号，1963 年，p.37。 
42鈴木一雄｢貿促運動が歩んだ道(1):鈴木一雄に聞く｣『アジア経済旬報』第 619 号，1965 年，p.19。 
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が大きな役割を果たしたと指摘されているが43、中央には 10 人程度の事務局が設置され、
同時に、民擁同の渋谷定輔、中国研究所の米沢秀夫らが地方支部結成のために各地域に赴
き講演を行い、横浜・大阪・神戸・名古屋などの大都市での支部結成に成功した。 
日中貿易のあり方への認識について、中日貿易促進懇談会で「イニシアをとっていた」
野坂参三の中日貿易促進懇談会での発言を手掛かりに分析したい44。同会議において、野
坂参三は発言の最後に次の 4 点をあげ「『民主的政府の手による全面的中国との直接貿易』
に努力しよう」と呼びかけた。 
 
「①政府・与党は日中貿易に反対である。新しい日中貿易について、日本人の頭を切りか
えねばならぬ。今までの貿易は軍閥の手先、スパイ活動をやっていたからそれを改めなけ
ればならぬ。 
②相手が社会主義国だからといって、日本の社会主義、共産主義の党でなければ貿易し
ないなどということはありえない政策について誤解を払いのけよ。 
③互恵平等、平和共存の貿易。とくにいままで中国を犠牲にした貿易だったが、こんど
はお互いに助けあい共存共栄。 
④日本の国民貿易。中小企業や労組や民主政党もこの促進会に入って全国民的な貿易運
動へ進まう45。」 
  
延安帰りの野坂参三は中国側の実情と中共指導部の意向に詳しく、また共産党との関係
も有しており、彼の締めくくりの発言が中日貿易促進会の運動方針として固まったことは
容易に理解できる。しかし、彼の発言は単なる貿促団体の運動方針への提言ではなく、共
産党が「党の『運命』をかけた」民主民族戦線方針に基づいたものでもあった46。1948 年
8 月 27 日の民擁同第 1 回提唱委員会では、団体の基本目標として人民の最低生活の確保、
                                                  
43渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年，pp.19-20。 
44渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年，p.14。 
45平野義太郎「日中貿易運動のはじまり:『中日貿易促進会』の準備時代」『アジア経済旬報』第
526・527 号，1963 年，p.39。 
46吉田健二「民主主義擁護同盟の成立と崩壊過程：戦後日本における統一戦線の原型」『社会労 
働研究』第 19 号（1/2），1973 年，p.117。 
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民主主義文化の擁護、民族の完全独立と平和、国会の民主化の 5 項目が決定されたが47、
野坂参三の発言は基本的にこの方針に沿ったものであった。例えば、日中貿易の展開とは、
占領下にある日本の不況と物資不足を解決し、国民生活の安定と向上を図るというもので
あった。植民地主義的な考え方の是正は新たな日中貿易の前提であり、古い観念を打破し
て日本経済の民主化を実現する条件というものでもあった。社会主義国家との貿易に対す
る日本経済界の誤解を払い除けるには、統一戦線を広げる必要があった。冷戦のグローバ
ル化が進みつつあった当時において、米国に追随せず、中国のような共産国と互恵平等・
平和共存の関係を築くことは、日本政治の民主化と国家の独立への道だと考えられていた
はずである。 
 前掲のように、1948 年の米国の対日政策転換とともに、共産党も従来の方針を改め、民
主民族統一戦線の結成を社会党、及び各民主団体に提唱し始めた。こうして戦後最初の統
一戦線組織として民擁同が誕生した。1949 年、内外情勢の変化とともに、日本国内におけ
る中国への国民的関心は次第に高まった。占領当局の弾圧を受けた革新勢力は、経済の復
興・反戦平和という国民の願望のうえに統一戦線を拡大させることの必要性を認識した。
こうした背景があって、平野義太郎・野坂参三など民擁同関係者の活躍により中日貿易促
進会が結成されたのである。つまり、民擁同が中日貿易促進会の結成準備で大きな役割を
果たした理由は、厳しい政治環境の中で民主民族戦線運動の延長線上に貿促運動を位置づ
けていたからだと考えられる。 
 
おわりに 
 
 1949 年、日本共産党をはじめとする革新勢力は日本の独立と民主化への道として新中
国・ソ連など共産圏諸国との関係改善を主張し、中日貿易促進会を結成して貿促運動を展
開しはじめた。貿促運動は日本国内の経済不況や共産党の方針転換と大きく関係していた
が、中国の国内情勢の安定や米国の対日政策転換も無視できない背景であった。つまり、
民間団体の結成によって始まった貿促運動は日本国内の経済状況だけではなく、日本をと
りまく国内外情勢の変化にも大きく関係していた。そして、左翼勢力とりわけ日共との関
係は中日貿易促進会の方針や主張にも大きな影響を与えた。「民族の独立」や「日本の民主
                                                  
47吉田健二「民主主義擁護同盟の成立と崩壊過程：戦後日本における統一戦線の原型」『社会労 
働研究』第 19 号（1/2），1973 年，p.121。 
- 20 - 
 
化」などの主張は「対米独立」あるいは「反米」の立場によるものであり、これは当時の
中国共産党の方針と共通して日本と新しい中国との交流の一つの「接点」であったと考え
られる。 
 政治的性格を持つとはいえ、貿促運動は 1949 年の日本における日中貿易への期待をき 
っかけとして始まったのである。つまり、中国との政治関係が如何なるものであったにし 
ても民間交流への望みは日本国内に存在し、中でも貿易への期待が最も強かったのであっ 
た。しかし、中日貿易促進会の会員は貿易業者の割合が多くなく、特に大手企業が僅か 
であった。つまり、同団体は数多くの階層を含む全国的な貿促団体であるとはいえ、貿易
実務の面における能力に限界があったと言わざるを得ない。 
 中日貿易促進会が結成された後、貿促運動の展開とともに中日貿易促進議員連盟と中日 
貿易協会の 2 つの団体もそれぞれ結成された。では、この 2 つの団体と中日貿易促進会と 
の違いは何か、3 つの貿促団体は後の日中貿易において如何なる役割を果たしたか、これ 
らの問題について、第二章で検討したい。 
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第二章 対日貿易に関する中国政府の認識と戦後日中貿易の始まり 
 
はじめに 
  
1949 年、日本共産党の民主民族戦線運動の一つの形として中日親善協会の結成準備が始
まり、その第一歩として中日貿易促進会が結成された。一方、中日貿易促進会が発足して
まもなく、中日貿易促進議員連盟と中日貿易協会の 2 つの団体もそれぞれ結成された。3
つの団体は貿易促進という点において共通していたが、その構成や主張などは必ずしも同
じであったとはいえない。 
また、貿促団体が結成された当時の日中貿易は密輸や香港経由の貿易を除いてほとんど
行われておらず、発足後の貿促団体にとって中国側の国営貿易機関と連絡をとり日中貿易
のルートを開くことが重要であった。この点から見ても、1949 年に発足した 3 つの貿促
団体の構成・主張・活動及びこれらの団体に対する中国政府の認識を明らかにする必要が
ある。そこで、本章では貿促団体の関係資料、関係者の回顧録および中国外交部档案を使
用して、この問題について考察したい。 
 
第一節 中日貿易促進議員連盟の役割と限界 
 
1949 年に発足した貿促団体のうち、民擁同と緊密な関係を持ったのは中日貿易促進会だ
けではなかった。中日貿易促進会の発足のすぐ後、1949 年 5 月 24 日に中日貿易促進議員
連盟（以下、中日議連と略す）が結成された。中日議連の結成は、中日貿易促進会の運動
を国会に結びつけることによって、対中禁輸と渡航制限を緩和させるという宮崎亮一郎ら
の提議に応じた帆足計48らの国会における働きかけがきっかけであったとされている49。 
中日議連の組織構成は、会長に苫米地義三（民主党）、幹事長に帆足計（緑風会）、幹事
に志田義信（民自党）・宮腰喜助（民主党）・勝間田清一（社会党）・神山茂夫（共産党）と
                                                  
48宮崎亮一郎、民主主義擁護同盟事務局員。帆足計（1905－1985）、参議院議員（1947－1950）、
衆議院議員（1962－1969）、中日貿易促進会準備会に出席。 
49波多野勝「戦後日中貿易の再開をめぐる政治的背景－中日議員連盟の発足と第一次貿易協定
成立－」『アジア研究』第 42 巻第 2 号，1996 年，p.5、鈴木一雄｢貿促運動が歩んだ道(1):鈴木
一雄に聞く｣『アジア経済旬報』第 619 号，1965 年，p.19、渋谷定輔・野田健二・北本道雄・
宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア経済旬報』第 600 号，1965 年，p.14。 
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決まり、参加議員は 93 名に及んだ50。 
中日議連発足の背景について、1949 年 1 月 23 日に行われた第 24 回衆議院議員総選挙
の影響を看過することはできない。この日本国憲法施行後初の総選挙では、保守党の民自
党が依然として過半数（466 議席のうちの 264 議席）を獲得する一方、中間政党が低得票
に終わり革新勢力の得票率が大きく伸びた。中でも共産党の議席数は、解散前の 4 議席か
ら 35 議席まで大きく増加した。中日議連の発足には、社共両党をじめとする革新勢力の
国会での躍進が一つの前提条件であったと考えられる。 
中日議連の方針は、主に「規約」と「趣意書」の 2 つにより定められた。「規約」には、
①日中親善と政府、関係団体と連携して日中貿易促進に努力すること、②右の趣旨に賛同
する有志議員で組織すること、③本会に総会、委員をおくことが揚げられ、「趣意書」には、
①「中国新政権の政治的性格を云々しようとするものではなく」、②「国民的及超党派的立
場から政府ならびに民間団体と協力する」、③日本の自主性を失うことなく、党派とイデオ
ロギーの立場を超えて推進すること、が盛り込まれた51。以上の方針は、次のように理解
することができる。 
中日議連は国会での影響力、及び関係団体と政府を繋ぐ機能を持つことから、後に政府
への働きかけや日中貿易の制限解除において、中国政府に非常に重視された。1950 年代に
4 回にわたって締結された日中民間貿易協定のすべてに調印した唯一の団体であったこと
はその証である。しかし、上記の「規約」と「趣意書」から同団体の限界を窺うこともで
きる。 
参加者が国会議員に限られたため、中日議連の構成が選挙の結果や革新系政党に対する
政府の方針転換によって大きく変動することは、言うまでもなかった。そして、産業界と
の繋がりおよび体制側への働きかけを強めるために、中日議連にとっては「戦後不況から
の脱出を考える各企業を背景とする」保守党、とりわけ与党系議員の協力を得ることも不
可欠であった52。そのため、93 名の参加議員のうち、民自・自由党系議員が半数近くの 44
                                                  
50渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年，p.35。 
51波多野勝「戦後日中貿易の再開をめぐる政治的背景－中日議員連盟の発足と第一次貿易協定
成立－」『アジア研究』第 42 巻第 2 号，1996 年，p.5。 
52古川万太郎『日中戦後関係史』，原書房，1981 年，p.24、波多野勝「戦後日中貿易の再開を
めぐる政治的背景－中日議員連盟の発足と第一次貿易協定成立－」『アジア研究』第 42 巻第 2
号，1996 年，pp.5-6。 
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名、特に 47 名の衆議院議員のうち、民自・自由党系議員は 33 名で圧倒的に多かった。ま
た、「趣意書」では委員を置くことが決められたが、合計 26 名の委員のうち民自党議員が
6 名で最も多く、次いで民主党議員の 4 名であった53。では、このような構成の下、「超党
派的立場」で日中貿易を促進することは可能であったのだろうか。 
まず、中日議連に参加した保守党系議員の経歴から考えてみたい。ここでは、中日議連
委員に選ばれた小川平二54・鹿野彦吉・永井英修の 3 人を取り上げる。小川平二は学生時
代（旧制佐賀高等学校）に左翼運動に関与していた。1982 年の教科書事件では中韓との外
交を重視する彼は事態収拾において大きく活躍する55。鹿野彦吉は、関西ペイント常務・
日東精密時計会長・経済企画政務次官・国土開発審議会委員等を務めた人物である。永野
英修は戦前から佐賀県の高取工業に勤め、戦後も炭鉱開発に力を尽くした。衆議院議員を
経て、のちに佐賀相互銀行社長・大日鉱業社長を歴任した人物である。この 3 人のほか、
戦後日中関係に大きく貢献した宮腰喜助と政財界の大物である北川徳太郎のような保守系
議員もいた56。以上の経歴から、少なくとも中日議連に参加した保守系議員には、日中関
係に関心を持つ人や財界と緊密な関係を持つ人々が相当数いたと判断できる。当然、日中
貿易に期待していた点においてはこれらの保守系議員も革新系議員と同じであった。 
しかし、前述のように保守系議員には大手企業を背景とする者が多く、彼らは日中貿易
自体を支持するが、中小企業よりも大手企業を重視し、国会における日中貿易に関する議
題への態度も、常に革新政党と一致していたわけではなかった。1949 年 11 月 27 日に第 6
回国会本会議に付した外国為替及び外国貿易管理法案・外国為替管理委員会設置法案・外
国為替特別会計法案の審議（衆議院）をめぐる保守・革新政党の対立がその一例である57。
                                                  
53波多野勝「戦後日中貿易の再開をめぐる政治的背景－中日議員連盟の発足と第一次貿易協定
成立－」『アジア研究』第 42 巻第 2 号，1996 年，pp.5-6、渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮
崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア経済旬報』第 600 号，1965 年，p.35。 
54小川平二（1910－1993）、東京帝大経済学部卒業、政治家。第 2 次佐藤内閣労働大臣、福田
赳夫内閣自治大臣、鈴木善幸内閣文部大臣。株式会社ぎょうせいの社長、会長を歴任。加藤高
明内閣司法大臣・田中義一内閣鉄道大臣小川平吉の次男、日中国交正常化後の初代中国大使の
小川平四郎の兄。 
55早川隆『日本の上流社会と閨閥』，角川書店，1983 年，pp.153-157。 
56宮腰喜助（1905－1966）、衆議院議員。1952 年、中華人民共和国を訪問した最初の国会議員
として、第 1 次日中貿易協定に調印。北村徳太郎（1886－1968）、衆議院議員、播磨造船、佐
世保商工会議所会頭、長崎の親和銀行頭取、八王子醸造、佐世保貯蓄銀行各取締役、片山内閣
運輸相、芦田内閣蔵相を歴任。 
57議衆議院会議録情報、006 回国会本会第 18 号 
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戦後日本の貿易の展開において、この三法案が重要な意義を持つことは言うまでもない。
にもかかわらず、社会党・共産党議員が 3 法案に反対の意見を述べた理由はどこにあった
のだろうか。 
問題の焦点となったのは、輸出金融に関する信用状開設・保証金率などにおける画一的
平等取扱いの原則、協定国との特定貿易優先主義、輸出品目許可制、及び支払方法の許可
制であった58。前者について、社会党の成田知巳（中日議連会員）は金融機関に信用のな
い中小企業の資金難などの例を挙げて、3 法案を「大資本家を擁護し、わが国中小企業を
没落のふちに追い落とし、ひいてはわが国経済の自立態勢をも崩壊さすものだと言わなけ
ればなりません」と批判した。これについて、共産党の米原昶も同様の意見を述べた。当
然、日本貿易の展開からみれば、国内の中小企業が 3 法案の実施によって「没落のふちに
追い落と」されたという批判は疑われるかもしれない。しかし、当時の日中貿易はそれを
「自己の死活問題」としていた中小企業を中心としたものであったので59、3 法案の実施
は後の日中貿易に全く影響がなかったとは言いがたい。さらに、後者の「協定国との特定
貿易優先主義、輸出品目許可制、支払方法の許可制」について米原昶は「そのことによっ
て、事実上は中国、ソビエト、そのほかの未開拓市場に対する日本の貿易は、事実上禁止
される方向に向っておるではないか」と質問した。同氏が質問したように、1949 年 12 月
１日 3 法案のうちの外国為替及び外国貿易管理法案によって制定された外国為替及び外国
貿易法（法律第 228 号）が発効し、同法の第 48 条（第 1、2 項）は日本政府が米国政府の
対共産圏輸出統制に同調する法的根拠となった。   
戦後日本貿易の自立にとって 3 法案の役割はいずれも肯定的に評価されるべきであるが、
日中貿易への影響からみれば、社共両党議員の反対と質疑も根拠のない心配であったとは
言えない。一方、採決の結果、3 法案は 264（白票）対 40 票（青票）で可決されたが、中
日議連に参加した民自・自由党系議員はいずれも白票を投じた。 
以上のように革新系議員と保守系議員の対立もあったが、貿促団体として国会議員中心
の中日議連は他の団体にない役割を果たしたことも事実である。 
1950 年まで、日中間の輸出入取引は基本的に香港経由で、イギリス商社が仲立ちをして
いた。肝心の輸送手段については、敗戦国日本の船が中国の港へ寄港することはまだでき
                                                                                                                                               
http://kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/syugiin/006/0512/00611270512018a.html。 
58同上。 
59岡本三郎『日中貿易論』，東洋経済新報社，1971 年，p.9。 
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なかったため、イギリス船を使用することとなっていた60。また、国営貿易が民間貿易に
切り替わったとはいえ、為替貿易の管理は相変わらず占領当局に握られ、日中貿易には厳
しい制限が加えられていた。このような制限をなくすために、1950 年 4 月 25 日、志田義
信を始めとする 14 人の衆議院議員は、連名で日中貿易促進を促す決議案を提出した。こ
の決議案は審議未了となったが、同月 29 日、参議院では、帆足計、佐々木良作ら 20 人の
提出した決議案が可決された。この「日中貿易促進に関する決議」の内容は以下の通りで
ある。 
 
「戦前の正常期において、わが国貿易総額の 6割 5分を占めていたアジア貿易、特にそ
の過半を占めた中国との貿易再開は、米国の援助が漸減されようとするわが国経済にとっ
て重大な問題である。依然として不振を続ける貿易と深刻化する国内不況の根本的打開策
として、産業界も貿易会も一般国民も新中国との直接貿易の緊急な再開を強く要望してい
る。英国、印度、スエーデン、ソ連等世界の十数ヶ国が既に新中国政府を承認し、更に国
連の承認を通じて米国の承認もそう遠い将来ではないと予想される。政府は、日本の生存
に絶対欠くことのできない貿易振興の一環として、政治問題やイデオロギーの問題を離れ、
純経済的観点から、新中国と相互に経済使節を交換し、早急に直接貿易を再開するよう積
極的方策の確立、実行に関し万全を期すべきである。」61 
 
この決議は当時の世論の一側面を示していると考えられる。特に、直接貿易の緊急な再
開への要望のみならず、中華人民共和国の承認を促すような内容も含まれている。占領期
の日本に諸外国との外交関係や条約締結等の権限がないなかで、二カ国間関係の正常化へ
の要求が初めて国会で提出されたことは注目すべきである。 
以上から、貿促運動と国会との繋がりとして中日議連の誕生は運動の展開において大き
な意義があるといえる。特に、数多くの保守党系議員の参加によって、団体の影響力はさ
らに強化された。しかし、中小企業の利益を重視する革新系議員と大手企業を背景とする
保守系議員の対立が存在していたことも無視できない。とりわけ 1950 年代中・後期から
日中貿易に参加する大手企業が増加するとともに、この問題は貿易協定の締結に一定の影
響を与えることになった。 
                                                  
60古川万太郎『日中戦後関係史』，原書房，1981 年，p.28。 
61石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料 日中関係』，日本評論社，1970 年，p.23。 
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国会議員の団体であるため、中日議連のメンバーには貿易業者がいなかった。そして、
第一章で述べたように、発足当初の中日貿易促進会の中にも貿易業者、とりわけ大手企業
の会員は多くなかった。しかし、実務の面において業者の役割が必要であることは言うま
でもない。他の階層と異なり、彼らにとって経済的利益の獲得は重要である。また、当時
の貿易取引は依然として政府に厳しく制限されていたため、経済人として占領当局へ配慮
せざるを得なかった。このため、貿促運動のあり方について、彼らの理解は必ずしも労働
組合や革新政党の関係者と一致せず、同業者内部においても経営者の中国観や中国への依
存性による意見対立が存在していた。こうして、中日貿易促進会と中日議連が発足して間
もなく、同じ日中貿易促進を主張する中日貿易協会が結成された。 
 
第二節 大手企業の中国観と中日貿易協会 
 
中日貿易協会は、1949 年 6 月 20 日に東京で結成された貿促団体である。発会式には、
日産自動車・第一物産・日綿・東亜交易・東栄商事・協和交易・日高・兼松・幸貿易・野
崎産業・昭和産業・湯浅実業・安部幸商社・第一通商・亀井興業・太洋貿易・高島屋飯田・
鈴木産業・中央漁業・日吉回漕・東邦海運・第三工業・日本大豆協会・朝日製油・豊年製
油・日清製油・東京食品・日本油脂・吉原製油・油糧公団・中日文化研究所などの企業と
団体の代表が出席した62。創立宣言に、一、中日貿易協会は大、中、小企業を問わず、中
国との交易を直接に分担できる実業家の団体である。二、中日貿易協会は過去の日中関係
の歴史がつくり出した既成観念を打破して、再び経済侵略を犯さぬことを誓う実業家の団
体である。三、中日貿易協会は日本経済を新中国の工業建設に結びつけることによって中
日両国民族の友誼を固くせんとする実業家の団体である、という「三大原則」が強調され
た63。 
 ここで注目すべきなのは、「実業家の団体である」という文言が再三強調されることであ
る。労組や国会議員などの階層が多く存在する中日貿易促進会と異なり、中日貿易協会の
参加者のほとんどは経済人であった。では、これらの経済人が独自の団体を結成した理由
                                                  
62渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年，pp.36-37。 
63波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書―資料
編』，現代史料出版，2002 年，p.3。本稿で使用するのは、同資料に収録されている『中日貿易
協会報』第 1 号である、以下同。 
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はどこにあるのだろうか。また、経済人の集まりであった中日貿易協会は、中日貿易促進
会と比べてどのような特徴を持っていたのだろうか。  
「（団体の）政治的なニュアンスの強い」ことから、親善運動を進める上で「貿易を看板
に掲げた方が、占領軍との間で余計な摩擦を避けられる」という中日貿易促進会の考えに
対して、「左翼の連中といっしょにやれば、米占領軍批判や体制反対運動をする『政治』に
巻き込まれる恐れがある」という懸念を持つ経済人は「経済人だけの貿易」を推進するた
めに新たに中日貿易協会を結成した64。当時の情勢からみれば、まことに古川万太郎の指
摘した通りである。しかし、彼の指摘は、あくまで貿促団体の結成における国内政治環境
の影響という点のみに過ぎない。 
 中日貿易協会の役員を見れば、同協会に参加した実業団体には油脂業界の会社・団体が
多かったことがわかる。そして、中日貿易協会の結成が「油脂業界をはじめとする一流会
社、貿易商社などの熱心な働きかけ」と大きな関係があることも認められている65。中日
貿易協会結成の背景を全面的に解明するには、日中貿易に対する油脂業界の「熱心な態度」
から分析する必要がある。 
占領期の日本の貿易は、「GHQ―（貿易庁）―貿易公団」という 3 段階方式の国営貿易
であり、のちに大豆輸入の実務は食糧公団が担当した。1949 年以降、公団貿易の民間貿易
への移行および民間貿易の自由化に伴い、大豆輸入先の選択における制限も漸次緩和され
た。この背景には、「蛋白質の少ないことが原因で味の素や豆腐を作れず、家畜の飼料にし
かならないようなかき集めで半分以上はくずとゴミ」であったアメリカ大豆の代わりに、
油脂業界の関係者は中国大豆に期待し始めたことがある66。そして、彼らをはじめとする
大手会社は中国の国内情勢から、国交もいつか回復するし67、日中貿易も「早晩開始する」
と確信し68、関係業者の動員や情報収集を早急に行うために貿促団体を作る必要性を認識
していた。しかし、前述のように、当時準備段階にあった中日貿易促進会は、主に貿促運
                                                  
64古川万太郎『日中戦後関係史』，原書房，1981 年，pp.22-23。 
65波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書―資料
編』，現代史料出版，2002 年，p.7。 
66渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年，p.25。 
67渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年，p.26。 
68波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書―資料
編』，現代史料出版，2002 年，p.7。 
- 28 - 
 
動を「国民運動として広める」ことに集中しており、参加者も一部の中小企業を除いてほ
とんどが労組など貿易の門外漢であった69。そこで、「資料が欲しい」、「国交でも回復した
らすぐ取引できるように今から一定のコネクションをつけとこう」という考えで、「資力も
あり昔の実績もある」大手企業は独自の団体を作ることにしたのである70。 
つまり、中日貿易協会結成の背景には、経済人の占領当局への遠慮のほかに、彼ら自身
が持つ日中関係の推移に対する予測、及び貿促運動のあり方や当面の任務に対する認識も
あった。それ以降の日中関係から見れば彼らの認識は楽観的であったと言わざるを得ない
が、戦後日中貿易における貿易業者をはじめとする経済人の重要性から考えれば、中日貿
易協会の主張、活動をさらに分析し、中日貿易協会の存在意義を正しく評価することは極
めて重要であろう。 
団体の方針について、中日貿易促進会と同様に、中日貿易協会の創立宣言にも既成観念
の打破や中国の工業建設への貢献という点が含まれていた。しかし、これは必ずしも中国
観の変化を意味するものではなかった。たとえば、中国大豆を輸入しようとする動きの背
景には、食糧輸入に対する政府の補助金が単一為替レート実施後に停止されたことや、日
本市場における中国大豆への需要が戦前からすでに存在していたことがあった。協会の発
会式での各代表の発言は、基本的に日中貿易の「再開」を中心とするものであり、「両国民
族の友誼を固くせんとする」ための具体的な措置は見られなかった71。協会内部には日常
業務を行うための事務局が設置されたが、局長を務めた杉本勇蔵は中日貿易促進会事務局
長渋谷定輔のような社会運動家ではなく、満洲特産中央会出身の「大豆問題のベテラン」
であった72。これらの事実からみれば、中日貿易協会を結成した油脂業界の動機はあくま
で中国の材料を輸入することにあり、彼らの考える「新しい日中貿易」も「戦前の日中貿
易の延長型的な体質」が感じられる。また、「『政治』との関係を気にする」という同団体
会員の考え方について「政経分離のはしりといえようか」という指摘もあるが73、このよ
                                                  
69渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年，p.30。 
70渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年， p.28。 
71波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書―資料
編』，現代史料出版，2002 年，pp.3-7。 
72渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年，p.27。 
73古川万太郎『日中戦後関係史』，原書房，1981 年，p.24。 
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うな経済人の考え方を 1952 年以降日本政府の「政経分離」路線の源流と言い切ることは
難しい。ただし、中日貿易協会の例から、少なくとも貿促運動における経済界の独自の認
識を見出すことはできると考えられる。 
他の貿促団体との関係においては、革新勢力と一線を画して自らの性格が「政党、政派
に偏らない実業家の自主的な団体」であることを伝えるため、中日貿易協会は在日華僑民
主促進会、中日議連各政党の代表を発会式へ招いた場で「各団体から一名ずつを招くにと
どめる」と殊更に強調していた74。しかし、これによって中日貿易協会と他の貿促団体が
対立関係にあったと判断することは妥当ではない。これについては、中日貿易協会発会直
後の第１回理事会における「決定」が大いに参考になる75。「決定」によれば、同協会は中
日貿易促進会・中日議連、さらに華僑団体と「緊密な関係」を持つ必要性を十分に認識し
ており、基礎が固まった後に団体加入の形で中日貿易促進会へ入会することまで検討して
いた。つまり、経済人の立場および当時の国内情勢から自らの性格が「実業家の団体」で
あると主張するものの、革新勢力との連携の必要性を認識した中日貿易協会の中心メンバ
ーは、必ずしも中日貿易促進会に対して否定的な態度をとっていたわけではなかった。 
団体の活動内容は、経済界の人々が多かったことから、経済事情の調査や認識において
中日貿易協会の方が非常に優れていた。当時同協会の出版した『中日貿易の実際知識』（幸
書房、1949 年 10 月発行）よりも、日中貿易の事情を詳しく紹介した資料があまりないこ
とからも窺うことができる。この点で、日中貿易の宣伝や実務知識の普及において、同協
会の役割は肯定的に評価されるべきである。しかし、中日貿易協会の活動は基本的に調査
や宣伝の段階にとどまり、「中日貿易促進会のように中国側とパイプをつなぐことができず、
看板をかかげたものの、有名無実に終わってしまった」のである76。 
では、中日貿易促進会はなぜ中国との接触を実現したのだろうか。また、1950 年代の日
中貿易、ないし日中関係にとって中日貿易促進会と中国の接触は何を意味するのだろうか。
これについて、同団体の発足後における様々な動きとそれに対する中国側の評価から考え
たい。 
 
                                                  
74波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書―資料
編』，現代史料出版，2002 年，p.7。 
75波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書―資料
編』，現代史料出版，2002 年，p.11。 
76古川万太郎『日中戦後関係史』，原書房，1981 年，p.24。 
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第三節 中国政府から見た対日貿易 
 
前述のように、中日貿易協会は自らの性格を「実業家の団体」であると主張するものの、
中日貿易促進会の活躍から革新勢力との連携の必要性を認めていた。一方、中日貿易促進
会も団体に「専門的な貿易知識・技術を持っている人が欠けている」ことを認識し77、各
企業に対して入会勧誘を行った78。しかし、当時の中日貿易促進会は主に国民運動を組織
することに集中しており、貿易の実務に関する具体的な事業はほとんどなかった。さらに
民擁同との関係もあって、中日貿易促進会に対する懸念を持つ経済人も多数いた79。 
では、中日貿易促進会における貿易専門のグループはどのように形成されたのだろうか。 
これについては、まず中日貿易促進会と鈴木一雄という経済人との関係から検討したい。
鈴木一雄は終戦まで三菱商事インドネシア支店長を務め、帰国後神戸商事（元三菱商事神
戸支店）に入社した。当時の神戸商事は石橋湛山が会長を務めていた国際電気の代理店で
あり、鈴木一雄に中日貿易促進会の会議への参加を要請したのは国際電気の労組であった。
「政治的な意味では御迷惑はかけない、運動団体の組織については私が責任をもつ」、「専
従でなくて、会議の時には時々来」てくれればよい、という中日貿易促進会事務局長渋谷
定輔の承諾もあって80、「やりがいのある仕事」だと考えた鈴木一雄は、中日貿易促進会事
務局貿易部次長に就いた81。鈴木一雄以外に、中日貿易促進会成立初期から活躍していた
経済人に北条道雄という者がいた。鈴木一雄と同様、北条道雄も旧三菱の人間であり、終
戦後は日本肥料の理事長を務めていた。彼らの参加によって、中日貿易促進会内部には総
務局と調査宣伝局のほかに、渉外・商品検査・貿易業務・対外連絡を担当する貿易局が設
置された。 
「三菱の関係で業界に接触がある」鈴木一雄と北条道雄は、他の役員たちと比べて、業
                                                  
77渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年，p.36。 
78波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書―資料
編』，現代史料出版，2002 年，p.7 による。 
79渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年，p.28。 
80同上，p.30。 
81中国外交部档案，105-00077-02，「日本中日貿易促進会要求派代表来華状況」、鈴木一雄｢貿促
運動が歩 
んだ道(1):鈴木一雄に聞く｣『アジア経済旬報』第 619 号，1965 年，p.18。 
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者を集めるのに都合がよく、実際彼らの呼びかけによって数十社も集まった82。その中に
は、中小企業だけではなく三菱・三井などといった財閥系商社も多数あった。では、これ
らの会社は、単に鈴木一雄と北条道雄の働きかけのみによって、中日貿易促進会を選んだ
のだろうか。これら商社の当時の対米認識を手掛かりに分析してみたい。 
終戦後、三井・三菱両財閥は会社の規模や戦時政府との関わりから、占領軍の財閥解体
政策によって、最も大きな打撃を受けた83。例えば、三菱商事の場合は「支店なら支店だ
けで、或いは部の中の課の単位で」24 の会社に解体され、さらに資本金 20 万円以上の会
社が許可されないため、これらはいずれも資本金 19 万 8000 円の会社として設立された84。
資本金は大手商社レベルに及ばないが、「中国との貿易問題について話はわかりやすい」方
であった85。また、会社が解体された後「課長以上はパージ」、「皆ナベ・カマぶらさげて
歩いた」ような「非常に悲惨な念い」があって、これらの中小企業は社長から社員まで占
領軍に強い反感を抱いていた。彼らについて、貿促団体の関係者も「大きな実業家ですが、
買弁資本じゃない連中」であると評価していた86。これらの財閥解体で生まれた「中小企
業」が中日貿易促進会に参加したのは、米国への反感および日本経済の独立への期待によ
るものであったと考えられる。勿論、当時日中貿易はまだ再開されておらず、貿促運動に
対する占領軍の態度も明らかではなかったので、昭和産業（三菱系）と第一物産（三井系）
のように中日貿易促進会と中日貿易協会の両方に参加したものも少なくなかった87。しか
し、中日貿易促進会と中国側の貿易機関とのパイプができた後に、これらの会社の多くは
中日貿易促進会へ移ったことも事実である88。 
                                                  
82同上。 
83持株整理委員会調査部第二課編『日本財閥とその解體』，持株会社整理委員会，1951 年，
pp.235-258。 
84鈴木一雄｢貿促運動が歩んだ道(1):鈴木一雄に聞く｣『アジア経済旬報』第 619 号，1965 年，p.19、
添谷芳秀『日本外交と中国 1945－1972』，慶應通信，1995 年，p.30。 
85鈴木一雄｢貿促運動が歩んだ道(1):鈴木一雄に聞く｣『アジア経済旬報』第 619 号，1965 年，p.18。 
86渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジア
経済旬報』第 600 号，1965 年，p.30。 
87平野義太郎「日中貿易運動のはじまり:『中日貿易促進会』の準備時代」『アジア経済旬報』第
526・527 
号，1963 年，p.35、渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫
觴のころ」 
『アジア経済旬報』第 600 号，1965 年，p.36。 
88渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」 
『アジア経済旬報』第 600 号，1965 年，p.28。 
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こうして、結成後の数カ月間において、中日貿易促進会は鈴木一雄らの参加、貿易部の
設置および旧三菱・三井系商社を主とした数多くの中小貿易業者への入会勧誘によってそ
の貿易機能を強化した。では、この時の中日貿易促進会に対して中国側はいかなる態度を
とっていたのだろうか。 
これについて、1950 年初に中日貿易促進会から中国貿易部副部長沙千里宛に電報を打っ
たところ、同年 6 月に中国から「日中貿易の発展のためにお互いに協力しましょう」とい
う返事の来たという鈴木一雄の回想がある89。現在、この電報は中国外交部が公開した
1950 年代の資料に収録されている90。また、同時に公開された資料に、1949 年 11 月 1 日
の中日貿易促進会総務局長渋谷定輔の書簡もある。この手紙について、貿促運動関係者白
根滋郎は自分の回顧録で「ボールペンのなかにおりたたまれ、帰国する華僑の胸のポケッ
トに託された」と記している91。ただし、これまで渋谷書簡と鈴木電報の全容を明らかに
した資料はなかった。渋谷書簡は主に米国占領への批判・団体紹介・貿易再開に関する意
見および中国への代表派遣の意向を伝えるものであった。鈴木電報の内容もこれとほぼ一
致しており、さらに代表派遣の目的を日中間の直接貿易に関する交渉であると言明してい
る。では、2 通の連絡に対して、中国側の反応はどのようなものであったのだろうか。こ
こで、貿易部と外交部の政務院への報告文に基づいて分析したい。 
渋谷書簡が最初に届いたのは、貿易所管の華北対外貿易管理局であった。同局は「中日
貿易促進会に進歩的人士がいる」ことから「歓迎すべき」であると主張し、「代表に日共関
係者が同行すべき」との意見を加えて貿易部に報告した。貿易部は「日本との直接貿易に
有利」であり、経済面からみれば「妥当である」との意見を中央財政経済委員会に報告し
た。貿易部の報告を受けた後、中央財政経済委員会主任の陳雲はさらに遠東貿易公司（極
東貿易会社）名義で中日貿易促進会に返電し、商談の場所を天津にするのはどうかとの意
見を伝えた。以上の意見に対して、中央人民政府副主席の劉少奇は外交部アジア司（局）
に検討するよう指示し、アジア司はこれらの意見に同意するほかに「反米闘争における日
本人民の支持を得ることができるため、われわれに有利である」というコメントを加えた92。
そして、6 月 5 日に政務院へ報告された貿易部と外交部の意見は、周恩来の同意を得るこ
                                                  
89鈴木一雄｢貿促運動が歩んだ道(2):鈴木一雄に聞く｣『アジア経済旬報』第 621 号，1965 年，p.14。 
90中国外交部档案、105-00077-02、「関於中日貿易促進会要求派代表来華的状況」。 
91白根滋郎『戦後の日中貿易史』，1986 年，pp.11-12。 
92中国外交部档案、105-00077-02、「関於中日貿易促進会要求派代表来華的状況」。 
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ととなった。 
以上の経緯から中日貿易促進会代表訪中の件を、当時の中国政府は非常に重視する態度
をとっていたことがわかる。このような態度をとったのは経済的な理由だけではなく、日
本国内の反米闘争とその主役である革新勢力を支援するという政治的な意図もあったから
である。特に着目すべきなのは日本共産党に対する中国側の態度である。前述の華北対外
貿易管理局の意見のみならず、外交部の報告でも中日貿易促進会と日本共産党との関係が
何度も強調された。会の役員構成に関する説明には「岡野進（野坂参三が延安で使用して
いた名前：筆者注）も同会に参加している」と記されており、外交部政策委員会副主任喬
冠華の報告書にも中日貿易促進会が「日共がイニシアチブをとっている団体」であり、同
会の会員には「日共の外郭団体に関わる会社が多い」と書かれている93。つまり、中国政
府の日本共産党への態度も中日貿易促進会が重視された理由であった。 
当然、政治的な理由のみならず、中国政府の経済上の考慮も看過できない。1949 年 2
月、中共中央は華北局、東北局に打電し、対外貿易に関する基本方針を明示した。その主
旨は主にソ連及び東欧諸国との貿易を優先させることであり、資本主義国との貿易は「ソ
連及び東欧諸国との貿易で輸出・輸入できない物」という範囲に限定された。にもかかわ
らず、日本との貿易については「経済上の必要で臨時的な貿易関係を築くべき」と例外的
対応をとるものとした94。では、ここでいう「経済上」という文言は何を指しているのだ
ろうか。 
当時、中国の対外貿易は主にソ連と東欧諸国に集中しており、1950 年 1 月以降、イギ
リスの中国承認によって中国の対外貿易における香港貿易の割合も急増した。とはいえ、
食塩・石炭・銑鉄・鉄鉱石などの原料は運賃や配船の問題で大量のストックができており、
苧麻・骨粉などの輸出も伸び悩んでいた95。このため、距離が近くて苧麻などの原材料を
必要とする日本は、中国の重要な原材料輸出先として重視されていた。そのほか、中国に
は日本の金属・機械（部品も含む）への需要があった96。その理由は、国内の工場で終戦
後に残された日本製機械とプラントが多く使用されていたためと推測される。つまり、当
時の中国政府が日中貿易を重視した理由は、反米闘争という政治的な意図だけではなかっ
                                                  
93中国外交部档案、105-00077-02、「関於中日貿易促進会要求派代表来華的状況」。 
94中共中央文献研究室編『劉少奇年譜』（下），中央文献出版社，1996 年，p.91。 
95苧麻（カラムシ）を原料とする上布は夏の衣服として最高の素材であり、夏用着物や日本伝
統的な織物に使われる。骨粉は、品質によって飼料、肥料の原料として使われる。 
96中国外交部档案、105-00077-01、「関於開展對日本直接貿易問題的報告」。 
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た。このため、革新勢力と貿易業者の「共闘」を実現した中日貿易促進会の存在は中国に
とって好都合であった。 
こうして、中日貿易促進会経由の日中貿易は朝鮮戦争が勃発するまで続いていた。1950
年前半の日中貿易において日本への輸入は前年比約 7.1 倍の 1963 万ドル、日本からの輸
出は約 1.8 倍の 3933 万ドルに達したが97、その背後には中国の貿易機関に連絡し、陳情や
国民運動の展開によって政府の対中輸出制限緩和を求め、そして貿易問題の解決について
ドル決済や香港中継貿易などを助言した中日貿易促進会の役割が看過できない。 
  
おわりに 
 
1949 年、戦後最初の貿促団体である中日貿易促進会が発足してまもなく、同団体の呼び
かけで国会議員による中日議連も結成された。一方、一部の大手企業をはじめとする経済
界の人々は、戦前期日本の重要な市場であった中国に期待して中日貿易協会を結成した。 
1949 年に発足した 3 つの貿促団体は日中貿易への期待という点において共通していた
が、いずれも限界があった。中日貿易促進会は数多くの分野の人々を集めたとはいえ、貿
易専門の知識・技術を持つ人が不足していた。中日貿易促進会の活動によって誕生した中
日議連は、国会での影響力を持ちながらも団体内部における革新系議員と保守系議員の意
見対立が問題であった。参加者が国会議員に限られたため、その役割も他の貿促団体への
協力に留まっていた。中日貿易協会の場合、経済人が多く参加したことから貿易情報の収
集と説明において他の貿促団体より優れていた。とはいえ、日中関係の正常化が間もなく
実現されるという認識に基づいた団体の活動は、主に貿易再開への準備に集中しており、
中国の貿易機関への連絡ルートを積極的に拓くまでには至らなかった。また、発会宣言の
内容に反して多くの会員が依然として戦前の古い中国観を持っていたことも大きな問題で
あった。無論、自身の問題点を認識した貿促団体がなかったわけではない。発足後の中日
貿易促進会は中日貿易協会の活動を通じて自らの問題点を認識し、鈴木一雄ら貿易実務関
係者の加入によって団体の貿易機能を充実させた。その後、中日貿易促進会の積極的な働
きかけで日中間の連絡ルートが拓かれた。この点から、「運動」と「実務」は当時の日中貿
易の展開においていずれも不可欠であったことがわかる。 
                                                  
97日本貿易研究会『戦後日本の貿易 20 年史』，通商産業調査会，1967 年，p.436。 
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そして、中国政府が中日貿易促進会を窓口として日中貿易を展開した理由には、中日貿
易促進会を中心とする運動への重視だけではなく、日中貿易の必要性への認識もあった。
つまり、戦後の日中貿易の始まりに様々な政治的背景があったとはいえ、両国の地理的・
歴史的な関係による経済的な相互依存性も重要な契機であった。ところが、1950年6月朝
鮮戦争勃発後、対日貿易に関する中国政府の認識は「反米闘争における日本人民の支持を
得る」方法から米国の「封じ込め政策」を突破する手段に変化し、日中貿易は新たな段階
に入った。これについて、第三章で詳しく論じたい。 
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第三章 朝鮮戦争の勃発と日中貿易 
 
はじめに 
 
戦後の日中貿易は、1950 年から左翼勢力と旧財閥系商社が数多く存在していた中日貿易
促進会の斡旋によって始まった。しかし、1950 年 6 月 25 日の朝鮮戦争勃発後、中国に対
する米国政府の封じ込め政策によって日中貿易には大きな変化が起こった。本章ではこの
よう変化を考察しながら、朝鮮戦争初期における貿促団体とそれを中心とする貿促運動と
の関係を分析したい。 
戦後米国の対中方針は 1950 年 6 月 25 日の朝鮮戦争勃発から次第に強硬となり、同年
10 月、中国の参戦によって全面禁輸・中国系資産凍結をはじめとする封じ込め政策に至っ
た。1951 年以降、米国政府は被援助国である日本や西欧諸国との交渉を通じて、これらの
国々を自らの対中封じ込め政策に取り込んでいった。 
戦後初期における米国政府の中国封じ込め政策については、安原（1982）と石井（1987）
の 2 つの研究が代表的である。安原（1982）は米国の禁輸政策の起源から対中全面禁輸に
至るまでの歴史的展開を辿り、米国政府が自らの経済力（援助）を利用し資本主義諸国と
の交渉を通じて対共産圏諸国の「禁輸網」を拡大する過程について論じている。石井（1987）
は対中禁輸と日本の経済自立との関係を中心に、それをめぐる日米政府の対立と米国政府
の思惑について論じている。しかし、米国政府の封じ込め政策に対する中国政府の方策が
日本で収めた効果について、両研究はいずれも触れていない。 
そこで本章は以上のような問題意識と先行研究の現状を踏まえて、朝鮮戦争期における
米国の対中封じ込め政策の背景を概述して、このような政治面の変化と貿促運動との関連
性を論じたい。これらの問題を明らかにするために、本章では当時の貿促団体関係者の回
想、貿促団体の発行物、中国国際貿易促進委員会の内部参考資料及び中国外交部档案を使
用する。特に、中国国際貿易促進委員会の内部参考資料である『禁運問題』と中国外交部
档案によって、これまでほとんど明らかにされてこなかった中国側の視点をも浮き彫りに
することができると考えられる。 
 
第一節 朝鮮戦争における米国の中国封じ込め政策 
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1950 年 6 月 25 日、北朝鮮の韓国侵攻を発端として朝鮮戦争が勃発した。10 月以降、
中国義勇軍による朝鮮戦争への介入に対して、米国政府は 12 月 3 日に中国・香港・マカ
オへの輸出をすべて統制下に置いた。さらに、財務省は中国及び北朝鮮の資産凍結、商務
省は船舶・飛行機の中国本土への寄港禁止を行った98。一方、単独行動の困難さを認識し
た米国はココム99を通じて西欧諸国と交渉し、1951 年 5 月 18 日の第 5 回国連総会で中国
と北朝鮮に対する禁輸案を可決させて対中禁輸の実施国を 43 ヵ国まで増やした100。1952
年 1 月 24 日、米国下院のバトル議員（L.C.Battle）の提出した「1951 年相互防衛援助統
制法」が発効し、資本主義諸国における対中輸出統制がさらに強化された101。のこれによ
って、中国の対外貿易における資本主義諸国の比重は 1949 年の 89％から 1951 年の 40％
に減少した102。 
以上のように、朝鮮戦争が勃発した後、米国は軍事攻撃だけではなく、全面禁輸・資産
凍結・IC/DV 方式103による輸出貨物仕向地への監視・各国における通過貨物の統制及び船
                                                  
98安原洋子「アメリカの対共産圏禁輸政策と中国貿易の禁止 一九四五－五〇年」『国際政治』
第 70 号，1982 年，p.43。 
99ココムとは、(対共産圏)輸出統制委員会（Coordinating Commmittee for Multilateral Export 
Controls、COCOM）のことである。1949 年 11 月、米国は外交上の手段を通じて対共産圏輸
出統制を組織的ならしめるために、非公式にして多辺的な政策委員会（Consultatire Group、
CG）をパリに設けた（1950 年 1 月より活動開始）。ココムは、CG の下部機構として置かれた
調整委員会である。その主な機能は、各国の多辺的な討議を通じて対共産圏輸出統制品目リス
トを整備すること、リスト品目の戦略的重要度に応じて禁輸政策あるいは輸出量の制限をとる
こと、輸出を規制するための輸出許可制・税関手続・通過貿易・為替・輸送統制を確立するこ
とである。1952 年 9 月、米国の対中輸出統制が中国の朝鮮戦争への参戦によってエスカレー
トしたため、ココムとは別に中国委員会（China Committee、CHINCOM）が設置された。 
日本は 1952 年まで米国占領下に置かれていたため、ココムに加盟せず米国国内と同じ基準で
対中輸出制限を実施していた（産業科学協会編『日▪中貿易と我国の産業』、1955 年、pp.115-135）。 
100陶文釗「禁運与反禁運：五十年代中美関係中的一場厳重闘争」『中国社会科学』1997 年 03
期， 
1997 年，p.183。 
1011951 年相互防衛援助統制法（Mutual Defense Assistance Control Act of 1951）。提出者の
民主党下院議員 L.C.Battle の名を採って、バトル法とも呼ばれる。同法は、1951 年 12 月に
成立したものである。成立当時は米国相互安全保障庁（MSA）の所管であったが、1953 年 8
月、対外活動本部（FOA）が出来ると FOA の所管になった。その内容は主に米国の援助を受
ける国がココムの統制に違背した場合、同国に対して如何なる制裁を行うべきかを定めるもの
である（産業科学協会編『日▪中貿易と我国の産業』、1955 年、p.135）。 
102社団法人中国研究所「中国対外貿易の発展」『中国資料月報』59 号，1952 年，pp.21-22。 
103IC とは輸入証明書（Import Certificate）、DV とは引渡証明書（Delivery Verification）の
ことである。両者を活用することによって、輸出貨物が所期の目的地に確実に到着し、中国に
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舶運航統制などの経済的手段を通じて朝鮮派兵を敢行した中国を牽制しようとした104。 
ところが、米国の対中輸出統制は朝鮮戦争勃発以前からすでにはじまっていた。1947
年以降、「米国の強力な指導の下で」自由陣営諸国は「安全保障の必要上、対共産主義国家
との貿易」に制限を実施しはじめた105。1949 年、中国共産党によって樹立された中華人
民共和国もこのような輸出統制の対象国であった。 
1949 年 2 月 28 日、米国国務長官のアチソンは国家安全委員会（National Security 
Council）に提出した「対中共貿易に関する政策」（Trade policy of the United States 
toward communist-occupied China）という報告の中で中共支配地域との貿易が中共政権
の実力増強に資する恐れがあると述べて、対中共支配地域の輸出統制の必要性を説明した。
しかし、一方、アチソンは①中国は高い自足性を持つ国であり、全面禁輸は高い効果を収
めることができない、②全面禁輸における資本主義陣営諸国の統一行動が困難である、③
中共支配地域における米系資産・伝教活動が失われる恐れがある、④日本の対中共貿易が
全面禁輸によって激減し、米国の負担が重くなる、⑤資本主義諸国との貿易ルートが塞が
れた後、中共政権はソ連との意見分岐をなくし、次第にソ連への従属的地位になる恐れが
あるという 5 点の理由をあげて対中全面禁輸の必要性を否定し、中国に対してはソ連圏諸
国に適用する輸出統制よりやや緩和されたものにすべきだと主張していた106。同報告はの
ちに大統領の承認を得て、国家安全委員会第 41 号報告（以下は NSC－41 と称す）として
決定された。 
米国国家安全委員会の公文書の中で、対中禁輸に言及したのは NSC－41 のみではない
107。しかし、この 1949 年に提出された報告には 1950 年の朝鮮戦争勃発後に実施された
対中禁輸のいくつかの問題点が予測されている。ここで、当時の日中貿易に大きく関係し
ていた②、④、⑤は特に注意すべきである。 
②について、1947 年 7 月パリにおけるマーシャル・プラン会議でモロトフソ連代表が
                                                                                                                                               
横流しないことが保証される（同制度は他の共産主義国に対する輸出統制においても実施され
ていた）。 
104産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，pp.133-134。 
105同上，p.115。 
106“Trade policy of the United States toward communist-occupied China”,The U. S.State 
Department, ed., Foreign Relations of the United States Diplomatic Papers(hereafter 
FRUS), 1949, Vol.Ⅱ（Washington, D.C. Government Printing Office, 1976）, p.829. 
107たとえば、1950 年 2 月 27 日に可決された国家安全委員会第 64 号報告（FRUS,1950,vol.6 
pp.625-626。 
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退席して以降、ソ連は自由圏諸国との貿易を抑制し、共産圏諸国との貿易を推進する方針
に転じた108。これに対して、1948 年に始まったマーシャル・プラン（正式名は欧州復興
計画）によって西欧域内各国間貿易が活発になった。1949 年、資本主義陣営と社会主義陣
営の対立がさらに激しくなり、マーシャル・プランに連動する形で設置された欧州経済協
力機構（OEEC）109に対抗するために、ソ連の主導のもとで共産圏諸国中心の経済相互援
助会議（COMECON）110が 1949 年 1 月に創立された。このような対立によって共産圏諸
国と自由圏諸国との貿易、すなわち東西貿易は大きな制約を受けた111。 
このような背景で、米国政府は 1948 年に北大西洋条約機構（NATO）加盟国にソ連及
び東欧諸国を対象とする輸出規制を効果的に行うための協議委員会112の設立を呼びかけ、
マーシャル・プランによる援助を受けていたイギリス・フランス・西ドイツを始めとする
西欧諸国はいずれも同調していた。しかし、1949 年以降、東西の軍事衝突を差し迫った危
険とする認識が米国内で強まるにつれ、マーシャル・プランにおける西欧の経済復興の優
先順位は次第に再軍備よりも下に置かれるようになっていった。また、西欧諸国は輸入の
45%を米州に依存していたが、東南アジアや東欧からの供給減少によってその対米依存度
が高まりつつあり、次第に深刻化したドル不足問題を解決するためにドル地域外との貿易
を展開する必要性が高まった。このため、共産圏諸国への輸出制限において米国に同調す
る西欧諸国は同年 10 月 1 日に成立した中国を対象とする輸出制限について必ずしも米国
に同調していたわけではなかった。 
そして、上記の理由④に述べたようにアチソンは米国の立場から日中貿易の激減によっ
て米国の負担が重くなると指摘しているが、この指摘は日本の経済復興における日中貿易
の重要な地位を意味するものでもあると考えられる。終戦後の日本は、米国の占領下に置
かれて政府の政策決定は基本的に米国に同調していた。食料を除いて、海外貿易は主に高
価な米国産綿花と輸出製品用加工原料を輸入し、これらの原料で加工された商品を低価格
                                                  
108日本経済調査協議会『共産圏貿易』，経済往来社，1964 年，p.95。 
109欧州経済協力機構（Organization for European Economic Cooperation、OEEC）。為替と
貿易の自由化、西欧域内諸国間と欧米間の関税引き下げを目的として、米国の要求によって設
置された機構である。 
110 経済相互援助会議（Council for Mutual Economic Assistance、COMECON）。 
111日本経済調査協議会『共産圏貿易』，経済往来社，1964 年，p.95。 
112この協議委員会は後に対共産圏輸出統制委員会（COCOM）として成立され、1950 年より活
動しはじめた（（産業科学,（1955）,pp.117-118）。 
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で米国に再輸出するいわゆる「傾斜生産方式」がとられていた113。しかし 1948 年以降、
米国の対日政策は冷戦の激化によって急転し、1949 年 12 月の「外国為替及び外国貿易管
理法」・「輸出貿易管理令」及び翌 50 年の「輸入貿易管理令」の実施によって従来の連合
軍管理貿易は民間貿易に移行しはじめた。このような制限緩和とともに、日本国内ではか
つて「アメリカにつぐ主要な貿易市場であった」中国との自由貿易を通じて、日本の経済
自立を図るという主張が次第に強まった114。前述のように、1950 年前半の日中貿易はこ
のような背景の中で出発し、前年に比べて高い成長を遂げた。 
最後は、⑤の表現に「Finally, and most important」という文言が使用されていること
である115。即ち、当時の米国政府が中国に対してソ連圏諸国より緩和された輸出統制を実
施する最も重要な理由は、中ソ離間、あるいは中国のチトー化を図ることにあった。この
ため、2 月 14 日に中ソ友好同盟相互援助条約が調印されたにもかかわらず、中ソ離間や中
国のチトー化に期待していた米国政府は、3 月 15 日に「中国の民間需要に供せられる商品
が中共へ輸出されることを妨害するものではない。日本から中共への輸出もこれと同じ原
則に従うべきもの（後略）」と発表した116。 
つまり、朝鮮戦争勃発後の対中輸出統制に対する米国の態度は以前に比べてさらに強硬
になったが、西欧諸国や日本は国内の経済事情から必ずしも米国に同調していたわけでは
なかった。これまで公開されたことのない中国国際貿易促進委員会の『禁運問題』という
資料によれば、このような対中輸出統制における西側諸国の歩調の不一致は中国政府に「対
中禁輸を突破するための有利な条件」とされていたことがわかる117。 
果たして、米国の封じ込め政策を突破するために中国政府はどのような対策をとったの
か。米国の中国封じ込め政策について、これまでの研究はその実施に集中しており、中国
                                                  
113日本貿易研究会『戦後日本の貿易 20 年史』，通商産業調査会，1967 年，p.6。 
114日本貿易研究会『戦後日本の貿易 20 年史』，通商産業調査会，1967 年，p.438。 
115 “Trade policy of the United States toward communist-occupied China”,The U. S.State 
Department, ed., Foreign Relations of the United States Diplomatic Papers(hereafter 
FRUS), 1949, Vol.Ⅱ（Washington, D.C. Government Printing Office, 1976）, p.829. 
116『朝日新聞』，1950 年 3 月 17 日。 
117中国国際貿易促進委員会『禁運問題』（内部参考資料、未公開），1957 年，p.82。当資料は中
国国際貿易促進委員会に所蔵されている未公開資料である。その内容は対中輸出統制機関に関
する紹介（第 1 章）・対中輸出統制と各国の経済との関係（第 2 章～第 6 章）・中国封じ込め政
策への対応（第 7 章）の 3 つの部分によって構成されている。米国と世界各国との関係・国連
の評価などに関する同資料の記述はイデオロギー的色彩が強いが、中国政府の対中禁輸への対
応に関する部分はこれまでの研究で言及されたことのないことが多い。 
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側の対応についてあまり多く論じていない。しかし、朝鮮戦争勃発後と日中貿易との関係
を考察する際には、米国政府の封じ込め政策の実施だけではなくそれに対抗する中国政府
の方策にも留意しなければならない。これについて、一部の研究は日本のココム加盟問題
や 1952 年の第一次日中貿易協定の締結について論じたが118、朝鮮戦争勃発から 1952 年
までの時期についてあまり触れていない。次節では中国外交部档案と『禁運問題』を参考
にして以上の問題を検討したい119。 
 
第二節 米国の経済制裁に対する中国政府の方策 
 
 米国の封じ込め政策の影響について、中国政府は陶（1997）で指摘された問題を認めて
いるにもかかわらず、「米国の陰謀は全く効果がない」と主張していた。その理由について、
①社会主義世界市場は資本主義世界市場と平行して高度な工業国から農業国まですべて含
まれていること、②ソ連などの「兄弟国家」の支持を得ていること、③対ソ禁輸リストと
対中禁輸リストは品目的な差が存在していること、④一部の資本主義国と後進国は中国と
の貿易に依存していること、⑤国内市場の膨大な潜在力などの点が挙げられている120。 
 ①～③から分かるように、米国の封じ込め政策を突破するために中国政府が最も重視し
ていたのは共産主義諸国、とりわけソ連との貿易である。1950 年後半期以降中国の海外貿
易における資本主義国の比重が激減したのに対して、対共産圏諸国貿易は 1950 年の 36％
から 1951 年の 61％まで大幅に増加した121。ここで注意すべきことは、中国政府のこのよ
うな対応は中ソ関係やソ連の工業製品への期待によるものだけではなく、上記の理由③が
示したような対ソ禁輸リストと対中禁輸リストの品目における差異である。1950 年前半ま
での米国政府は「中国の『チトー化』への期待が大きく、中ソ間の對立を生じさせる」た
                                                  
118陶文釗「禁運与反禁運：五十年代中美関係中的一場厳重闘争」『中国社会科学』1997 年 03
期，1997 年，p.183。 
119当資料は中国国際貿易促進委員会に所蔵されている未公開資料である。その内容は対中輸出
統制機関に関する紹介（第 1 章）・対中輸出統制と各国の経済との関係（第 2 章～第 6 章）・中
国封じ込め政策への対応（第 7 章）の 3 つの部分によって構成されている。米国と世界各国と
の関係・国連の評価などに関する同資料の記述はイデオロギー的色彩が強いが、中国政府の対
中禁輸への対応に関する部分はこれまでの研究で言及されたことのないことが多い。 
120中国国際貿易促進委員会編『禁運問題』（内部参考資料、未公開），1957 年，pp.81-82。 
121同上，p.81。 
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めに中国本土に対してソ連・東欧・北朝鮮より「柔軟性のある」輸出統制を実施していた122。
朝鮮戦争勃発後、米国の対中禁輸は次第にソ連並みとなり、1950 年末ついに全面禁輸に至
った。こうして、中国はソ連経由で他の共産主義諸国に対してなお数量統制及び監視統制
にある物資を輸入し、ソ連貿易への依存が次第に深くなった123。また、このような輸出統
制における国家間の差は共産主義陣営にだけでなく、日本と西欧諸国の間にも存在してい
た。当時の日本は米占領下に置かれていたため、日本の対中輸出統制も米国に同調せざる
を得ず、1950 年 12 月 3 日米国政府が対中全面禁輸の実施を公表した後に日本政府は通産
省を通じて同様の指示を発令した124。一方、西欧諸国は共産主義国の軍事力増強への懸念
から戦略的価値のある物資の輸出統制に協力していたものの、「ソ同盟・東欧諸国向けの輸
出品が中国へ流れるので効果がない」という理由から戦略性のない品目の対中禁輸をめぐ
ってしばしば米国政府との意見対立があった125。こうした朝鮮戦争期における中国の共産
圏貿易の拡大と日本で実施される西欧諸国以上の厳しい対中輸出統制は日本の対中輸出に
非常に不利であった。 
 朝鮮戦争期の日中貿易に大きな影響を与えたものは中国の共産圏貿易の拡大だけではな
かった。上記の理由④に示されるように、米国の圧力に屈して対中禁輸の実施を強いられ
た資本主義陣営諸国の中には戦後の経済復興を図るために対中貿易に大きく期待していた
国もあった。中国外交部の公開档案によれば、当時の中ソ貿易が大幅に成長したとはいえ、
一部の軍事・運輸（特に鉄道関係）・通信機材は依然として資本主義市場に依存していた126。
中でも、日中貿易に対する中国の政策転換が特に注意すべきである。これについて、日中
間の密輸貿易に対する中国政府の態度から分析したい。 
1950 年前半までの日中貿易は基本的に日共と関係を持つ中日貿易促進会の仲介で香港
を中継港として行われたが、中継貿易に対して、香港政府が課す税金が高く、日本の外貨
管理も占領軍によって厳格になされていたため127、日本側の密輸船が中国沿海部の港に寄
                                                  
122安原洋子「アメリカの対共産圏禁輸政策と中国貿易の禁止 一九四五－五〇年」『国際政治』
第 70 号，1982 年，p.38。 
123産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，p.129。 
124陶文釗「禁運与反禁運：五十年代中美関係中的一場厳重闘争」『中国社会科学』1997 年 03
期，1997 年，p.185。 
125社団法人中国研究所「チンコムの崩壊と中国市場」『中国資料月報』112 号，1957 年，p.1。 
126中国外交部公開档案，180-00348-01，「關於日本走私船隻進入天津問題的處理事」，1950 年
7 月 11 日-11 月 3 日。 
127中国外交部档案、105-00077-01、「関於開展対日本直接貿易問題的報告」、1950 年 5 月 27
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港し、バーター貿易を要求することもしばしば発生した。天津区航務局から外交部、公安
部への報告によれば、1950 年 6 月 7 日、日本の三一公司（在日華僑経営）より「日本船
『晴彦丸』は 20 トンの鋼板を載せて 11 日前後天津に到着」という連絡の電文が届いたこ
とがわかる。この電文に対して、中国外交部と公安部は「違法行為であるため、寄港を拒
否すべき」との指示を下した128。しかし、朝鮮戦争勃発後、このような密輸船の寄港に対
して、中国貿易部は「対中禁輸品目であり我々が必要とするものであれば、必要な手続き
を行った後に取引を行うべき」と意見を述べた129。これに対して、華北人民政府関係者は
座談会を開いて討論を行い、貿易局の張瀾生は石炭や塩などに大量のストックができてい
るため、「対日貿易はこれらの物資の輸出と禁輸品目の輸入に有利である」と述べた。これ
に加え、華北軍司令部の代表は「外交関係がなくても貿易は可能である。このような行為
は日本で密輸とされているが、我々から見て合法である」と主張していた。さらに、中国
華北進出口公司の王碧は「日本商品は欧米の商品より安価であり、運賃が低くて品質も劣
らない。（中略）欧米との貿易は外貨が必要であるが、日本との貿易はバーターで行うこと
ができる」と経済的な視点から対日貿易の必要性を説明した130。 
以上の発言からわかるように、中国は対共産圏貿易を拡大しながらも、日本との貿易に
大きく期待していた。しかし、表 1 が示しているように、1951 年以降の日中貿易は中国
側の期待に沿うものではなかった。 
 
表 1 1949 年－1952 年日本の対中貿易の推移（単位：1000 ドル）131 
                                                                                                                                               
日。 
128中国外交部档案、105-00077-03、「關於日輪『晴彦丸號』申請入我港口的情況」、1950 年 6
月 9 日。 
129同上。 
130中国外交部档案、180-00348-01、「關於日本走私船隻進入天津問題的處理事」、1950 年 7 月
-11 月 3 日。 
1311949 年以後は対中共貿易数字。産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，
pp.72-73 より引用。 
 区分 
年別 
輸出総額
（A） 
中国向輸出
（B） 
B/A（％）
輸入総額
（C） 
日本側の輸
入額（D） 
D/C（％）
1931 ～
39 平均 
918,360 198,644 21.6 933,959 115,632 12.4 
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 つまり、1950 年から 52 年までの日中貿易の輸出入額から分かるように、中国側の出超
が続いていた。また、日本側の輸入額に比べて輸出額の減少が著しかった。日中貿易の輸
出入額だけではなく、日本貿易総輸出入額における対中貿易の比重も同様であった。これ
は何を意味するのだろうか。 
まず、当時の日中貿易の中継港である香港に注目してみたい。1950 年 6 月末、香港政
府は「1950 年輸出統制令」を公布し、これによって石油製品・ゴムなどの戦略物資の中国
本土への輸出が禁止されるようになった。同年 8 月に公布された「1950 年輸出禁止物資
法令」には、金属工作機材・鉄鋼製品類・石油精製機材類・電子機材類・航海機材類も追
加された132。品目から分かるように、日本の対中輸出に大きな影響を与えたのは後者の公
布である。しかし、香港の対中輸出と違い、中国の香港への輸出には何の制限もなかった。
こうして、一部の日本の貿易業者は香港経由で中国の原料を輸入した後に見返品を輸出で
きず、このような契約不履行は中国側の不信を買った133。必要な物資の輸入を確保するた
めに、中国側は従来の「輸出先行」の原則を「輸入先行」に変えるしかなかった134。その
結果、外貨管理が非常に厳しく中国との貿易が基本的にバーターで行われていた日本の対
中貿易は輸出入ともに減少した。 
しかし、表 1 が示しているように、1950 年から 52 年までの日中貿易は規模が減少する
一方であったものの、停止状態には至らなかった。では、中国側の「輸入先行」という前
                                                  
132社団法人中国研究所「イギリスの対華関係」『中国資料月報』32 号，1950 年，p.21。 
133社団法人中国研究所「中国向け禁輸問題特集」『アジア経済旬報』96 号，1950 年，p.26。 
134陶文釗「禁運与反禁運：五十年代中美関係中的一場厳重闘争」『中国社会科学』1997 年 03
期，1997 年，p.182。 
1946 77,472 3,552 4.6 229,212 3,612 1.6 
1947 173,568 10,164 5.9 523,548 5,016 1.0 
1948 258,276 4,080 1.6 684,216 24,828 2.6 
1949 509,700 2,144 0.6 904,836 21,756 2.4 
1950 820,056 19,632 2.4 974,196 39,636 4.1 
1951 1,354,512 5,832 0.4 2,046,835 21,608 1.1 
1952 1,272,915 599 0.004 2,028,163 14,916 0.73 
1953 1,274,843 4,539 0.35 2,409,637 29,700 1.23 
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提でこれらの実績は如何に達成されたのか。これについては、日本国内の貿促団体と中国
との関係を説明する必要がある。上記の日本密輸船事件を振り返ると、中国公安部と外交
部は消極的な態度をとっていたとはいえ、天津区航務局への電文で「船員の中に日本の貿
促団体関係者がいるかどうかを確認し、必要であれば北京まで招いて来てもよい」と強調
していた。また、日本の対中禁輸が緩和されない限り中国側が先に輸入するような貿易が
ほぼ不可能であるにもかかわらず、中日貿易促進会などの貿促団体には中国鉱産公司など
の国営会社からのオファーが絶えなかった135。つまり、「反米闘争における日本人民の支
持を得る」ために中日貿易促進会のような貿促団体を重視する中国は136、日中貿易を通じ
て対中禁輸を突破しようとした時にも貿促団体に期待していた。 
 
おわりに 
  
 1950 年 6 月 25 日の朝鮮戦争勃発後、米国政府は全面禁輸などの経済的手段を通じて中
国を牽制しようとした。これに対して、中国政府は共産圏諸国との貿易を拡大することだ
けではなく、米国以外の資本主義諸国との貿易という手段を用いて米国の封じ込めを突破
しようとした。このような米中間の経済闘争は当時の日中貿易にも大きな影響を与えた。 
 朝鮮戦争勃発後、日本の対中輸出は国内で実施されていた対中輸出統制によって激減し、
中国からの輸入も中国側が従来の輸出先行を輸入先行に変更したことによって困難になっ
た。その結果、日中貿易は停滞に近い状態に陥り、従来のエスクロ・バーター貿易も中国
側の輸入先行という条件がつけられた。 
 しかし、貿易方式において自らの輸入先行を堅持していたとはいえ、日本商品を高く評
価していた中国は日中貿易に対して決して消極的ではなかった。禁輸などの制限が取り除
かれていないかぎり輸入は不可能であるという判断から、中国政府はまず日本国内の貿促
団体、とくに左翼系の貿促団体とそれを中心とした貿促運動に注目していた。 
 では、朝鮮戦争の勃発以降、貿促団体は如何なる活動を行ったか、そして 1952 年に調
印された第一次日中貿易協定との関係はいかなるものか。これについて、次の第四章で検
                                                  
135社団法人中国研究所「『禁輸』後の香港・中国市場の動向」『アジア経済旬報』110 号，1951
年，p.13。 
136李豊「貿易促進団体の誕生と戦後日中関係の始まり」『現代中国研究』第 30 号，2012 年，
p.42。 
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討したい。 
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第四章 朝鮮戦争期の貿促運動と日中関係 
 
はじめに 
 
本章は、1950 年代初期の対中国輸出統制と日本の講和問題をめぐる貿促団体の活動及び
その変化から、同時期における貿促運動と中国政府の意図との関連性を検討するものであ
る。1950 年代の日中間の政治関係と貿易関係を論じる先行研究には、52 年の第一次日中
貿易協定調印以降あるいはサンフランシスコ講和条約発効以降に考察の重点を置くものが
多いが、それ以前、即ち 1950 年から 52 年前半にかけての時期を中心とした具体的な考察
は管見の限りほとんど見られない137。 
しかし、1950 年前半までの日中貿易とそれに対する中国政府の認識は、1952 年時点で
の認識に比べて必ずしも同様のものと言えない。たとえば、戦後の日中貿易は、1949 年、
日本国内で結成された中日貿易促進会のような貿促団体と中国の貿易機関の間で香港を中
継する形で始まった。当時の日中貿易に対する中国政府の態度は主に「反米闘争における
日本人民の支持を得る」点に集中しており、貿易取引そのものに関する方針や原則は「わ
れわれにとって有利な取引」という概略的なものでしかなかった。これに対して、1952
年に調印された第一次日中貿易協定の中では取引品目が甲・乙・丙の 3 種類に分けられ、
同類品目の交換が原則として規定されている。特に、日本から輸出する甲・乙類の物資に
は、対中禁輸リストに含まれている品目が多かった。では、1950 年前半までの日中貿易に
比べて、52 年の第一次日中貿易協定におけるこのような変化は何を意味し、その背後にお
ける中国政府の意図はどのようなものであったのだろうか。 
これについて、波多野（1996）は 1950 年から 1952 年までの日本の国内外情勢を背景
にした貿促団体の役割という視点から考察を行った。「帆足計資料」・「中尾和夫日記・メモ」
などそれまで公開されたことのない貿促団体メンバーの関係資料を使用したことは同研究
の特徴である。しかし、時代の制限もあり、同研究の中では 2004 年以降公開された中国
外交部の資料が使用されていないため、1950 年後半から 1952 年前半までの貿促団体の活
動はある程度に解明されたものの、中国政府の対日貿易政策の変化についてはあまり論じ
られていない。また、中日貿易促進議員連盟以外の貿促団体についての考察が少ないため、
                                                  
1371950年から52年前半までの時期について比較的に詳しく論じた研究として李恩民『（1997）
が挙げられる。 
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同研究から当時の貿促運動の全体像を捉えることは難しい。 
そこで本論文は以上のような問題意識と先行研究の現状を踏まえて、まず朝鮮戦争勃発
後の日本をとりまく国内外の情勢変化から、同時期における貿促運動の再編を考察する。
次いで、第一次日中貿易協定の交渉過程とその影響を中心に、同協定の背後に潜む中国政
府の意図と貿促運動との関係を分析する。以上の作業を通じて、朝鮮戦争期における貿促
運動と日中関係の関連性を検討する。 
これらの問題を明らかにするために、本章では当時の貿促団体関係者の回想、貿促団体
の発行物、中国国際貿易促進委員会の内部資料及び中国外交部の档案資料を使用する。特
に档案資料の使用により、これまでほとんど明らかにされてこなかった中国側の視点をも
浮き彫りにすることができると考えられる。 
 
第一節 1951 年の国際政治と貿促運動 
 
第二章で述べたように、1949 年から 1950 年 6 月に朝鮮戦争が勃発するまでの時期にお
いて、日本国内では中日貿易促進会・中日貿易促進議員連盟・中日貿易協会の 3 つの貿促
団体が中心となって貿促運動を展開していた。では、朝鮮戦争期において、これらの団体
はどのように変化したか。 
1947 年以降、日本では米ソ冷戦の進行を背景に「非軍事化・民主化」という従来の対日
占領政策が「非共産化・再軍備」へと転換しはじめた。このような政策のもとで、日本の
民主運動・労組に対する政治規制が進み、後に大規模な弾圧と人員整理が行われて日共を
始めとする左翼勢力が大きな制限を受けた。朝鮮戦争勃発後、日共幹部の追放（レッド・
パージ）や国警本部によるデモ・集会の禁止命令などが行われ、GHQ の指示で労組関係
者など 12,000 人以上が強制追放されることになった138。こうした背景の中で、日共や労
組を中心に集会やデモなどを通じて貿促運動を推進してきた中日貿易促進会は「貿易業者
のみの団体」へ改組された139。第一章で述べたように、中日貿易促進会の発足は中日親善
協会という団体の準備過程と大きく関係していたが、同団体は 1950 年に日中友好協会と
して正式に発足した。中日貿易促進会と同様、日共と関係を持つ日中友好協会も同会会員
                                                  
138押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年，p.52。 
139社団法人中国研究所「貿促運動が歩んだ道（3）鈴木一雄氏に聞く」『アジア経済旬報』622
号，1965 年，p.21。 
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に対するパージや「『人民日報』配布弾圧事件」140などによって大きな打撃を受けた141。
以上の二団体に比べて、中日貿易促進議員連盟の活動は大きな打撃を受けなかったが、朝
鮮戦争期においてその影響力はやはり制限されたものであった。たとえば、対中禁輸品目
の鉄道車両などの輸出緩和に対して同連盟の「有力者が動いたが」、結局は占領当局の態度
を軟化させることができなかった142。以上のように、朝鮮戦争勃発後の約1年間において、
左翼陣営を中心とした貿促団体は米国の対日政策転換から大きな打撃を受け、その活動も
完全に中止したわけではなかったが143、従来より低い姿勢で行われるようになった144。し
かし、1951 年後半の国際政治における大きな変化は日本国内の貿促運動に転機をもたらし
た。 
1951 年 6 月 23 日、ソ連のヤコフ・マリク国連大使は朝鮮戦争休戦協定の締結を提案し、
これを契機に翌月から休戦をめぐる交渉が始まった。一方、休戦交渉の影響によって、日
本市場には不況が訪れた。朝鮮戦争勃発後、日本では米軍の直接調達方式による膨大な物
資の買い付けが行われて大量の米ドルが投下された。これによる経済の大幅な活性化は「戦
後日本を経済復興に導く強力なカンフル注射の役割を果たした」とされている145。しかし、
一部の研究で指摘されているように、厳格な意味での「朝鮮特需」はあくまで「朝鮮戦争
の最初の一年間（1951 年 6 月まで）」に限られている146。マリク提案後、日本ではそれま
で「異常な景気を生んだ」綿業界は繊維品の一斉暴落によって冷え込み、続いて「新三品」
                                                  
1401950 年 11 月 15 日、大阪市警はポツダム政令第 325 号違反容疑の令状を持って日中友好協
会大阪支部事務局を捜査し、中国発行の『人民日報』・『世界知識』などの資料を配布したとい
う理由で支部事務局長坪井正・事務責任者平井巳之助・事務局員山口和子の三人を逮捕した。
12 月 29 日、大阪軍事法廷で裁判が行われ、証人に立って抗議した日中友好協会中央本部事務
局長の小沢正元もその場で逮捕された。さらに、12 月 31 日東京神田にあった同協会中央本部
も GHQ の命令によって捜査され、『人民日報』などをたくさん発見されたことで資料部長の赤
津益造が逮捕された。 
141日本中国友好協会全国本部『改定新版 日中友好運動史』，青年出版社，1975 年，p.33、
pp.39-41。 
142押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年，p.54。 
143たとえば、日中友好協会は「日中貿易促進対策委員会」を設けて活動を続けていた。また、
国会議員の一部・中日貿易促進会の会員・労組代表者なども政府の対中禁輸政策などに反対し
ていた。 
144社団法人中国研究所「日中経済交流の 10 年」『中国資料月報』142 号，1959 年，p.3。中日
貿易協会のような貿易業者を中心とした団体も、対中禁輸による日中貿易の激減から影響を受
けて結局「看板をかかげたものの、有名無実に終わってしまった」（古川，1981，p.24）。 
145五百旗頭真『戦後日本外交史』，有斐閣，1999 年，p.66。 
146浅井良夫「1950 年代の特需について（1）」『成城大学経済研究』158 号，2002 年，p.220。 
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と呼ばれるゴム・原皮・油脂原料の相場も急速に落ち始めた147。 
朝鮮戦争休戦交渉に並行して、日本との講和条約をめぐる交渉も米国政府が軍事的側面
を除き日本に対して寛大な平和条約案を示したことによって急速に締結の方向に向かった
148。9 月 4 日にサンフランシスコで 52 ヵ国の代表が参加した講和会議が開かれ、9 月 8
日に日本を含めて 49 ヵ国の代表が対日平和条約に調印した。 
朝鮮特需の反動による不況と講和交渉が進む中で、日中貿易再開を要求する声も高まっ
た。商社の倒産・吸収・合併が始まり、日綿・兼松・丸紅・住商・開明交易などの大手商
社が相次いで誕生した。これらの商社の中から「新しい日中貿易を目指す商社」が現れ、
後に貿促運動の「中核」として「実力を蓄え、関西らしい実務的性格を濃くした運動を展
開し」はじめた。たとえば、開明交易の神戸支店は「華僑商社の一部を借りて、互恵通商
で新しい活動を始め」ようとした149。また、労組の運動も占領軍の弾圧の緩和によって再
び活発となった。1951 年 8 月 24 日、鉄鋼労連・合化労連・全国金属などの労組を中心と
した日中貿易促進労組協議会が結成され、「死活の関係を有する対中国貿易の再開をめざし、
労働組合の経済要求として」日中貿易再開の必要性に関する調査・関係各方面に対する組
織的な陳情活動・下部大衆への宣伝・啓蒙・大衆集会を中心とした活動を展開しはじめた150。
発足当時の「結成に関する提唱」の中では、日中貿易再開の必要性と可能性について、日
本経済における深刻な原料的・市場的困難、朝鮮戦争休戦交渉及び講和会議がまもなく開
催されることが挙げられた。団体構成については、「日中貿易再開に死活の利害を有する産
業部門の有志労働組合」と決められた151。ここで注意すべきなのは、鉄鋼労連・合化労連・
全国金属などの労組は改組前の中日貿易促進会に多く存在していた日共系労組ではなく、
左派社会党と密接な関係を持つ総評側の労組であったことである152。つまり、1951 年後
半以降の貿促運動には総評系労組という新たな勢力が現れ、日中貿易再開のために活動し
はじめたということである。日中貿易促進労組協議会のほかに、「平和四原則」（全面講和・
                                                  
147押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年，pp.53-55。 
148五百旗頭真『戦後日本外交史』，有斐閣，1999 年，p.62。 
149押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年，p.55。 
150波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－資料
編』，現代史料出版，2002 年，p.15。 
151同上。 
152五十嵐仁編『「戦後革新勢力」の奔流－占領後期政治・社会運動史論 1948-1950』，大月書
店，2011 年，p.50。 
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中立の堅持・軍事基地反対・再軍備反対）を唱える左派社会党も中国との国交回復や日中
貿易による国内産業の振興を力説していた153。 
1951 年朝鮮戦争休戦交渉の開始と講和条約の調印は当時の日本社会に大きな影響を与
え、日中貿易再開を要求する世論が次第に広がった。その中で、経済界の努力によって
GHQ はスフ製品などの 7 品目の中国向け禁輸解除を発表した154。 
一方、日本に限らず、朝鮮戦争休戦交渉の開始は世界経済にも大きな影響を与えた。朝
鮮戦争勃発後、米国をはじめ西欧諸国の戦略物資の買い付けが急増し、これによって資本
主義市場は一時的に好景気となった。しかし、このように景気が高揚する反面、「思惑買い」
による物価の高騰があった。また、軍需産業の拡大によって民需産業は圧迫され、それに
伴って失業率の増大や正常貿易の不振などの問題も深刻であった。物価の高騰、正常貿易
の不振などによって国民の生活水準が低下し、その購買力の減退に伴って国内市場はます
ます狭隘化した155。これに対して、西欧諸国の実業家・経済学者・労働組合が参加した会
議がパリで開かれ、「政府とは関係のない民間人による国際間の経済協力促進のための会議
を開く」ための発起委員会が形成された。その第一回発起委員会は 1951 年 10 月にコペン
ハーゲンで開かれ、会議では「政見のちがいをぬきにして共同して、異なった体制の平和
的共存と、すべての国々のあいだの経済関係の発展を通じて人々の生活条件を改善する可
能性をみいだす」ための国際経済会議をモスクワで開催することが決定された156。周知の
ように、当時国会議員であった高良とみも日本の代表として同会議に参加し、後に帆足計・
宮腰喜助両議員と共に北京に到着し第一次日中貿易協定に調印した。しかし、これまでの
研究における国際経済会議と第一次日中貿易協定に関する議論はほとんど概略的なもので
あり、特に貿促運動及び貿促団体との関係に関する具体的な考察はまだ行われていない。 
 
第二節 国際経済会議から第一次日中貿易協定へ 
 
国際経済会議発起人委員会が開かれた後、1951 年 12 月、国際経済会議準備委員会代表
                                                  
153波多野勝「戦後日中貿易の再開をめぐる政治的背景－中日議員連盟の発足と第一次貿易協定
成立－」『アジア研究』第 42 巻第 2 号，1996 年，pp.9-10。 
154社団法人中国研究所「講和会議後の中日貿易の動向」『アジア経済旬報』124 号，1951 年，
p.1。 
155平岡健太郎『日中貿易論』，日本評論新社，1956 年，pp.14-15。 
156岡本三郎『日中貿易論』，東洋経済新報社，1971 年，p.29。 
- 52 - 
 
のオスカー・ランゲ博士（ポーランド、計画統計学院教授）とシャンベロン事務局長（フ
ランス、社会主義者）から、平野義太郎・北村徳太郎157・村田省蔵・石橋湛山・安川第五
郎・大内兵衛158・都留重人159・蜷川虎三160・鮎川義介161らの日本の著名な実業家や学者に
対して同会議への招待状が届けられた162。翌年 3 月、周恩来総理の指示を受けた中国人民
銀行総裁の南漢宸も、国際経済会議発起人の一人として平野義太郎・村田省蔵・北村徳太
郎・石橋湛山・安川第五郎・平塚常次郎163・原吉平164・川勝傳165を含む政財界有力者宛に
会議への参加勧誘の書簡を寄せた166。 
ここでまず注意すべきなのは、これらの人の中に平野義太郎・帆足計など 1949 年から
貿促団体の活動に関わっていた人もいれば、村田省蔵・石橋湛山・安川第五郎などのかつ
て公職追放の対象となった（1951 年追放解除）人もいたことである。後者は政界だけでは
なく、経済界においてもかなりの影響力を持っていた。たとえば、村田省蔵は 1900 年大
阪商船に入社し、1939 年政治家に転身してから 1946 年公職追放及び A 級戦犯容疑で巣鴨
拘置所に入所するまで、貴族院議員・逓信大臣（兼鉄道大臣）・陸軍第十四軍（フィリピン
                                                  
157北村徳太郎（1886－1968）、銀行家、政治家。佐世保商業銀行頭取、親和銀行頭取、1946
年第 22 回衆議院議員総選挙に初当選（日本進歩党）、1947 年片山内閣運輸大臣、1948 年芦田
内閣大蔵大臣、1950 年国民民主党政調会長を歴任。 
158大内兵衛（1888－1980）。マルクス経済学者。 
159都留重人（1912－2006）。経済学者。一橋大学名誉教授、IEA（International Economic 
Association）会長、日本学士院会員。 
160蜷川虎三（1897－1981）。経済学者、政治家。元京都府知事（1950－1978）。 
161鮎川義介（1880－1967）。実業家、政治家。日産コンツェルン（鮎川財閥）の創始者、満州
重工業開発株式会社初代総裁、1945 年 12 月戦犯容疑で逮捕されて 20 ヶ月後に釈放、1952 年
中小企業助成会を設立、1953 年参議院議員に当選。 
162押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年，pp.66-67。 
163平塚常次郎（1881－1974）。実業家、政治家。戦前は日魯漁業、太平洋漁業および千島水産
の社長を歴任、1946 年第 22 回衆議院議員総選挙で初当選（日本自由党）、1946 年 5 月に第一
次吉田内閣の運輸大臣に就任したが、翌年に公職追放処分を受けた。1955 年第 27 回衆議院議
員総選挙で当選して政界に復帰（日本民主党）。1958 年大日本水産会会長として日ソ漁業交渉
に携わっていた。 
164原吉平（1900－1986）。実業家。1921 年東亜同文書院を卒業して大日本紡績大阪本社に入社、
1949 年社長に就任。1953 年から関西経済同友会代表幹事、関西経団連常任理事、経団連理事
を歴任。1969 年から 1974 年まで、日本貿易振興会理事長を務めていた。 
165川勝傳（1901－1988）。1944 年以降、日本スピンドル製造社長、南海電気鉄道会長兼社長、
南海建設会長、南海不動産会長、日本民営鉄道協会会長などの要職を歴任。 
166川勝傳『友好一路-わたしの｢日中｣回想記』，毎日新聞社，1985 年，pp.20-21、李恩民『中日
民間経済外交：1945－1972』，人民出版社，1997 年，p.138。 
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占領軍）最高顧問、フィリピン特命全権大使、運輸省顧問を歴任していた。公職追放解除
後、外務省顧問を務めていた。石橋湛山はかつて東洋経済新報社のジャーナリストとして
活躍し、戦後、第 1 次吉田内閣の大蔵大臣を務めたことがある。安川第五郎は安川財閥創
始者安川敬一郎の五男であり、1915 年から終戦まで合資会社安川電機製作所を経営してい
た。1946 年石炭庁長官に就任して同年に公職追放され、公職追放解除後に安川電機会長に
復帰した。以上の三人のほかに、鮎川義介・平塚常次郎・加納久朗も同様な経歴を持って
いた。 
国際経済会議準備委員会からの招待状及び中国からの呼びかけに対して、これらの政財
界有力者は、独立国家として再出発しようとする日本は「イデオロギーにとらわれず」、政
治的には「共産主義国家群とも協調を保って」、経済的には「各国の間の物資の交流をすす
め」、「近隣市場から切り離れている状態を調整すべきものである」と主張していた167。1952
年 1 月、「停戦への機運が動き出し、日本独立への第一歩という意味もこめて」、これらの
政財界有力者は石橋湛山・村田省蔵らを中心に国際経済懇談会を結成して「モスクワ会議
参加の意志表明」をした。参加者の中には国際経済会議への招待状を受けた人のほかに、
和田博雄（左派社会党政策審議会長）、大原総一郎（倉敷レーヨン社長）らもいた168。 
国際経済懇談会の発足は、貿促運動において大きな意味があった。それは同懇談会にお
いて中心的な役割を果たしたのは従来のような革新勢力や貿易業者ではなく、一部の旧政
治家・財界有力者及び後の日中民間交流において大きく役割を果たした人物であったこと
である。これらの人々には、「中国に対する若いころからの愛着」を持ち、1913 年の孫文
の上海亡命に協力した村田省蔵169、「戦時中の上海で中国の工作機械を集め、日本に送る
仕事」をして、戦後に「贖罪の思いをこめて広く日中友好・貿促運動に私財を投じて乗り
出していた」伊藤英雄、そして後に中国殉難者遺骨送還運動の中心人物であった日中友好
協会の赤津益造などの人物もいた170。しかし、旧政治家や財界有力者中心といっても、国
際経済懇談会は従来の貿促団体と全く関係がなかったわけではない。まず、村田省蔵・石
橋湛山らに国際経済会議への参加勧誘をしたことは、国際経済会議発起人の中で唯一の日
                                                  
167社団法人中国研究所「国際経済会議にたいする有力実業家の意見」『アジア経済旬報』137
号，1952 年，pp.1-10。 
168押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年，p.67、川勝傳
『友好一路-わたしの｢日中｣回想記』，毎日新聞社，1985 年，pp.21-22。 
169商船三井社内報 http://www.mol.co.jp/unabara/tanbou_info.html ，2012 年 10 月 6 日。 
170押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年，p.64。 
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本人である平野義太郎と大きな関係があったと考えられる。同氏は、中日貿易促進会と日
中友好協会の結成過程において大きな役割を果たした人物であり、日本代表の国際経済会
議参加において「計画の勧進元」と見られていた。そして、国際経済懇談会の世話人を務
めていたのは中日貿易促進会の鈴木一雄と帆足計（衆議院議員、当時は落選中）であり、
その事務局も中日貿易促進会事務局員の国吉真澄と林寧寿によって作られたのである171。
つまり、国際経済懇談会は一時的な組織であるが（1954 年日本国際貿易促進会に加入）、
左翼系貿促団体関係者と旧政治家・有力実業家の組織、また後に貿促団体の大集合とも言
うべき日本国際貿易促進協会の母体として意義が大きかった。 
ところが、国際経済会議への参加について石橋、北村、村田らの協議で、代表団を派遣
する方針が固まり 1952 年 2 月 25 日に外務省に対して旅券の交付を申請したものの、外務
省は「ソ連には多数の日本人捕虜や漁船・漁夫が抑留されたままであり、日本に不利益な
行為を行う恐れがある」との理由で旅券の発行を拒否した172。国際経済会議に招請された
人の多くが断念するなかで、「この機会に訪ソを実現すべく張り切った」帆足計は同じ国際
経済懇談会の参加者である宮腰喜助（衆議院議員）と緑風会の同僚の高良とみ（参議院議
員）を説得し、外国経由でモスクワ入りを決意した。国際経済会議閉会後、3 人の国会議
員は貿易について中国代表の雷任民と会談を行い、後に北京に行くことにした。十数回の
会談を経て、1951 年 6 月 1 日に 3 人の議員は日本の貿促団体の代表として第一次日中貿
易協定に調印した。 
しかし、本論文の最初で述べたように、3 人の議員のモスクワ入りから第一次日中貿易
協定締結までの過程はこれまでの研究であまり重視されていない。たとえば、双方がなぜ
モスクワと北京の 2 つの場所で 8 回以上の会談を行ったか、その具体的な内容は何か。第
一次日中貿易協定について、その背後における中国政府の意図は何か、それは当時の貿促
運動に如何なる影響を与えたかなどの問題に関する考察はまだ行われていない。以上のこ
とについて日本外務省と中国外交部の資料の中にはほとんど記録されていないため、帆足
らに同行していた宮腰喜助の秘書である中尾和夫の日記173などの資料を使用して考察し
たい。 
                                                  
171同上，p.66、p.68。 
172古川万太郎『日中戦後関係史』，原書房，1981 年，p.38。 
173波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年。 
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上述したように、帆足らが国際経済会議に参加した最初の目的はあくまで「訪ソ」であ
り、中国代表との会談は必ずしも計画していたことではなかった。しかし、4 月 27 日 12
時ごろ帆足らがレニングラード駅に着くと、ツーリストの係員のほかに雷任民の秘書と女
性通訳も迎えに来ていた174。帆足らは 20 時半頃に雷を訪問し、「南漢宸は現在北京に帰っ
たが、北京で待っている」と告げられた175。つまり、帆足らに対する中国側の態度は非常
に積極的であった。双方は 4 月 29 日と 5 月 3 日の 2 日間にわたってモスクワのホテルで
2 回の会談を行った後176、帆足らは 5 月 15 日にモンゴル人民共和国経由で北京に到着し
た177。北京到着後、帆足らと中国側の間で 6 回の貿易会談を含めて合計 8 回の会談が行わ
れた（表 2 参照）。 
 
表 2 国際経済会議日中代表会談記録178 
                                                  
174雷任民（1909－2005）。中華人民共和国成立後、中央貿易部副部長、対外貿易部第一副部長、
中国国際貿易促進委員会副主席を歴任。 
175波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.33，p.35。 
176同上，pp.153-155。 
177同上，p.71。 
178波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，pp.153-174）より筆者が作成。 
期日・場所 会議参加者 会談内容 
4 月 29 日 
（モスクワ） 
中国側：雷任民 
日本側：帆足、宮腰、高良 
貿易の一般的原則に関する意見交換 
5 月 3 日 
 
中国側：雷 外二名 
日本側：帆足、宮腰、高良 
取引希望品目に関する意見交換 
5 月 16 日 
（北京） 
中国側：南漢宸、冀朝鼎 
日本側：帆足、宮腰、高良    
松山繁、中尾和夫 
中国側：中対日政策に関する説明 
日本側：日本経済界の分析、提案、日本
有力実業家訪中、中日貿易促進会の強化
策の研究など 
5 月 17 日 中国側：倪蔚庭、蘇自清 
日本側：帆足、宮腰、高良 
松山、中尾 
貿易方式・取引品目・船舶問題・価格・
数量・決済方法・禁輸打開の方法などに
関する意見交換 
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注： 雷任民（対外貿易部第一副部長）、南漢宸（中国人民銀行総裁、中国国際貿易促進委員会主席）、
冀朝鼎（中国人民銀行副総裁、中国国際貿易促進委員会秘書長）、倪蔚庭（中国進出口公司副社長）、蘇
自清（中国進出口公司）、松山繁（高良とみ秘書）、中尾（宮腰秘書） 
 
以上の会談内容から分かるように、中国側は帆足らのモスクワ入りに対して非常に積極
的な態度をとっていたが、村田省蔵らの国際経済会議準備委員会から招待状を受けた人物
ではなかったので、先ず帆足一行の意図を確認しようとしたのである。このため、モスク
ワで行われた 2 回の会談の内容は日中貿易の「一般的原則」についての意見交換と取引希
望品目に関する概略的な説明にすぎなかった。2 回の会談を経て、双方はお互いに相手の
意図を確認して、会談の場所を北京に移した。5 月 16 日の会談で、南漢宸は「中国人民は
日本政府と日本人民を区別している」、「中国人民の第一の敵はアメリカ帝国主義であり、
日本人民も同様である」、「中日貿易促進のためには、アメリカ帝国主義に対する斗争が絶
対に必要である」ことなどを強調したほかに、同年 4 月 28 日に調印された日華平和条約
5 月 20 日 中国側：倪、蘇、冀 
日本側：帆足、宮腰、松山、中尾 
取引希望品目に関する意見交換、貿易促
進の方法に関する意見 
5 月 22 日 中国側：倪、蘇 
日本側：帆足計、宮腰、松山 
中国側：日本で強力な貿易促進中央機関
を作ることが必要。 
5 月 24 日 中国側：倪、蘇 
日本側：帆足、宮腰、松山 
貿易協定の具体的内容に関する意見交換
（第一次日中貿易協定の雛形） 
5 月 26 日 中国側：南、冀 
日本側：帆足、宮腰、高良 
中尾、松山 
取引品目、日本側の実業家・専門家を中
国にきさせる方法、船舶問題、決済方法
に関する意見交換 
5 月 27 日 中国側：倪、蘇、冀 
日本側：帆足、宮腰、高良、 
松山、中尾 
取引品目の中の甲類物資（対中禁輸品目）
の対中輸出に関する意見交換 
5 月 28 日 中国側：倪、蘇、冀 
日本側：帆足、宮腰、高良、 
中尾、松山 
貿易協定の各事項に関する意見交換。 
中国側：日本側調印者は貿促団体の代表
として調印すべき 
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について、「深い憎しみと共に断乎たる反対をするつもりである」と述べた179。 
 
 
三議員と南漢宸と日中貿易につき懇談 
（出所：帆足計『ソ連・中国紀行』，河出書房，1952 年） 
 
一方、北京到着後の帆足らは会談の日を除き、主に北京市内での見学・観光をしていた。
その見学先は、農業と工業に限定せず、医療、文化、教育、そして軍事施設まで含んでい
た。特に、鉄道部を見学する際に彼らはそこに勤める残留日本人に出会い、中国残留日本
人の生活事情及び北京に設置された日本人学校・婦人会・病院などのことを詳しく聞き、
ソ連日本人抑留者の悲惨な生活との大きな差に驚いた。以上のことからみれば、帆足らを
北京まで招致した中国側の意図には貿易会談のみならず、中国の実情を日本に伝えて、対
中禁輸や日華条約締結に対する反対などにおいて、日本国民から支持を得ようとした点に
もあったと判断できる。5 月 16 日の会談が終わって、双方は貿易の具体的な問題をめぐっ
て交渉しはじめた。会談内容の中で特に注意すべきなのは対中禁輸品目の輸入と日本の貿
促運動に対する中国政府の態度である。 
対中禁輸品目の輸入について、5 月 17 日の会談では中国進出口公司副経理の倪蔚庭は日
中貿易における困難は日本側にあり、バトル法の下で日本は中国に何も輸出できないと述
べ、「日本人民がアメリカ帝国主義の封鎖を突破すること」が日中貿易を打開促進し長く続
けるための方法であると強調した180。そして、5 月 20 日の会議で帆足らは日本側希望の
輸出品リストを提出したが、倪蔚庭と蘇自清は農業機械・トラクター・製麺製粉機械につ
いて日本側が提出した小型のものではなく大型のものが欲しいと要求した181。一方、冀朝
鼎は先ず契約を結び、その後に大々的運動を起こせばいい、日本の専門家と具体的契約を
結ぶと述べて中国側の柔軟性を示した。さらに、5 月 24 日の会議では中国側が自らの希望
                                                  
179波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，pp.156-157。 
180同上，p.159。 
181同上，p.164。 
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輸出入品目を提出し、「バトル法にかかるものもあると思うが、帰国後実現に努力して貰い
たい。我々は、日本側提出の品目表を大いに取り入れたつもりである」と述べた。特に、
中国側の希望輸入品リストの中では鋼板の厚さや船舶の排水量に関する具体的な説明がす
べて削除された。しかし、取引品目の決定における柔軟な態度と違い、原則的な問題とし
て甲・乙・丙類物資の同類交換という点における中国側の態度は堅かった182。5 月 27 日
の会談では、「甲類の輸出が困難であるときは、乙・丙類の貿易を比率に関係なく振興さす
ことは絶対に不可能か」という宮腰喜助の質問に対して、中国側の代表は「事情が了解で
きればその時具体的に定める。今は此のままで定めたい」と答えた183。 
中国外交部档案資料からわかるように、1950 年前半までの日中貿易に対する中国政府の
思惑は「反米闘争における日本人民の支持を得る」点に集中しており、貿易取引そのもの
に関する方針や原則は「われわれにとって有利な取引」という概略的なものでしかなかっ
た184。一方、上記の交渉内容からわかるように、米国の中国封じ込め政策が実施された後
に中国政府は対日貿易の経済的役割を再認識し、禁輸物資の輸入という明確な目的とそれ
を実現するための甲・乙・丙類物資の同類交換という取引方法を決定した。 
取引方法の変化のみならず、貿促運動に対する中国政府の認識も変化した。5 月 22 日の
会談では、中国側の代表は日中貿易促進の方法として①大筋の貿易契約を結んだ後に日本
国内で大々的運動を起こすこと、②専門家を北京に派遣して具体的契約を結ぶことを提案
した185。この方法は、その後の 1952 年から 1958 年までの貿促運動の基本方針を築いた
とも言える。特に日本の「専門家と財界有力者」を北京に招致することについて、中国側
は三菱・三井などの旧財閥関係の会社に強い興味を示したほか、「大実業家が来なくてはな
らぬから、その人の過去にとらわれなくても良い」、「追放者も、中国政府が許可すれば入
国は可能である」とまで表明した186。運動方針のほかに、それを貫く貿促団体のあり方に
も注意すべきである。5 月 22 日の会談では、帆足計の「中日貿易促進中央機関を作る」と
                                                  
182中国側が輸入しようとした甲類物資は戦略物資として日本で厳しく統制されていたものが
多く、日本側の輸入希望リストの中の甲類物資は当時の日本で最も必要とされる物資であった。 
183同上，pp.173-174。 
184中国外交部档案、105-00077-02、「関於中日貿易促進会要求派代表来華的状況」、1949 年 11
月 1 日-1950 年 6 月 1 日。 
185波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.164。 
186同上，pp.169-171。 
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いう提案に対して、中国側は「日本側に有力な機関を作らねばならない。中国進出口公司
は国家機関であり強力であるから何でも取り扱うことが出来る。問題は日本側にある」と
賛成の意思を表明した187。つまり、貿易協定調印後に「日本国内で大々的運動を起こす」
ために、双方は「中日貿易促進中央機関を作」らねばならないという点では共通していた。 
 5 月 29 日、第一次日中貿易協定の最終案が作成され、その調印式は 6 月 1 日に中国国
際貿易促進委員会で行われた。第一次日中貿易協定の内容は、次の通りである188。 
 
第一次日中貿易協定 
 
中国国際貿易促進委員会主席 南漢宸（これを甲と称する）と，国際経済会議日本代表 高
良とみ，日本中日貿易促進会代表 帆足計，中日貿易促進議員連盟理事長 宮腰喜助（これ
を乙と称する）は，中日人民間の貿易を促進するために，双方で協議したのち，平等互恵の
原則の上に下記のごとく協定する。 
第一条 双方の輸出及び輸入金額は各三千万英ポンドとする。 
第二条 双方の同意のもとに同類に属する商品を相互に交換するものとする。 
双方の輸出商品の分類（詳細は別表に掲ぐ）および各類の総額に対する百分比はそれぞれ次
のとおりとする。 
  中国よりの輸出 甲類 総額の四〇％ 乙類 総額の三〇％ 丙類 総額の三〇％ 
  日本よりの輸出 甲類 総額の四〇％ 乙類 総額の三〇％ 丙類 総額の三〇％ 
第三条 双方の貿易取引は，商品の物物交換をもつて原則とし，一部は英ポンドをもつて
計算する。 
第四条 本協定の具体的な実行を促進するために，輸出入商品の数量，規格，取引期日お
よび場所等に関しては，乙方が代表を派遣して，甲方と交渉するものとする。乙方代表は日
本の商工業界正式代表であることを要し，かつ貿易の交渉に限るものとする。 
第五条 輸送ならびに支払方法に関しては，具体的契約を締結するときにあらためて，双
方で協議する。 
第六条 双方が契約を実行するに際して，紛争が発生した場合には，双方よりなる仲裁委
員会を設ける。その仲裁は，中国国内において行うものとする。 
第七条 本協定は，一九五二年十二月三十一日以前に実行すべきものとし，同期限までに
貿易総額が協定額に達しない場合は，双方の同意を得て，事情に応じて，期限を延長し討議
する。 
第八条 本協定は，中国語および日本語をもつておのおの二通を作成し，両国語の文書は
同等の効力をもつ。 
  国際経済会議日本代表    高良 とみ 
  中日貿易促進会代表     帆足  計 
  中日貿易促進議員連盟理事長 宮腰 喜助 
 中国国際貿易促進委員会主席 南 漢 宸  
   
商品分類明細表 
中国よりの輸出 
 甲類 石炭，大豆，マンガン鉱，鉄鉱石，豚毛 
 乙類 塩，雑豆，落花生実，桐油，マグネサイト，ボーキサイト，螢石，耐火粘土（東北産
ボーキサイト），胡麻，焦宝石（山東産ーキイト），燐灰石，羽毛，石綿，綿花，羊毛 
丙類 綿実カス，豚皮，滑石，石墨，石膏，雄黄，五倍子，松香，甘草，薬草，生漆，落綿，
                                                  
187同上，p.165。 
188石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料 日中関係』，日本評論社，1970 年，p.23。 
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ヒマシ実 
日本よりの輸出 
 甲類 紫銅，鋼板，鋼管，建築鋼材，鉄道鋼材，馬口鉄（ブリキ），黒鉄皮（薄鉄板），白鉄
（亜鉛塗鉄板），ドラム罐用鉄板，アルミニウム塊 
 乙類 紡績機械および同部品，船舶（冷蔵船），小型機関車，殺虫剤，ズルフォニアダイアジ
ン，硝塩剤，苛性ソーダ，石灰酸，硼砂，高級インク，起重機，無線電信機および同部分品，
貨物自動車（重量），電気機械 
 丙類 農業機械，自転車，自動車部分品，タイプライター，計算機，顕微鏡，測量機具，ボ
ールベアリング，超短波医療機械，ソーダ灰，化学肥料（硫安，過燐酸石灰，石灰窒素），人
絹糸，綿布，綿糸，染料，写真機および写真機械，理化学用機械器具，昆布，雑紙類，録音
機，拡声機 
 原則上同類物資をもつて，相互に交換すること。具体的にどうのような物資がどのような物
資と交換するかということは契約の交渉の際，双方協議の上でこれを決定すること。 
 
 
 
      第一次日中貿易協定調印式 
（出所：高良とみ『非戦を生きる：高良とみ自伝』，ドメス出版，1983 年） 
 
第三節 第一次日中貿易協定をめぐる貿促団体の再編とその限界 
 
以上のようにして、第一次日中貿易協定が調印された。一方、第一次日中貿易協定の交
渉と併行して日本国内における日中貿易への期待も次第に高まり、とりわけ協定の調印は
日本国内において大きな反響を呼んだ。ここで注意すべきなのは、協定調印後の 7 月 8 日
に「日中貿易促進会議議長平野義太郎」名義の書簡が中国国際貿易促進委員会に届けられ
たことである189。では、日中貿易促進会議という新しい団体はいかに結成されたのか。 
日中貿易促進会議の結成について、当時の貿促団体関係者はいずれも日中友好協会と大
きな関係があったと記述している。前述したように、朝鮮戦争勃発後から占領軍の弾圧を
受けた日中友好協会は日中貿易促進対策委員会を設けて「低い姿勢で」運動を続けていた。
1952 年になると、同協会の活動も世界中における東西貿易促進運動とともに活発になった。
1952 年 4 月に開かれた日中友好協会第二回全国大会において、「日中貿易促進を国民運動
                                                  
189中国外交部档案、105-00237-01、「中國、日本貿易協議及雙方就此發表的聲明、來往函等材
料」、1952 年 5 月 23 日-7 月 28 日。同書簡の中で、平野は貿易協定の調印を祝った後に、日中
貿易促進会議の状況と帆足らの帰国歓迎会について簡単な説明を行った。 
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に持って行くことが提唱された」190。同年 5 月 22 日、衆議院第一議員会館で日中貿易促
進会議が開かれ、政財界のほかに労働界、農民、学者、華僑など合計 200 人以上の参加者
が出席した191。この会議において「日中貿易の促進を国民運動として全国的に展開してゆ
く」ために、日中貿易促進会議を常設機構にすることが決められた192。一方、中日貿易促
進会は 1950 年 10 月に「業界は業界のやり方をした方が実際的ではないか」との理由で貿
易業者中心の団体に改組されたが、後に対中全面禁輸の実施によって業務が「ストップ」
した。しかし、第一次日中貿易協定調印後、団体内部から「業者団体だけじゃ荷が重い」
という意見が急増した。こうして、平野義太郎の斡旋で日中友好協会の日中貿易促進対策
委員会を「母体」に中日貿易促進会会員の中小企業を中心とした日中貿易促進会議が発足
したのである193。6 月 20 日、日中貿易促進会議の発足と第一次日中貿易協定の調印の影
響を受け、大阪で宇田耕一（淀川製鋼所社長）を議長とした関西日中貿易促進会議が結成
された194。   
7 月 11 日、日中貿易促進会議全国大会が開かれ、大会の決議として組織の活動方針とし
て「全国各地・各産業における国民運動の展開による対中輸出統制の緩和」が決定された。
また、日本国内企業への参加勧誘と日中貿易の実務については、会議事務局の貿易担当部
門が設置されるまで中日貿易促進会が担当することになった195。さらに、7 月 22 日に開
かれた第 3 回全国大会では日中貿易促進会議相談部の設置が決められ、鈴木一雄・林寧寿
らの 10 人の委員が交代で 2 名ずつ毎日地方の要望を集めることや当面取引可能な業種の
調査をしていた196。そのほか、貿促運動の規模を広げるために、日中貿易促進会議は全国
的な署名運動とアンケート調査を行うほかに、中央及び地方議員に対して業者・労働者の
要求に対する賛成を要望し、その公約を求める活動も行った197。後に、貿易促進会議の働
                                                  
190平井博二「『日中貿易促進会議』物語④ 促進会議誕生の由来」『国際貿易』（8 月 2 日号）日
本国際貿易促進協会，2011 年，p.7。 
191同上。 
192同上。 
193押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年，p.65、社団法
人中国研究所「貿促運動が歩んだ道（3）鈴木一雄氏に聞く」『アジア経済旬報』622 号，1965
年，p.22、平井博二『日中貿易の基礎知識』，田畑書店，1971 年，p.67。 
194林連徳『当代日中貿易関係史』，中国対外経済貿易出版社，1990 年，p.5。 
195中国外交部档案、105-00237-01、「中國、日本貿易協議及雙方就此發表的聲名、來往函等材
料」、1952 年 5 月 23 日-7 月 28 日。 
196社団法人中国研究所「貿易促進会議相談部発足」『アジア経済旬報』152 号，1952 年，p.28。 
197社団法人中国研究所「日中貿易協定の成立」『中国資料月報』53 号，1952 年，p.16。 
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きかけで中日貿易促進議員連盟が再建され（団体名は日中貿易促進議員連盟に変更）、地方
議員を中心とした日中貿易促進地方議員連盟全国協議会も結成された。また、石橋湛山・
村田省蔵などの政財界有力者中心の国際経済懇談会も 1954 年まで存在し、平野義太郎・
鈴木一雄らの関係で日中貿易促進会議と一定の繋がりを持っていた198。 
以上のように、第一次日中貿易協定の締結を背景に日本では日中貿易促進会議をはじめ
数多くの貿促団体が発足し、「貿促運動全体が強化された」199。一方、貿促団体及びその
関係者に対する中国政府の態度も変化した。 
第一次日中貿易協定調印後、日本企業より資料請求の連絡が更に増加した。1952 年 6
月 19日、大阪の全国繊維機械労働組合連合会は上海の華東紡績管理局に書簡を送付し、「中
日貿易促進会鈴木一雄の紹介で、労働者の立場から日中貿易を促進したい」という理由で
貿易情報の交換を希望した。同月末、財団法人世界経済調査会は上海市工商業連合会に連
絡し、『上海工商資料』（工商法令関係の出版物 筆者注）の寄贈を希望した。以上の 2 件
に対して、中国外交部アジア司（課）は中国と国交のない資本主義国家の団体との資料交
換は相手が「進歩団体」であるかどうか、その資料が我々に必要であるかどうかという基
準で判断すべき」と意見を述べた。一方、中国国際貿易促進委員会は、「関西日中貿易促進
会議の参加者リストに関西繊維機械工業会という組織が載せられているが、この全国繊維
機械労働組合連合会も「進歩組合」であるかもしれないので、一般資料の交換は妥当であ
る」と意見を述べた200。つまり、組織名が違っていたにもかかわらず、「進歩的」とみら
れる団体あるいはその関係者に何らかの関係さえあれば、中国政府は積極的な対応をとる
ということであった。その理由は、貿促団体をはじめとする「進歩団体」との関係強化に
よって日本国内における影響力を広げる点にあったと考えられる。 
しかし、当時日本国内の貿促団体には多くの問題点があり、日中貿易促進会議のような
組織も中国側が期待していた有力な中央機関であるとは言いがたい。一部の先行研究で指
摘されているように、貿促運動のあり方をめぐる革新勢力と貿易業者の対立及び革新陣営
内部の対立は当時の貿促運動における一つの大きな問題であった201。 
たとえば、帆足らのソ連・中国での言動に対して、中日貿易促進会に参加していた大手
                                                  
198押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年，p.189。 
199平井博二『日中貿易の基礎知識』，田畑書店，1971 年，p.67。 
200中国外交部档案、105-00237-02、「關於日本方面來函索取工商資料及要求刊登広告等事的報
告及處理意見」、1952 年 7 月 30 日-9 月 15 日。 
201古川万太郎『日中戦後関係史』，原書房，1981 年，p.45。 
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商社から「対中国禁輸商品の枠をゆるめてもらう交渉を政府と始めねばならぬ時期に、政
府やアメリカ側のご機嫌を損ねるような言動をしてくれては困る」と反対の意見が出てき
た202。一方、第一次日中貿易協定交渉の際に、中国側の代表はかつて「協定が出来たら、
商取引は大、中、小があるだろうが、なるべく大取引が望ましい」と述べて日本側の大商
社との取引に強い興味を示した203。この点で、日中貿易促進のために、「体制批判を避け
る」ことが「本能的ともいえる」大手企業を「アメリカ帝国主義に対する斗争」に参加さ
せることは決して容易なことではなかった204。 
また、第一次貿易協定に調印した帆足計と高良とみは緑風会に属しており、宮腰喜助は
改進党の人間であったことに対して、それまでの貿促運動を「引っ張っていた」日共も日
中貿易促進会議事務局を通じて不支持の態度を表明した205。そして、この日共との関係も
貿促運動の限界となった。その一例は「大須事件」である。1952 年 7 月 6 日、帰国した
帆足らは名古屋に到着し、日中貿易促進会議の主催で彼らを歓迎するために一般市民・華
僑・朝鮮人団体の約 300 人が駅に集合した。大須球場で開かれた「歓迎大報告会」が終わ
り、「数千の群衆が歌声高らかに進行し」て一部がデモに移った。後に日共党員と在日朝鮮
人を主体とするデモ隊は警察の放送車に火炎瓶を投げ込み、警察部隊とデモ隊の流血衝突
によって数多くの死傷者が出た。ここからもわかるように、東海地区の貿易業者たちは「歓
迎大報告会」の前から非常に緊張しており、個別に報告会を開いて大須球場の歓迎会に参
加しなかった人も多かった206。つまり、1951 年 2 月から反米武装闘争の方針を取り始め
た日共の存在は革新勢力と貿易業者の共闘に不利であり、「根強い反共意識を持つ日本の風
土」における貿促運動の展開にも多大な困難をもたらした。 
 
                                                  
202同上。 
203波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.164、p.171。 
204同上，p.157、古川万太郎『日中戦後関係史』，原書房，1981 年，p.45。 
205古川万太郎『日中戦後関係史』，原書房，1981 年，pp.45-46、社団法人中国研究所「貿促運
動が歩んだ道（3）鈴木一雄氏に聞く」『アジア経済旬報』622 号，1965 年，p.23。 
206押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年，pp.102-104。 
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羽田空港に到着した帆足と宮腰議員    出迎えに来た人たち（主に各団体の代表） 
（出所：帆足計『ソ連・中国紀行』，河出書房，1952 年） 
 
 以上のように、第一次日中貿易協定調印後の貿促運動は従来の貿促団体の再編と新しい
貿促団体の誕生によって規模と影響力が大きく増大した。しかし、その内部における様々
な問題からみれば、当時の貿促運動を推進する人たちは決して一枚岩の存在であったと言
えない。 
 
おわりに 
 
朝鮮戦争勃発後、対中全面禁輸をはじめとする米国の経済制裁に対して、中国は資本主
義陣営諸国との貿易問題を打開しようとした。各国の中で中国は経済的な意図から特に対
日貿易に着目し、国交のない日本との貿易問題を打開するために日本国内の貿促運動に注
目していた。1951 年 7 月から朝鮮戦争の停戦交渉が始まり、9 月にサンフランシスコ講和
条約が調印された。このような国際政治の変化を背景として、間もなく独立する日本では
資本主義陣営諸国との講和だけではなく中国やソ連などの共産圏諸国との関係改善による
全面講和を実現しようとする世論が強まりつつあった。その第一歩として、貿易が注目を
浴びていた。こうして、米国国内と同様に対中全面禁輸政策が実施されていた日本では、
「対中禁輸」の実施と「全面講和」の主張の対立を背景に貿促運動が再び盛んになった。
1951 年後半以降、日中貿易促進労組協議会や政財界有力者たちを中心とした国際経済懇談
会が結成され、貿促運動には新たな勢力が加わった。国際経済懇談会のメンバーである帆
足計らの貿促団体関係者の努力によって、1952 年 6 月に第一次日中貿易協定が調印され
た。同協定について、中国側は主に貿易協定の締結によって目標を制定し、後に日本国内
の運動を通じて対中禁輸品目を含める日中貿易を開始しようとした。一方日本では、従来
の左翼系の貿促団体が再編され、全国的な国民運動によって貿促運動を推進する日中貿易
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促進会議が結成された。 
朝鮮戦争勃発後、日本を含む資本主義諸国における厳しい対中禁輸が始まった。このた
め、朝鮮戦争期は日中貿易の「中断期」であるとよく言われている。一方、1952 年の第一
次日中貿易協定の調印をきっかけとして日中貿易は新たな時期に入り、日中貿易促進会議
の発足によって日本国内の貿促運動も全国的な国民運動に広がった。この意味で、朝鮮戦
争期は日中貿易の「転換期」であるとも言える。 
しかし、新しく発足した日中貿易促進会議においては、左翼勢力と貿易業者の意見対立 
が依然として存在していた。第一次日中貿易協定の第四条と第五条からわかるように、協
定の具体化の実現には日本商工業界の代表と中国側とが改めて交渉する必要があった。で
は、第一次日中貿易協定の具体化はいかに行われたのか。貿促運動のあり方について左翼
勢力と一部の貿易業者はそれぞれの認識を持っていたが、これは第一次日中貿易協定の具
体化とどのような関係があったのか。これらの諸問題について、第五章で検討したい。 
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第五章 第一次日中貿易協定の具体化と日本の貿易関係者 
 
はじめに  
 
1952 年 6 月 1 日の第一次日中貿易協定調印後、中国国際貿易促進委員会は協定の第 4
条と第 5 条207に基づいて協定の具体化を実現させるために日本側の日中貿易促進会議、中
日貿易促進会、帆足計・高良とみ・宮腰喜助、一部のメーカー・商社宛に電報を送り、こ
れらの団体・個人の推薦を受けた日本商工業界代表の訪中に歓迎の意思を伝えた208。これ
に応じて、日中貿易促進会議は 11 日に第二回大会を開き、議題として全国的な国民運動
の推進をめぐる討論を行った。討論の結果、全国的な国民運動の方針として①輸出入希望
商品の選定追加、②取引方法についての地方的希望の収集、③中国派遣の商工業界代表推
薦運動の展開という三項目が決定された209。しかし、朝鮮戦争期の当時において日本政府
は中国への渡航を厳しく統制していたため、貿促団体の推薦を受けた商工業界代表の訪中
は旅券発行申請が拒否されたことによって成功に至らなかった210。 
にもかかわらず、1952 年 11 月 28 日、日本の商社と中国の貿易機関との間に貿易契約
が結ばれたという報道が存在している211。つまり、第一次日中貿易協定の具体化は日本商
工業界代表の訪中が実現されないままで始まったのである。実は、日本商工業界代表の訪
中は旅券問題によって難航していたとはいえ、1952 年 9 月から数人の日本人が第三国経
由あるいは密入国の形で訪中し、日中間の民間貿易をめぐって中国側と交渉を行なってい
                                                  
207第 4 条：本協定の具体的な実施を促進するために、輸出入商品の数量、規格、取引期日およ
び場所等に関しては、乙方（国際経済会議、中日貿易促進会、日中貿易促進議員連盟 筆者）
が代表を派遣して、甲方と交渉するものとする。乙方代表は日本の商工業界正式代表であるこ
とを要し、かつ貿易の交渉に限るものとする。 
 第 5 条：輸送ならびに支払方法に関しては、具体的契約を締結するときにあらためて、双方
で協議する。 
208中国外交部档案，105-00237-06，「中国国際貿易促進委員會主席南漢宸就中日貿易問題答記
者問」。 
209社団法人中国研究所「六千万ポンド協定の受諾を決議：日中貿易促進会議第二回大会」『ア
ジア経済旬報』（148），1952 年，pp.19-20。 
210当時の日本政府は「ワシントンにいる代表が帰国してから発行が可能」（中国外交部档案，
105-00237-06，「中国国際貿易促進委員會主席南漢宸就中日貿易問題答記者問」）、あるいは「責
任者の居留守を理由にして」（押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出
版，1997 年，p.117）中国に行く者の旅券申請への回答を引延していたと言われている。 
211『朝日新聞』，1952 年 12 月 11 日。 
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た。現在、その交渉内容を詳しく記録した資料はすでに中国外交部より公開されているた
め、これに基づいて 1952 年後半から 1953 年初頭までの第一次日中貿易協定をめぐる日中
間の交渉と日中貿易との関係を論じたい。 
 
第一節 櫻井英雄の日中貿易観―「政治商人」という誤解 
 
 中国外交部档案の記録によれば、第一次日中貿易協定調印後に訪中した最初の日本人は
櫻井英雄であった212。1952 年 9 月、櫻井は岡本一郎と名を変えてマカオから入国し、27
日に北京に到着した。櫻井の接待を担当する中国国際貿易促進委員会の報告によれば、櫻
井は中日貿易促進会相談所の責任者、日ソ友好協会の理事、日本アジア・太平洋地域平和
会議準備委員会秘密委員、巴商事専務理事であると自称し、「本来は貿易商談のために訪中
するつもりであったが」、香港滞在中に「日本政府の旅券発行拒否によって中国で開かれる
アジア・太平洋地域平和会議に出席できなくなった 90 名の日本代表の代わりに出席して
欲しい」という畑中政春213の依頼を受けたと説明した。そして、中国側の関係者との談話
の中で、櫻井は自分が通産省通商局長の牛場信彦や農林水産省とも関係を持ち、訪中前に
農林水産省調査課から「中国の大豆・穀物及び油脂原料などの生産量、税関統計（各国と
の輸出入統計）」などの調査依頼を引き受けたとも言った。しかし、櫻井は以上のことを証
明できる「紹介状や身元を証明できるようなものを一つも提示できなかった」214。また、
訪中の目的について櫻井は「貿易商談とアジア・太平洋地域平和会議への参加」と言明し
たが、「日中貿易促進会のすべての会員企業を代表することも大口の取引もできない」215と
いう彼の言論と「アジア・太平洋地域平和会議に参加する場合は日本側から正式な電文を
送って欲しい」という日本への電文内容から見れば216、当時の彼は貿促団体の推薦を受け
た日本商工業界代表でもなく、アジア・太平洋地域平和会議に出席する正式な日本代表で
もなかったことがわかる217。 
                                                  
212中国外交部档案，105-00239-01，「日本桜井英雄到京情況簡報（第一号）」。 
213日本平和連絡会事務局長。 
214中国外交部档案，105-00239-01，「日本桜井英雄到京情況簡報（第一号）」 
215中国外交部档案，105-00239-02，「日本桜井英雄到京情況簡報（第二号）」 
216同上。 
217櫻井がアジア・太平洋地域平和会議の日本代表に任命されたことを証明する電文は、10 月 1
日に届いたという（中国外交部档案，105-00239-03，「日本桜井英雄到京情況簡報（第三号）」。 
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以上の事情があり、櫻井に対する中国側の監視は香港から彼が日本に帰国した後も数日
間続いていた218。しかし、周知のように、櫻井は後にアジア・太平洋地域平和会議の日本
代表として会議の 9 日目に報告を行い219、協定調印後の日中貿易第一弾として中国進出口
公司と合計 38 万ポンドの契約を結んだ。これによって、「日中貿易の黎明期にあって、重
要な役割を果たした人物」と評価されている彼は220、「戦後日中関係史の概説書には必ず
登場する人物」221となった。しかし、櫻井の動向への監視とその報告書の内容から見れば、
当時の中国側は決して彼を充分に信頼していた、あるいは彼のことに詳しかったとは言え
ない。 
では、櫻井のアジア・太平洋地域平和会議への参加と中国側との取引はいかに解釈すれ
ばいいか。櫻井が北京に滞在していた時期について最も詳細に記録している資料は中国外
交部档案であるが、その内容のみでは以上の疑問に答えることは難しい。そこで、1950
年代の訪中経験について櫻井と長談した押川俊夫の回顧録と大澤武司が整理した櫻井英雄
の口述原稿をも参考にする222。 
櫻井は学生時代に航空機械を学び、卒業後に招集されて当時の中華航空に勤めていた223。 
終戦後、中国から引き揚げた彼は新発足した巴商事に入社し224、最初は国民政府統治下の
中国との貿易取引をしていたが、相手側からの「面倒な裏の要求」に耐えられず225、東南
アジアに重点を移すことにした。1949 年前後、国共内戦において優勢となった共産党政権
は多くの海港都市を支配下におさめ、海外貿易による物資調達が可能となった。その時、
                                                  
218櫻井の動向に関する報告は、すべて中国外交部档案に記録されている。彼の帰国後の動向は、
中日貿易促進会の鈴木一雄より中国側に報告されたのである。 
219押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，p.117。 
220押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，p.106。 
221大澤武司「政熱経熱を夢見た男からの警鐘―巴商事・桜井英雄の歴史的意義」『中帰連』（35）
「中帰連」発行所，2006 年，p.64。 
222押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年、大澤武司「政
熱経熱を夢見た男からの警鐘―巴商事・桜井英雄の歴史的意義」『中帰連』（35）「中帰連」発
行所，2006 年。 
223中華航空股份有限公司（中華航空株式有限会社）。日中戦争期に、日本占領地域で運行して
いた航空会社であり、台湾の中華航空とは無関係である。同航空会社について、佐藤一一の『日
本民間航空通史』に詳しい（国書刊行会，2003 年，pp.145-146）。 
224同社の全身は大正時代から中国東北地区で農薬をメインに取扱い、朝鮮・中国東北部の日本
人向けの煙草輸出業務をもしていた会社である（押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的
日中交流―』図書出版，1997 年，p.107）。 
225押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，p.107。 
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櫻井の会社には「われわれは、今度新しい国家を創ったので、今後、日本とも取引をした
い。しかし、われわれは外貨がないので、バーターでやってゆきたい。貴方の希望品目を
知らせてほしい」という中国東北進出口公司の手紙が届いた226。一方、当時の日本は「戦
後の産業再編成期に入っていた」が、「復興用基礎資材の輸入は、食料とともに、まだ充分
国内需要を賄うには至って」いなかった。また、ドッジ・ラインの実施によって鉄鋼業界
が合理化を迫られたが、「鉄鉱石・石炭などの重要物資はアメリカ・インドなどとの遠距離
輸送に頼らざるを得ない状況にあった」227。そこで、「トン当たり、二ドル程度（CIF）228」
という海上運賃の安さに注目した櫻井は、1950 年 4 月にトラックタイヤ・綿布・自転車・
亜鉛鉄板を見返りとして適道炭（粘結炭）5000 トンの輸入に成功した229。しかし、この
貿易ルートは 1950 年 6 月朝鮮戦争の勃発によって閉ざされてしまった。その後、米の輸
入に視線を移した櫻井は日本亡命中の元アンナン王朝の皇族、パオダイ帝の大叔父にあた
るプリンス・コンデを通じて、コンデのサイゴンにいる仲間と輸入契約を結んだが、コン
デの仲間が集荷できず、「窮地に立った」櫻井は「米の輸入の不始末には現地に乗り込んで
契約の履行をはかるしかない」と決め、農林水産省の協力でベトナムへの渡航許可をとっ
た。ところが、ベトナムに向かう機中の櫻井は「複雑な想いが胸中を過ぎ」、ベトナムに行
くことをやめて第一寄航地の香港で入国手続をした230。 
押川はベトナム行きの切符を持つ櫻井が香港で降りた理由について言明していないが、
啓徳空港を出て九龍の地を踏んだ櫻井の当時の気持ちについて「ついに希望は達成した。
ここは中国と地続きである」と記述している231。また、大澤が整理した櫻井の口述原稿に
は、朝鮮戦争の勃発によって「新中国との取引は一切禁止された。約二年間その状態は続
いたが、その間、中国側からは熱心な再開の申し出を受け取っていた。一九五二年、ある
                                                  
226押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，p.107 より重
引。ただし、内容から見れば、同手紙は一種のアンケートのようなものであり、櫻井以外の多
くの貿易商の処にも届けられたかもしれない。 
227押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，p.108。 
228CIF(Cost Insurance and Freight 、運賃・保険料込み渡し)とは、輸出貨物の FOB（Free On 
Board、本船渡し）価格に仕向け港までの運賃と保険料を加算することである。 
229海上運賃について、中国からの船賃はトン当たり約 2 ドル（CIF）に対して、米国西部海岸
からの船賃（CIF）は約 9.35 ドル（押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』
図書出版，1997 年，p.108）。そして、粘結炭の値段（CIF）について、中国はトン当たり約
11 ドル、米国は約 22 ドルであった。 
230押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，pp.110-112。 
231押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，pp.111-113。 
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手段を講じてパスポートを手に入れ、香港で四十八時間ごとのトランジットビザを繰り返
して取得し、その間、中国出先機関と貿易の再開を探りあったが貿易再開は相互政令の変
更なしには不可能との結論に達し、小生の北京行きを勧められた」と書いてある232。以上
の内容からわかるように、ベトナムに行く予定の櫻井が香港で降りた理由はあくまで現地
において日中貿易再開に関する情報を探ることに過ぎなかった。 
しかし、香港での行為とその後の中国入りが日本政府に発覚すると、商人である櫻井は
帰国後に調査を受けて海外への出張も困難になる恐れがある。名前を「岡本一郎」に変え
たことからもわかるように、彼は自らの中国入りを隠蔽するために苦労していた。にもか
かわらず、「貿易再開手段の打ち合わせ」のために北京に訪れた彼はなぜ暴露の危険を冒し
て政治色の強いアジア・太平洋地域平和会議に参加したのか。 
押川の回顧録によれば、中国に入国した櫻井は広州で数日間滞在し、「疲れを休めている
ところへ、中国側からまもなくアジア・太平洋平和会議が北京であるが出席しないかとい
う話が来た」233。そして、彼が会議参加に「腹が決まった」のは、自分の北京入りが『人
民日報』と新華社通信で報道されてばれてしまったからである234。 
しかし、櫻井の動向に関する中国外交部档案の記録から見れば、彼が会議参加に決意し
たことには別の理由があったことがわかる。北京滞在二日目の 9 月 28 日、櫻井は「会議
で使う講演原稿は既に用意している」と会議出席の意思を中国側の担当者に表明したが、
「本名で会議に出席して講演を行えばすぐ放送で日本国内に伝えられ、選挙に影響を与え
ることや帰国後に報告会を開くことも可能であるが、今後は商人として中国と取引する際
に政府の妨害を受ける恐れがある」と本名の使用について躊躇っていた235。そして、「数
名の日本人代表が既に北京に到着し、アジア・太平洋地域平和会議に出席することになっ
ている」と教えられた後、櫻井はビザの事情で「10 月 6 日までにマカオに戻らなければな
らない」と述べて会議に出席しない意思を中国側の関係者に伝えた236。ところが、自ら「貿
                                                  
232大澤武司「政熱経熱を夢見た男からの警鐘―巴商事・桜井英雄の歴史的意義」『中帰連』（35）
「中帰連」発行所，2006 年，p.65。 
233押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，p.116。 
234同上。 
235中国外交部档案，105-00239-01，「日本桜井英雄到京情況簡報（第一号）」。 
236櫻井が広州と北京を往復する交通手段について、中国政府は墜落の危険から空路をやめて厳
重警戒のもとで鉄路に選んだ（大澤武司「政熱経熱を夢見た男からの警鐘―巴商事・桜井英雄
の歴史的意義」『中帰連』（35）「中帰連」発行所，2006 年，p.65）。アジア・太平洋地域平和
会議の開催日は 10 月 2 日であるため、10 月 6 日までにマカオに帰らなければならないという
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易協定調印後に訪中した日本商工業界の第一人者である」ことが分かった後、櫻井は「本
名で会議に出席すれば 10 月 6 日の期限は構わない」と態度を一変して、中国側の貿易関
係者との会談を希望した237。28 日午後から 29 日まで、櫻井は中国国際貿易促進委員会・
中国進出口公司の関係者と二回の会談を行い、日中貿易再開について意見を交換した。会
議終了後、中国側の積極的な態度に「非常に満足した」櫻井は、「14 名の日本代表がアジ
ア・太平洋地域平和会議に出席する予定であるが、中には実業界の代表が一人もいない」
という中国側関係者の話に対して「もう心配事がないので」と答えて積極的な態度を見せ
た238。 
本名の使用に対する心配からみれば、櫻井の中国入りが既に報道されていたとしても当
時の彼は知らなかったと判断できる。しかし、中国側の貿易関係者と接触した後、アジア・
太平洋地域平和会議への出席に対する彼の態度は既に積極的であった。つまり、「貿易商談
とアジア・太平洋地域平和会議」のために北京に訪れたとはいえ、櫻井はやはり貿易商談
の方を重視していた。彼にアジア・太平洋地域平和会議への出席を決意させたのは、中国
入りの暴露よりも日中貿易再開に対する中国側の態度であったと判断できる。一方、櫻井
のアジア・太平洋地域平和会議への参加を招請し、彼が会議への出席に動揺していた時に
初めて貿易会談を行ったことから、中国側の貿易再開への重視と櫻井への警戒が同時に存
在していたことが窺える。 
実際、このような警戒について櫻井は全く察知できなかったわけではない。前述した農
林水産省との関係や貿促団体との関係のほか、9 月 28 日の談話の中で、櫻井は「黒田寿男、
木村禧八郎の依頼を受けて」、「中国共産党との関係を築きたい」という労働者農民党の意
向を中国側に伝えた239。その後、櫻井は「東京でソ連の商務代表と相談したことがある」、
「ベトナムの地下工作者に委託された 2 通の手紙を持っている」、「在日朝鮮人商会から南
漢宸宛の手紙を持っている」ことを理由にして、駐中国ソ連大使館、ベトナム大使館及び
朝鮮大使館への訪問について中国側の同意を得ようとした240。 
櫻井の話の信憑性を確認できる資料は発見できなかったが、中国側関係者との会談の中
で彼が常に自らの政治的役割を強調することは確かである。これについて、1952 年 10 月
                                                                                                                                               
前提では、会議への参加はほぼ不可能であると考えられる。 
237中国外交部档案，105-00239-01，「日本桜井英雄到京情況簡報（第一号）」。 
238中国外交部档案，105-00239-02，「日本桜井英雄到京情況簡報（第二号）」。 
239中国外交部档案，105-00239-01，「日本桜井英雄到京情況簡報（第一号）」。 
240同上。 
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21 日に訪中した中日貿易促進会専務理事の鈴木一雄は「政治を利用して付け入る商人にす
ぎない」と評価したことがある241。つまり、鈴木にとって、自分の政治的役割を常に強調
する櫻井の動機は、あくまで貿易交渉において中国側の信頼と重視を得ることにすぎなか
った。櫻井の言動からみれば鈴木の評価は全く根拠のないものとは言えず、恐らく中国側
も同じように疑っていたかもしれない。しかし、櫻井の日中貿易観を分析する際に、当時
の中国政府と日本の貿促団体の知らない事情は看過できない。 
従来の研究でよく取り上げることであるが、櫻井と中国の貿易機関の間で締結された貿
易契約は信用状発行の問題で履行できなかった。これについて、押川のインタビューを受
けた際に、櫻井は銀行側がアメリカからの圧力を受けて信用状の発行を拒否したのである
と説明している。帰国後の彼は、日本政府の調査を受けただけではなく、米軍側にも目を
付けられた。米軍側は巴商事に対する「三百万円程度の援助」と「対中取引の契約成立の
ため、いかなる協力もする」ことを条件として、櫻井に中国の飛行場の状況、鉄道・港湾
の事情などを聞き、今後の中国での情報収集を依頼しようとした。しかし桜井は、中国は
「心を育て世話になった国である。金銭にかえられるものではない」、自分の対中貿易は「友
好を念じての中国との交流である」と思い、米軍側の話に乗らなかった242。櫻井の履歴か
らもわかるように、彼は長い間中国に滞在していた。中国への感情について、彼は押川の
インタビューを受けた際に「中国が好きで、戦争さえなかったなら一生を大陸でと思って
いた。日中の平和的環境がなければ貿易も出来ない」と述べたことがある243。香港滞在中、
旧知の人から「中国本土内での人民の対日感情は非常に悪い。貴方が新中国に入ることを
考えているのならば恐らく現政府でも貴方の生命は保障できないのでは？」という忠告を
受けたにもかかわらず244、彼はマカオに赴いてそこから中国に入った。 
米軍への協力を拒否したため、巴商事は「資本金 50 万の会社に 8000 万円近い借金がで
きてしまい」、櫻井本人も「鎌倉から東京にでる電車賃すらもない」という状態になってい
た245。櫻井の中国入りは、彼の家族にも影響を与えた。子供達はそれまで仲良かった近所
の子供達に仲間はずれにされはじめ、自由党有力者の福永健司の一族である妻も「日中貿
                                                  
241中国外交部档案，105-00238-03，「日本鈴木一雄到京情況簡報（第一号：3）」。 
242押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，pp.125-126。 
243押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，pp.117。 
244大澤武司「政熱経熱を夢見た男からの警鐘―巴商事・桜井英雄の歴史的意義」『中帰連』（35）
「中帰連」発行所，2006 年，p.65。 
245押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，pp.129。 
- 73 - 
 
易から即時手を引かすように」と言われて彼に催促しはじめた。後に妻は二人の子供を連
れて実家に帰ったが、「一度決意した仕事を困難だからと手を引くようなことは出来ない」
櫻井は 1954 年まで契約履行のために努力していた246。しかし、中国政府どころか、日本
国内の貿促団体も「このような裏事情を知らなかった」ため、櫻井の日中貿易は結局成功
せず、後にセメント袋の改良や粉末輸送システムを手がける技術者に転じた247。ところが、
このようなつらい経験も彼の日中関係への関心を失わせたたわけではなかった。2006 年の
口述原稿の中で、彼は自分の日中貿易史を語りながら、小泉元首相の靖国神社参拝問題に
ついて「誤れる史観を相手国の目線で再構築」すべきだと訴えていることがその証である。 
以上の事情から、櫻井の日中貿易に対する執着は単なる利益の追求ではないと判断でき
る。彼の本意について、彼の口述原稿に対する大澤の評価が参考になる。2006 年、大澤は
前掲の「政熱経熱を夢見た男からの警鐘－巴商事・櫻井英雄の歴史的意義」の中で櫻井の
口述原稿の全文を引用し、「桜井氏が中国政府の『政治的意図』を読み取ろうという姿勢を
常に堅持し」、「貿易を通じて日中友好を促進するという信念を持ちながらも、同時に中国
政府の対日政策をも自ら分析することで、より建設的・効果的に日中関係改善を進展させ
ようとされてきた」と評価している248。 
櫻井に対する大澤の評価は、中国外交部档案の記録からも裏付けられる。例えば、9 月
28 日の会談の中で、櫻井は自ら中日貿易促進会相談所の責任者であることを明らかした後
に、日本企業の日中貿易への態度について「中小企業は熱心であるが、中国側が最も必要
としている物資を輸出できず、大手企業が対中貿易を独占することを恐れている」と述べ
て中国側に日本の中小企業への配慮を求めた249。日本国際技術交流会の会員という身分を
打ち明けた後、彼は日中間の技術交流を展開させるべきであると述べた250。翌日の会談の
中でも、彼は日中貿易促進のあり方について「一つの契約を結ぶことによって日中貿易に
おけるアメリカの制限を突破し、日本国内の国民運動に影響を与える」ことをすすめた251。
10 月 26 日、第 4 次吉田内閣がまもなく発足することを知らされた後、かつて中国産石炭
                                                  
246押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，pp.128。 
247押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，pp.129-130。 
248大澤武司「政熱経熱を夢見た男からの警鐘―巴商事・桜井英雄の歴史的意義」『中帰連』（35）
「中帰連」発行所，2006 年，p.67。 
249中国外交部档案，105-00239-01，「日本桜井英雄到京情況簡報（第一号）」。 
250同上。 
251中国外交部档案，105-00239-02，「日本桜井英雄到京情況簡報（第二号）」。 
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の輸入業務に努めていた櫻井は吉田内閣からの日中貿易への支持を得るために「石炭や塩
などの重要な原材料を日本に輸出しない」ことまで中国側に提言した252。 
しかし、結果からみれば、日中貿易の推進における櫻井の努力は報われなかった。押川
のインタビューを受けた際に、櫻井は「日中貿易協定という楼閣の設計ができて、それを
みんな、一人、一人が煉瓦を積み重ねていった。そのなかには、足場を踏み外して、転落
した人間もいた」と述べて自らの運命を嘆いたことがある253。無論、当時の日中貿易にお
いて、櫻井のような「足場を踏み外して転落した人間」もいれば中国側との交渉を自らの
「独壇場」にした人間もいた。それは、最も強く中国側からの重視と信頼を得た鈴木一雄
である。 
 
第二節 鈴木一雄の日中貿易観―日共党員と貿促団体関係者の二つの身分 
 
 
鈴木一雄 
（出所：押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年） 
 
 
 1952 年 10 月 19 日、「凌本雄」というインドネシア華僑は香港から中国に入国し、21
日に北京に到着した。彼の本名は、鈴木一雄であった254。 
 櫻井と同じく、鈴木一雄も戦後日中関係史に関する論述の中でしばしば登場する人物で
あるが、その 1952 年の訪中について多く記載している資料は中国外交部档案や前掲の押
川回顧録などしかない。本節では、これらの資料に基づいて第一次日中貿易協定調印後の
日中貿易における鈴木の役割と彼を重視する中国側の態度について論じたい。 
 北京滞在中の鈴木の動向は、中国外交部档案の中の「日本鈴木一雄到京状況簡報」、「日
本鈴木一雄、国分、白水状況簡報」などの資料に記録されている。櫻井と違い、鈴木の動
向に関する記録内容は日中貿易に対する彼の意見がほとんどであり、日本との往復書簡や
                                                  
252中国外交部档案，105-00239-05，「日本桜井英雄到京情況簡報（第五号）」。 
253押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，p.130。 
254「凌」と「鈴」は中国語の発音が同じであり、「本」は「木一」のことである。 
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電報などに対する監視報告もあるがその内容からは中国側の警戒がほとんど見られない。
では、鈴木に対する中国側の態度はなぜこうも櫻井の場合と違うのか。これについて、次
の 2 点から説明することができる。 
 第一に、鈴木の訪中に対する期待である。1952 年に初めて訪中した櫻井と違い、中国貿
易部部長葉季壮宛の鈴木親筆の書簡は「日本中日貿易促進会要求派代表来華的状況」とい
う 1949 年に作成された档案の中に既に載せられている。第 2 章で述べたように、中日貿
易促進会は1950年前半の日中貿易の再開において大きな役割を果たした貿促団体である。
前述のように、貿易協定調印後、中国国際貿易促進委員会は協定の第 4 条と第 5 条に基づ
いて協定の具体化を実現させるために日本側の中日貿易促進会などの貿促団体、貿易協定
調印者である帆足計・高良とみ・宮腰喜助及び一部のメーカー・商社宛に電報を送り、こ
れらの団体・個人の推薦を受けた日本商工業界代表の訪中に歓迎の意思を伝えた。中日貿
易促進会専務理事、日中貿易促進会議幹事、中国研究所理事、日中友好協会理事であった
鈴木の訪中は、中国側の要請に応じた日本商工業界代表の訪中などの貿易協定の具体化の
ためかと期待されていた。 
 第二に、鈴木が日共に近い人物であったことである。中国外交部档案の記録によれば、
鈴木は「日共党員」であり255、日中貿易をめぐる会談の中で何度も「党（日共）」の意思
を中国側に伝えたことがわかる256。また、鈴木本人のみならず、当時の中日貿易促進会と
                                                  
255中国外交部档案，105-00238-05，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第三号）」。鈴木の日共党員
の身分について、アジア・太平洋地域平和会議参加のために訪中した亀田東伍と中国側の関係
者との談話内容や鈴木と日共との往復電報への監視報告によってほぼ事実であると判断できる。
また、北京滞在中の鈴木の通訳を勤めていた前中日大使館商務参事官の林連徳も当時のことを
回想して「インドネシアから引き揚げた氏はコミュニストを志向していて」と述べたことがあ
るという（押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，p.118）。
ただし、正式党員か「秘密党員」かについて、確認できる資料は発見されていない。亀田東伍
の談話記録について、中国外交部档案，105-00238-05，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第三号）」。
鈴木と日共との往復電報への監視報告について、105-00251-21，「日本鈴木一雄到京状況簡報
（第十八号）」。亀田東伍（1910～1997）、1940 年保土谷化学工業に入社し、1942 年に同社勤
労課長に就任。敗戦後、保土谷化学工業労働組合組合長、全日本化学労働組合委員長に就任。
1946 年 8 月に日本共産党に入党。日本共産党の 50 年問題による分裂で「所感派」に属し、1952
年 10 月にアジア・太平洋地域平和会議への出席を名目に中国に亡命し、1956 年に帰国と同時
に逮捕された。釈放後、日本共産党本部勤務員、日本平和委員会、日中友好協会、日ソ協会な
どの役員を歴任（吉田健二「全日化の結成と産別会議の運動―亀田東伍氏に聞く（上）」『大原
社会問題研究所雑誌』No.634，2011 年，pp.58-59。 
256中国外交部档案，105-00238-01，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第一号）：1」、中国外交部档
- 76 - 
 
日共との関係も「非常に近」かった257。 
 以上の 2 点のほか、「三菱商事での十数年間のうちに日本商工業界において広い人脈を
作れた」、「待遇のいい商社の仕事を辞めて貿促運動に投身したことから、政治的な頼もし
さがわかる」、「日本経済界の状況に非常に詳しい」という帰国華僑の王振仁258の評価も、
鈴木が中国側に重視され信頼を得た理由であると考えられる259。ただし、鈴木について、
王は日中貿易と貿促運動への認識に「一面性がある」と述べたこともある。 
鈴木の認識の「一面性」について、日中貿易と日共との関係に対する彼の認識から窺う
ことができる。10 月 23 日と 24 日、鈴木と中国国際貿易促進委員会の関係者との会談が
行われた。会談の中で、鈴木は取引方式・価格問題・決済方法などの貿易に関する内容の
ほか、「日本の国内情勢、日中貿易、日本の各階層の団結問題及び平和経済を促進するため
の貿易機構の結成について、まず日共の同志と相談したい」と北京亡命中の日共党員との
面会を希望した。彼の要請に対して、中国側の関係者は「今回の会談は貿易中心であり、
日共関係者の紹介などの政治関係のことは協力できない」と言って断った260。そして、貿
易のための連絡手段について、鈴木は「合法的な手段のほか、非合法的、即ち日共を経由
して行う」ことを中国側にすすめた261。29 日の会談の中で、鈴木は日中貿易に対する日本
企業の態度について「ほとんどの日本企業は日華（台湾）貿易に興味を示していない」と
いう間違った情報を中国側に伝えた262。特に、31 日に亀田東伍との会談の中で、鈴木は「党
員として信頼されるべき」で、「中国側は党（日共）との関係を鑑みて中日貿易促進会を特
別配慮すれば、日本経済界における彼の影響力が増大してより多くの大企業を日中貿易に
                                                                                                                                               
案，105-00238-02，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第一号）：2」、中国外交部档案，105-00238-03，
「日本鈴木一雄到京状況簡報（第一号）：3」、中国外交部档案，105-00238-04，「日本鈴木一雄
到京状況簡報（第二号）」、中国外交部档案，105-00238-05，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第
三号）」。 
257中国外交部档案，105-00251-16，「日本鈴木一雄、国分、白水状況簡報（新第十三号）」。 
258同氏は 1950 年に中日貿易促進会の依頼を受け、中国対外貿易機関宛の手紙をペンの中に入
れて中国に持ち込んだ。 
259中国外交部档案，105-00238-06，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第四号）」。 
260中国外交部档案，105-00238-01，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第一号）：1」。当時の北京に
は徳田球一や野坂参三などの北京亡命中の日共「所感派」とアジア・太平洋地域平和会議への
参加で訪中した亀田東伍などの共産党党員がいたが、ここの「日共の同志」がどちらなのかに
ついては不明である。 
261中国外交部档案，105-00238-01，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第一号）：1」。 
2621952 年、台湾の総輸入額における日本の割合は 44.69％であり、アメリカの 22.23％を遥か
に超えていた（溝口敏行『アジア長期経済統計 1 台湾』東洋経済新報社，2008 年，p.21。 
- 77 - 
 
参加させることができる。統一戦線も、これによって拡大する」と主張した。これに対し
て、亀田は「貿促団体の問題は自らで解決すべき」であり、「党の関係で自らの利益を図っ
てはいけない」と鈴木の主張を否定した263。鈴木が中国側の関係者に述べたように、彼の
立場には「貿易の立場と党（日共）の立場」の二つがあったのである264。交渉相手が中国
国際貿易促進委員会であることに対する不満から265、やはり彼は自らの政治的立場を重視
していたことがわかる。日中貿易の展開において日共との関係を利用すべきであるという
「一面性」のある認識も、自らの政治的立場を重視したためであったと考えられる。 
 また、鈴木の認識の「一面性」は日中貿易に参加する日本企業への態度から窺うことも
できる。25 日の会談では、北京滞在中の日本商工業界代表について、鈴木は「不審者の破
壊活動を防ぐために、中日貿易促進会は調査委員会を成立して訪中の日本商人に対する身
元調査を行なっている」ことを中国側に伝えた266。櫻井について、鈴木は「政治商人」に
過ぎないと評価し、「櫻井は日中貿易の重要品目である石炭の取引において中日貿易促進会
に不利な情報をばらし、日中貿易促進会議での発言も鋭くて挑発的である」、「桜井は訪中
のことについて中日貿易促進会に事前通知をしなかった。党（日共）は彼を代表に承認す
るつもりはなかったが、彼の情報を一般人に知らせるつもりもなかった。最後にやむを得
ず、中国側への電文の中で彼を『連絡者』として証明した」などの情報を中国側に伝えた267。
櫻井のみならず、1952 年 10 月に北京に到着した啓明交易社長の香川俊一郎についての鈴
木の評価も「桜井が小さいペテン屋と言うなら、香川は大きいペテン屋」であり、「甲類物
資の輸出のために『闘争』するなんて嘘だ」であった。また、北京滞在中の香川は上海観
光の申請を出したが、これに対して鈴木は「香川が上海にいた頃に軍部と密接な関係を持
っていたので、その申請を拒否すべき」と中国側にすすめた268。しかし、櫻井と香川に次
いで訪中した石川製作所の国分範勝とOM紡績機製作所の川上孝昭に対する鈴木の態度は
全く違うものであった。25 日の会談で、鈴木は「国分と川上両氏は既に旅券を取得した」
ことを中国側に伝えた269。これに対して、中国側の関係者は「紡績機の輸入は計画外であ
                                                  
263中国外交部档案，105-00238-05，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第三号）」。 
264同上。 
265同上。 
266中国外交部档案，105-00238-02，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第一号）：2」。 
267中国外交部档案，105-00238-03，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第一号）：3」。 
268同上。 
269中国外交部档案，105-00238-02，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第一号）：2」。 
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るため、二人がまだ入国していないうちに拒否すべきか」と上層に報告した270。にもかか
わらず、それを知った鈴木は「すべての企業の中で紡績業界は最も日中貿易に注目してお
り、二人の訪中を拒否することは貿促運動の展開に不利である」、二社とも「中日貿易促進
会の会員企業であり、貿易の品質を心配することはない」と中国側を説得しようとした271。
では、日本企業の代表に対して、鈴木の態度はなぜ違うか。この点では、これらの企業と
中日貿易促進会との関係に注意すべきである。中国側との会談の中で、鈴木は「巴商事は
1950 年 8 月に中日貿易促進会に参加したがわずか一ヶ月後に退会し、51 年から独自に
GHQ、日本政府及び国会への働きかけをはじめた」272、「啓明交易は中日貿易促進会理事
の役職を辞退して退会に近い状態であるが273、完全退会の不利さを懸念して会費の納付を
続けている」と述べたことがある274。つまり、かつて中日貿易促進会の会員であって後に
脱退した巴商事と啓明交易に対して、「組織がなければ闘争は不可能である」と主張する鈴
木は否定的な態度をとっていた275。しかし、櫻井の例からわかるように、独自で対中貿易
を行う日本商人は必ずしも日中貿易の展開に不利なわけではない276。特に終戦まで中国産
石炭の販売業務を行い、戦後に八幡製鐵所や富士製鉄などの大手企業の出資で再建された
啓明交易は、1950 年代の日中貿易において最も活躍した会社の一つである。 
 日中貿易に関する鈴木の認識の「一面性」について以上の 2 点を取り上げたが、その認
識について更に分析する必要がある。つまり、鈴木が中日貿易促進会を脱退した企業に否
定的な態度をとったことは「組織がなければ闘争は不可能である」という認識によるもの
であり、日共との関係を通じて中国から特別の配慮を得ることも組織の強化によってより
強力な闘争を行うためであったと考えられる。第四章で述べたように、朝鮮戦争勃発後、
日共などの左翼勢力に対する占領軍の弾圧によって中日貿易促進会は貿易業者中心の団体
                                                  
270同上。 
271中国外交部档案，105-00238-10，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第八号）」。 
272中国外交部档案，105-00238-02，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第一号）：2」。 
273当時の中日貿易促進会常任理事会社は、極東物産・啓明交易・東京貿易・東西貿易・安川製
作所・淀川製鋼所の 6 社があった（辻誠『日中民間貿易史―日中貿易商社第一通商の興亡から』，
2012 年，p.10）。 
274中国外交部档案，105-00238-03，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第一号）：3」。 
275中国外交部档案，105-00238-09，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第七号）」。 
276帰国後、櫻井は日本各地で講演会を開いたほか、1953 年 3 月 1 日の参議院第 015 回予算委
員会第 34 号公聴会に出席し、公述人として対中貿易における障害の解除を政府に訴えた。 
衆議院会議録情報、第 015 回国会予算委員会第 34 号
http://kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/sangiin/015/0514/01503110514034c.html 
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に改組された。「中日貿易促進会は業者中心の団体として対中貿易を展開する力があるが、
会員には政治運動に距離を置く者が多い」、「中日貿易促進会の会員企業及びその子会社は
ほとんど大企業であり、アメリカへの抵抗力が弱い」277、「アメリカの妨害が存在してい
るため、日中貿易の根本的な問題は政治問題である」278など訪中後の鈴木の言論からわか
るように、「日共党員と貿促団体関係者の二つの身分」を持つ鈴木にとっては貿促運動にお
いて政治闘争が必要であり、これは彼が業者中心の中日貿易促進会を強化しようとした理
由であった。また第四章で述べたように、第一次日中貿易協定の交渉において、中国側の
関係者は「日本国内で大々的運動を起こす」ために、「強力的な貿易促進中央機関を作らな
ければならない」と強調したことがある。そこで、鈴木の認識は中国側の主張に一致して
いたのである。 
鈴木と中国側の関係者との会談内容から、双方の交渉は 11 月 1 日を境に二段階に分け
ることができる。11 月 1 日以降の会談記録には、鈴木の主張や意見のみならず、中国側の
対応に関する中国国際貿易促進委員会の意見も添えられている。前述のように、10 月 31
日アジア・太平洋地域平和会議日本代表の亀田と鈴木の間に約 1 時間の談話がもたれ、鈴
木がそれまで中国側に伝えた政治関係の意見に対して亀田は批判を行ったほか、鈴木の訪
中の任務が貿易交渉のみであることを強調した。それ以降、鈴木と中国側の貿易協定の具
体化をめぐる本格的な交渉が始まり、彼の主張や意見は中国の対日貿易政策に影響を与え
た。 
 
第三節 第一次日中貿易協定の具体化交渉と日中貿易 
  
 第一次日中貿易協定の具体化をめぐる日中間の交渉は、中国政府の対日方針と日中貿易
における技術的な問題の解決に影響を与えた。その中で、鈴木一雄の役割は最も注目すべ
きである。 
前述の櫻井・香川・国分・川上のほか、1952 年 9 月から 53 年 7 月までの時期に訪中し
た日本人には東邦商会社長の白水実と日中貿易促進会議議長の山本雄一がいる。しかし、
第一次日中貿易協定の具体化をめぐる日中間の交渉は「鈴木一雄の独壇場」であったとい
                                                  
277中国外交部档案，105-00238-16，「日本鈴木一雄的談話記録」。 
278中国外交部档案，105-00238-08，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第六号）」。 
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う評価が示しているように279、これらの日本人はいずれも中国側と貿易協定の具体化につ
いて交渉したことがあるが、すべての交渉において中国側の対応に影響を与えたのは鈴木
のみである。日中間の貿易交渉における鈴木の役割については、櫻井と中国側の交渉を取
り上げて比較しながら具体的に分析したい。 
 第一節で述べたように、北京到着後の櫻井は「一つの契約を結ぶことによって日中貿易
におけるアメリカの制限を突破し、日本国内の国民運動に影響を与える」という意見を中
国側に伝えたことがある280。これに応じて、1952 年 9 月 29 日に中国進出口総公司副経理
の倪蔚庭と櫻井との間に最初の会談が行われ、双方は取引可能な品目について意見を交換
した。中国国際貿易促進会による 10 月 26 日の報告によれば、櫻井は約一ヶ月のうちに中
国進出口総公司と 3 回の交渉を行ったが、双方は「特に支払の問題をめぐって意見が対立
し、なかなか合意に達しなかった」281。また、巴商事本社は 29 日の電報の中で「日本産
昆布と中国産マグネシアクリンカー・麩のバーターについて中国側と交渉せよ」と櫻井に
命じたが、その希望価格が依然として取引可能な限度を超えていた282。にもかかわらず、
30 日に行われた 4 回目の交渉では、巴商事の希望価格までには至らなかったが中国側は既
に妥協の意思を示しはじめた。さらに、11 月 3 日の 5 回目の会談では、昆布・麩・マグネ
シアクリンカーのみならず、人絹・自転車（いずれも日本輸出）などの新たに追加された
品目の価格問題も解決され、双方の交渉は「後 1、2 回に交渉すれば成約できる」程度に
進んだ283。では、25 日まで価格などの問題において譲らなかった中国進出口総公司はなぜ
態度を一変したのか。これについて、櫻井の努力とも関係があったかもしれないが、「桜井
は北京まで来られてやはり勇気があるので、契約しても良かろう」という 10 月 25 日の鈴
木の意見も看過できない284。 
 前述したように、この契約は後に櫻井の信用状発行申請が銀行に拒否されたことによっ
て履行できなかったが、ここで巴商事の契約不履行に対する中国側の対応に注目すべきで
ある。中国外交部档案の記録によれば、巴商事の契約不履行に対して、中国側は「巴商事
が一週間内に契約を履行しなければ同社が輸出する分をすべて明和産業に扱わせる」とい
                                                  
279押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，1997 年，p.121。 
280中国外交部档案，105-00239-02，「日本桜井英雄到京情況簡報（第二号）」。 
281中国外交部档案，105-00239-05，「日本桜井英雄到京情況簡報（第五号）」。 
282同上。 
283中国外交部档案，105-00239-06，「日本桜井英雄到京情況簡報（第六号）」。 
284中国外交部档案，105-00238-03，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第一号）：3」。 
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う鈴木の提案を採用したほか285、「明和産業が契約を履行できない場合の対応措置として
中日貿易促進会に引継ぎの会社の推薦」を依頼した286。この明和産業は東西交易の子会社
であるが、東西交易は中日貿易促進会の会員企業で 1952 年 11 月 14 日前後に鈴木の要請
を受けて北京滞在中の彼を会社の交渉代表に任命したのである287。 
 以上のことからわかるように、当時の日中間の貿易交渉においては、鈴木の意見が中国
側にとって非常に重要であった。1952 年 11 月 8 日に作成された中国外交部档案の資料に
よれば、櫻井と中国進出口総公司との交渉が支払問題をめぐる双方の意見対立によって難
航していた際に、鈴木は櫻井に「一つの契約も結べなければ、我々だけではなく中日貿易
促進会も潰れてしまう」と話したことがある。この情報について、中国国際貿易促進委員
会の関係者は「鈴木に必要な支持を与えて日本商工業者を中日貿易促進会の元で団結させ
るために、櫻井との契約を締結して鈴木を保証人にする」という意見を外交部に報告した
288。 
櫻井と中国進出口総公司の交渉が後に価格の交渉に移って成約までに至ったことは、こ
のような中国側の方針転換によるものであった。後に中国側は巴商事との取引を中日貿易
促進会会員企業の子会社に引き継がせることを決め、さらに次の引継会社の推薦を中日貿
易促進会に依頼したが、これらのことも中日貿易促進会を強化させるための方法であった
と考えられる。前述したように、鈴木は日中貿易における中日貿易促進会の影響力の増強
策を常に考えており、中国側との会談の中で何度も「経済的な視点のみで進めるなら、貿
易協定の実現性は低い」289、「組織がなければ闘争は不可能である」と強調していたが、
以上のことからこのような主張は確かに中国側の方針決定に影響を与えたのである。 
巴商事のほか、中日貿易促進会の会員企業である石川製作所と東邦商会も 1952 年末に中
国進出口総公司と契約を結んだ。ここで注意すべきなのは、上記の二社とその経営者に対
する中国側の評価である。中国国際貿易促進委員会の報告の中では、石川製作所について
                                                  
285巴商事の契約について、双方とも香港上海銀行（香港）に信用状の開設を委託したが、その
信用状は取消不能なものであったが、他社に譲渡することは可能であった。 
286中国外交部档案，105-00251-17，「日本鈴木一雄状況簡報（新第十四号）」。 
287中国外交部档案，105-00238-10，「日本鈴木一雄到京情況簡報（第八号）」。鈴木を自社の交
渉代表に任命した会社にはまた東京貿易がある。1953 年 2 月 9 日、鈴木は巴商事の契約に含
まれている昆布の輸出を東京貿易に移譲することを中国側に提議して中国進出口総公司の同意
を得た（中国外交部档案，105-00251-12，「日本鈴木一雄、国分、白水状況簡報（新第九号）」）。 
288中国外交部档案，105-00238-08，「日本鈴木一雄到京状況簡報（第五号）」。 
289中国外交部档案，105-00238-11，「日本鈴木一雄到京情況簡報（第九号）」。 
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「社長の直山与二は石川県経営者連盟会長をつとめており、経団連と違って同団体は反米
である」、「石川製作所などの紡績機メーカーは今まで軍事産業に関与しておらず、もっぱ
ら紡績機の生産に集中していることは重要な意義がある」290とし、石川製作所代表の国分
について「同氏は社会党の観点を支持し、大阪系の貿易業者と密接な関係を持っている」、
東邦商社社長の白水について「1949 年から中日貿易促進会の関西での仕事に協力しており、
進歩マ 人士マ である」、「1951 年から対中貿易の実現に努力しており、白水との交渉について輸
出入合計 40 万ポンドの契約が期待できる」と評価している291。つまり、中日貿易促進会
との関係のみならず、貿易業者の占領軍への態度や政治観点なども中国側の判断基準であ
ったが、これは鈴木が常に強調している「アメリカの妨害が存在しているため、日中貿易
の根本的な問題は政治問題である」という観点に一致していた292。 
 ただし、一部の問題、とりわけ日本企業への態度について、中国側の考えは鈴木のよう
な貿促団体関係者と常に一致するわけではなかった。例えば、当時の中日貿易促進会と日
中貿易促進会議の中には会員以外の企業を日中貿易に参加させるべきではないと主張する
者が存在し、前掲の論述からわかるように鈴木もこのような傾向があった。これに対して、
中国側は「平等互恵の原則を守れば、すべての日本企業は日中貿易に参加できる。『非日中
貿易促進会議会員は不可』のような条件をつけてはいけない」と反対意見を述べた293。1953
年 3 月 12 日、中国側は巴商事の契約不履行について最終決定を行ったが、巴商事の代わ
りに契約を履行する 4 社の中に鈴木の批判を受けた啓明交易も入っていた。このような処
理について、中国側は「現在の日本政局は混乱しており、多くの大企業を日中貿易に参加
させる絶好の機会である」と説明していた294。表 3 が示しているように、啓明交易の取引
総額が第一次日中貿易協定に基づいて締結された最初の 10 契約の取引総額の 8 割を占め
ており、その輸出商品に甲類物資の亜鉛鉄板が含まれていることは、同社が期待されてい
                                                  
290石川製作所は紡績機械の部品製作から始まり、戦時中に海軍水中兵器の製造に転じたが、戦
後から繊維機械の生産を再開した。1954 年 3 月から防衛機械の開発に進出したが、1952 年当
時の生産は繊維機械のみであった。 
291中国外交部档案，105-00239-13，「接待日本国分範勝、白水実状況簡報（第三号）」。 
292中国外交部档案，105-00238-08，「日本鈴木一雄到京情況簡報（第六号）」。 
293同上。 
294中国外交部档案，105-00251-19，「日本鈴木一雄、国分、白水状況簡報（新第十六号）」。も
ちろん、日本政局の状況について中国側に説明したのも「多くの大企業を日中貿易に参加させ
るべきである」と中国側に助言したのも鈴木らの日本人である。 
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た理由であった295。 
 
表 3 日中貿易協定にもとづく最初の 10 契約296           （単位 英ポンド） 
 
また、鈴木らの貿促団体関係者と櫻井のような貿易業者の中には、「貿促運動に最も積極
的であったのは中小企業であるため、中国側としてこれらの企業に特別の配慮を行うべき
である」という主張が存在していた。しかし、「運動の参加に積極的であれば、中国は何で
も買ってくれる」と誤解して古新聞・ガラス瓶・苗木などの輸出を希望する中小企業に対
                                                  
295ただし、啓明交易と中国進出口総公司と締結した契約は予約契約であり、原因不明であるが
これらの契約は後に履行されなかった（中国外交部档案，105-00255-21，「対『日本国会議員
促進日中貿易聯盟』代表団貿易談判簡報（第四号）」、日中国交回復促進議員連盟『日中国交回
復関係資料集』日中国交資料委員会，1972 年，p.162）。 
296社団法人中国研究所「日中経済交流の 10 年 Ⅱ日中貿易の再開期（1951 年~53 年）」『中国
資料月報』（142）、1959 年 12 月 28 日、p.6 より筆者が作成。 
契約順 
 
商社名 中国側輸出 中国側輸入 
品名 金額 品名 金額 
1 巴商事 マグネシアクリンカー▪ふすま▪復州
粘土▪博山粘土▪ア
ルミナシェール▪大
豆粕 
189300 針布▪自転車▪昆布▪
人絹糸 
189293 
2 東京貿易商会 大豆粕 92428 昆布▪タイプライタ
ー 
92488 
3 旭シルク ふすま 4632 人絹糸 4625 
4 啓明交易 タルク 21000 昆布 21101 
5 啓明交易 開灤炭 389967 紡機▪亜鉛鉄板 389967 
6 東邦商会 大豆粕 58320 人絹糸 58320 
7 啓明交易 開灤炭 420000 亜鉛鉄板 420000 
8 羽賀商店 柞蚕糸 9250 人絹糸 9250 
9 極東物産 向日葵種 30000 香料 30000 
10 共栄商事 大豆粕 1438 寒天 1458 
合計（１
号以外） 
  1027035  1027209
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して、中国側は返事しない形で拒否した。 
もちろん、多くの日本企業の日中貿易への参加を期待していた中国はその積極性を傷つ
けないよう常に考えていた。これについて、日本企業の契約不履行に対する中国側の対応
から窺うことができる。中国外交部档案の記録によれば、1953 年 2 月 9 日までの取引の
うちで「問題発生」によって中断されたのは巴商事・旭シルク（人絹糸 2 万封度の輸出）・
東洋紡績（人絹糸 24 万封度の輸出と豆粕 1000 トンの輸入）の 3 社であったことがわかる
297。契約を締結した巴商事と旭シルクはいずれも信用状開設の申請が銀行に拒否されたこ
とによって契約の履行ができなくなったと中国側に説明していたが、旭シルクの「実際の
理由は日本国内の麩価格の急落である」ということが判明し中国側は取引内容を変えて新
たな契約を締結することを提案した298。東洋紡績と中国進出口総公司の取引について、同
社は成約に近いところで「日本政府に課される高額な保証金を払うために輸出商品の価格
を 10%上げようとした」が299、「これによって国際市場に混乱が起きるか」と懸念した中
国側は交渉を中断せざるを得なかった300。以上の 3 社の例からわかるように、取引が実現
できなかった原因が日本側にあったにもかかわらず、中国側は損害賠償を求めるのではな
く柔軟な対応をとっていた。 
もちろん、日本側のみならず、中国側の事情によって取引が実現できなかった場合もあ
る。1953 年 1 月 7 日、北京染織廠（国営染織工場）は中国進出口総公司経由で鈴木に六
色染織機の輸入を依頼したが、2 月初旬に輸入先がチェコに変更されたことを理由として
依頼を取り消した。2 月 20 日、チェコ産染色機の価格が日本産より高いことが分かった後、
同工場は再び鈴木に機械の輸入を依頼した。しかし、4 月初旬、価格・納期・見返り物資
（豆粕）などについての交渉が終わったにもかかわらず、同工場の関係者は成約直前に「染
色用の白布が不足しているため、機械の輸入について上層の許可を得ることができない」
と中国進出口総公司に伝えた。この事件について、中国進出口総公司は「不要な機械を購
                                                  
297中国外交部档案，105-00251-13，「日本鈴木一雄、国分、白水状況簡報（新第十号）」。 
298中国外交部档案，105-00251-13，「日本鈴木一雄、国分、白水状況簡報（新第十号）」、中国
外交部档案，105-00251-17，「日本鈴木一雄状況簡報（新第十四号）」。 
299ここの保証金とは 1949 年に公布された「輸入貿易管理令」の規定により外国為替公認銀行
に預け入れらる保証金のことである。第一次日中貿易協定の中で取引商品の価格が英ポンドで
計算すると規定されていたが、当時の日本ではポンド・エリア向の保証金率が 0.9％であった
のに対して中共地域向の保証金率が 10％の高額であった。 
300中国外交部档案，105-00251-13，「日本鈴木一雄、国分、白水状況簡報（新第十号）」。 
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入することは資金の無駄使いであるが、東京貿易・和歌山鉄工所・兵庫県日中貿易促進会
議などの多くの企業と貿促団体がこの取引に関わっているため、日本側との関係と我国の
信用を傷つけないように返事の言い方を充分に考えなければならない」と外交部に意見を
述べた。 
当時の状況では、日中貿易の拡大とその障害を取り除くことにおいて貿促団体と貿易業
者の役割が無視できない。以上の多くの事例からわかるように、第一次日中貿易協定の具
体化過程において、中国側は貿促団体関係者の意見を多く参考にして日本の貿易業者の積
極性にも最大限の配慮をしていた。しかし、「日中貿易の根本的な問題は政治問題である」
という鈴木の主張に賛同していたとはいえ、日中貿易を通じて国内建設に必要な資材を調
達する中国側にとって自らの経済利益を確保することが原則的な問題であった。貿促団体
の影響力を強化してその政治的役割を利用し、自国の経済的利益が確保される範囲で多く
の貿易業者を日中貿易に参加させるために、中国はその対日貿易政策を調整しつづけた。 
一方、中国側の意図を読み取った鈴木らの貿促団体関係者は自らの観点を修正しながら
さらに多くの意見を提供した。その中で、日中貿易促進会議議長の山本熊一の意見は特に
注目すべきである301。1953 年 2 月 28 日、山本と秘書の森岡政元（日本自転車産業協会事
務局局長）は香港経由で深圳に到着し、31 日北京に到着した。その後、山本は中国国際貿
易促進委員会と数回の会談を行ったが、3 月 11 日の会談の中で「目下のところ両国政府が
正式な国交関係を樹立することは困難であるが、民間貿易を通じて平和友好関係を実現し、
さらに日本政府の政策決定に影響を与えることは可能である」という意見を述べた。 
1950 年代の中国政府は日本に対して「人民外交」という路線をとっていたが、この「人
民外交」は 1950 年代中期のソ連の対日政策転換を境に、さらに二つの段階に分けること
ができる。これまでの研究で指摘されているように、前半において中国政府は日本政府と
日本人民を区別することを対日政策の原則に設定し、日本政府との正常な関係を実現させ
るという目標はなかった302。この点について、1952 年 5 月 26 日中国外交部が各駐資本主
義国大使館に「最近、日台間がいわゆる条約（日華平和条約 筆者）を締結したため、今
後は各国の日本大使館との接触は一切禁止である」という旨の指示を下したことからも裏
                                                  
301山本熊一（1889－1963）。1940 年外務省東亜局長に就任。翌年アメリカ局長を兼任して開戦
前夜の日米交渉にあたる。外務次官を経て大東亜次官となり、1944 年タイ大使に就任。戦後に
公職追放となり,解除後に日中貿易促進会議議長、日本国際貿易促進協会会長を歴任。山口県出
身。東亜同文書院卒。 
302劉建平『戦後中日関係：「不正常」歴史的過程与結構』社会科学文献出版社，2010 年，p.83。 
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付けられる303。しかし、当時の対日活動担当者である呉学文や林連徳の回想によれば、1953
年 9 月、周恩来総理はソ連経由で訪中した大山郁夫との会談の中ではじめて国交正常化の
原則と民間交流の方法について意見を述べたことがわかる304。この事実から、中国政府の
方針転換が 3 月 11 日の山本の意見と全く関係がなかったとは言いがたいだろう。 
 中国政府の対日政策のみならず、第一次日中貿易協定の具体化をめぐる交渉は日中貿易
にも影響を与えた。その影響は、日中貿易における技術的問題の解決から窺うことができ
る。 
 日中貿易における技術的問題について、双方の主張、意見及び措置は表 4 の通りである。 
 
表 4 日中貿易の技術的問題をめぐる交渉305 
 
 決済問題について、中国側は輸出信用状と輸入信用状とを同時に開設するバック・トゥ・
バック方式を原則としていたが、日本側が提案したトーマス方式で行われた取引もあった
306。 
                                                  
303中国外交部档案，102-00225-06，「外交部関於拒絶与日本吉田政府使節来往的指示電」。 
304呉学文・林連徳・徐之先『中日関係（1945－1994）』時事出版社，1995 年，p.39。 
305中国外交部档案「日本鈴木一雄状況簡報」、「日本鈴木一雄、国分、白水状況簡報」より筆者
が作成。 
306トーマス方式とは、一定の時間的ずれを伴ったバーターであり、日本側輸出商品が決定した
のに対し、適当な輸入商品が決定しない場合また決定しても輸入が遅れる場合などに利用でき
る。前述のように、貿易協定締結後の契約第一号を実現した巴商事は後に契約を履行できなく
なり、各取引品目の輸出入は他社に引き継がれた。昆布の輸出を引き継いだ東京貿易は後に中
国側の要求で輸出商品を硫安に変えたが、見返り物資である中国産の豆粕は大豆の収穫時期が
限られているため、沢山の在庫がある硫安とのバーターは非常に不便であった。そこで東京貿
易は中国側が条件付きの輸出信用状を開設した後に日本側が先に硫安を輸出し、その後 3 ヶ月
以内に見返り輸入信用状を開設する旨の保証状を通知銀行に差し入れることにより中国側の輸
出信用状を有効にする。輸出商品の大半が農産物である中国は、後にこの決済方法を各日本商
社に提案した。この方法は、後に東京貿易の英文名（TOKYO MERCHANDOISE COMPANY 
LTAD）からとった電略の「TOMAS」と命名された（産業科学協会編『日・中貿易と我国の産
業』，1955 年，p.294、押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺―体験的日中交流―』図書出版，
内容 日本側 中国側 
決済 トマス方式 信用状の同時開設 
輸送 日本船使用 「日本船隻航行我国弁法」 
連絡 貿易代表機関の設置  
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 輸送問題について、鈴木は訪中前の 8 月 22 日に中国側への電報の中で日本船の使用を
すすめたが、その理由について「第一次日中貿易協定の輸出入総額が膨大であるため、第
一汽船などの船舶会社 6 社と千代田海上火災などの保険会社 4 社は日中間の航路に興味を
持っている。日本船を使用する場合は運賃の支払が外貨を使わず、第三国の制限を受ける
こともない、取引商品の価格を抑えることもできる」と説明した。鈴木の提案に対して、
中国側は「日本船隻航行我国弁法」（日本船舶の中国向け就航に関する弁法）を制定した。 
日中貿易の技術的問題の変化について、最も注目すべきなのは連絡問題である。前述の
ように、北京到着後の山本は中国国際貿易促進委員会との会談の中で日中貿易について多
くの意見を述べたが、その中に「通商代表部の設置」に関する内容も含まれていた。周知
のように、1950 年代の日中間で締結された貿易協定において、「お互いに相手国に常駐の
通商代表部を置く」という文言がはじめて現れたのは 1956 年に調印された第三次日中貿
易協定である。また、表現は異なるが、1953 年に調印された第二次日中貿易協定の「覚書」
の中に「貿易代表機関を置く」という内容もある。しかし、貿易代表機関（あるいは通商
代表部）設置問題に関する論述はほとんど 1957 年以降の日中関係に集中しており、その
起源についての考察は皆無である。 
では、第一次日中貿易協定になかった貿易代表機関の設置に関する条項はなぜ第二次日
中貿易協定に入れられたのか。実は、これも第一次日中貿易協定の具体化をめぐる日中間
の交渉と関係がある。前述のように、櫻井英雄をはじめ 1952 年後半から 53 年前半まで数
多くの日本人が訪中したが、これらの人には中共地域を渡航先とする旅券を持つ者が一人
もおらず、その訪中方法は第三国経由あるいは密入国のいずれかであった。このため、櫻
井の例を除いてほとんどの日本人は帰国するまで訪中の事実を隠蔽していた。特に、櫻井
に次いで訪中した鈴木一雄は中国側との交渉や日本国内の貿促団体と貿易商社との連絡が
多く、電報を送る回数が非常に多かった。このため、電報を送る際に使用する電略として
鈴木は本名や中日貿易促進会の英文名ではなく、「JATRA」(日本貿易 JAPANESE 
TRADE)を使用し307、「『JATRA』の意味を聞かれた際に、日本企業の対中貿易に協力する
処である」と説明することを帰国直前の櫻井に頼んだ308。しかし、この裏事情が知られて
いなかったため、日本企業ないし貿促団体関係者の間で「北京には貿易常設機構が存在し
                                                                                                                                               
1997 年，p.144）。 
307中国外交部档案，105-00251-15，「日本鈴木一雄、国分、白水状況簡報（新第十二号）」。 
308同上。 
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ている」という噂が流れていた309。こうして、鈴木は 1953 年 4 月 21 日に「『日本貿易代
表』として JATRA を正規化する」ことを中国側に提案し、さらに「中国政府がお互いに
通商代表部を設けることを呼びかけるなら、日本政府は同意せざるをえない」という某与
党議員の言論を伝えた310。これに対して、山本熊一は「同議員の主張に賛同する者は国会
に多く存在し」ていると述べ、通商代表部の設置について「中国政府から日本政府に提案
する」ことをすすめた311。詳細は後述するが、1953 年 9 月 30 日日中貿易促進議員連盟代
表団が訪中し、後に中国国際貿易促進委員会と第二次日中貿易協定を締結したが、9 月 26
日に作成された中国側の交渉計画の中に「日本側が我国での展覧会開催もしくは貿易事務
所設置を提案する場合、中国側が先に同様なことを行うという条件を提出せよ」という内
容は既に載せられていた312。 
  
おわりに 
 
 本章では、中国外交部档案や貿促団体関係者の回顧録などの資料を用いて、1952 年 9
月から 1953 年初頭までの時期に行われた第一次日中貿易協定の具体化交渉と日中貿易と
の関係を明らかにした。 
                                                  
309同上。 
310同議員の言論は、吉田首相による 1951 年 10 月 29 日の参議院平和・安保条約特別委員会で
の答弁を根拠とするものであると推測できる。当時、社会党の曾祢益議員は台北の在外事務所
の設置について「この在外事務所が正式の公館になる際に総領事館或いは領事館のステータス
にするとか、或いはこれを大公使館のステータスにするとかいう点は、その国の政府の日本か
ら見た承認の意思と関連する」ことを強調して日本政府の対応方針について吉田首相の回答を
求めたが、吉田首相は「（前略）台湾における在外事務所にも、目的は通商、或いは日本人が、
在留民があればその保護と通商関係であります。政治的関係ではないのであります。故に若し
中共が上海に在外事務所を置いてくれないかということがあれば置いて差支えないと思ってお
るのであります。（後略）」と答えた。     
（http://kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/sangiin/012/1216/01210291216005a.html，参議院会議
録情報）。 
311中国外交部档案，105-00251-22，「関於日中貿易促進会議会員対来京日本貿易代表団的希望
書面資料訳文」。ただし、中国に連絡事務所の設置を提案した最初の日本人は鈴木ではなく、
1952 年 5 月から 6 月まで中国に滞在していた宮腰喜助であると考えられる（波多野勝・飯森
明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・会談記録』，現代
史料出版，2002 年，p.159）。 
312中国外交部答案，105-00253-02，「関於『日本国会議員促進日中貿易連盟』訪華代表団在中
日関係等問題上可能提出的問題及答案」。 
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 1952 年 6 月 1 日に調印された第一次日中貿易協定の中で、双方は協定の具体化に関す
る交渉について日本商工業界正式代表と中国側の間で改めて行うことに合意した。しかし、
当時の中国への渡航は日本政府や占領軍に厳しく禁止されていたため、日本国内の経済団
体や大手企業の関係者は貿促団体の推薦を受けたが中国への渡航を実現できなかった。 
 櫻井と鈴木の例からわかるように、1952 年 9 月から 53 年初頭までの第一次日中貿易協
定の具体化交渉において、日本側の「代表」は協定に規定された商工業界の正式代表では
なく、その交渉の内容も「貿易に限るもの」ではなかった。日本商社の契約不履行の例か
らわかるように、これらの企業には日本政府の制限を取り除く力がなく、その取引規模も
第一次日中貿易協定に規定された 6000 万英ポンドに比べて「朝腹の丸薬」に過ぎなかっ
た。貿促団体関係者の鈴木も、貿易以外に多くの思惑をもっていた。 
しかし、これらの日本人が第一次日中貿易協定の具体化交渉において中国側の対日貿易
政策と日中貿易の技術的問題に影響を与えたことも事実である。特に、貿易連絡機構・通
商代表部の設置に関する鈴木と山本の意見は、1950 年代後半の日中関係の焦点である通商
代表部設置問題の源であった。 
 第一次日中貿易協定の性格について、「民間協定」あるいは「第一次日中民間貿易協定」
という表現の使用に対して一部の研究者は協定の背後における中国政府の狙いからその
「政治性」の存在を強調し、日中間の交渉は「民間的、商業的行為ではない」と主張して
いる313。しかし、貿易は 1950 年代の日中民間交流の中で最も注目されており、その「民
間的、商業的」性格を無視することができない。本章で取り上げた第一次日中貿易協定の
具体化をめぐる日中間の交渉からわかるように、日本側の代表は日共党員の鈴木一雄を除
いてほとんど民間の貿易業者であり、交渉の内容も商品の価格、運輸、決済などの実務的
な問題を中心とするものであった。つまり、第一次日中貿易協定をめぐる日中間の交渉は
協定の内容と具体化の二つの部分によって構成されており、後者の「民間的、商業的」性
格は非常に強かったのである。そして、これは日中貿易に対する中国政府の期待にも繋が
っていた。つまり、中国政府は「両国人民の友好関係の樹立」と「国内建設に必要な資材
の輸入」という二つ狙いから、貿易協定の政治的影響だけではなくその実施をも重視して
いた。 
                                                  
313劉建平『戦後中日関係：「不正常」歴史的過程与結構』社会科学文献出版社，2010 年，
pp.99-100。 
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しかし、当時の数多くの文章から窺えるように314、日本国内において日中貿易の可能性
を疑う者が非常に多かった。その疑問は、主に日中貿易における政治上の制限によるもの
であった（表 5）。また、甲・乙・丙類物資の同類交換と等価交換という貿易協定における
問題点の存在も日中貿易の成長を制限していた315。 
 
表 5 日中貿易における政治上の制限316 
 
このため、1953 年、第一次日中貿易協定の期限は貿促団体の要望で 2 回延長されたが、
                                                  
314内田直作「中共貿易の現実」『ソ連問題研究』1（6），ソ連問題研究会，1952 年，pp.40-47、
石山賢吉「中共貿易では日本は救われない」『ダイヤモンド』41（31）ダイヤモンド社，1953
年，pp.2722-2725、田辺忠男「中共貿易の過大評価を戒む」『ダイヤモンド』41（25），ダイヤ
モンド社，1953 年，pp.2082-2083、紅林茂夫「中共貿易は期待できるか」『経済展望』25（６）
経済展望社，1953 年，pp.27-29 等。 
315日本側が輸出する甲類物資と乙類物資の一部は禁輸物資であるため、その取引はほとんど行
われなかった。また、輸出入の物資の中で等金額で契約することも困難であった。 
316「『中共貿易』期待できず 東商でマーフィー大使言明」（朝日新聞，1952 年 6 月 17 日）、「対
中共貿易は日華条約違反 葉外交部長言明」（朝日新聞，1952 年 7 月 18 日）、産業科学協会編
『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，p.133-135 より筆者が作成。 
       国家 
内容 
米国政府 日本政府 国民政府 
 ①対中禁輸政策に違
反する国への米国の
援助を停止。 
②対外資産管理規則
によって日中貿易に
おける米ドルの使用
を禁止。 
③原産地証明制度に
よって、米国向けの日
本輸出品に中国産原
材料の使用がないこ
とを規定。 
①対中輸出統制の実
施。 
②中国へのパスポー
トを発行しない。 
③対中貿易の輸出入
契約には通産省の許
可が必要であり、その
手続は煩雑であった。
 
対中貿易は日華平和
条約違反であると強
調。 
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日本側の輸出は協定額の 4％、中国側の輸出は協定額の 6％という低い実施率であった。
第一次日中貿易協定の実施が難航したとき、中国側は実現性のより高い貿易協定を締結す
ることを選んだ。次章では、これについて論じたい。 
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第六章 日中貿易促進議員連盟と第二次日中貿易協定 
 
はじめに 
 
 1953 年 10 月 29 日、日本側の日中貿易促進議員連盟（以下は「日中議連」と称す）の
代表を中心とする代表団と中国国際貿易促進委員会との間で第二次日中貿易協定が調印さ
れた317。第一次日中貿易協定に比べて、第二次日中貿易協定の内容は甲乙丙類物資の比率、
仲裁・商品検査、貿易連絡機構設置などの条項において多くの変化が見られる。また、協
定の精神について、「日中人民間の貿易の促進」という従来の表現は「日中両国間の貿易の
促進」に変更されたほか、「日中両国人民の友誼を深める」という内容も追加された。 
無論、これらの変化と特徴は第二次日中貿易協定をめぐる日中間の交渉の結果である。
この交渉過程から、当時の日中貿易ないし日中関係に対する双方の方針や認識が窺える。
しかし、第二次日中貿易協定について具体的に考察した先行研究がないため、その締結過
程や貿促団体との関係などについてはまだ不明である。 
 では、日中議連はどのような団体であったのか。同団体と第二次日中貿易協定との間に
いかなる関係があったのか。第二次日中貿易協定の交渉は具体的にどのようなものであっ
たか。本章では、以上の点について検討したい。 
 
第一節 日中議連の発足とその役割 
 
第四章で述べたように、1951 年 2 月 1 日、中国政府の朝鮮での行動を侵略と非難する
国連決議が可決され、さらに 5 月 18 日に中国を対象とする禁輸案も可決された。1949 年
に発足した中日貿易促進議員連盟（以下は中日議連と称す）もこのような国際政治の影響
を受け、国会において日中貿易を呼びかける議員の姿が見られなくなった318。一方、1951
年後半から朝鮮戦争停戦交渉の開始によって国際的な緊張が緩和され、1952 年 6 月 1 日
に第一次日中貿易協定が調印された。このような背景の下に、中日貿易促進会や日中友好
協会などの活動が再開したほか、前述の日中貿易促進会議や日中議連などの新しい貿促団
                                                  
317代表団の名称については、「中国通商視察議員団」、「日本国会議員促進日中貿易連盟代表団」、
「日中議連代表団」など複数の説があるが、本論文では便宜上、「日中議連代表団」を使用する。 
318中日議連の結成については、本論の第二章を参考されたい。 
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体が誕生した。戦後から米国の占領下に置かれていた日本は 1952 年 4 月 28 日の対日講和
条約発効によって独立し、それ以降に発足した貿促団体の名称は従来の「中日」ではなく
「日中」を使用するようになった。しかし、日中議連と中日議連との違いは決して団体名
だけではなかった。これについて、中国外交部档案の中では日中議連の役割について「日
中貿易の啓蒙宣伝、貿易促進上必要な法律制度の確立、及び地方議会における支部組織」
の 3 点が挙げられたが、これらの役割は「中日議連にはなかった」319。では、この 3 つの
役割は具体的にどのようなものなのか。これについては、日中議連の結成への考察が必要
である。 
1952 年、朝鮮での停戦交渉の進行とともに特需景気が消滅しつつあり、日本産業界は「輸
出の激減、延いて全般的な不況に直面することとなった」320。このような状況の中で、「主
義思想を超越する経済的理由から対中共貿易の再開が、産業界をはじめ国民各層から強く
要望せられるに至った」。第五章で述べたように、1952 年 6 月 1 日に調印された第一次日
中貿易は様々な障害のためにその具体化が遅々として進まなかった。これに対して、日本
では日中貿易の「本格的復活を要望する声が、益々強くなり」、「このような事態に応じて」
日中議連が発足したとされている321。 
日中議連の「規約」について、その主な内容は次の通りである。 
 
                「規約」322 
「第一条、本連盟は日中貿易促進議員連盟と称する。 
 第二条、本連盟は経済的立場に基き、超党派的に日中貿易を促進して日本経済の発展を図
ることを目的とする。 
 第三条、本連盟は前条の目的を達するために左の事業を行う。 
  一、日中貿易を促進するために必要な法律制度および行政措置確立に関する事業。 
  二、日中貿易を促進するために必要な啓蒙宣伝に関する事業。 
  三、本連盟機関紙「日中貿易議連通信」（月三回）の発行。 
  四、その他本連盟の目的を達するために必要な事業。 
                                                  
319中国外交部档案，105-00252-02，「関於『日本国会議員促進日中貿易連盟』的資料」。 
320産業科学協会編『日・中貿易と我国の産業』，1955 年，p.715。 
321産業科学協会編『日・中貿易と我国の産業』，1955 年，pp.715-716。 
322産業科学協会編『日・中貿易と我国の産業』，1955 年，p.716。 
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 第四条、本連盟は本連盟の目的に賛意を表する衆議院議員および参議院議員の会員を以て
組織する。 
 第五条、本連盟の目的に賛意を表する財界、学界、文化団体および地方団体等の法人並び
に個人は理事会の承認を得て賛助会員になることができる。 
 第六条、本連盟に左の役員をおく 
 理事長壱名、常任理事若干名、理事若干名、監事若干名、理事および監事は総会において
選任する。理事長および常任理事は、理事の互選により理事会において選任する。 
 （第七条乃
マ
至
マ
第十四条省略） 
 
団体構成について、日中議連は自由党・改進党・社会党左派・社会党右派を含む衆参両
院議員 309 名によって結成されていた。その参加議員数は 1949 年に結成された中日議連
の 93 名を遥かに超えており、1952 年当時の衆参両院総議員数（716 人）の半分に近かっ
た。   
役員構成について、理事長は日本民主党の平塚常次郎（衆）、常任理事は日本民主党の池
田正之輔（衆）、中村三之丞（衆）、宇田耕一（衆）、石坂豊一（参）、自由党の西村直己（衆）、
伊藤郷一（衆）、山口喜久一郎（衆）、長島銀蔵（参）、社会党左派の田中稔男（衆）、帆足
計（衆）、穂積七郎（衆）、木下源吾（参）、佐田忠隆（参）、社会党右派の中村高一（衆）、
松前重義（衆）、前田栄之助（衆）、戸叶武（参）、緑風会の片桐真吉（参）、日共の須藤五
郎（参）、労農党の木村禧八郎（参）が務めることになった323。 
日中議連結成後、その影響を受けて地方議会での貿促運動も始まった。1952 年末から各
都道府県議会をはじめ、多くの市町村議会でも議員連盟が結成され、1953 年 6 月 20 日「地
方議員連盟の総力を結合して、更に積極的に運動効果を挙げるために」日中貿易促進地方
議員連盟の全国協議会（以下は地方議連協議会と称す）が発足した324。「地方産業の平和
的発展と自治の振興をはかる」という目的を除けば、地方議連協議会の規約は日中議連と
ほぼ同じであって、両団体は『日中貿易議連通信』の発行などの事業において協力的な関
係にあった325。 
こうして、日中議連は地方議連協議会との関係によって全国的な影響力を持ち、財界な
                                                  
323産業科学協会編『日・中貿易と我国の産業』，1955 年，p.717。 
324産業科学協会編『日・中貿易と我国の産業』，1955 年，p.719。 
325産業科学協会編『日・中貿易と我国の産業』，1955 年，pp.718-719。 
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どの賛助会員の協力によって機関紙の発行や啓蒙宣伝を行うことも可能となった。さらに、
同団体の最も重要な役割として、多くの参加議員は日中貿易促進に関する提案や政府への
質問を行った326。前述のように、これらの日中議連の役割は中国政府にも大いに評価され
ていたのである。 
 
第二節 日中議連代表団の訪中 
 
日中議連の規約からわかるように、団体の目標実現のために展開された最初の事業には
訪中代表団派遣がなかった。元日中貿易促進会議事務局員の回想と中国外交部档案資料に
よれば、1953 年 1 月 22 日に開かれた「在華同胞帰国打合せ代表団」送別会での風見章衆
院議員の提案が、日中議連の訪中代表団派遣のきっかけとなった。風見の提案に応じて、
日中議連理事長の平塚常次郎は中国国際貿易促進委員会主席宛に「議連の代表団を中国に
派遣したい」との書簡を書き、「在華同胞帰国打合せ代表団」の平野義太郎に託した327。
ここで注意すべきなのは、日中議連の要望に対する南漢宸の返事が 1953 年 3 月 26 日の書
簡だけではなく、3 月 5 日に口頭で伝えられた内容（「在華同胞帰国打合せ代表団」の平野
義太郎と高良とみに託して）もあることである。南漢宸が口頭で返事をした内容には、日
中議連代表団の訪中を歓迎するという 3 月 26 日の書簡で伝えられた内容のほか、「中国は
平等互恵の立場において、議員連盟が政治協商会議の代表を招請することをも考えてほし
い」という内容もあった328。では、それまで日本との政治的関係に慎重であった中国政府
                                                  
326たとえば、1953 年 1 月 29 日、日本社会党（右派）の中村高一衆院議員は中国で日本展覧会
を開くことに対する政府の支持を求めるために商工大臣の小笠原三九郎に質問したことがある。
1953 年 2 月 12 日、改進党の宇田耕一衆院議員は国会通商産業委員会で非戦略物資の対中輸出
と日中貿易の決済問題に対する外務省の態度について外務大臣の岡崎勝男に質問したことがあ
る（中国外交部档案，105-00252-02，「関於『日本国会議員促進日中貿易連盟』的資料」）。1953
年 7 月 29 日と 30 日、自由党の中井一夫衆院議員と自由党の左藤義詮参院議員はそれぞれ「日
中貿易における制限を少なくとも西欧並」にすること、「中国への渡航制限を緩和」することに
ついて、「政府が適当な措置を講ずるべきである」と提案したことがある（日中国交回復促進議
員連盟編『日中国交回復関係資料集』日中国交資料委員会，1972 年，p.4）。 
327平井博二「『日中貿易促進会議』物語⑩ 中日貿易促進会と密な関係」『国際貿易』（11 月 15
日号）日本国際貿易促進協会，2011 年、中国外交部档案，105-00252-02，「関於『日本国会議
員促進日中貿易連盟』的資料」。 
328日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料集』日中国交資料委員会，1972 年，
p.164。 
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はなぜ政治協商会議代表の訪日を実現させようとしたのか。そして、政治協商会議の訪日
に関する内容はなぜ 26 日の書簡に載せられなかったのか。これについて、中国政府の「平
等互恵」という対日政策の原則と 1953 年前半における日本の政局に注意すべきである。 
第五章で述べたように、1950 年代の中国政府は日本に対して「人民外交」という路線を
とっていたが、この「人民外交」は 1950 年代中期のソ連の対日政策転換を境にして、さ
らに二つの段階に分けることができる。その前半において、中国政府は日本人民と日本政
府を区別することを対日政策の原則に設定し、その「人民外交」の目標は前者との友好関
係を深めることのみであった329。「人民外交」の継続的展開の前提として日本人民の利益
だけではなく中国側の利益も確保されなければならないため、中国政府は「平等互恵」と
いう原則を唱えていた。1953 年 2 月 15 日から、日本赤十字社・日中友好協会・日本平和
連絡委員会の三団体によって結成された代表団が訪中し、廖承志を団長とする中国紅十字
会代表団との間で在華一般日本人の帰国をめぐる会談が始まった330。同会談中、中国側の
唱える「平等互恵」に応じて日本代表団団長を務めていた日赤の島津忠承は中国紅十字会
代表団招請の実現を約束した331。２月 28 日、中日貿易促進会の鈴木一雄は中国側への電
文の中で日中議連代表団の訪中について西園寺公一332、山本熊一及び平野義太郎と意見交
換を行ったことを報告し、「日本人の引揚と中国紅十字会代表団の訪日と結合させるべき」
という西園寺と山本の意見を伝えた333。南漢宸が 3 月 5 日の口頭による返事の中で日中議
連の政治協商会議招請を要望したのは、以上のような事情と関係があったと考えられる。 
中国政府の政治協商会議訪日への期待について、当時の日本国内の政治情勢にも注意す
                                                  
329劉建平『戦後中日関係：「不正常」歴史的過程与結構』社会科学文献出版社，2010 年，p.83。 
330同会談については、大澤武司「在華邦人引揚交渉をめぐる戦後日中関係―日中民間交渉にお
ける『三団体方式』を中心として」（『アジア研究』Vol.49,No.3，アジア政経学会，2003 年 7
月）に詳しい。 
331大澤武司「在華邦人引揚交渉をめぐる戦後日中関係―日中民間交渉における『三団体方式』
を中心として」『アジア研究』Vol.49,No.3，アジア政経学会，2003 年 7 月，p.58、中国外交部
档案，105-00251-15，「日本鈴木一雄、国分、白水情況簡報（新第十二号）」。 
332西園寺公一（1906－1993）。西園寺公望の孫。政治家。戦前に外務省嘱託職員、太平洋問題
調査理事長を歴任。中国の秘密結社と中国の共産主義運動に関心を持っていた。1937 年以降、
対米英平和外交を軸に政治活動を展開し、「汪兆銘工作」にも参加。1941 年、ゾルゲ事件に連
座して禁錮 1 年 6 月、執行猶予 2 年の判決を受けた。戦後、中国から「人民交流」の日本側の
窓口となる人物の推薦を頼まれたことがきっかけで同国の「民間大使」となり、日中文化交流
協会常務理事等として国交正常化前の日中間の民間外交に先駆的役割を果たした。 
333中国外交部档案，105-00251-15，「日本鈴木一雄、国分、白水情況簡報（新第十二号）」。 
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べきである。1953 年 1 月に再開された第 15 回国会（1952 年 10 月 24 日～1953 年 3 月
14 日）では、吉田内閣は野党の攻勢と自由党鳩山派の反抗にさらされた。1953 年 2 月 28
日、吉田首相が衆議院予算委員会での質疑応答中に社会党右派の西村栄一議員に「バカヤ
ロー」と暴言を吐いたため、社会党右派は吉田首相を「議員としての懲罰事犯」に該当す
るとして懲罰委員会に付託するための動議を提出した。3 月 2 日の採決において、鳩山一
郎や三木武吉などの自由党非主流派ばかりか、主流派と見られていた広川弘禅農相らの一
派も欠席したため、懲罰委員会への付託動議が可決された。3 月 14 日に提出された内閣不
信任案は自由党を脱党した鳩山派の賛成によって可決されたが、吉田首相は辞職ではなく
衆議院の解散に踏み切った。つまり、南漢宸が「バカヤロー解散」以前の 3 月 5 日に口頭
の形で日中議連に政治協商会議代表団訪日の要望を伝え、いわゆる「バカヤロー」解散後
の 3 月 26 日の書簡の中でこれを言及しなかったことは、中国政府が日本の政治状況の変
化に合わせて慎重に方針調整を行った結果であったと推測できる。 
4 月 19 日、第 26 回衆議院議員総選挙が行われた。選挙の結果として、社会党（左派が
56 議席から 72 議席へ、右派は 60 議席から 66 議席へ）や日本共産党（前回は 0 議席であ
ったが、1 名の当選によって衆議院での議席を回復することができた）などの革新陣営は
好調であり、自由党は 1952 年の第 25 回衆議院議員選挙より 38 議席減の 202 議席（選挙
直後に入党した保守系無所属の議員を含む）となり過半数（233 議席）を制し得なかった
ものの政権を維持することはできた。第 26 回衆議院議員選挙後の 4 月 24 日に第 2 回参議
院議員総選挙も行われ、議員の落選などによる構成の変動は日中議連の活動は一定の影響
を与えた334。しかし、南漢宸の書簡が届いた 3 月 26 日から日中議連代表団が出発するま
で約半年も経過したことは、1953 年 4 月に行われた選挙の影響だけでは説明し難い。こ
れについては、1953 年後半の日本をめぐる国内外情勢にふれる必要があるが、中でも朝鮮
戦争停戦交渉の影響に注意すべきである。 
 第四章で述べたように、1951 年 6 月 23 日のマリク提案を契機として停戦が模索されは
じめた。1953 年に入ると、アメリカでは 1 月にアイゼンハワー大統領が就任、ソ連では 3
月にスターリンが死去し、双方の指導者交代によって板門店での停戦交渉は急速に進み始
めた。このような国際政治の変化を背景として、5 月から西欧諸国の対中貿易は積極化し
た。5 月 23 日、仏国際貿易促進委員会が組織した 15 人の業界代表団が北京に入り、輸出
                                                  
334中国外交部档案，105-00251-01，「日本高良富、炊中政春来信談日本形勢和日中貿易問題」。 
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入総額 2000 万ポンドの貿易協定を締結した。6 月 19 日、イギリス国際貿易促進委員会副
議長ロビンソン夫人が率いる 19 人の代表団が訪中し、輸出入総額 300 万ポンドの契約に
調印した。そのほか、ベルギー国際貿易促進委員会も代表団を派遣して 400 万ポンドの契
約を結んだ。西ドイツは代表団を派遣しなかったが、政府の連邦経済省に東西局を設置し、
同局の諮問機関として有力企業代表による東方委員会が設立された335。一方、朝鮮におけ
る停戦交渉、とりわけ 1953 年 7 月 27 日休戦協定の調印は、それまで「特需景気」に恵ま
れていた日本経済界に大きな打撃を与えた。経済不況から脱出するために、多くの企業は
日中貿易に期待しはじめた。 
 朝鮮戦争停戦交渉のほか、日中議連代表団の訪中は 1952 年に発足した日中貿易促進会
議の活動とも関係があった。1953 年 3 月、「国政選挙を利用し促進運動」を展開するため
に日中貿易促進会議は「貿易促進期成政治同盟」という政治団体を作り、「衆議院の全立候
補者にアンケートを出し、日中貿易促進に賛成するか、そのために何をなすべきか」と意
見を求め、「その結果を持って、街頭宣伝隊を組織した」336。 
以上のような内外情勢を背景として、自由党の中井一夫をはじめとする 62 名の衆議院議
員は 7 月 29 日、左藤義詮をはじめとする 48 名の衆議院議員は翌日の 30 日にそれぞれ「日中
貿易促進決議」を提出し、「日中貿易における制限を少なくとも西欧並」にすること、「中国へ
の渡航制限を緩和」することに対する「政府の適当な措置」を求めた337。これに対して、外務
大臣の岡崎勝男は「中共貿易において西欧諸国に立ち遅れないように努力する」と回答し、
中国への渡航制限の緩和については触れなかった。その後、日中議連は国会において政府
への働きかけを続けていた。例えば、社会党左派の鈴木茂三郎ら 131 名の議員が 1953 年
8 月 3 日に岡崎外相への不信決議案を提出したが、日中議連の勝間田清一議員は提案理由
を述べた際に岡崎外相の経済外交の失敗について「中共貿易促進決議案の上程の際に、岡
崎外相は、中共貿易において西欧諸国に立ち遅れないように努力すると言われております
るが、今日まで中共貿易も不当抑圧して、渡航さえ禁止した」と指摘したことがある338。
                                                  
335アジア貿易通信社『東西貿易の新段階―その歴史と現状分析』，1962 年，p.29。 
336平井博二「『日中貿易促進会議』物語⑤ 国政選挙利用し促進運動」『国際貿易』（8 月 16 日
号）日本国際貿易促進協会，2011 年，p.9。 
337日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料集』日中国交資料委員会，1972 年，
p.4。 
338衆議院会議録情報、第 016 回国会本会議第 35 号
http://kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/syugiin/016/0512/01608030512035c.html 
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このような日中議連の働きによって、日中議連代表団への旅券発行に対する外務省の態度
は軟化した。 
旅券問題が解決された後、日中議連は中国国際貿易促進委員会に 2 通の電報を打ち、代
表団派遣の要望および代表団名簿などを提出した339。しかし、日中議連の電報には「政治
協商会議代表を日本に派遣したい」という南漢宸が 1953 年 3 月 5 日に口頭で提案したこ
とに対する返事がなかった。このため、南漢宸は日中議連の 2 通の電報への返電の中で日
中議連が 3 月 5 日の提案に同意するかどうか、その実現を積極的に推進するかどうかを確
認した。また、日中議連は電報の中で代表団の人選を「各党派を網羅する原則のもとに行
う」と言明したにもかかわらず、中国側に提出した代表団名簿には団体の一部の党派しか
含まれていなかった。これに対して、南漢宸は「他の諸党派を網羅した完全な代表団名簿
を送る」ことを日中議連に求めた。9 月 22 日の日中議連の返電内容からわかるように、日
中議連が提出した代表名簿に含まれていなかったのは日共と第一次日中貿易協定日本側調
印者の高良とみらが属していた緑風会の代表であった340。では、中国側はなぜこの点を重
視していたのか。これについて、日中議連代表団に対する中国側の接待方針にふれる必要
がある。 
中国外交部档案資料によれば、当時の中国側は日中議連代表団の訪中を許可したが、「構
成が複雑で大資産階級代表が多数参加している」この代表団を非常に警戒し、詳細かつ慎
重な接待計画を設定した341。その中に、「須藤五郎、木村禧八郎及び随員の林寧寿と越寿
雄は進歩的であり、須藤と林は日共党員である。この四人は我々の頼りになりうる。代表
団到着後の 5 日から 7 日の日程は宴会と国慶節見学のみにし、正式会談は行わない。まず
仕事の重点を彼らの状況、意図、要望を明らかすことに集中する」という内容がある342。
この内容から中国側の日中議連代表団名簿への質問だけではなく、日中議連代表団が北京
到着後の 7 日目（10 月 7 日）にはじめて中国側と貿易会談を行った理由をも説明できる。 
 1953 年に訪中した日中議連代表団について、その接待を担当した中国側の関係者は「超
                                                  
339日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料集』日中国交資料委員会，1972 年，
p.166。 
340日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料集』日中国交資料委員会，1972 年，
p.166。 
341中国外交部档案，105-00253-01，「接待『日本国会議員促進日中貿易連盟』訪華代表団計画」。 
342中国外交部档案，105-00253-02，「関於『日本国会議員促進日中貿易連盟』訪華代表団在中
日関係等問題上可能提出的問題及答案」。 
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党派的であり、各業界の代表によって構成された『重み』のある代表団である」と評価し
ている343。このような評価は、日中議連代表団が各党派議員と経済界代表を網羅したこと
や、同代表団に対して日本政府が戦後はじめて中国向けの旅券を発行したことによるもの
であると考えられる。しかし、当時においては、この代表団に対するマイナスの評価も存
在していた。日本国内においては、中日貿易促進会や日中貿易促進会議などの貿促団体か
ら「一部の議員は本来の精神をママ反して代表の派遣を自らの利益を図るために利用した」と
いう批判があり、山本熊一や平野義太郎らの貿促団体関係者は代表団の基本方針として「国
交調整の役割を果たす」こと、「政治協商会議の訪日を招致する決意を表明する」こと、「出
発まではママ日中貿易協定に対する政府の態度を明らかすこと」、「この機会を利用して中国渡
航の自由化を実現させる」ことを含まなければならないと強調した344。日中議連に参加し
た鮎川義介参議院議員も、「代表団の準備がこれほど遅れているなら、中国に行っても話が
ないだろう」と疑い、代表団に参加することを拒否した345。そして、情報源不明であるが、
中国外交部档案資料の中には「日中議連代表団の代表の多くは国会での発言が重みを持た
ない」、「代表団は 13 名の議員346と 12 名の経済界代表（2 名の随員を含む）によって構成
される」が「一部の経済界代表は議員の旅費を分担することを交換条件にして選ばれたの
である」などの内容もある347。 
そして、前述した日中議連代表団の訪中に関する往復書簡からわかるように、南漢宸宛
の書簡に署名したのはいずれも日中議連理事長で多数党の自由党に所属していた平塚常次
郎議員であった。日中議連代表団団長を務めた池田正之輔も認めたように、「国会議員団が
外国へ出るとき団長は多数党から出すことが鉄則であった」348。にもかかわらず、平塚が
務めるべきであった団長の職は、なぜ「吉田自由党から脱党したばかりで、少数党の鳩山
分派自由党に所属していた」池田正之輔が務めることになったのか349。 
これについて、日中議連代表団代表松前重義の秘書を務めていた上村幸生は「池田氏が
                                                  
343呉学文・林連徳・徐之先『当代中日関係（1945～1994）』時事出版社，1995 年，p.39。著者
の呉学文と林連徳は 1950 年代から廖承志のもとで対日工作を担当していた方である。 
344中国外交部档案，105-00252-03，「『日本国会議員促進日中貿易連盟』訪華代表団状況報道」。 
345同上。 
346後に 1 名の議員代表の脱退によって、議員代表の人数は 12 名となった。 
347同上。のちに 2 名の経済界代表が代表団への参加を辞めたため、最終的な人数は 10 名であ
る。 
348池田正之輔『謎の国・中共大陸の実態』時事通信社，1969 年，p.334。 
349同上。 
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主だった人々を個別に料亭に招いて、池田団長推薦の方向に根回し」し、旅券発行などの
課題において「率先して精力的に各方面と交渉し解決にあたった」と回想しているが350、
代表団団長になるために工作していた池田の動機について言及していない。 
1953 年 9 月 28 日、訪中直前の池田は団長としての声明の中で代表団の目的を「政治的
意味において日本国民と中国人民との友好関係を深めること」、「平等互恵の立場において
中国と日本との貿易を盛大にすること」、「二つの目的を達成するためにもお互いに実地に
見合って実情を知ること」の 3 つに要約し、代表団の訪中が「政治、外交の大きな転換の
機会となろう」、「国民の代表」としてその「期待に背かぬように行動したい」と強調した351。 
しかし、池田個人の目的はこれだけではなかったと思われている。日中議連代表団の訪
中において大きな役割を果たした池田の狙いは、「日中貿易促進という政治外交課題を吉田
内閣に提示することで、反吉田という旗幟を鮮明にすること」352、中国側に日中関係の改
善が「吉田が倒されて鳩山派が政権を取れれば実現できる」と伝えて「日中関係の改善を
吉田内閣打倒に繋げる」ことにあったと指摘されている353。また、池田は 1953 年 10 月以
降、中国紅十字代表団の訪日において「帆足らとともに外務省との折衝、国会での招請決
議のために尽力した」が、その動機は「郷里山形県から旧満州に開拓団として渡った農民
が、長野県についで全国で二番目に多かった」ことと関係があったと推測されている354。
いずれにせよ、池田の狙いは日中関係を利用して個人あるいは政党の目的を達成すること
にあったという印象が強く、中国に親近感を持つことあるいは日中国交正常化への期待は
本人の著書である『謎の国・中共大陸の実態』の中でさえあまりなかった。池田は「第二次
日中貿易協定から第四次日中貿易協定まで日中貿易の推進に活躍」して「一定の役割を果
たした」が、「岸内閣時代に日中関係が断絶したあと、一転して反中国に回った」355。自
分の変化について池田は中国の対日方針が二転三転して「けしからぬ」と言ったことがあ
                                                  
350「池田正之輔」刊行委員会編『反骨の政治家池田正之輔』，1995 年，pp.288-289。 
351日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料集』日中国交資料委員会，1972 年，
pp.167-168。 
352岡崎雄児「池田正之輔と戦後初期日中貿易(上)―民間貿易協定に奔走-庄内出身政治家の足跡」
『東北公益文科大学総合研究論集  forum21 3』，2002 年，p.97。 
353劉建平『戦後中日関係：「不正常」歴史的過程与結構』社会科学文献出版社，2010 年，p.105。 
354岡崎雄児「池田正之輔と戦後初期日中貿易(上)―民間貿易協定に奔走-庄内出身政治家の足跡」
『東北公益文科大学総合研究論集  forum21 3』，2002 年，p.97。 
355古川万太郎『日中戦後関係史』原書房，1988 年，p.55。 
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るが356、彼の変化は「親中派」から「嫌中派」への転換というよりも「自由党鳩山派の反
吉田活動の『突撃隊員』」から「自民党内の中国攻撃の急先鋒」への転換と言ったほうがよ
かろう357。 
1953 年 9 月 30 日、日中議連代表団は北京に到着した。当時の状況について、池田は 1969
年に出版された『謎の国・中共大陸の実態』の中で「中共側の歓迎ぶりは、まったく予想外
で、例えば飛行場からの沿道には、小中学校の生徒を動員して歓迎する。一方中共の新聞
は大々的に写真入りで報道し、実に『百年の知己』の如く至れり尽せりの歓迎ぶりであっ
た」と記録している358。一方、北京で行われた日中間の会談について、彼は「何か一つの
問題が出てくると、必ず『日本側の意見はどうか』とまず日本側の意見を求める」、「何事
もまず意見をださせておいて、その取捨選択は中共側のペースで進めてゆく、ということ
である。こうした中共側の交渉態度は、日本国民として充分銘記しておく必要がある。他
民族に対するこうした態度は、中国数千年の歴史に一貫していることで、ここにも中共の
中華思想と大国主義的態度が見られる」と批判した359。 
 中国外交部档案資料や日本側の会議記録によれば、日中議連代表団が「中国側のイニシ
アチブで貿易協定交渉に入った」という指摘も360、日中議連代表団との会談において中国
側が何事もまず日本側に意見をださせておいて、その取捨選択を自らのペースで進めてゆ
くという上記の池田の回想も事実であることがわかる。しかし、他民族に対する「中共の
中華思想と大国主義的態度」という批判はやはり妥当性に欠けるものであったと考える。    
第二次日中貿易協定の締結までの経緯を明らかにするためには、日中議連代表団を相手
として新しい貿易協定の締結について交渉を行い、自らのペースで日本側の意見を取捨選
択した中国側の意図を考える必要がある。 
 
                                                  
356岡崎雄児「池田正之輔と戦後初期日中貿易(上)―民間貿易協定に奔走-庄内出身政治家の足跡」
『東北公益文科大学総合研究論集  forum21 3』，2002 年，p.96。 
357古川万太郎『日中戦後関係史』原書房，1988 年，p.55。 
358池田正之輔『謎の国・中共大陸の実態』時事通信社，1969 年，p.337。岡崎雄児「池田正之
輔と戦後初期日中貿易(上)―民間貿易協定に奔走-庄内出身政治家の足跡」『東北公益文科大学総
合研究論集  forum21 3』，2002 年，p.95 より重引。 
359池田正之輔『謎の国・中共大陸の実態』時事通信社，1969 年，pp.336-337。岡崎雄児「池
田正之輔と戦後初期日中貿易(上)―民間貿易協定に奔走-庄内出身政治家の足跡」『東北公益文科
大学総合研究論集  forum21 3』，2002 年，pp.95-96 より重引。 
360辻誠『日中民間貿易史―日中貿易商社第一通商の興亡から』，2012 年，p.12。 
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第三節 中国政府の日中議連代表団への対応とその狙い 
  
 前述したように、日中議連代表団の訪中への対応において中国側は詳細な計画を設定し
た。この計画に基づいて、最初の一週間においては日本側代表の状況、意図及び要望を理
解するための工作が代表団の通訳などを担当する中国側関係者によって行われた361。その
後、中国側はこれらの人々の報告に基づいて分析し、日中議連代表団の 25 名の代表（帆
足計は不明）を「進歩的」、「進歩的に近い」、「進歩的でないが反動的でもない」、「非常に
反動的」という四つのグループに分けて対策を立てた（表 6）。 
 
表 6 中国側による日中議連代表団代表の分類と対策362 
                                                  
361中国外交部档案，105-00254-02，「接待『日本国会議員促進日中貿易連盟』訪華代表団情況
簡報（第二号）」。 
362中国外交部档案，105-00254-02，「接待『日本国会議員促進日中貿易連盟』訪華代表団状況
簡報（第二号）」より筆者が作成。 
363土佐電気鉄道、淀川製鋼所社長。1946 年から 1951 年まで公職追放、追放解除後に改進党資
金局長、日本民衆党総務を歴任。1953 年 4 月の第 26 回衆議院総選挙で落選したため、経済界
代表として訪中することになった。 
代表氏名 分類 対策 
須藤五郎（日共党員） 
林寧寿（随員、日中貿易促進
会議事務局員、日共秘密党員） 
越寿雄（随員、日中貿易促進
会議事務局員、日共秘密党員） 
進歩的 支持（代表団を掌握させる）
木村禧八郎（労農党） 
田中稔男（社会党左派） 
風見章（社会党左派） 
宇田耕一363（経済界代表） 
川勝傳（経済界代表） 
進歩的に近い 争取（味方に取り込む） 
松田竹千代（自由党鳩山派） 
喜多壮一郎（改進党） 
中村高一（社会党右派） 
進歩的でないが反動的でもな
い 
争取（味方に取り込む） 
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 表 6 について、次の 2 点に注意すべきである。 
 第一は、各代表の区分基準。日共党員あるいは日共秘密党員の全員が「進歩的」、自由党
吉田派と社会党右派の代表はいずれも「非常に反動的」と区分されていた。日共と吉田政
権に対する中国政府の正反対な態度、社会党右派のサンフランシスコ講和条約賛成を考え
れば、このような区分は理解しにくいものではない。ここで注意すべきなのは、団長で反
吉田の自由党鳩山派に所属する池田と日中友好交流のために尽力した菊池364が「非常に反
動的」と区分されていたことである。中国側が両者を「非常に反動的」と区分したのは、
「進歩的」組の林の意見を受けたからであった。特に菊池は長島らのように中国側の関係
者に「傲慢で中国を尊重せず、勝手に行動する」と評されていなかったにも関わらず、「出
発直前に代表団に加われたマ マ 」ことで林に「米国のスパイ」と疑われ、名前が長島らと並べ
                                                  
364同氏は「南京大惨殺被害者追悼献植訪中団」を組織することや、友人の岡崎嘉平太とともに
南京真珠泉公園に記念碑（内容は「前事不忘、後事之師」「前事を忘れず、後事の師とする」）
を建てるために努力したことで知られている（劉徳有ほか『忘れ難い歳月―記者たちの見た中
日両国関係』（日本語版），五洲伝播出版社，2007 年，p.314。 
弓削靖（経済界代表） 
平野清（経済界代表） 
大島善吉（経済界代表） 
谷口藤一郎（経済界代表） 
村山佐太郎（経済界代表） 
桜沢秀次郎（経済界代表） 
中野徹夫（経済界代表） 
長島銀蔵（自由党） 
江藤夏雄（自由党） 
池田正之輔（自由党鳩山派） 
中村三之丞（改進党） 
松前重義（社会党右派） 
菊池善隆（経済界代表） 
非常に反動的 
孤立（特に自由党の長島と江
藤） 
帆足計（社会党左派） 不明 不明 
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て書かれた365。以上のことからわかるように、日本側代表の区分基準はあくまで代表団の
接待を担当する中国側関係者の主観的な判断、中国側の信頼を得た林らの報告、及び代表
が所属する政党に基づくものであった。 
第二は、「進歩的」代表の役割である。日中議連代表団が北京に滞在した一ヶ月間におい
て、その内部会議の内容や各代表の非公式の言論は「進歩的」代表、とりわけ随員の身分
で代表団に参加した中日貿易促進会の林と越より中国側に報告された。その報告には上記
の菊池に関する誤った評価も含まれるが、日本側の会議記録と比較すればほとんど事実で
あることがわかる。また、「進歩的」代表の報告は中国側の方針決定にも影響を与えた。
1953 年 9 月 28 日、第三国経由で訪中した日本平和擁護委員会会長大山郁夫と周恩来総理
との会談が行われた。同会談において、周恩来総理は「はじめて日中国交回復の原則と民
間交流の方式について語った」と当時の関係者が回想している366。その内容の一部は次の
通りである。 
  
 （前略）われわれは，世界各国との正常な関係，とくに日本との正常な関係の回復を主張
しています。しかし日本政府がいぜんとして米国の中国および東方各国を侵略する道具とな
り続け，いぜんとして中華人民共和国および中国人民を敵視する政策をとり続け，かついぜ
んとして蒋介石残存匪賊とのいわゆる外交関係を保持し続けるならば，日本は日増しに太平
洋における不安の要因となり，従って日本と新中国が講和条約を締結し正常な外交関係を樹
立する可能性を阻害するでありましょう。（後略）367 
 
そして、10 月 28 日、中国人民政治協商会議副主席、政務院副総理の郭沫若は中国平和
擁護委員会会長として日中議連代表団を接見して国交回復に関する中国側の政策を言明し
たが、その発言の一部は次の通りである。 
 
 （前略）吉田内閣が現在とっているいろいろな措置が、中華人民共和国と中国人民とを敵
と見做していることは、多くの事実がそれを証明しています。（中略）吉田政府はアメリカ
                                                  
365中国外交部档案，105-00254-02，「接待『日本国会議員促進日中貿易連盟』訪華代表団情況
簡報（第二号）。 
366呉学文・林連徳・徐之先『当代中日関係（1945～1994）』時事出版社，1995 年，p.39。 
367霞山会『日中関係基本資料集 1949－1997』，1998 年，p.50。 
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の支配下において、中国人民が最も唾棄している台湾政府と日華条約を結んだ。これは、露
骨に中国人民を敵としていることを示すものです。（中略） 
 中国人民の立場から見ますと、もし日本が台湾にいる蒋介石匪賊どもとの関係を切り離せ
ば、そしてもし日本がアメリカ侵略主義とその追随者とを払い除ければ、そして日本が平和
と独立の国家となれば、中国と日本の正常関係が樹立され、発展するばかりでなく、中日互
いに侵さぬという条約を結ぶことも考慮できます。（後略）368 
 
以上の発言からわかるように、郭沫若は 9 月 28 日の周恩来発言を踏襲した上で、さら
に吉田内閣が国交回復を阻害していることを言明した。これは、「日中議連代表団の全員は
国交回復を社会党が政権を勝ち取るまで、即ち吉田首相の任期内に実現できないと主張し
ている」、「社会党左派が代表団の中心になる可能性が大きい」という林と越の 10 月 4 日
の報告と大きな関係があったと筆者は考える369。つまり、郭沫若が吉田内閣は国交回復を
阻害していると強調した理由は、日本の世論に影響を与えて社会党の選挙における勝利を
支援することにあった。 
日中議連代表団の訪中について、その最も大きな成果は第二次日中貿易協定を締結した
ことである。これに対して、団員の川勝傳は「中国側が協定の話を持ちだして」くるまで
各代表はあくまで「中国を一、二週間みせてもらい」、「協定のことを考えていなかった」
と回想していた370。このため、「政治家で作られている」日中議連代表団が訪中した時、「中
国側のイニシアチブで貿易協定交渉に入ったのである」という指摘が存在している371。で
は、第一次日中貿易協定が存在していたにもかかわらず、中国側にとって新しい貿易協定
を結ぶことはなぜ必要だったのか。この点について、経済と政治の二側面から分析するこ
とができる。 
中国側の経済的理由は、第一次五カ年計画の実施にあった。1955 年、ソ連の計画経済を
模倣して制定した第一次五カ年計画の草案は中国共産党全国代表会議で可決されたが、そ
の実施は二年前の 1953 年に始まったのである。国内建設に必要な物資がこの五カ年計画
の実施によって増加したため、中国政府の海外貿易を重視する度合はさらに高まった。日
                                                  
368世界知識社『日本問題文件彙編』，1955 年，p.119-120。 
369中国外交部档案，105-00254-05，「接待『日本国会議員促進日中貿易連盟』訪華代表団情況
簡報（第五号）。 
370川勝傳『友好一路―わたしの「日中」回想記』毎日新聞社，1985 年，p.30。 
371辻誠『日中民間貿易史－日中貿易商社第一通商の興亡から』（自費出版），2012 年，p.12。 
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中貿易について、中国側は日本側の貿促団体の要請に応じて 1952 年 12 月に期限満了とな
る第一次日中貿易協定の期限延長に同意したが、53 年 6 月に日中貿易促進会議や中日貿易
促進会などの団体から再び協定延長要請の電報が届いた。ここで注意すべきことは、日本
側の二回目の協定期限延長要請に対する南漢宸の返電である。同電文の中で、南漢宸は第
一次日中貿易協定の期限を 1953 年末までとすることについて中国側の同意の意思を伝え
た後に、「日中貿易協定締結後一年もたちながら取引額が依然として協定で規定された総額
から大幅に離れている」原因について、「アメリカ独占資本が最高利潤を追求するために、
日本をアメリカの植民地とし、日本市場を独占し、同時に、日本をアメリカの極東におけ
る侵略戦争準備の『兵器工場』にしようとし、そのために、日中間の貿易を禁止し、うち
こわしているからである。また、日本の吉田内閣も日本経済の利益や日本人民の切実な要
求をかえりみず、主人公アメリカの指図のままにあらゆる手段を講じて日中間の貿易を妨
害している」と非難した372。 
アメリカと日本政府の「妨害」について南漢宸は特に中国向けの輸出禁止を取り上げ、
「日本の輸出物資の範囲は非常にせばめられ、協定は全面的実現のしようがなくなってい
る」と強調したが373、日中議連代表団の訪中を考察する際にこの点は特に注意すべきであ
る。つまり、中国側が当時の日中貿易の最大問題は禁輸であると言明したことである。具
体的には後述するが、北京到着後の日中議連代表団と中国側代表との会談において取引品
目をめぐる双方の意見対立が非常に激しかった。また、「日本の輸出物資の範囲は非常にせ
ばめられ、協定は全面的実現のしようがなくなっている」という問題は、新しい貿易協定
調印の必要性を意味するものでもあった374。これは第一次五カ年計画を実施しはじめた中
国政府がますます日本からの輸入を重視し、実現性の高い貿易協定を締結するという意図
の現れにほかならなかった。 
経済的理由のほか、新しい貿易協定の締結という中国側の狙いは政治上の理由もあった。
それは、MSA 協定をめぐる日米交渉への対策である。MSA（Mutual Security Agency）
                                                  
372日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料集』日中国交資料委員会，1972 年，
pp.164-165。 
373日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料集』日中国交資料委員会，1972 年，
p.165。 
374新しい貿易協定の締結について、日中議連代表団員の一人である川勝傳もその回顧録の中で
「中国側が協定の話を持ち出してきた」と書いている（川勝傳『友好一路―わたしの「日中」
回想記』毎日新聞社，1985 年，p.30。 
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とは、1951 年 10 月に成立したバトル法（1951 年相互安全保障法）375によって設立された機
構の略語である376。バトル法に基づく軍事援助と経済援助に関して、米国と援助対象国と
の間で締結される協定は MSA 協定と呼ばれる377。1953 年 5 月 5 日、ダレス国務長官が
米上下両院外交委員会合同会議において日本国内の安全保障と防衛に必要な武器取得のた
め資金を提供するという計画について証言し、これによって 1952 年 9 月にはじまった
MSA 協定をめぐる日米間の非公式交渉が「一般に明らかになった」378。MSA の受け入れ
に対して朝鮮戦争で米国の特需に恵まれていた産業界は期待していたが、鉄鋼業界のよう
に「アメリカの屡々のキャンセルの例から」慎重な態度をとった場合もあった。米国援助
の「確実性と安定性」への疑いのほか、中共地域からの原材料の輸入が不可能になった事
実を根拠にして「アメリカに援助を要請する」傾向も産業界に存在していた379。そして革
新陣営においては、MSA の受け入れが「日本の軍事化を急速に推し進めるものと受け止
められ」、総評の「MSA 下の労働運動」などの「激しい反対運動」が行われた380。 
一方、日本の再軍備を警戒していた中国政府も、日本の MSA 受け入れを猛批判してい
た。前述の周・大山郁夫会談において、周恩来総理は「われわれは、独立、民主、平和、
自由の日本は、その自衛の武装力をもつべきであると考えています。しかし、甚だ不幸な
ことには、日本は現在米国の軍隊に占領され、米国の支配を受け、かつ米国侵略者の意図
に従って、軍備の再編、日本軍国主義の復活を進めています。これは太平洋の平和および
安全に脅威を与えており、われわれはこれに深い注意を払わざるをえないのであります」
と述べたことがある381。郭沫若も 10 月 28 日の会談で、日中議連代表団の代表たちに「皆
さんは、非常な熱意で貿易を希望していますが、吉田内閣はアメリカに援助を求めていま
                                                  
375バトル法については、第三章を参照されたい。 
376外務省情報文化局『世界の動き・特集号（8） MSA 協定の解説』，1954 年 3 月，pp.2-4、
毎日新聞社「これが MSA 協定だ」『エコノミスト』，1954 年 3 月 20 日，pp.12-13。石井晋「MSA
協定と日本－戦後型経済システムの形成（1）」『学習院大学 経済論集』第 40 巻第 3 号，2003
年 10 月，p.179 より重引。 
377石井晋「MSA 協定と日本－戦後型経済システムの形成（1）」『学習院大学 経済論集』第 40
巻第 3 号，2003 年 10 月，p.179。 
378同上。 
379石井晋「MSA 協定と日本－戦後型経済システムの形成（1）」『学習院大学 経済論集』第 40
巻第 3 号，2003 年 10 月，p.185。 
380石井晋「MSA 協定と日本－戦後型経済システムの形成（1）」『学習院大学 経済論集』第 40
巻第 3 号，2003 年 10 月，p.179。 
381霞山会『日中関係基本資料集 1949－1997』，1998 年，p.50。 
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す。（中略）皆さんは中日貿易促進のよい工作をおすすめになりました。これは平和運動へ
の大きな条件であります。したがって皆さんは日本に帰ったら、より大きい力で平和のた
め、独立・民主の敵と闘ってください」と呼びかけている。 
つまり、日米間の MSA 協定をめぐる交渉が進んでいる時に新しい貿易協定を締結して
日中貿易を促進することの背後には、日本の平和産業を支援して米国による日本再軍備計
画を阻止するという中国側の政治的意図があったと考えられる。 
 では、第二次日中貿易協定の交渉において、中国側はなぜ自らのペースで日本側の意見
を取捨選択したのか。そして、日本側はなぜこれを許したのか。この点を明らかにするた
めには、双方の交渉内容を具体的に分析する必要がある。 
 
第四節 交渉内容からみる第二次日中貿易協定の意義 
 
 第二次日中貿易協定の交渉内容を具体的に考察した先行研究は発見していないが、双方
の会談記録は 2002 年に出版された『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書
－日記・会談記録』という資料集の中に収録されている。この記録によれば、第二次日中
貿易協定の締結をめぐって382、日中議連代表団と中国側の交渉代表団383とが 10 月 3 日か
ら 10 月 28 日まで 15 回の会談を行ったことがわかる（表 7）。 
 
表 7 第二次日中貿易協定交渉会談384 
                                                  
3821952年から 1958年までの時期に調印された 4つの日中貿易協定はこれまでの研究や資料の
中で「第 X 次日中貿易協定」と呼ばれており、本研究でも便宜上このような表現を使用するが、
その正式な名称はいずれも「日中貿易協定」である。 
383中国側の交渉代表団は中国国際貿易促進委員会、中国進出口公司、中国銀行、中国海外運輸
公司、中国鉱産公司、中国雑品出口公司の代表によって構成された。 
384波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，pp.204-302 より筆者が作成。 
会談 期日 
南漢宸氏訪問挨拶、懇談 10 月 3 日午前 
第一回貿易会談 10 月 7 日午後 
謝筱迺連絡部長との会談（貿易協定中心小組
に関する件） 
10 月 8 日午前 
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  10 月 3 日の初会談では、日本側より「見学・訪問・取引折衝要望事項」と「中国との
貿易折衝テーマ」（宇田案）が出された。「中国との貿易折衝テーマ」について、その内容
は次の通りである。 
 
「一、通商航海安全円滑化の基本的諸問題 
   ①通商代表部の相互設置。 
   ②直接決済方式の定式化。 
   ③航路の定期化。 
  一、日中貿易協定について 
   ①日中間の貿易とりきめを行うとしても、第一次日中貿易協定の線よりさらに悪化させ
ることのないようにすること。 
   ②日中貿易協定実現のための技術的商議。 
   ③日中貿易協定はあくまで尊重する立場をとる。 
  一、具体的取引並びに調査 
第二回貿易会談（中心小組会議） 10 月 9 日午前 
第三回貿易会談（中心小組会議） 10 月 12 日午後 
第四回貿易会談（中心小組会議） 10 月 13 日午後 
第五回貿易会談（中心小組会議） 10 月 15 日午前 
第一回池田正之輔・廬緒章会談 10 月 16 日午後 
第二回池田正之輔・廬緒章会談 10 月 17 日午後 
第三回池田正之輔・廬緒章会談 10 月 19 日午後 
第六回貿易会談（中心小組会議） 10 月 22 日午後 
貿易協定作成小委員会 10 月 22 日午後 
第二回貿易協定作成小委員会 10 月 23 日午後 
第三回貿易協定作成小委員会 10 月 24 日午前 9 時 50 分 
第四回池田正之輔・廬緒章会談 10 月 24 日午前 11 時 50 分 
商談進行に関する打合せ会議 10 月 26 日午後 
池田正之輔・孫平化会談 10 月 28 日午前 
緊急業者会談（商談進行方式について） 10 月 28 日午前 
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   ①当面輸出入可能品の具体的商議。 
   ②将来、許可される品物についての商品、商況調査。 
  一、実施要領 
   以上の作業を進めるために、各専門小組をつくり責任者をきめ、報告を行い、これを総 
合して日本への報告を作成する。」385 
  
以上の提案について、宇田耕一が「通商航海安全円滑化の基本的諸問題」として提出し
た「通商代表部の相互設置」、「直接決済方式の定式化」、「航路の定期化」はいずれも 1952
年の第一次日中貿易協定の交渉で言及されなかった問題であった。これらの問題と「貿易
協定実現のための技術的商議」や「当面輸出入可能品の具体的商議」への関心からわかる
ように、宇田などの経済界代表が望んでいるのは具体的・技術的な問題において第一次日
中貿易協定を改善・充実することであり386、新しい貿易協定を結ぶことではなかった。 
日本側が提出した「中国との貿易折衝テーマ」に対して、中国側は 10 月 7 日の「第一
回貿易会談」で回答を行った。最初のテーマである「通商航海安全円滑化の基本的諸問題」
に対して、中国側は「中心は、『中日貿易協定の問題』である。あとの二つは、これをめぐ
っての問題である。まづ中日貿易協定について相談する」と提案した387。「貿易業務折衝、
並びに調査」については、日本側が議員代表と経済界代表の組み合わせで 23 の小組を作
り、鉄鋼、機械、飼料、国土開発、通信連絡、労働、文化など業種別に折衝と調査を行う
という要望を提出したが、中国側は 23 の小組のほかに「日中貿易協定の原則に関する小
組」を作ることを求めて、さらに 10 月 8 日の会談で「会談の経験によると、中心小組と
中心小組とが話し合うのが一番よい」、「具体的な会談は下の小組でやればよい」と述べ、
「各国営公司より 11 人の委員を出し、中心小組を構成する。その下に 6 つの組がある388。
中心小組は上位にあり、6 つの組はこれに従属する。中心小組で 6 つの組の最後の決定を
                                                  
385波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，pp.216-217。 
386波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p. 219。 
387波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.218。 
388（輸出）：①鉱産、②雑品、③農畜 （輸入）：①機械、交通、電気、②鉄鋼、五金、③化学
工業、雑品。 
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する」という案を提出した389。 
以上の回答からわかるように、日中議連代表団との折衝において中国側は具体的な問題
より原則的な問題を重視していた。原則的な問題に対し「中心小組」の会談によって交渉
を進めることを提案した理由も、日中議連代表団の複雑な構成を懸念して原則的な問題を
めぐる交渉を早期に済ませる方策であったと考えられる。 
中国側が原則的な問題の交渉を最初のテーマにすることを主張した理由について、商品
分類という原則をめぐる双方の交渉を取り上げて説明したい。 
10 月 7 日の第一回貿易会談では、宇田耕一は米国の主導で実施されているココム協定と
バトル法390によって日本と中国との自由取引が禁じられていることを認めたが、「米国の
束縛をはずす」方法として提案したのはこれらの政治上の制限を取り除くことではなく391、
第一次日中貿易協定の中の商品分類（甲・乙・丙）やバーター取引における商品の組み合
わせを工夫することであった392。10 月 9 日の第二回貿易会談で、宇田は「バトル法、パ
リ・リスト（ココム禁輸リスト）では日本が輸出したくても、甲は輸出出来ない情勢にあ
る。甲対甲でも出せない状態である。日本から中国へ輸出する甲類物資は、アメリカ其他
の国が非常に重要な物資と考え、妨害することが多い393。したがって区別しないほうが有
利」であると日本側の主張を表明した。もちろん、「日中貿易は日本の発展ばかりでなく、
中国の五カ年計画に寄与することでありたい」、「会談が互恵互利の関係で円満に進むこと
をねがう」という日本側代表の発言から判断して394、宇田の提案は必ずしも日本側の利益
のみを図るものではなかったことがわかる。10 月 9 日の第二回貿易会談と 12 日の第三回
貿易会談では、宇田は「無論、米国に対してバトル法の廃止を要求しているが、現在の国
際情勢では困難である」395、「業者は台湾だけの取引でも輸出だけで 5000 万ドル＝約 2000
                                                  
389波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.222。 
390ココムとバトル法に関する説明は、第三章を参照されたい。 
391波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.219。 
392同上。 
393中国側が輸入する甲類商品はすべて「戦略物資」として厳しい管理下に置かれていたのに対
して、中国側が輸出する甲類商品は日本側が最も必要とする商品であった。 
394波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.218、220。 
395波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.225。 
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万ポンドに達している。これが今日の日本の貿易の実状であるから、中国との取引もせめ
てこれ位の処までにもってゆきたい」と述べた396。また、12 日の第三回会談では帆足計が
「制限内においても、貿易の量を増大することは出来る」397と述べている。彼らの発言か
らわかるように、バトル法を「無視することができない」日本側は貿易協定の調整によっ
て日中貿易の量的拡大を先に実現させることが現実的であると考えており、バトル法を「歓
迎する」というわけではなかった398。 
しかし、日中貿易の取引品目を甲・乙・丙の 3 種類に分けて同類商品のバーター貿易を
行うという中国側の主張は、資本主義諸国で実施される対中輸出制限への対策である。
1953 年 6 月 30 日、中国国際貿易促進委員会主席の南漢宸は第一次日中貿易協定の再度延
長に関する発言の中で「米・日反動派」が「中国の必要とする物資は中国に輸出すること
を禁止し、中国が必要としない、なんらの経済的価値もない物資を中国に輸出して、見返
りに経済的価値の非常に高い物資を輸入しようと企てる」ことを批判している399。この発
言は、中国側が「平等と互利の原則」に基づく商品分類をあくまで堅持するという態度を
示していた。 
このため、中国側は 10 月 12 日の会談で「宇田氏のいわれるバトル法は、我々の話して
いることと関係ない。これは米帝が他国の自主をおびやかし、他国をくるしめ、搾取する
ものである。この法律について検討することは、中日貿易に寄与するところはない」と宇
田の提案を否定した400。 
宇田の提案が否定された後、帆足計は 10 月 13 日の会談において「日本側が乙の商品を
輸出して、それが中国にとって重要度の高い場合は、その見返り品に 20～30％の甲のもの
を中国側が輸出するということも考えなければならない問題であると思う」と述べ、「日中
貿易促進上から弾力性のある運営」を中国側に求めた401。これに対して、中国側の代表は
                                                  
396波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.231。 
397波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.229。 
398波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.233。 
399日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料集』日中国交資料委員会，1972 年，
p.165。 
400同上。 
401波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
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甲類取引のできない原因が「日本政府の妨害」であると強調し、さらに「現在、ソ同盟、
人民民主主義国との貿易に大きな発展を遂げている。その外の国々に対しても解放前より
は比率は小さいが、数量は 1939 年以降よりも大きくなってきた」と述べて中国が日本と
の貿易のみに頼っているわけでないことをほのめかした402。 
10 月 15 日の五回目の会議で、日本側は新しい案を持ち出した。それは、日本側の輸出
希望品目を①「直ちに実行できる商品」、②「今後努力を継続して実行すべき商品」の二種
類にわけてリストを作り、「直ちに実行できる商品」のみを甲・乙・丙に分類することであ
った。その理由について、日本側は第一次日中貿易協定のように「困難であるものと容易
なものとの区別」をしなければ「かえって中国側に迷惑をかける」403、「業界は実行を主
眼としているので、運営の面を改善して①の商品の取引の実行にとりかかりたい」、「②に
ついては、政治家と国民運動の結合により実行できない品目の輸出に努力したい」と説明
していた404。「直ちに実行できる商品」を甲・乙・丙類で分けることは中国側の堅持する
商品分類と根本的に違っていたため、この提案も中国側に「リストは一つの基礎をもたね
ばならない。二つにわけるべきではない」という理由で断られたが405、日中議連代表団の
代表が「政治家と国民運動の結合により実行できない品目の輸出に努力したい」という意
思を表明したことは中国側の期待していたものであった。最後に中国側が甲・乙・丙類物
資の比率調整、すなわち双方の需要度と取引可能性がより高い乙類物資の比率を大きくす
るという柔軟性のある案を出して、双方の対立は日本側がこれを受け入れる形で終わった
406。中国側の固執する商品分類の原則と日本側が望んでいた輸出可能品目の取引拡大を同
時に考慮すれば、このような技術的な調整は折衷案として合理的であったと考えられる。 
第三章で述べたように、バトル法（1951 年相互防衛援助統制法）に基づいて対中輸出統
                                                                                                                                               
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.238。 
402波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.242。 
403波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.250。 
404波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.248。 
405波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.257。 
406波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.259。 
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制を実施したのは米国の援助を受ける国のみであったが、これらの国にバトル法を破棄さ
せるためにはその対米依存度を低下させることが必要である。宇田が提案したように商品
分類をなくせば日本の業者が中国から必要な原材料などを自由に輸入することが可能とな
り、日本経済の米国への依存度も次第に低下するだろう。バトル法や MSA 協定を猛批判
する中国側がそれでも商品分類の原則を堅持する理由は、貿易協定の意義について日本側
と異なる見解を持っていたからとしか考えられない。つまり、実務的な視点から貿易協定
を改善しようとした日本側は、商品分類という原則によって甲類物資を輸入して日本国内
の対中輸出統制を瓦解するという中国側の意図を必ずしも理解していなかった。そして、
日本側が「政治家と国民運動の結合により実行できない品目の輸出に努力したい」という
態度を表明した後に柔軟性のある折衷案を出した中国側の対応からみれば、商品分類の原
則を堅持する理由は日本国内で実施される対中輸出統制の緩和における日中議連の努力へ
の期待によるものでもあった407。 
では、日本側はなぜ中国側のペースで進めることを許したかのか。 
前述したように、貿易交渉が始まるまでに中国側は日中議連代表団の各代表について詳
しい調査を行い、25 名の代表を 4 つのグループに分けて対応した。中国側のこのような対
応は、日中議連代表団の構成の複雑さを利用するという狙いによるものであった。「進歩的」
代表の利用は、その一例であった。構成が複雑であるため、日中議連代表団の各団員は中
国側との交渉においてそれぞれ異なる意見を述べることが少なくなかった。 
たとえば、貿易交渉への関心と見解について、宇田をはじめとする経済界代表は貿易協
定の「実行を主眼として」いるため408、第一次日中貿易協定の問題点を改善するために「具
体的に協定の各項目について、専門的に話をすすめる」ことだけを望んでいた409。池田を
はじめとする多くの議員代表は「従来の協定の拡大発展」を目的としており410、新しい貿
易協定の締結について「従来の協定を拡大発展するもの」であれば差し支えないという態
                                                  
407この点について、 
408波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.235。 
409波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p. 219。 
410波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.253。 
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度であった411。ただ、第一次日中貿易協定の調印者である帆足は協定の改定についていろ
いろな意見を述べたが、新しい貿易協定の締結には消極的であった412。 
 10 月 7 日の第一回貿易会談において、社会党左派の田中代表が「日中貿易は日本の発展
ばかりでなく、貴国の五カ年計画に寄与することでありたい」と述べたにもかかわらず、
宇田代表は商品分類の取消を提案した。そして、同会談において中国側が「一般的問題を
先にやって、具体的商談をあとにする」と提案し、日本側もこれに賛成したにもかかわら
ず、10 月 9 日の第二回貿易会談で労農党の木村代表は商品分類についての折衝の最中に
「今、日本は食糧が不作である。中国の輸出余力をききたい」という質問をいきなり投げ
かけ、中国側の代表は「この問題についてはあとで商品の具体的問題がでたときに相談し
たい」と述べて回答を拒否した。特に注意すべきなのは 10 月 13 日の第四回貿易会談であ
る。この会談において、団長の池田は「新しい立場からお話を進めたい」と述べて「新し
い立場というのは、新しい貿易協定をしたいという意味」であると認めたが、次の第五回
貿易会談では「前の協定を改訂して新しい協定となるか、又は覚書にするか、或は共同声
明という形にするか、ということは、これからの双方の会談によって話し合いによってや
りたい」と第四回貿易会談で言明したことを修正しようとした413。これに対して、中国側
の代表は「この前ははっきりと協定を結ぶという発言があったが、このとき私のほうから
この新しい協定締結について同意した。あなたはこの前の意見を堅持するのか、撤回する
のか、変更するのかどうか、意見をはっきりきかせて欲しい」414、「我々は、メモとか、
共同声明ということについては考えたこともないし、研究したこともないので、困惑する」
と非常に激しく詰問し、双方は気まずい思いで会談を終了した。「進歩的」代表と代表団の
接待を担当する中国側関係者の報告によれば、第五回貿易会談終了後、代表団の中には池
田や帆足のような「曖昧な態度に対して不満を抱える」代表もいれば415、「中国側に強硬
な態度を見せるべき」だと主張する代表もいた416。日中議連代表団内部の意見対立に対し
                                                  
411同上。 
412中国外交部档案，105-00255-01，「接待『日本国会議員促進日中貿易連盟』訪華代表団情況
簡報（第十六号）。 
413波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.253。 
414同上。 
415中国外交部档案，105-00255-01，「接待『日本国会議員促進日中貿易連盟』訪華代表団情況
簡報（第十六号）。 
416中国外交部档案，105-00255-03，「接待『日本国会議員促進日中貿易連盟』訪華代表団情況
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て、中国側は中心小組会議よりさらに人数の少ない会談、即ち廬と池田の会談を行うこと
に決めた。 
 10 月 16 日から 19 日まで、廬と池田との間で 3 回の会談を行った。前述したように、
中国側は一回目の会談で甲・乙・丙類物資の比率調整の案を持ちだして商品分類の問題に
おいてある程度の柔軟性を見せた。交渉が「いつのまにか途中でわけのわからないことに
なってしまった」ことに遺憾の意を表した廬に対して、池田は日本側の問題点について説
明を行った。その理由の中に国柄の相違、中国の事情に疎いこと、突然の出発で団員の意
見交換が不十分であること、資料が不十分であることのほかに「帆足氏がおくれてとびこ
み、会談進行状況の事情が同氏に充分伝わってなかった」という内容もあった417。他の団
員が出席しなかったため、池田と中国側との会談はうまく進み、双方は三回目の会談で新
しい貿易協定の締結に合意した。帆足以外の代表が基本的に細部の問題にしか関心を持た
なかったため、表 7 に挙げた 6 回目の貿易会談（中心小組会議）は廬・池田会談の結果報
告の形で短時間の内に終了して双方の意見が最も対立していた商品分類の問題は解決され
た。 
 以上のことからわかるように、双方の交渉が中国側のペースで進められた主な原因は日
中議連代表団の内部における意見対立や団員の事前準備の不足であり、中国側が自らの主
張を日本側に押し付けたわけではなかった。この点について、商品分類の原則を主張して
いた宇田耕一でさえ、帰国後の報告会において「協定の甲類は書いても単なるアドバルンマ マ に
すぎないから輸出可能な品を主張したが先方が認めなかった。全体として先方にイニシャ
を取られている様に思はれるであらうが向の言分が正しい」と認めたのである418。 
ところが、商品分類のような原則に固執していたとはいえ、日中貿易の拡大の必要性に
ついて日本側と意見が一致していた中国は具体的な問題をめぐる交渉において非常に柔軟
な対応をした。 
10 月 22 日から 24 日までの貿易協定作成小委員会において、双方は具体的な問題につ
いて折衝を行った。日本側の資料不足が解消されて貿易協定の具体化に関心を持つ代表も
多かったため、会談が中国側の一方的な意見ですすめられることはなく、日本側の意見が
                                                                                                                                               
簡報（第十八号）。 
417波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.256。 
418関西日中貿易促進会議『日中貿易ニュース』（46）,1953 年 11 月 11 日,p.12。 
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貿易協定の内容に反映されたことも多かった。商品検査に関する内容がはじめて協定に加
わったことと、第一次日中貿易協定の中の紛議仲裁に関する内容が「平等互恵」の原則に
基づいて具体化されたことは、いずれも日本側の提案で行われたのであった。特に、「すぐ
に承諾を与えるかどうかわからない」ことを本文に入れないという日本側の提案によって、
第二次日中貿易協定にはじめて「覚書」が付属されることになった。双方がこの「覚書」
の中で約束した両国銀行による直接支払と相互貿易代表機構設置は、1955 年の第三次日中
貿易協定の本文に記入されることになった。 
 貿易協定作成の会議において日中間の意見の食い違いは多く存在していたが、双方が激
しく論争したことはあまりなかった。唯一異例だったのは、第二次日中貿易協定の署名問
題であった。池田、宇田、帆足など主な交渉代表が調印するという日本側の意見に対して、
中国側は「政治家と国民運動の結合により実行できない品目の輸出に努力したい」という
日本側の発言から全員が調印することを要求した。これに対して、池田は第四回池田・廬
会談においてはじめて「業界代表 10 名の中には正式に業界を代表していないものもあり
（準備不足のため）」、「根本的には代表団は決議にもとづき、議員団の代表を組織したもの
で業界は専門委員として付属して来たものである」と認めた419。結果として池田は「調印
をことわっている」代表を説得し420、一部の業界代表が「業界を代表していない」ことも
事実であったが、第二次日中貿易協定は 1950 年代に締結された 4 つの日中貿易協定の中
で業者が署名した唯一のものとなった。特に、前述したように、これらの業界代表の具体
的な問題についての提案と意見は、第二次日中貿易協定がより具体的かつ充実したものに
なったことと大きく関係していた。その内容は、次の通りである421。 
 
               第二次日中貿易協定 
中国国際貿易促進委員会（略称甲方）と日本「日中貿易促進議員連盟」代表団（略称乙方）は
日中両国間の貿易を促進し、日中両国人民の友誼を深めるため、平等互恵の原則に基づき、か
つ一九五二年六月一日北京で締結した日中貿易協定の基礎の上に、双方協議した結果つぎの
ように協定する。 
                                                  
419波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・
会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.292。 
420同上。日本側が貿易協定作成の会議において自らの意見にあまり固執しなかったことは、臨
時国会が間もなく開かれることとも関係があった（波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好
議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日記・会談記録』，現代史料出版，2002 年，p.278、
286）。 
421石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料 日中関係』，日本評論社，1970 年，pp.69-70。 
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第一条 双方は、本協定有効期間内における各々の側の輸出と輸入の総額をそれぞれ三千
万英ポンドとすることに同意する。 
第二条 同類物資交換の原則に基づき双方の輸出品の分類（詳細は別表に掲げる）およびそ
の総額にたいする百分比はつぎの通りとする。 
  中国よりの輸出 甲類 総額の三五％ 乙類 総額の四〇％ 丙類 総額の二五％ 
  日本よりの輸出 甲類 総額の三五％ 乙類 総額の四〇％ 丙類 総額の二五％ 
第三条 双方の貿易は物物交換の基礎の上に行うものとし、ただ価格計算のみ英ポンドをもっ
てする。 
第四条 本協定は中国進出口公司またはその他の中国国営対外貿易公司と日本商品工業者
が各項の具体的契約について相互に協議調印し、これを実行にうつす。契約の中には輸出入物
資の数量、規格、取引方法、価格および引渡しの期日、場所などを規定するものとする。 
第五条 輸送と支払方式に関しては具体的な取引契約を締結する際に双方で協議し、これを
決定する。 
第六条 中国の輸出品は中国商品検験局の品質重量検査証をもって代金支払の要件とす。日
本の輸出品は日本商品検査機関の品質重量検査をもって代金支払の要件とす。（輸出品の検査
費用は売主負担とす。）ただし買主は荷揚港で再検査を行う権限を有する。中国の輸出品は中国
商品検験局が再検査にあたり、日本の輸入品は日本商品検査機関が再検査にあたる。もし品質
と重量などが契約に定むる条件と符合しないことを発見した場合には、売主に対して賠償を要求
することができる。輸送の途中において生じた品質と重量の自然変化は賠償要求の範囲に入ら
ない。賠償要求の期限は具体的な契約の中で個別的にこれを規定する。再検査の費用は買手の
負担とする。 
第七条 契約の履行に際して発生した、或は契約に関連する一切の紛議については、双方の協
議によってこれが解決を行う。もし双方の協議によって解決できない場合には、双方で仲裁委員
会を組織して仲裁を行う。その仲裁は本協定有効期間中においては中国の国内において行うも
のとする。 
第八条 本協定の有効期間は、調印の日より一九五四年十二月三十一日までとする。もし右
の期限までに本貿易協定に定むる総額に達しない場合には、双方の同意を得て状況に応じ期限
を延長することができる。 
第九条 本協定は、一九五三年十月二十九日北京で締結し、正本は中国語および日本語をも
っておのおの二通を作成し、双方は中日両国語の正本を各々一通ずつ保持する。両国語の文書
は同等の効力を有する。 
  
別表 商品分類明細表 
中国よりの輸出 
 甲類 鉄鉱石、マンガン鉱、大豆、石炭   
 乙類 マグネシアクリンカー、塩、マグネサイト、バン土、頁炭、焦宝石、耐火粘土、螢石、燐灰
石、石綿、アンチモニー、豚毛、羊毛、カシミヤ毛、羽毛、桐油、雑豆、油種原料、柞蚕糸その他 
 丙類 滑石、石墨膏、硫黄、豚皮、絨毯、生漆、落綿、屑糸、麦稗真田、フスマ、油粕、松脂、五
倍子、甘草、薬草、桂皮、麝香、八角、その他 
日本よりの輸出 
 甲類 銅、アルミニウム・インゴット、鋼板、鋼管、ブリキ板、黒鉄板、亜鉛引鉄板、ドラム罐用鉄
板、建築鋼材、鉄道器材、各種大型機械、遠洋航海用船舶、冷凍船 
 乙類 紡績機械及び同部分品、起重機、ベアリング、その他機械、無線電気機器材、トラック、
自動車及び同部分品電気材料、モーターバイク、オートバイ及びスクーター、光学儀器、医療機
械、薬品及び薬品原料、抗生薬品、スルフォン剤、殺虫剤、化学工業原料、化学肥料（硫安、過燐
酸石灰、石灰窒素）、各種化学合成繊維、高級インク、染料、その他 
 丙類 農業機械、理化学機器、タイプライター、自転車、ミシン、時計、家庭用ラジオ及び受像受
信機、家庭用電気器具、蓄音機、拡声機、写真機材、漁網、水産品、昆布、綿布、綿糸、雑紙、そ
の他 
                    日中貿易協定附属文書 
                          覚書 
一、双方は決済方法として、両国間において、各本国貨幣による直接決済の方法をできるだけ速
かに実現することに同意する。（その方法は即ち英ポンドを以って価格計算の単位とし、実際の支
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払は各々その本国の銀行を指定して支払と清算の責任を負うこととする。その差額は双方の指
定銀行の同意を得た第三国の貨幣をもってこれを清算する。）右に関する具体的方法は、双方の
指定銀行が別に協議してこれを定めることにする。 
二、本協定の第六条に規定された日本側の商品検査については、必ず契約締結者双方の同意
を得るべきである。 
三、双方は互に貿易代表機関を置くことに同意する。中国が日本に常駐の貿易代表機関を置くこ
とが実現するときは、日本も又中国に常駐の貿易代表機関を置くものとする。 
  
調印者 
  日本「日中貿易促進議員連盟」代表団 
 
団長 池田正之輔   
副団長 江藤夏雄・帆足計・中村高一  
団員 長島銀蔵・中村三之丞・喜多壮一郎・田中稔男・松前重義・松田竹千代・風見章・木村禧
八郎・須藤五郎・宇田耕一・川勝伝・谷口藤一郎・弓削靖・村山佐太郎・平野清・大島善吉・桜沢秀
次郎・菊池善隆・中野徹夫 
   
中国国際貿易促進委員会 
   主席 南漢宸 
   代表 盧緒章・馬一民・高尚能・鄒斯頤・張政・馮鉄城・倪蔚庭・舒自清・詹武・劉今生・商広文 
 もちろん、1953 年 10 月 29 日に調印された第二次日中貿易協定の意義は第一次日中貿
易協定より充実・具体化されたことだけではない。第四章で述べたように、1952 年の第一
次日中貿易協定が調印された後、帆足らのソ連・中国での言動に対して、中日貿易促進会
に参加していた大手商社から「対中国禁輸商品の枠をゆるめてもらう交渉を政府と始めね
ばならぬ時期に、政府やアメリカ側のご機嫌を損ねるような言動をしてくれては困る」と
の反対意見が出てきた422。また、第一次貿易協定に調印した帆足計と高良とみは緑風会に
属しており、宮腰喜助は改進党の人間であったことに対して、それまでの貿促運動を「引
っ張っていた」日共も日中貿易促進会議事務局を通じて不支持の態度を表明した423。一方、
第二次日中貿易協定を締結した日中議連代表団の中には日共党員と大手企業の代表が含ま
れていた。そして、北京での会談と中国各地での視察を通じて、彼らの中国側の意図と日
中貿易の将来性についての理解も深まった。この点は、前述した「政治家と国民運動の結
合により実行できない品目の輸出に努力」することの基礎であった。帰国後の日中議連代
表団は大阪、京都などの都市に赴き、日中貿易の促進事業を国民運動で展開する日中貿易
促進会議の主催した歓迎会に参加して講演を行った。11 月 7 日の大阪での歓迎会では、次
                                                  
422同上。 
423古川万太郎『日中戦後関係史』，原書房，1981 年，pp.45-46、社団法人中国研究所「貿促運
動が歩んだ道（3）鈴木一雄氏に聞く」『アジア経済旬報』622 号，1965 年，p.23。 
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の「決議」を行った。 
 
                   「決議」424 
  今回国会議員並実業家代表よりなる中国通商視察議員団は中国との間に日中貿易新協定を
締結したが我国貿易不振の現況にかんがみ、これが成否は国民すべてが重大なる関心を有す
るものである。 
  貿易振興をめぐり国際競争激化しつつある今日隣邦新中国との有無通ずる経済の交流は我
国自立経済の達成上欠くべからざる要件である。政府はよろしく平等互恵の精神に則り日中
貿易促進のため万全の策を講ずると同時に（一文字はっきり見えない）くとも左記各項の実
現に努力しもつて国民の要望に応るべきである。 
  一、日中貿易新協定を尊重しこれを認めると共に中国との間に通商航海協定成立を準備す
る事
ママ
。 
  二、西欧並にとどまらず輸出制限の緩和を拡大すること。 
  三、渡航の自由の精神に則り中国向私用旅券を発給すること。 
  四、中国政治京商会議代表の訪日を承認しすみやかに入国其他必要なる処置をとること。 
  右決議す。 
   昭和二十八年十一月七日 
                      中国通商視察議員団帰国歓迎国民大会（大阪） 
   
  尚此決議は内閣総理大臣、外務大臣、通産大臣、衆議院議長、参議院議長に夫々送付した 
  
 それ以降の貿促運動の展開からみれば、以上の「決議」は運動の方向を定めるものとし
て大きな意義があった。政治家、業者及び貿促団体の努力によってペニシリンのような禁
輸物資の中国への輸出も許可されたほか425、日中議連代表団の歓迎会に代表を派遣して傍
聴した通産省は 1953 年 12 月 9日に繊維助剤・ガーデントラクター（8馬力以下）・ゴム製
品・鋳鉄管継手などの 15品目の対中輸出を許可した。 
また後述するが、日中議連代表団の帰国を歓迎する会議は後に日中貿易国民会議の契機
                                                  
424関西日中貿易促進会議『日中ニュース』（46）,1953 年 11 月 11 日,p.2。 
425関西日中貿易促進会議『日中ニュース』（48）,1953 年 11 月 25 日,p.6。 
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となり、同会議は 1954 年の日本国際貿易促進協会設立の基礎となった。1955 年、日本国
際貿易促進協会の努力によって中国貿易代表団の訪日が実現され、中国への渡航制限も
1954 年以降大きく緩和された。 
 
おわりに 
 
 1952 年、対日講和条約の発効、第一次日中貿易協定の調印及び日本国内の政治情勢を背
景として日中議連という貿促団体が誕生した。国会議員によって構成される団体であるた
め、貿促運動における日中議連の役割は主に政治的活動によって果たされていた。また、
日中議連への参加を選挙などの政治的目標の達成に利用する議員が多く存在していたこと
も否定できない。このため、彼らの活動は常に経済界を含む国民の要望につながっていた。
1953 年、朝鮮戦争の休戦による「特需景気」の消滅とともに日本国内における日中貿易へ
の期待が増大しつつあった。これに応じて、日中議連を中心とした代表団が組織されて中
国訪問を果たした。 
1953 年日中議連代表団の訪中について、その最大の成果は言うまでもなく第二次日中貿
易協定の締結であった。しかし、本章での考察から判明したように、日中議連代表団が日
中間の貿易会談に参加した最初の目的はあくまで従来の貿易協定の充実と具体化のためで
あり、双方の会談が第二次日中貿易協定の締結に切り替わったことは中国側の様々な工作
によるものであった。 
双方の交渉において、中国側は商品分類の原則に固執していたが、具体的な問題におい
て柔軟性のある対応をとって日本側の意見を多く採用した。こうして、第二次日中貿易協
定は日本国内の対中輸出統制の緩和を促すという第一次日中貿易協定の役割を持ちながら、
より具体的かつ充実した協定に改善された。 
構成が複雑であったとはいえ、第二次日中貿易協定を締結した日中議連代表団ははじめ
て政治家、貿促団体、業者という 3 つの勢力を集結した。これは、協定締結後の貿促運動
に大きな影響を与えた。 
しかし、1954 年 9 月に期限満了を迎えた第二次日中貿易協定の遂行率は第一次日中貿
易協定に比べて大幅に成長したが、日本の対中輸出と日中間の人的交流に対する日本政府
の制限のため最終的に 23％にとどまっていた。日中貿易の一層の拡大のために、第二次日
中貿易協定の締結を契機として日本では貿促団体の再編・統合が行われ、日本国際貿易促
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進協会（以下は、国貿促と称する）という組織が誕生した。次章では、国貿促の誕生とそ
の意義について論じたい。 
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第七章 第三次日中貿易協定と貿促団体の再編 
 
はじめに 
 
 戦後の日中貿易は、1955 年から飛躍的に成長しはじめた。その背景について最も注目す
べきなのは、同年の 5 月 4 日に調印された第三次日中貿易協定である。その理由は、従来
の日中貿易協定に比べて、第三次日中貿易協定の中に通商代表部の設置、国家銀行間支払
協定の締結、見本市の開催などの条項がはじめて明文化されたことである。そして、1950
年代に締結された 4 つの日中貿易協定の中で、日本側の総理大臣に支持と協力を与えると
言明されたのも第三次日中貿易協定のみである。このため、第三次日中貿易協定は日中関
係に関する従来の研究において非常に重視されている。しかし、その議論は主に協定内容
に集中しており、協定締結前後の経緯、協定の交渉過程及び当時の日中関係における同協
定の影響などに関する考察がまだ不十分であると思われる。 
 本章では、第三次日中貿易協定の締結とその前後の時期における貿促団体の再編への考
察を中心に、1950 年代中期の日中貿易ないし日中関係における貿促団体の役割及びそれに
対する中国政府の認識を分析したい。 
 
第一節 日本国際貿易促進協会の発足とその意義 
  
 1954年 9月 22日、日本国際貿易促進協会創立総会が丸の内工業クラブで開催された426。
同団体は、現在まで運営が続いている最大の貿促団体である427。 
 日本国際貿易促進協会について、最も注目すべきはその名称である。本研究で論じる貿
促団体の名称の冒頭には基本的に「日中」もしくは「中日」という二文字が付けられてい
るが、日本国際貿易促進会は例外である。それは、日本国際貿易促進協会が前述の中国国
際貿易促進委員会と同様、1952 年 4 月に開催されたモスクワ国際経済会議を契機として
                                                  
426『読売新聞』，1954 年 9 月 22 日。 
427本章で論じる日本国際貿易促進協会は、すべて日本国際貿易促進協会東京本部のことである。
同団体は日本国内の多くの都市に支部を持つが、これらの支部のことは日本国際貿易促進協会
XX 支局という名称を使用する。ただし、日本国際貿易促進協会関西本部（現名称は日中経済
貿易センター）は例外である。 
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発足した団体であり、その目標は「東西貿易の拡大」428、即ち日本と共産圏諸国との貿易
の促進にあったからである。 
発足の契機が同じであるとはいえ、中国国際貿易促進委員会が最初から政府機関として
機能しているのに対して、日本国際貿易促進協会は単純な民間団体であった。また、「委員
会」と「協会」という団体名の違いからわかるように、日本国際貿易促進協会は組織構造
において中国国際貿易促進委員会と異なっていた。そして、中国国際貿易促進委員会を含
む各国の東西貿易促進機構は基本的にモスクワ国際経済会議が開催された 1952 年に発足
したものであり、日本側の代表もこの会議に参加したが、日本国際貿易促進協会（以下日
本国貿促と称す）の発足は二年後の 1954 年であった。ここで、経験者の回想、中国外交
部档案及びインタビューなどの史料を用いて、日本国貿促がなぜ 1954 年という年に誕生
したのか、団体名がなぜ「協会」に決められたのか、そしてこの二つの問題の間に関連性
があったかどうかなどの点を解明し、同団体の発足とその意義を検討したい。 
団体の創立宣言によれば、日本国貿促が「日中貿易を中心として、ソ連をはじめ共産圏
諸国との貿易を促進し、日本経済の再建に大きい役割を果たす為に結成された強力な団体」
として発足したことがわかる429。では、共産圏諸国との貿易促進を目指すこの団体は、な
ぜ日中貿易の促進を中心としていたのか。「強力な団体」という文言は何を意味するのか。 
1952 年モスクワ国際経済会議閉会直後から、石橋湛山や村田省蔵などを中心として結成
された国際経済懇談会は「中国で発足進行中の中国国際貿易促進委員会（1952 年 5 月 10
日成立）の例にならって日本の新組織の設立について、意見、情報の交換など、中国との
連絡をとっていた」430。しかし、当時の日本には日中友好協会（左翼勢力中心）、中日貿
易促進会（本来は左翼勢力中心の団体であったが、朝鮮戦争勃発後に業者中心の団体に改
組）、中日貿易協会（貿易公団や大企業中心）及び日中議連などの複数の貿促団体が存在し
ており、1952 年 5 月 22 日の日中貿易促進会議発足によって中日貿易促進会の一部の業者
（主に中小企業）と日中友好協会との結合が実現されたが、第四章で述べたように、貿促
運動における企業と左翼勢力（日共、労組など）、政治家と左翼勢力、大企業と中小企業の
対立が依然として存在していた。貿促団体間や貿促団体内部の対立が多く存在し、各団体
の活動も日中貿易促進に限られていたことは、国際経済懇談会の狙っていた「新組織」の
                                                  
428『読売新聞』，1954 年 9 月 21 日。 
429産業科学協会編『日▪中貿易と我国の産業』、1955 年、p.721。 
430押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.189。 
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結成が実現できなかった主な原因であると思われる。 
一方、1952 年 6 月に第一次日中貿易協定が調印され、翌年の 10 月にさらに具体化され
た第二次日中貿易協定が調印された。前章で述べたように、対中禁輸の解除や中国人の日
本渡航の自由化などの政治的問題は二つの貿易協定の調印によって解決されたわけではな
かった。この現実から、それまで実務的問題を重視していた企業や政治家らは「軟弱な日
本政府に代わって台湾政府からの圧力に抵抗する強力な機構」と日中貿易の拡大における
政治上の努力の必要性を改めて認識し、労組などの左翼勢力との協力を重視しはじめた431。
そこで、「このきざしを伸張する」ために432、日中貿易促進会議及び中日貿易促進会は「各
界に対して意見聴取を行い、日本国際貿易促進委員会マ マ という影響力を持つ機構」を作るた
めに動き出した433。その第一歩は、日中貿易国民会議の開催であった。1953 年 7 月、第 5
章で述べた山本熊一は 5 ヶ月間の中国滞在を終えて帰国した。彼の帰国歓迎会には、国際
経済懇談会の石橋湛山、村田省蔵、鮎川義介をはじめとする経済界の百十余名が出席した。
その後、山本は「中国の事情と日中貿易の必要性を柱に」、日中貿易促進会議のミシン部会、
日本労働組合総評議会、日中貿易促進懇談会（名古屋商工会議所など主催）などの多くの
集会で講演を行った434。当時の状況について、日本国貿促発足後、山本は日中貿易促進会
議事務局員の平井博二に対して次のように語ったことがある。 
 
 「当時日本に帰国してから、強力な国際貿易促進委員会を作らねばならないと考えた。し
かも経済界だけでなく、労働界、農業界、学界、国会及び地方の議員、法曹界など、あらゆ
る階層の力を結集しなければならない。」435 
 
 こうして、第 6 章で述べた日中議連代表団の帰国歓迎・報告会を機に日中貿易国民会
議が 1953 年 11 月 25 日に開かれ、その議長団が日中貿易国民会議の常任連絡会として残
                                                  
431中国外交部档案，105-00162-02，「日本中日貿易促進会常務理事鈴木一雄七月十日来函報告
『日本国際貿易促進委員会』籌組等問題」。 
432中国外交部档案，105-00162-02，「日本中日貿易促進会常務理事鈴木一雄七月十日来函報告
『日本国際貿易促進委員会』籌組等問題」。 
433中国外交部档案，105-00162-02，「日本中日貿易促進会常務理事鈴木一雄七月十日来函報告
『日本国際貿易促進委員会』籌組等問題」。 
434平井博二「『日中貿易促進会議』物語⑫ 山本熊一議長の帰国」『国際貿易』（12 月 06 日号）
日本国際貿易促進協会，2011 年，p.27。 
435同上。 
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された436。この常任連絡会は議長団以外、中日貿易促進会、日ソ貿易促進会議、全国中小
企業協議会など合計 9 つの団体によって構成され、各団体ではそれまで「日中貿易あるい
は日ソ貿易促進など別々な活動がなされていた」が、この常任連絡会の結成によって各団
体の運動は「中国、朝鮮（北）、東欧を含めた東西貿易促進運動に変化」しはじめた437。
こうして、後に開催された第二回国際貿易国民会議において、日本国貿促の設立が提唱さ
れたのである438。この国際貿易国民会議の活動は山本熊一らの働きかけによって「予てか
ら日中経済関係の『経団連』を目論んで」いた国際経済懇談会の財界での活動と結合した
結果439、日本国際貿易促進委員会創立発起人会が 1954 年 8 月 3 日に開催された。31 人の
著名財界人と 12 人の日中貿易国民会議常任連絡会の各団体代表がこの会議に出席し、国
際経済懇談会の村田省蔵、石橋湛山、北村徳太郎及び日中貿易促進会議の山本熊一の 4 名
が世話人代表に選ばれた。その後、4 名の代表は日経連、同友会、商工会議所、日本貿易
会などの経済団体に日本国貿促設立趣旨の説明を行って協力を求めた。 
ここで、結成準備段階において「日本国際貿易促進委員会」という名称が使用されてい
たことに注意すべきである。では、「委員会」として準備されていた日本国貿促は後になぜ
「協会」として発足したのか。日本国貿促の結成について、多くの団体は「新しい団体へ
の統合について原則的には同意していた」が440、どのような形で団体として統合するかに
ついて意見がそれぞれ異なっていた。日本国貿促の有力な母体である日中貿易促進会議は
1954 年 9 月 5 日の全国総会で解散して日本国貿促に入ることを決め、その地方組織も解
散して日本国貿促の地方支局となった441。一方、貿易業者中心の中日貿易促進会は内部か
ら「統合する各団体の成立過程、構成人員にかなりの差異があり、貿易業務遂行について
従来通りのことが期待できるか否かという疑問が生じていた」。日中貿易促進会と日本国貿
促との関係について日共の方から「両者が合併すべき」という意見があったが442、既に業
者中心の団体となった中日貿易促進会はこの意見を受け入れず、9 月 6 日に開かれた臨時
                                                  
436平井博二「『日中貿易促進会議』物語⑫ 山本熊一議長の帰国」『国際貿易』（12 月 06 日号）
日本国際貿易促進協会，2011 年，pp.27-28。 
437同上。 
438同上。 
439押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.189。 
440押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.191。 
441平井博二「『日中貿易促進会議』物語 ⑬ 国民会議常任連絡会と国際貿促」『国際貿易』（12
月 13 日号）日本国際貿易促進協会，2011 年，p.30。 
442中国外交部档案，105-00270-09，「接待日本貿易代表鈴木一雄情況簡報（第十一号）」。 
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総会で合併でなく「従来の実務団体としての機能を残して団体加盟」することが決められ
た443。また、このような加入の形式における各団体間の差異だけではなく、日本国貿促の
「方針の具体化、人事、指導権」についても「各政党、団体関係者間ではいろいろな思惑
もからんで」、「極めて露骨な人間臭粉々たる葛藤も生じていた」444。つまり、日本国貿促
のような既成団体の「大合同」は、決して一枚岩的なものではなかった。そして、中日貿
易促進会のような団体加盟の形で統合された団体も存在していたため、各既存団体が解体
して合同するような「委員会」ではなく、「協会」の形が取られたのであった。 
加入団体間において様々な意見対立が存在していたとはいえ、政界、財界、左翼勢力な
どの階層が協力し、既存の貿促団体の大合同として生まれた日本国貿促は従来の貿促団体
より「強力」であったことは確かである。日中貿易促進という従来の貿促団体のスローガ
ンに比べて、対共産圏諸国貿易の促進というスローガンがより多くの期待を集めたことも
事実である。この点について、当時の貿促運動の経験者である押川俊夫も「大物財界人を
含め政界人も加えた点で成功であり、東西貿易、対中、対ソ貿易拡大発展の大義名分の下
で一つの政治勢力の誕生とその基盤が確立されたわけで、やがて時代の変遷のなかで、妨
害と困難をのりこえ大きく発展してゆくことになる」と評価している445。 
 
            日本国貿促 役員名簿 
会長：村田省蔵（大阪商船相談役）  
副会長：北村徳太郎（親和銀行会長）、菅礼之助（東京電力会長）、田島正雄（元大阪商工
会議所会頭） 
事務総長：山本熊一（元特命全権大使446） 
常任委員：伊藤今朝市（東京商工組合連合会理事）、宇田耕一（民主党総務、後に経済企
画庁兼科学技術庁長官）、岡崎嘉平太（池貝鉄工社長）、大久保重直（日中貿易促進地方議
員連盟全国協議会常任理事）、川勝傳（日本スピンドル製造社長）、川瀬一貫（工業繊維社
長）、菅野和太郎（衆議院議員）、工藤昭四郎（東京都民銀行頭取）、五藤斉三（日本中小
企業協議会中央委員長）、鈴木一雄（日中貿易促進会447常任理事）、高垣寅次郎（一橋大学
                                                  
443押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.193。 
444押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.192。 
445押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.196。 
446在タイ日本大使館。 
447｢中日貿易促進会｣より改名｡ 
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名誉教授）、高碕達之助（経済審議庁長官）、高橋清次（日中貿易促進地方議員連盟全国協
議会常任理事）、東畑精一（農業総合研究所所長）、丹羽周夫（三菱造船社長）、平塚常次
郎（日魯漁業会長、大日本水産会会長）、平野義太郎（日本学術会議会員）、松原与三松（日
立造船社長）、松宮康夫（東京貿易商会社長、日中貿易促進会理事）、山下樵曹（日興物産
社長）。448 
 
日本国貿促の「強力」さは、その貿促団体としての機能からも窺える。これについて、
同団体の「規約」が参考になる。 
 
                 「規約」449 
 第一章 総則 
 第一条 本会は、日本国際貿易促進協会と称する。（英訳名―The Association for the 
Promotion of International Trade,Japan） 
 第二条 本会は本部を東京におく。大阪に関西総局をおき、その他必要な地に支局をおく 
ことができる。 
  第三条 本会は、中国、ソ連、朝鮮、東欧諸国等との貿易の促進を希求する国民各階層の
総力を結集して、貿易上の諸障害を除去し、平等互恵の原則をもって、国際貿易
の促進をはかることを目的とする。 
  第二章 事業 
  第四条 本会は、前条の目的を達成するため次の事業を行う。 
     一、国際貿易の発展を促進するため、これを阻害している諸問題の解決。 
     二、中国、ソ連、朝鮮、東欧その他わが国と正式の外交関係や通商関係のない諸国、
ないし諸地域との間に、次の事業を行う。 
      （1）貿易の企画立案、貿易協定の交渉締結およびその実現 
      （2）取引の仲介斡旋 
      （3）経済代表の派遣ならびに受入れ 
      （4）取引上の苦情問題の仲裁 
      （5）商品見本市開催に関する協力 
                                                  
448産業科学協会編『日・中貿易と我国の産業』、1955 年、pp.722-723。 
449産業科学協会編『日・中貿易と我国の産業』，1955 年，pp.721-722。 
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    三、各国における国際貿易促進に関する団体、個人等との連絡提携 
    四、国際貿易に関する調査、啓蒙、宣伝 
    五、その他国際貿易の促進に役立つ事項 
  
 「規約」の第 4 条からわかるように、日中国貿促の事業には「貿易に関する調査、啓蒙、
宣伝」のような従来の貿促団体の事業だけではなく、「経済代表の派遣ならびに受入れ」、
「商品見本市開催に関する協力」などの事項も含まれていた。 
事実上、これらの事項はいずれも第二次日中貿易協定締結後に残された懸案であった。
そして、日本国貿促の発足準備と大きく関係する三つの団体のうち、日中貿易促進会議と
中日貿易促進会はいずれも日中貿易促進を目標としてきた団体であり、国際経済懇談会が
強力な機構の設立を図っていた理由にも「中国より経済代表の来日」を実現することが含
まれていた450。日本国貿促の創立宣言に「日中貿易を中心」という内容が加えられたこと
は、これらのことによるものであったと考える。1950 年代における同団体の業績も、基本
的に日中貿易と関係していた。 
日本国貿促の業績の中で最も注目すべきなのは、第三次日中貿易協定の締結である。こ
の貿易協定の中には通商代表部、国家銀行間の支払協定などの第二次日中貿易協定の「覚
書」の内容が含まれていただけではなく、見本市の開催などの新しい内容も追加された。
そして、第三次日中貿易協定の締結に関する双方の往復書簡にある「鳩山一郎総理が支持
と協力をあたえる旨明言いたしました」という日本側の報告が特に注目すべきである。こ
れは、日本政府がはじめて日中間の民間貿易協定を支持する態度を表明したものであった。
ここで注意すべきなのは、第三次日中貿易協定をめぐる双方の交渉と協定の調印式が東京
で行われたことである。その前提条件は中国貿易代表の日本渡航問題の解決であったが、
そこでは日本国貿促初代会長の村田省蔵の役割が特に注意すべきである。 
  
第二節 村田省蔵の訪中とその中国観 
 
第四章で述べたように、村田省蔵は 1900 年に大阪商船に入社し、1939 年政治家に転身
してから 1946 年公職追放及び A 級戦犯容疑で巣鴨拘置所に入所するまで、貴族院議員・
                                                  
450押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.189。 
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逓信大臣（兼鉄道大臣）・陸軍第十四軍（フィリピン占領軍）最高顧問、フィリピン特命全
権大使、運輸省顧問を歴任していた。公職追放解除後の彼は外務省顧問を経て 1954 年か
ら全権委員としてフィリピンとの賠償会議に参加していた451。 
 第四章で述べたように、村田省蔵は「中国に対する若いころからの愛着」を持ち、かつ
て亡命中の孫文に同行した経験もあった。これについて、三井商船の社内報には 1913 年
第二革命で敗北して香港に到着した孫文は「身の危険を避けるため上海に亡命しようとし
たが、『お尋ね者』であった孫文に乗船を許す船会社はどこにもなかった。それを、大阪商
船が唯一重大な決意のもと、引き受けたのであった。（中略）本船には村田省蔵（後の大阪
商船社長）が乗り合わせており、船内で撮影した写真が残されている」と記載されている。
1955 年 1 月戦後初めて中国を訪問した際、村田はこの写真を孫文未亡人の宋慶齢に贈っ
たという452。 
  
 
          孫文と村田省蔵（1913 年 8 月、パナマ丸にて） 
商船三井社内報 http://www.mol.co.jp/unabara/tanbou_info.html，2012 年 10 月 6 日 
 
 ここで、1955 年 1 月に訪中した村田の目的に注意すべきである。これについて、村田
                                                  
451村田省蔵について、1954 年 9 月 11 日に作成された中国外交部档案史料の中には「フィリピ
ンとの賠償交渉がまだ終了していないため、外務省の中には村田大使という看板が掛けられて
いる部屋がある」と記載されている。つまり、民間団体の日本国貿促の会長で「普段は大阪商
船ビル内の事務室にいる」とはいえ、村田は早くても 1956 年 5 月 9 日「日比賠償協定」が調
印されるまで大使あるいはそれに準ずる公職を務めていたと考えられる。 
452商船三井社内報 http://www.mol.co.jp/unabara/tanbou_info.html ，2012 年 10 月 6 日。 
村田が孫文の亡命に協力したことは、押川俊夫の『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』 
（ p.201）の中にも記載されている。 
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は「私は日華経済委員会を辞し、中国大陸に渡って、私の先入主となっている自分の中国
観をただして見る決心をしたのです」と述べたことがある453。一方、村田の訪中について、
吉田茂総理から支持もあった454。村田の訪中を支持する理由について、吉田首相は「日支
の関係は同文同種という関係以外に東西融合のためにも日支問題を解決すべきであるとい
う点で、私は村田君と見解を一つにして、村田君が非常に熱情を傾けて打ち込んだ日支問
題については自分も出来るだけ協力したいと考えた」、「支那の状況を具に知る必要がある」、
「支那最近の実状を同君によって見極めることも非常に有意義であると思い、中共視察を
委嘱した」と説明した455。これまでの論述からわかるように、1949 年から 1954 年まで訪
中した日本人は主に国会議員、貿易業者、貿促団体関係者であり、吉田首相にとって信頼
できる人はいなかった。この点からみれば、以上の理由は吉田首相の本音であった可能性
が大きいだろう。しかし、吉田首相が「支那の現状を具に知る必要がある」と主張する理
由は中国との友好を求めるためではなく中ソ離間を図るためのことにあったが456、この点
において村田の考えは必ずしも吉田首相と完全に一致していたわけではない。たとえば、
1955 年 1 月 23 日村田は周恩来総理と午後 1 時から四時間の会談を行った457。この会談に
おける村田の最初の発言には「日中国交回復は日本国民の願っていることであり、私はこ
のために訪中したのである」という話があった458。つまり、日中関係に対する村田の見解
は「中共と友好を求めるべきでない」という吉田首相の主張と全く違うものであった459。
また、「『アジア人のアジア』、これは私が十数年前から主張していることである」、「私は台
湾問題の早期解決を願っている。そうすれば両国政府はある形式で講和条約を締結するこ
とができる」という彼の発言も460、「現在の国府は台湾を領土とする国家として認め、中
共は本土を領土とする内示としてこれと併存せしめること」を台湾問題の「最も妥当な解
                                                  
453吉田茂「村田省蔵君を憶う」大阪商船『村田省蔵追想録』，1959 年，p.136。村田は日華経
済委員会の役員を務めていたが、同組織が「日台貿易のみのもの」に変わった後に役員を辞め
たと言われている（中国外交部档案，105-00162-05，「関於日本村田省蔵訪華問題及其履歴書」、
押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.201）。 
454吉田茂「村田省蔵君を憶う」大阪商船『村田省蔵追想録』，1959 年，pp.136-137。 
455同上。 
456押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.202。 
457中国外交部档案，105-00210-03，「周恩来総理接見村田省蔵談話記録」。 
458同上。 
459押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.202。 
460中国外交部档案，105-00210-03，「周恩来総理接見村田省蔵談話記録」。 
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決策」とする当時の日本外務省の方針と異なっていた461。一方、「経済と文化の交流から
はじめ、漸次に二カ国間の緊密な関係を積み上げる」という村田の主張は、中国側の「積
み上げ方式」という対日方針に非常に類似することは確かであった。これに対して、周恩
来総理も賛成の態度を見せた462。 
 もちろん、数多くの史料で証明されたように、村田省蔵が吉田首相の了解を得た上で訪
中したことは事実である463。吉田首相は 1954 年 9 月 26 日から 11 月 17 日まで米国、カ
ナダ、英国、フランス、西ドイツなど欧米 7 カ国を歴訪したが、出発前に村田に対して「こ
れからヨーロッパを通ってアメリカに行くから、ちょうどアメリカにいる時ぐらいに中共
にいってくれないか」と村田に嘱託していた464。中国からの招請状が必要であるため村田
の訪中は翌年の 1 月に延長されたが465、それまでの間に日本政界では激しい権力闘争が繰
り広げられ、1954 年 12 月 7 日に内閣総辞職を余儀なくされて 3 日後に第一次鳩山内閣が
発足した。これについて、鈴木一雄は中国への報告の中で村田が吉田首相の退陣によって
「本来の計画を変更して、訪中の重点を貿易に置くことにした」と伝えた466。村田も「米
国政府の禁輸措置が完全に利己的な政策であり、帰国後に貿易範囲の拡大のために努力す
る」と述べたことがある467。 
しかし、村田の訪中の成果は、これだけではなかった。村田訪中の成果について最も注
目すべきなのは、彼が日本国貿促会長として中華人民共和国日本訪問貿易代表団（以下は
中国貿易代表団と称す）の訪日を正式に招請し、帰国後に代表団招致のために尽力したこ
とである。彼の努力によって、1955 年 3 月に中国貿易代表団の訪日が初めて実現された。
また、村田をはじめ、1955 年から久原房之助、片山哲などの政財界の大物が次々と訪中し
た。長年日中貿易に携わり、国交回復後に駐日中国大使館商務参事官を務めていた林連徳
                                                  
461日本外務省記録，A'.1.2.1.8-1，「日本・中共関係雑件」。ただし、この方針は外務省の提案と
して正式に採用されたかどうかは不明である。 
462同上。 
463押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.202、中国
外交部档案，105-00270-12，「接待日本貿易代表鈴木一雄情況簡報（第十四号）」、雷任民「回
憶周総理対外貿工作的関懐和指導」中央文献出版社『不尽的思念』，1987 年，p.246。 
464押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.202。 
465同上。 
466中国外交部档案，105-00270-12，「接待日本貿易代表鈴木一雄情況簡報（第十四号）」。 
467中国外交部档案，105-00210-03，「周恩来総理接見村田省蔵談話記録」。 
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は「1955 年は五十年代における中日関係の高揚の年であった」と回想しているが468、1955
年 1 月に訪中した村田はこの新たな一ページを開いた人物であると言えよう。 
 中国外交部档案の中には訪中後の村田と周恩来総理との会談記録が保存されており、そ
の内容は次の通りである（部分）。 
 
   「私は何の政党にも参加しておらず、現在は政治家でも財界人でもありません。戦前は
政治のことをしたが、戦後はしていません。それは、自分が罪を犯したことがわかってい
るからです。ですから、私の立場はこの罪の身でできるだけ貢献することです。中国に対
して、私は若い頃から愛着を持っており、現在の日中関係の難局を見殺しすることができ
ません。私には怖いことも遠慮していることもありません。アメリカはアジア人を利用し
てアジア人を攻めるなら、私は断固して反対します。」469 
 
 以上の発言からわかるように、村田に 1955 年に 77 歳の老躯で訪中し470、人生の最後の
二年間において日中貿易の改善に尽力させたのは、中国への親近感、戦時の反省及び「ア
ジアはアジア人のアジア」という認識であった471。これらの理由は、戦後日中関係の改善
に大きく貢献した多くの人に共通していた472。そして、日中関係に対する村田の態度はそ
の経歴とも大きく関係していた。大阪商船の元社長である村田は「関西財界の重鎮」と呼
ばれており473、関東においても菅礼之助などの高等商業学校（一橋大学の前身）の同窓か
ら強力な支持を得た474。そして、戦時中の村田は大臣として日本政界に広い人脈をもち、
                                                  
468林連徳「虹の架け橋 対日交流回想録」，p.14。 
469中国外交部档案，105-00210-03，「周恩来総理接見村田省蔵談話記録」。 
470当時の報道によれば、村田は 1955 年 1 月 8 日にパンアメリカン機で香港に行き、香港経由
で中国に入国したことがわかる。そして、中国外交部档案史料によれば、当時訪中する日本人
は香港から入国した後に広州で数日間泊り、安全上の配慮から基本的に飛行機でなく汽車で北
京に行ったことがわかる。村田省蔵は 1878 年生まれで当時は既に 77 歳の高齢であり、このよ
うな長い旅は相当苦労したと考えられる。 
471中国外交部档案，105-00210-03，「周恩来総理接見村田省蔵談話記録」。 
472王柯「日中友好と高碕達之助――歴史の『記憶』と『忘却』」『環』第 42 号，2010 年，p.26。 
473押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.202。 
474菅礼之助（1883 年－1971 年），実業家。1905 年に古河鉱業に入社、1937 年から終戦まで日
満鉱業会長、帝国鉱業開発社長、帝国マンガン社長、同和鉱業会長、昭和鉱業会長を歴任。戦
後は石炭庁長官、如水会理事長、配炭公団総裁を経て 1954 年に東京電力会長に就任。1956 年
から 1968 年まで経団連評議会議長。 
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戦後は外務省顧問として影響力を持っていた。村田のほか、国際経済懇談会に参加してい
た久原房之助や北村徳太郎なども類似する経歴を持っていた475。政財界において強い影響
力を持つこれらの人の努力は、1950 年代、とりわけ 1955 年以降の日中関係が急速に改善
された要因であった。 
 
 
羽田出発の村田省蔵（1955 年 1 月 8 日、羽田空港にて） 
史料：『読売新聞』、1955 年 1 月 8 日 
 
第三節 第三次日中貿易協定締結の政治的背景 
 
 第三次日中貿易協定は、村田省蔵の招請を受けた中国貿易代表団と日本国貿促、日中議
連との間で 1953 年 3 月に東京で調印されたものである。1953 年 1 月の報道によれば、村
田訪中以前から双方とも既に新しい協定の締結について意見が一致しており、新協定が「新
しい情勢に適応」したものでなければならないという点においても合意していた476。つま
り、第三次日中貿易協定の調印は当時の情勢と大きく関係していたと理解できる。では、
日中双方はどのような情勢の中で新しい貿易協定の締結に合意したのか。 
                                                  
475久原房之助（1869 年－1965 年），実業家、政治家。1910 年に日立製作所を設立し、1921
年に久原工業所（後に日本鉱業と改名）を設立して社長に就任。鉱山経営を足がかりにして企
業を拡大し、造船・肥料・商社・保険を含める久原財閥を形成した。昭和時代から政界に進出
し、1928 年に田中内閣の逓信大臣に就任。かつて中国進出論や「一国一党論」を唱えていたが、
二・二六事件に連座して政界における影響力を失った。戦後、1952 年に追放解除されて衆議院
議員に当選、後に日ソ、日中国交回復国民会議議長を務めた。北村徳太郎（1886 年－1968 年），
政治家、銀行家。終戦までは佐世保商業銀行頭取、親和銀行頭取などを歴任、1946 年に衆議院
議員に当選。1947 年に片山内閣運輸大臣、1948 年に芦田内閣大蔵大臣。1948 年以降、日ソ東
欧貿易協会会長を長く務め、日中国交回復にも尽力した。 
476『読売新聞』、1955 年 1 月 6 日。 
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 第三次日中貿易協定締結の背景について最も注目すべきなのは、両国政府の外交方針と
日中貿易における変化である。 
 1954 年 9 月末、ストックホルムで開かれる世界平和集会に参加した日本国会議員代表
団（団員の中には中曽根康弘や園田直がいた）は帰路中国を訪問した。ほぼ同時に、国慶
節見学のために日本側の友好団体と国会議員によって構成された大型代表団も中国を訪れ
た477。1954 年 10 月 11 日、周恩来総理は二つの代表団との会談の中で「中国承認問題と
日本の対米従属」について「日本人民は吉田政府に投票している。したがってわれわれは、
吉田政府は日本を代表していると認めています」、「しかし日本政府は我々を承認しない。
この困難の根本原因は、但し日本政府にあるのではなく、その頭の上に一人の太上皇が―
―すなわちアメリカが――いるからだと思います。（中略）これがわれわれと日本との関係
を妨げています」と述べた。周恩来の発言について注意すべきなのは、日本政府に対する
中国政府の態度である。それまで「二分論」を唱えて「日本人民」と「日本政府」を区別
していた中国政府ははじめて吉田政府を「日本人民」の代表として認め、親米路線をとる
吉田政府を米国の「手先」、「走狗」として批判することもなかった。さらに、周恩来総理
は「日本政府と平和関係を求めています」という中国政府の意向を表明した478。 
 では、中国政府はなぜそれまでの対日政策を一変したのか。それは、ソ連の対日政策転
換に影響を受けたからである。1954 年 9 月 11 日、モロトフソ連外相は「日ソ間の中立条
約もしくは不可侵条約の締結についてどう思うか」という日本人記者鈴木充の質問に対し
て、「ソ連は終始平和政策をとっており、ソ連との正常な関係を求めるすべての国と適切な
関係を結ぶことに努力している。日本に対しても、以前から同じ政策をとっている」と答
えた479。一方、1954 年 10 月 2 日から陳雲・鄧小平などの中国側代表とフルシチョフが率
いるソ連訪中団と中ソ関係及び国際情勢をめぐって数回の会談を行い、周恩来と日本代表
団との会談が行われた翌日の 12 日に「中ソ共同宣言」、「中ソ対日共同宣言」を公表した。
仮想敵国として特に日本が名指しされている1950年の中ソ友好同盟相互援助条約と違い、
「中ソ共同宣言」と「中ソ対日共同宣言」は「世界平和」を基調とするものであった。特
に「中ソ対日共同宣言」の中では中ソ政府は日本との国交正常化への期待を表明し、日本
                                                  
477呉学文・林連徳・徐之先『当代中日関係（1945～1994）』時事出版社，1995 年，p.61。 
478石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料 日中関係』，日本評論社，1970 年，p.31。 
479世界知識社『日本問題文献彙編』，1955 年，p.273。 
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の対米独立を強調していた480。 
そして、「中ソ対日共同宣言」の発表は中国がソ連の対日政策に同調した証拠でもあった。
特に 1954 年 12 月 10 日鳩山政権が発足し、12 月 16 日モロトフ外相がモスクワ放送で日
ソ国交正常化の意志を表明した後、中国外交部は 12 月 17 日に鳩山政府の対中政策を評価
する際に「12 月 16 日のモロトフの声明は適時であり、こうすれば鳩山政府は態度を表明
しなければならなくなる。ソ連と国交正常化交渉を行わなければ、鳩山政権は受け身の立
場になる。ソ連政府のこの重大なる外交行動に応じて、我が国も日中正常化への期待を表
明するだけではなく、日本政府とともに二カ国間関係の改善のために積極的な措置をとる
姿勢を見せなければならない」という意見を周恩来に報告した481。そして、日中関係の見
通しについて、同報告の中には「現在の日本は困難に直面しているため、米国は自らの利
益が損なわれなければ日ソ国交正常化と日中貿易の拡大に反対しないと考えられる。しか
し、日中国交正常化の実現について、現在はまだ困難である」という内容がある482。 
1955 年 3 月に訪日した中国貿易代表団の団長を務めていた雷任民は当時のことについ
て「周恩来総理から日本側の民間団体や経済界との交渉だけではなく、日本政府への積極
的な働きかけをも行うべきであるという指示が下された」と回想したことがある483。そし
て、従来の貿易協定に比べて、第三次日中貿易協定の中には政府間貿易協定の締結、両国
国家銀行間の支払協定の締結及び互いに相手国での通商代表部を設置することの実現とい
う条項が加わった。つまり、中国政府としてはソ連の対日政策に同調しなければならない
が、日中国交正常化が近い将来に実現されることを期待することはできなかった。当時の
情況から、日中貿易を拡大させることは中国政府にとって最も現実的な方策であった。日
中貿易を拡大するために日本で実施されている対中輸出統制の緩和や中国側代表の日本渡
航の実現などの懸案の解決が必要であるため、中国政府は新しい貿易協定を締結すること
を決めたのである。 
「中ソ共同声明」と「中ソ対日共同声明」が公表された後、日本国貿促は 10 月 13 日に
開かれた第一回常任委員会において「これに積極的に呼応する」ことを決め、通商使節団
の交換、貿易協定の改定の準備を進めると共に中国側との下交渉を 14 日北京に向かう同
                                                  
480世界知識社『日本問題文献彙編』，1955 年，p.25。 
481中国外交部档案，105-00156-01，「関於日本鳩山政府対華外交政策的估計」。 
482同上。 
483雷任民「回憶周総理対外貿工作的関懐和指導」中央文献出版社『不尽的思念』，1987年，p.247。 
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協会の鈴木一雄常任委員に依頼した484。第五章で述べたように、鈴木は長年にわたって貿
促運動に参加し、中国側の信頼を得た貿促団体関係者の一人であった。日本国内の事情に
詳しくなかった中国側にとって、1954 年 12 月北京に到着した鈴木は重要な情報源であっ
た。中国外交部档案資料によれば、鈴木は後に訪中した村田省蔵の経歴や政財界における
影響力に関する情報、新しい貿易協定の締結に対する日本側の態度について中国側に詳細
な説明を行ったが、中国側は鈴木の報告を非常に重視し、村田訪中の受け入れ485、日本船
の中国寄港に関する規定の改定486、代表団派遣の時期及び日本滞在中の活動方針などのこ
とにおいてその政策決定は基本的に鈴木の意見を採用した487。 
 しかし、中国貿易代表団の訪日は中国側と日本側の貿促団体との合意だけによって実現
されるものではなく、日本政府とりわけ外務省の許可も必要であった。これについて、中
国外交部档案資料のなかには「日本外務省が 1954 年 11 月に中国貿易代表団の来日を許可
した」という鈴木の報告がある。対米協調路線を唱える吉田首相と違い、12 月 10 日に就
任した鳩山首相は自主独立の外交路線を唱えてソ連や中国などの「これまで国交の開かれ
ざる諸国との関係」について「でき得る限り調整していく」方針をとっていた488。しかし、
外務省が中国貿易代表団の訪日を許可したのは鳩山内閣が誕生する以前のことであった。
もちろん、「日本外務省が 1954 年 11 月に既に中国貿易代表団の来日を許可した」という
情報は鈴木が中国側に報告したものであり、それを証明できる外務省の文書や当時の新聞
報道はなかった。しかし、戦後初めて日本を訪れた中国側の代表団は中国貿易代表団では
なく、1954 年 10 月 30 日に訪日した中国紅十字会主席李徳全（馮玉祥の妻）女史の率い
る代表団であった。つまり、日本外務省が 1954 年 11 月に中国貿易代表団の訪日を許可し
たことの信憑性が疑われても、1954 年 10 月の中国紅十字会代表団訪日という事実から
1954 年後半以降の吉田政府の対中政策が既に軟化していたことを証明できる。このため、
1955 年 3 月の中国貿易代表団訪日に対する日本政府の態度を考察する際に、鳩山政権発
                                                  
484『読売新聞』、1954 年 10 月 14 日。 
485中国外交部档案，105-00270-03，「接待日本貿易代表鈴木一雄情況簡報（第六号）」、中国外
交部档案，105-00270-12，「接待日本貿易代表鈴木一雄情況簡報（第十四号）」。 
486中国外交部档案，105-00270-10，「接待日本貿易代表鈴木一雄情況簡報（第十二号）」、中国
外交部档案，105-00298-02，「関於日本船隻航行我国的談判方案（草案）」。 
487中国外交部档案，105-00270-12，「接待日本貿易代表鈴木一雄情況簡報（第十四号）」、中国
外交部档案，105-00270-15，「接待日本貿易代表鈴木一雄情況簡報（第十七号）」。 
488「鳩山一郎総理が第二十一回国会（常会）における施政方針演説」（1955 年 1 月 22 日）内
閣資料保存会『歴代総理大臣と内閣』，1980 年，p.503。 
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足以降に作成された資料ではなく、それ以前とりわけ 1954 年 10 月以前に作成された資料
を参考にすべきである。 
たとえば、「我国の対中共政策の基本方針」という 1954 年 7 月 26 日に作成された日本
外務省の記録の中には次のような内容がある。 
   
   「わが国はあくまで中共無視の政策をつづけて行くことが可能であるか、また適切であ
るかわ
ママ
疑問である。現実に中共が中国大陸を制圧し、五億余の民衆を統治し、種々の困難
に逢着しつつも国家として実力を貯えつつある事実は否定できない。（中略） 
   国内的には、国民は眼前に蓋いかぶさる中共の大きな幻影に魅惑され、中共の打出して
くる文化、経済、政治上の平和攻勢により拍車をかけられて民心は動揺し、左翼分子がこ
の機に乗じて、中共を無視する政府打倒を目標とし且つこれを利用していわゆる進歩的分
子の結集を計り、共産化の温床は拡大し、敗北主義的中立勢力が抬頭してくる可能性が強
い。（中略） 
   国際的には、東南アジア諸国が第三勢力的色彩を濃くして行くに従い、日本はとり残さ
れた形となってこれら諸国と疎遠になる可能性あり、結局、わが国は蒋介石、李承晩とと
もに米国極東戦略の庶子としてアジアの孤児となり、世界外交の本流から隔絶された存在
となり終る可能性がある。 
この様な内外の危険をさけるためにも結局中共と接触を開始することが得策であり、
（中略）米国側にとっても了解し得るものであり、むしろ日米間の政治的経済的関係にそ
ったものとして実施し得るであろう。（中略）いずれにせよ、中共との接触再開により、
一応、中共の平和攻勢に手を打ち国内共産党同調者の口実を封じ得るとともに、積極的に
中共の内情を紹介することによりその幻影を消して善悪を率直に批判せしめ得ることと
なり、更に貿易面においてもある程度ののびが予想され、当面平和を保ちつつ次第に接触
を深めて行けるものと考える。」489 
 
 以上の内容からわかるように、対中方針に関する外務省の態度は遅くても 1954 年 7 月 
から軟化しはじめた。このような変化は、当時の日本をとりまく国内外情勢によるもので 
あった。 
                                                  
489日本外務省記録，A'.1.2.1.8-1，「我国の対中共政策の基本方針」。同資料は、対中基本方針に
関するアジア第二課の意見として作成されたものである。 
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「中共との接触」を行うために外務省はいくつかの方法を提案したが、その中に未帰還
者送還や拿捕漁船などの人道上問題の解決と両国間の人的交流への制限緩和が含まれてい
た。両者の中では、人道上問題の解決という方法が「米国のみならず国府に対しても充分
説明のつく」ものであるため、二つの国からの不満を招かなかった。また、中国紅十字会
代表団の訪日もこれによって実現された。ここで注意すべきなのは、両国間の人的交流へ
の制限緩和という方法である。この方法は「貿易面においてもある程度ののびが予想され」
るという日本側の見通しによるものであったため、中国への渡航が許可される者は「国会
議員、有力実績ある貿易商社代表」、日本への渡航が許される者は中国側の「純貿易代表者
のみ」という制限が設けられていた。しかし、日本人の引揚問題と違い、中国貿易代表団
の訪日と第三次日中貿易協定の締結に対して、米国政府と国民政府はいずれも反対の態度
を示して業界に圧力をかけていた。米国政府の態度について、1953 年 3 月 6 日日本各紙
は「中国との取引商社に対しその在米資産を凍結し、または中国原産物資の再輸出を禁止
する旨日本政府に通告したと伝えていた」。また、「3 月上旬に来日した FOA490長官スタッ
センは、東京で中国貿易は好ましくない旨を公然と語っておる」491。一方、国民政府は 1952
年の第一次日中貿易協定調印後に「日本政府に対して日中貿易の利害関係を説明し」、「日
中貿易が個人商業行為の範囲を超えて政治的意義を持つことになれば、必ず断固として反
対する」と警告した492。1955 年 5 月第三次日中貿易協定調印後、国民政府は「台北の日
本大使館と東京の中華民国大使館を経由して日本政府と交渉し、事態の重大さを強調して
中共側の通商代表部員の外交特権を認めず、国旗掲揚の権利を与えないこと」を日本政府
に要求した493。同時に、中央信託局は台湾の日本業者に「中国と取引するなら出入は禁止」
だと通告し、契約を破棄したこともあった494。 
もちろん、1954 年 7 月 26 日に作成された上記の外務省記録からわかるように、「中共
との接触」を重視しはじめたとはいえ、外務省の狙いは日本国民を「魅惑」する「中共の
                                                  
490FOA（Foreign Operations Administration）、1953 年 8 月、アイゼンハワー大統領が、ト
ルーマン大統領の残した MSA（Mutual Security Agency）と TCA（Technical Cooperation 
Administration）を統合して設置した組織である。国務省内にあった MSA の業務を吸収した
後、FOA は軍事、経済、技術援助の全てを統括する単純で強力な組織となった。 
491衆議院会議録情報、第 022 回国会本会議第 5 号。
http://kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/syugiin/022/0512/02203240512005c.html 
492中華民国外交部档案，11-EAP-00627，「我對日匪貿易問題之對策」。 
493同上。 
494押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.209。 
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大きな幻影」を消すこと、「国内共産党同調者の口実を封じる」こと、日本が「世界外交の
本流から隔絶される」ことを防ぐ点であり、国交回復や中共承認ではなかった。つまり、
日本政府は一部の問題に対する態度を軟化して中国政府との接触を試みていたが、その態
度軟化の範囲には後に現れた通商代表部の国旗掲揚や駐在員の外交官待遇などの「中共承
認」に関わる問題が含まれていなかった。 
 では、各方の反対があったにもかかわらず、いくつかの「政治的意義」を持つ条項を含
む第三次日中貿易協定はなぜ調印されたのか。この貿易協定はそれ以降の日中貿易ないし
日中関係においてどのような意義があったのか。これらの点を明らかにするためには、従
来の研究で具体的に考察されなかった第三次日中貿易協定の交渉過程について検討を加え
る必要がある。 
 
第四節 第三次日中貿易協定の交渉過程とその意義 
 
1955 年 3 月 26 日に中国貿易代表団先発隊として孫平化、張紀明など 6 名の代表が来日
し、3 日後の 29 日には雷任民の率いる 32 人の中国貿易代表団が東京に到着した。4 月 1
日から 5 月 2 日までの約一ヶ月間において、地方での視察を除いて中国貿易代表団は主に
第三次日中貿易協定の締結交渉に取り組んでいた。双方の交渉過程は、表 8 の通りである。 
  
 表 8 第三次日中貿易協定の交渉過程 
会議名 期日 
第一回協定協商会議 ４月１日 
総合委員会（第一分科会第一回会議） 4 月 4 日 
総合委員会（第一分科会第二回会議） 4 月 5 日 
総合委員会（第一分科会第三回以降の会議） 4 月 12～20 日（連日開催） 
輸出入（商品）委員会（第二分科会第一回会議） 4 月 5 日 
輸出入（商品）委員会（第二分科会第二回以降の会議）
4 月 12 日～16 日（連日開
催） 
決済委員会（第三分科会第一回会議） 4 月 5 日 
決済委員会（第三分科会第二回以降の会議） 4 月 12 日～16 日（連日開
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史料：産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，pp.621-670 より筆者が作成。 
 
 表 8 からわかるように、双方の交渉は協定協商会議、貿易協定の条項を討議する委員会
の分科会及び各業界の懇談会という 3 つの部分によって構成されていた。協定協商会議と
は、中国側の 14 名の「協定協商委員」と日本側の 13 名の「協定合同委員」との間で行わ
れたものであった。日本側の代表が「協定合同委員」と呼ばれていたのは、その構成が日
中議連と日本国貿促の二つの貿促団体から選出されたからであった。 
 第 6 章で述べたように、日中議連（1949 年に発足した中日議連を含む）は国会議員中
心の貿促団体として貿促運動において独自の政治的役割を持つが、業者会員がいなかった
ため貿易実務の面において役割を果たすことができなかった。また、日中議連の運営は選
挙や国際政治から影響を受けることが多く、1949 年の発足後、解散と再建を何度も繰り返
した495。一方、前述したように 1954 年 9 月に誕生した日本国貿促は貿促団体の「大集合」
として、国会議員だけではなく政財界の有力者や大企業をも多く集めていた。また、中国
貿易代表団に正式招請を出して、代表団の協定交渉、各業界との懇談会、各地の工場視察
                                                  
4951949 年に発足した中日議連は 1950 年朝鮮戦争の勃発によって解散され、1952 年日中議連
の誕生によって再建された。1954 年 3 月 18 日、日中議連は再び解散されたが、団体理事会は
同日に団体の再建を公表した（波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 上
村幸生文書－資料編Ⅰ』現代史料出版，2006 年，p.273。 
催） 
海運委員会（第四分科会第一回会議） 4 月 5 日 
海運委員会（第四分科会第二回以降の会議） 4 月 15 日、16 日 
化学品懇談会 4 月 4 日 
医薬懇談会、大豆懇談会、染料懇談会、機械工業懇談会、 4 月 5 日 
神戸市懇談会 4 月 9 日 
繊維懇談会（大阪）、内燃機関関係・木造船懇談会（大
阪）、電機軽機械懇談会（大阪）、 
4 月 10 日 
化学・雑貨懇談会（大阪） 4 月 12 日 
硫安懇談会、化学肥料懇談会 4 月 14 日 
第二回協定協商会議 5 月 2 日 
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などの事務を「一手に引き受けて活動した」のも日本国貿促であった496。にもかかわらず、
第三次日中貿易協定の交渉において日中議連はなぜ必要だったのか。 
 この点について、中国側が第二回協定協商会議で「日本側協商委員としては、是が非で
も何等かの形で政府の保障を得んものと、特に日中貿易促進議員連盟を通じて、政府の善
処を強く要望した」ことに注意すべきである497。つまり、中国側の代表は双方の最後の会
議において、政府間貿易交渉、国家銀行間の支払協定の締結などの条項に対する日本政府
の保障を求めたのである。前述したように、1954 年後半から中国政府はそれまでの対日方
針を変更して日本政府との接触を通じて国交正常化を図る方針に転じた。このため、周恩
来総理は出発前の雷任民に「日本の民間団体や業界との接触のほかに、日本政府への働き
かけを行うべきである」と強調し498、第一回協定協商会議における中国側代表の発言にも
「貿易関係を発展させるためには、人民のたゆまない努力は無論重要なことでありますが、
政府がその当然負うべき責任を担うことは、なお更大切な条件であります。これがまさし
く、目下中日貿易を発展させるカギであります」という内容があった499。第三次日中貿易
協定に対する日本政府の保障を求めることにおいては、日中議連の政治的役割が当然期待
されていたのである。 
 第一回協定協商会議の主な内容は双方代表の挨拶と交渉の運営方法に関する意見交換で
あった。双方が協議した結果、交渉の運営方法は次のように決められた。 
 
 「一、交渉に関する運営は運営委員を双方から二名づつ、選出することとし、日本側から宇
田耕一（中日議連）、山本熊一（日本国貿促）、中国側から謝筱迺、孫平化がこれにあ
たること。 
  一、交渉の運営方法は、貿易協定協商会議のほかに総合、輸出入、決済、海運の小委員会
を設け、各小委員会には日中双方から各一名の委員長を出すこととする。」500 
 
 表 8 が示しているように、4 月 4 日から 16 日まで上記の 4 つの小委員会分科会議が行
われた。1953 年の第二次日中貿易協定の交渉と違い、双方とも十分な事前準備を行ったた
                                                  
496産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，p.723。 
497産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，p.669。 
498雷任民「回憶周総理対外貿工作的関懐和指導」中央文献出版社『不尽的思念』，1987年，p.247。 
499産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，p.629。 
500産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，p.626。 
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め、交渉は円滑に進められていた。 
協定の各項目に関する具体的な実施方法について、日本側の多くの提案が中国側に採用
された。たとえば、商品分類について中国側は日本側の要望に応じて甲類輸出品目の米を
乙類に降格し、乙類輸出品の蚕糸を丙類に繰入した501。支払方式について双方の意見には
「可成りの隔りがあるため難航を続けた」が、結局は中国側が「大巾に譲歩して」日本側
の「日中清算勘定」（オープンアカウント方式）に同意する形で解決された502。 
 一方、双方は貿易拡大において重要な意義を持つ国家銀行間支払協定、通商代表部、商
品展覧会などについても交渉を行ったが、中国側はこれらの問題が政府の保障を必要とす
ると主張して「協定調印の主体」に日本国貿促と日中議連の二団体だけではなく「日本政
府の参加、又はその実現の保障を求めた503。このような中国側の固執によって、双方の交
渉は「予定の 18 日まで妥結することが困難となった」。 
ところが、村田省蔵の第一回協定協商会議での発言からわかるように、第三次日中貿易協
定の交渉は「嘗て見られなかった広く強い国民的世論の支持を得」た504。協定交渉が難航
した後、その「側面連動として」貿促団体をはじめとする日本の各民間団体の「政府国会
等に対する積極的な建議要望が相次いで行われ」505、「政府の全面的協力を求める運動が
協定交渉の進捗と平行して展開されるに至った」506。たとえば、日本中小企業団体連盟は
「中国貿易代表団の滞在期間の延長、貿易協定の実現に関する政府保証、日中両国貿易代
表部の相互設置、輸出制限の緩和」の四項目について「首相始め関係官僚、衆参両院議長
などを歴訪して陳情した外、日中貿易促進議員連盟をはじめ各政党首脳に対してその協力
方を申し入れた」507。地方においても、日中貿易地方対策委員会は「常任委員会を開き、
長崎、北海道、新潟、長野、埼玉、石川県等から集まった委員が政府、国会等に協力方を
懇請、陳情すると共に、各地方日中貿易促進地方議員連盟並びに現地各業界を動員して関
係当局に対し至急陳情電報を打たせる等活発な活動を展開した」508。以上の二団体のほか、
                                                  
501産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，p.636。 
502産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，pp.639-640。 
503産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，p.634。 
504産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，p.630。 
505産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，p.657。 
506産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，p.658。 
507産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，p.658。 
508同上。 
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中日貿易促進会、西日本造船協議会、国際貿易促進労組協議会なども相次いで政府への陳
情書・要望書を出した。 
 このような日本国内の各団体の努力のほか、日中議連の池田正之輔代表らも貿易協定に
対する鳩山首相の支持を得るために「必死であった」509。これについて、当時の関係者は
「池田正之輔は国会の総理室の前でピケを張る。日中議連の中尾（和夫）、上村（幸生）
担当の話では、車イスでやって来た鳩山首相を廊下で捕え、かねて準備した書面『協定を
支持協力する』を読み上げて署名を求めた。池田が総理に確認を求めたところ、署名して
鳩山は『それでいい、よろしくやってくれ』と答えた」、と証言している510。もちろん、
鳩山首相に支持の態度を表明させた池田らの努力は肯定的に評価されるべきである。しか
し、それ以降の日中関係の展開からみれば、このような首相らの態度は決して日本政府の
正式な態度に等しいものであったとは言えない。 
 すなわち、第三次日中貿易協定交渉中の 4 月 22 日、インドネシアのバンドンでは周恩
来総理と高碕達之助通産相との会談が「窓その他外部より観望し得ぬようシャットし」た
周恩来総理の宿舎で「秘密裡」に行われた511。双方の会談は主に国交回復を中心としたも
のであり、その中で現実的な方法として周恩来総理は「両国の『代表機関』を相互に交換
する」ことを提案し、代表機関の性格について「民間の代表では意味がない」、「本来なら
ば、政府の代表が来ていただければこれに越したことはないのですが、これが現状では不
可能ですから、半政府機関を交換したい」と述べた512。会談終了後、双方の会談内容は電
報で中国外交部に伝えられたが、その中に「半政府機関設置の提案に対して高崎は回答し
なかったが、おそらく日本政府はこの件に対して懸念を抱いている」、「電報の内容を雷任
民に伝えろ」という内容があった513。中国貿易代表団が協定に対する日本政府の正式な支
持にこだわらず、貿易協定の締結に同意したことはこの周恩来の指示とも関係があったか
もしれない。 
 こうして、1954 年 5 月 4 日に第三次日中貿易協定の調印式が行われ、「日本側委員の努
力を明らかにするために、鳩山首相の明言を記載した文書」の内容は双方の「往復書簡」
                                                  
509押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.207。 
510同上。 
511外務省開示文書,2013-00761,「高碕達之助・周恩来会談議事録」。 
512同上。 
513中国外交部档案，105-00211-04，「周恩来総理接見日本高崎ママ談話紀要」。 
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の形で協定の中に記載されている514。 
 
第三次日中貿易協定515 
日本国際貿易促進協会および日中貿易促進議員連盟（一方）と中華人民共和国日本訪問貿
易代表団（他方）は，日中両国貿易を発展させ，日中両国人民間の友好を増進させるために，
平等互恵の原則にもとづき，協議した結果次のように協定する。 
第一条 本協定有効期間内におけるおのおのの側の輸出総額と輸入総額は，それぞれ三
千万ポンドとする。 
第二条 同類物資交換の原則にもとづき，双方の輸出商品の分類（詳細は別表に掲げる）
および総額にたいするそれぞれの百分比はつぎの通りとする。 
 日本よりの輸出品 甲類 総額の三五％ 乙類 総額の四〇％ 丙類 総額の二五％ 
 中華人民共和国よりの輸出品 甲類 総額の三五％ 乙類 総額の四〇％ 丙類 総額 
の二五％ 
第三条 本協定は，日本国の商工業者と，中華人民共和国の国営対外貿易公司および私
営貿易業者が，具体的な取引契約を締結して実現する。 
第四条 双方の取引は，いずれも英ポンドをもつて価格計算の単位とする。 
第五条 双方の取引上の支払と清算は，日本銀行と中国人民銀行との間に支払協定を締
結し，清算勘定を開設して処理するものとする。両国の国家銀行間に支払協定が締結される
までは英ポンドによる現金決済とする。 
第六条 輸送に関しては，取引契約を締結する際に契約者双方で協議決定する。 
第七条 商品検査に関しては，日本の輸出品は契約者双方の同意した日本商品検査機関
の品質重量検査証をもつて代金支払の要件とする。中国の輸出品は中国商品検験局の品質重
量検査証をもつて代金支払の要件とする。（輸出品の検査費用は売主負担とする。）但し買
主は商品が目的港に到着した後に再検査を行う権限をもつ。 
 日本の輸入品は契約者双方の同意した日本商品検査機関が再検査にあたり，中国の輸入
品は中国商品検験局が再検査にあたる。（再検査の費用は買主とする。）もし品質と重量な
どが契約に定める条件と符合しないことを発見した場合には，買主は売主にたいして賠償を
要求する権限をもつ。但し輸送の途中において生じた品質と重量の自然変化は賠償要求の範
囲に入らない。賠償要求の期限は契約者双方が契約の中で個別に規定する。 
第八条 契約の履行にさいして生じ，または契約に関連して生じた一切の紛争は，契約者
双方の協議により解決する。契約者双方の協議により解決できないときは仲裁にかけること
ができる。 
 仲裁は，契約者双方がそれぞれ日本国および中華人民共和国国籍を有するものより同数
の仲裁人を指定し，または派遣し，さらに両方の仲裁人が同意した第三者一名を加え，仲裁
委員会を組織して行う。 
 この仲裁は被告の居住する国において行う。仲裁の費用は，敗訴者の負担とする。仲裁
の方式は，仲裁委員会の定めるところによる。仲裁委員会の審判を最終決定とし，契約者双
方は，これに服さなければならない。 
 双方は相手側に仲裁事務の執行と要員の往来にあらゆる便宜をあたえること，およびそ
の安全を保障することについて，それぞれ本国政府の同意を得ることとする。 
第九条 双方は，互いに見本市を相手国において単独に開催することに同意する。 
 日本側の見本市は，一九五六年春に北京および上海において開催し，中国側の見本市は，
一九五五年内に東京および大阪において開催することとする。双方は，相手側に見本市開催
の事務の執行と要員の往来にあらゆる便宜をあたえること，およびその安全を保障すること
について，それぞれ本国政府の同意を得ることとする。 
第十条 双方はつぎのことに同意する。 
 互いに相手国に常駐の通商代表部をおくこと。日本側の常駐通商代表部は北京におき，
中国側の常駐通商代表部は東京におくこと。双方の通商代表部および部員は外交官待遇とし
                                                  
514産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，p.658。 
515石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料 日中関係』，日本評論社，1970 年，pp.71-72。 
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ての権利があたえられること。 
 双方はまた，上記のことを速かに実現するよう努力することに同意する。 
第十一条 双方はそれぞれの本国政府に要請して，速かに日中貿易問題について両国政府
間で商議を行い，協定を締結させるように努力する。 
第十二条 本協定は調印の日より効力を発生し，有効期間は一年とする。 
 本協定は双方が協議し同意した場合には，これを延長または改訂することができる。 
第十三条 本協定は一九五五年五月四日東京で締結し，中国語および日本語をもつて書か
れた協定書を二通作成する。両国語の文書は同等の効力をもつ。 
 
  日本国際貿易促進協会 会長 村田省蔵 
山本熊一，田島正雄，加納久朗，豊田雅孝，鈴木一雄 
  日中貿易促進議員連盟 代表理事 池田正之輔 
          宇田耕一，長島銀蔵，帆足計，中村高一，木村禧八郎，須藤五郎 
  中華人民共和国日本訪問貿易代表団 団長 雷任民 
李燭塵，盧緒章，謝筱廼，孫平化，張紀明，李範如，倪蔚庭，商広 
文，馮鉄城，李景唐，辛毅，詹武，張致遠 
 
中日貿易協定商品分類付表 
 
日本国よりの輸出 
 甲類・・・銅塊，アルミニウム材料，鋼板，鋼管，ブリキ板，薄鉄板，建築用鋼材，ド
ラム罐用鉄板，鉄道器材，各種大型機器，発電設備，船舶。 
 乙類・・・化学肥料，医薬品およびその原料，化学工業原料，染料中間体，各種化学繊
維，高級印刷用インキおよびその原料，各種鉄合金，紡織・捺染機械およびその部分品，各
種機械，トラック，自動車およびその部分品，電気工業および通信器材，無線器材，モータ
ーバイク，精密儀器，光学儀器，医療器械，切削工具およびその原料，その他。 
 丙類・・・理化学儀器，計算機，タイプライター，モノタイプ，自転車，ミシン，家庭
用電気器具，録音機，時計，写真器材，各種工具，漁撈工具，綿織物，毛織物，紙類，寒天，
海産物，乳牛，雑貨，映画，その他。 
中華人民共和国よりの輸出 
 甲類・・・鉄鉱石，マンガン鉱，銑鉄，石炭，大豆。 
 乙類・・・米，塩，菜種および油脂原料，桐油，雑豆，マグネサイト，マグネシア・ク
リンカー，礬土頁岩，焦宝石，重晶石，耐火粘土，螢石，燐灰石，石綿，アンチモニー，豚
毛，羊毛，カシミヤ，葉煙草，麻類，膠，各種皮革，その他。 
 丙類・・・滑石，石墨，石膏，雄黄，豚皮，絨氈，生漆，落綿，柞蚕糸，各種屑糸，桐
材，麦稈真田，ふすま，松脂，五倍子，植物薬材，肉桂皮，麝香，八角，海産物，雑貨，映
画，その他。 
 
第３次日中民間貿易協定に関する往復書簡 
  
                  日本側書簡 
 
   貴我双方の間に一九五五年五月四日東京において締結された日中貿易協定にたいしてわ
が国政府が支持と協力を与える問題に関し，日中貿易促進議員連盟の代表が一九五五年四
月二十七日鳩山内閣総理大臣に会見した際，鳩山内閣総理大臣はこれにたいして，支持と
協力をあたえる旨明言いたしました。 
  右御通知いたします。 
  一九五五年五月四日 
   日本国際貿易促進協会         日中貿易促進議員連盟 
     会長 村田省蔵            代表理事 池田正之輔 
   中華人民共和国日本訪問貿易代表団 
      団長  雷任民先生 
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                  中国側返信 
 
  一九五五年五月四日付左の内容をもつ貴書簡を受領いたしました。 
  （日本側書簡省略） 
  右御返答申しあげます。 
  一九五五年五月四日 
   中華人民共和国日本訪問貿易代表団 
        団長  雷任民 
   日本国際貿易促進協会          日中貿易促進議員連盟 
   会長 村田省蔵先生           代表理事 池田正之輔先生 
 
 以上の内容からわかるように、日本政府の正式な保障と支持を得られなかったとはいえ、
国家銀行間支払協定、通商代表部、見本市開催などの内容が新たに追加された第三次日中
貿易協定の締結が従来の協定に比べて大幅に前進したことは事実であった。協定内容のみ
ならず、その交渉の契機であった中国貿易代表団の来日も大きな意義があった。1955 年の
中国貿易代表団の訪日によって、1950 年代中期以降の中国貿易代表訪日の端緒が開かれた。
代表団の各民間団体との交流、記者会見、地方産業視察及び業界との懇談会によって、日
本国民の中国への関心と日中貿易への期待が喚起され、「日中貿易は日本の経済界にしっ
かりと根を生やし」516、1956 年以降の日中貿易の飛躍的な成長の基礎が築かれた。 
 
 
第三次日中貿易協定調印式 
（出所：押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年） 
 
 しかし、第三次日中貿易協定を評価する際に、その背後における問題点も看過できない。 
第三次日中貿易協定の交渉において、日本側の代表は中国貿易代表団の正式招請団体であ
る日本国貿促と日中議連の二団体しかなかった。しかし、日中議連の国会議員の中にも大
企業や大商社と関係を持つ者が多かった。第 6 章で述べたように、1953 年 9 月に訪中し
た日中議連代表団の中に 10 数名の経済界代表がいたが、その多くは神戸製鋼、日立造船、
東邦海運より派遣された者であった。一方、「強力」な団体として評価されている日本国
                                                  
516辻誠『日中民間貿易史―日中貿易商社第一通商の興亡から』，2012 年，p.31。 
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貿促の会員には同団体に統合された日中貿易促進会議の中小企業が多く参加していたが、
その団体内部における影響力は大企業と大商社に対し比べものにならないほど小さかっ
た。このため、中国貿易代表団の正式招請団体である日本国貿促と日中議連の準備体制に
対して、中小企業団体は「中小企業関係の総意が充分に表現され得ないとして、日中友好
協会の斡旋により、2 月 14 日、中小企業関係中国通商使節団歓迎会を組織し、中国貿易代
表団の歡迎並びに貿易交渉を行うことになった」517。中小企業だけではなく、中国貿易代
表団の訪日に対して一部の地方産業も独自の方針で対応していた。それは、中国貿易代表
団の希望する全国各地での視察が日本政府の方針によって京浜、京阪神、中京の三地区に
限定されたからである。 
 1955年以前という「中国関係の仕事が白眼視されることの多かった時代」においては518、
日中貿易に最も熱心だったのは中小企業と地方産業であった。第三次日中貿易協定に対す
る政府の全面的協力を求める運動においても、中小企業と地方産業が積極的に活動してい
た。一方、中小企業は信用度や取引量などにおいて限界があり、苗木・ガラス瓶・工芸品
などの地方産業の輸出希望品目が中国側に必要とされないことも事実であった。このため、
1953 年以降の日中貿易は年々増加していたものの、その中における中小企業や地方産業の
割合はそれほど伸びなかった。第三次日中貿易協定調印後、日中貿易の飛躍的な成長とと
もに過度の競争、メーカーが特定した商社による独占、取扱商社の商品別指定などの問題
が次第に深刻化したが、その背後にはこのような中小企業・地方産業と大手企業・大手メ
ーカーとの対立が存在していた。 
 ここで注意すべきなのは、第三次日中貿易協定調印後の日中貿易に対する日本政府の態
度である。協定に対する保障と支持を正式に表明しなかったとはいえ、1955 年以降の日中
貿易の急成長を日本政府は非常に重視していた。そこで、貿易の拡大とともに生じた過度
の競争、特定商社による独占、取扱商社の商品別指定などの問題を解決するために519、日
中輸出入組合という組織が発足した。 
 
第五節 日中輸出入組合の設立と日中貿易 
                                                  
517産業科学協会編『日・中貿易と我が国の産業』，1955 年，p.622。 
518押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流』，図書出版，1997 年， p.209。 
519社団法人中国研究所「日中経済交流の 10 年 Ⅳ日中貿易の転換期（1956～57 年）」『中国資
料月報』（142），1959 年，p.21。 
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 1955 年 12 月 15 日に設立された日中輸出入組合は、1952 年 8 月 5 日に制定された輸出 
入取引法（法律第 299 号）に基づく通産省が指導する法人団体である520。  
ここで注意すべきなのは、日中輸出入組合と一般の貿促団体との違いである。中国側に
「日中貿易における日本の団体として認められた」という指摘があるが521、輸出、輸入組
合に関する「輸出入取引法」第 11 条と第 19 条の規定によれば、日中輸出入組合の事業内
容は①不公正な輸出入取引の防止、②調査、斡旋等輸出入に関する海外市場の維持及び開
拓、③輸出入すべき貨物の価格、品質その他の事項の改善、④輸出入に関する苦情及び紛
争の処理、⑤組合員に対する資金の貸付（手形の割引を含む。）及び組合員のためにするそ
の借入、と決められたことがわかる。以上の事業内容は、貿易に関する調査・斡旋、輸出
入に関する苦情及び紛争の処理を除いてすべて従来の貿促団体の事業内容に含まれないも
のであった。一方、日中貿易における障害の除去という従来の貿促団体の事業は上記の事
業内容に含まれていない。「通産相が指導する」ということもあって、少なくとも日中輸出
入組合は政府と緊密な関係を持つ団体であったと言える。 
日本輸出入組合は発足時、初代理事長は元ニチメン社長の南郷三郎、副理事長は第一通
商社長の似田博が就任した。第一通商元社員辻誠の回想によれば、日中輸出入組合の中に
は「日中貿易に関係するほとんど全部の商社が加盟していたこと」がわかる522。つまり、
同団体は改組後の中日貿易促進会のような業者中心の団体であるが、その中に大企業だけ
ではなく日中貿易に関係する中小企業もほとんど含まれていた。このような「窓口一本化」
は、「政府主導の輸出入取引の調整」によって特定商社による独占、取扱商社の商品別指定
などの問題を解決し、「日中貿易の促進を図る」ための対策であったと指摘されている523。 
日中輸出入組合の設置の背後に貿促運動を抑えるという日本政府の狙いが存在していた
ことを証明できる資料は発見できなかったが、第三次日中貿易協定の中に通商代表部設置
や国家銀行間支払協定の締結などの条項が加わったこととそれに対して米国政府と国民政
府が日本政府に強く抗議したことは事実である。 
そして、「輸出入取引法」の中では輸出入組合の参加資格が明確に規定されていないが、
                                                  
520辻誠『日中民間貿易史―日中貿易商社第一通商の興亡から』，2012 年，p.29。 
521辻誠『日中民間貿易史―日中貿易商社第一通商の興亡から』，2012 年，p.30。 
522同上。 
523辻誠『日中民間貿易史―日中貿易商社第一通商の興亡から』，2012 年，p.29。 
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その内容から輸出入組合の参加者が業者のみであると判断できる。この法律に基づいて発
足した日中輸出入組合による日中貿易の「窓口一本化」が実現されると、それまでの貿促
運動において大きな役割を果たした政治家、議員、労組などの勢力が除外され、貿促運動
そのものが展開できなくなる。日中輸出入組合について分析する際に、その設立が貿促運
動にとって不利であった点は看過できない。 
「日中貿易を独占しようとしており、協力的でない団体を排斥する」という理由から、
日中輸出入組合に対して中国政府は消極的な態度をとっていた524。しかし、1958 年に締
結された第四次日中貿易協定の日本側調印者の中には、日本国貿促と日中議連のほかに日
中輸出入組合も含まれていた。では、日中輸出入組合に対する中国政府の態度はなぜ変わ
ったのか。この点について、1956 年 6 月 2 日に作成された中国外交部档案資料の中には
「日中輸出入組合は通産省の指示に従うため日本経済界においてなかなか影響力を握るこ
とができない。しかし、同団体は通産省と緊密な関係を持つため、日中貿易の発展に利用
することができる。同団体に対する今後の方針として、接触を保つことと同時にその独占
を防がなければならない」という内容がある525。この日中輸出入組合への方針転換は、日
本政府への方針転換によるものであり、日本国貿促や日中議連などの貿促団体への再認識、
即ち日本政府に対する働きかけにおける従来の貿促団体の限界への認識によるものでもあ
った。そこで中国政府は「将来、日中輸出入組合を中心に日中間の協定交渉を行う」こと
を狙っていたが、「日中輸出入組合が完全に日本政府あるいは独占資本に利用されることを
防ぐ」ために「各貿促団体、企業、個人が本来の形を保ちながら日中輸出入組合に参加し、
同団体の性格を変える」ことが必要であるという方針を固めた526。 
しかし、日中輸出入組合は「窓口一本化」によって不当競争や独占などによる混乱を収
拾するために設立された団体であったが、その「窓口一本化」という目標は貿促団体の「大
合同」である日本国貿促と日中議連から強い反発を受け、これらの団体の対立によっても
う一つの混乱が引き起こされた。1956 年 5 月に第三次日中貿易協定が多くの懸案が解決
されないままで一年延長となったことも、中国政府が日本側の各団体間の対立に鑑みて「新
しい協定を結ぶには機が熟していない」と判断したからである527。そして、第四次日中貿
                                                  
524中国外交部档案，105-00794-11，「1956 年対日貿易方案等」。 
525中国外交部档案，105-00794-11，「1956 年対日貿易方案等」。 
526中国外交部档案，105-00793-04，「楊浩廬同志和日本園原光太郎談話紀要」。 
527中国外交部档案，105-00506-02，「延長第三次中日貿易協定問題的請示及与日本方面的往来
函電」。 
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易協定の日本側調印者からわかるように、各貿促団体と日中輸出入組合との協力は日中関
係が中断する 1958 年まで実現されなかった。 
 
おわりに 
 
 本章では、第三次日中貿易協定締結の背景、過程、及びその前後に発足した日本国貿促
と日中輸出入組合という二つの団体に対する考察を通じて、1950 年代中期の日中貿易ない
し日中関係における貿促団体の役割を明らかにした。 
 1950 年代中期は、日本をとりまく国内外情勢が大きく変化した時期であった。日本国内
の多くの貿促団体は中ソの対日方針転換と東西貿易促進機運の高揚とを背景にして再編・
統合され、その結果として日本国貿促が発足した。1955 年 3 月、日中政府の方針転換に
よって戦後初の中国貿易代表団の訪日が実現したが、その際に日本国貿促が果した役割も
無視できなかった。 
 中国貿易代表団の訪日と第三次日中貿易協定の調印によって、日本国民とりわけ経済界
の中国への関心と期待が喚起され、1955 年以降の日中貿易の飛躍的な成長と日中国交回復
運動への基礎が築かれた。この成果について、代表団の日本での活動と協定交渉における
日本国貿促などの貿促団体の役割が看過できない。 
 一方、第三次日中貿易協定の締結とそれ以降の日中貿易の急成長とともに、中小企業・
地方産業と大手企業・メーカーとの対立など、日中貿易の問題点も次第に深刻化した。こ
れらの問題の解決を図るために日中輸出入組合が設置されたが、日中貿易の「窓口一本化」
を目的とする同団体の誕生によって、貿促団体間の対立という新しい問題が生じた。これ
らの問題点は、貿易の積み上げによる二カ国間関係の改善を大きく制約した。 
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第八章 1950 年代末期における日中関係の「中断」と「再開」 
 
はじめに 
  
 1950 年代の日中関係に関する先行研究の中では、1958 年から 1960 年までの時期にお
ける二カ国間関係の変化が特に注目されている528。このため、1958 年 5 月から 60 年 8 月
まで、即ち日中貿易の「中断」から「再開」への過程に関する研究成果が多く蓄積されて
いる。特に、1958 年 4 月の第四次日中貿易協定の中断、同年 5 月に発生した長崎国旗事
件529及び 1960 年の「対日貿易三原則」530（以下は「貿易三原則」と称する）の発表など
の日中関係に大きな影響を与えた歴史的事件について、その背後における中国政府と日本
政府の政策決定や方針転換及び台湾政府からの影響を対象として様々な分析が行われた。 
 ところが、長崎国旗事件後、中国副総理兼外相の陳毅が 1958 年 5 月 10 日に日本政府の
事件への対応を批判する際に最も多く言及したのは二カ国の貿易関係であり、日中関係の
悪化から最も大きな影響を受けたのも貿易であった。また、日中間の緊張な関係に転機を
もたらしたのも 1960 年 8 月の「貿易三原則」の発表であった。 
                                                  
5281950 年代末期の日中関係について論じる先行研究については、草野厚「第四次日中貿易協
定と日華紛争－1958 年 3 月 5 日-4 月 9 日」『国際政治』（66 号）, 1980 年,pp.19-35；陳肇斌『戦
後日本の中国政策－1950 年代東アジア国際政治の文脈』,東京大学出版会,2000 年；王偉彬『中
国と日本の外交政策－1950 年代を中心にみた国交正常化へのプロセス』,ミネルヴァ書房,2004
年；杉浦康之「中国の『日本中立化』政策と対日情勢認識－岸信介内閣の成立から「岸批判」
展開まで」『法学政治学論究』（70）,2006 年,pp.97-128；権容奭「日中貿易断絶とナショナリ
ズムの相克」『一橋法学』6（3）,2007 年,pp.1251-1278；杉浦康之「中国の『日本中立化』政
策と対日情勢認識－第四次日中民間貿易協定交渉過程と長崎国旗事件を中心に」『アジア研究』
54,2008 年,pp.70-85；杉浦康之「中国の『日本中立化』政策と対日情勢認識－日本社会党の訪
中と日本国内の反米・反岸闘争の相互連鎖（1958 年 6 月～1959 年 6 月）」（『近きに在りて』
（56）,2009 年,pp.51-67；横山宏章「封印が解かれた長崎国旗事件の『真相』－台湾外交部の
外交文書から」『東亜』（502）,2009 年,pp.77-82 などが挙げられる。 
5291952 年 5 月 2 日、日中友好協会長崎支部主催の「中国切手・切り紙展覧会」の会場に二人
の日本人が乱入して会場に掲げられていた五星紅旗を引きずりおろして損害を与えたが、日本
政府が承認していたのは中華民国であったため、中華人民共和国の国旗である五星紅旗に損害
を与えた日本人男性は拘束されたが外国国章損害罪でなく器物損害で書類送検された。事件発
生後、中国側は岸首相の対応を厳しく批判し、日中貿易を中止する旨の声明を出した。 
5301960 年 8 月 27 日、周恩来首相は日中貿易促進会専務理事の鈴木一雄との会談において、日
中貿易は政府間協定、民間契約、個別的配慮によるべきものという 3 つの原則を提示し，長崎
国旗事件によって中断された日中貿易はこれによってようやく再開を迎えた。 
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 このため、1950 年代末期の日中関係を検討する際に最も注目すべきなのは両国の貿易関
係の変化であるが、これまでの研究において第四次日中貿易協定、長崎国旗事件及び「貿
易三原則」以外の事件についての考察はほとんど行われていない。そして、第四次日中貿
易協定などの事件についても、従来の研究は主に両国政府の政策決定と方針転換に集中し
ており、これらの事件と日本側の民間人との関係についての考察がまだ十分に行われてい
ない。 
 本章では、1958 年から 1960 年までの時期における日中貿易を背景に、「日中鉄鋼貿易
協定」や「配慮物資」などの先行研究で重視されていない問題点への具体的な考察を含め
て日中貿易の「断絶」から「再開」への過程を再検討したい。 
 
第一節 鉄鋼協定からみる中国政府の対日貿易政策 
 
「もはや戦後ではない」といわれた 1955 年以降の日本経済の本格的な発展とともに、
日中貿易も対中禁輸の緩和及び大手企業の参加によって著しく成長しはじめた。1958 年 2
月 10日、八幡製鉄所常務取締役稲山嘉寛を団長とする日本鉄鋼代表団が北京に到着した。
26 日、同代表団は中国鉱山公司、中国五金進口公司の二社と総額 2 億ポンドにのぼる「日
本鉄鋼代表団、中国鉱産公司、中国五金進口公司長期求償貿易協定書」（以下「日中鉄鋼貿
易協定」と称す）と「一九五八年度求償貿易議定書」（「日中鉄鋼貿易協定」の第 3 条531に
基づいて締結されたもの）に調印した。 
「日中鉄鋼貿易協定」は、中国側が 1958 年より 1962 年にいたる 5 ヵ年間において日
本側より 1 億英ポンドに値する各種の鋼材を輸入し、見返りとして同金額の鉄鉱石や製鉄
用石炭などの鉱産物を輸出するという、一種の長期間バーター貿易協定であった。ここで
注意すべきなのは、従来「中国からの小額引き合いに興味を示さなかった」鉄鋼業界の態
度がこの時期に一転した理由である532。 
1956 年にスエズ動乱が勃発し、その影響を受けて 1957 年より原料品国際市況の高騰が
                                                  
531第 3 条「本協定に基づき双方は毎年末までに翌年の求償貿易の協定書を協議調印し、双方の
輸出する商品に対し具体的方法を立案し、これが実現を図るものとする、1958 年の求償貿易協
定書は本協定書と同時に調印する」。 
532社団法人中国研究所「日中経済交流の 10 年 Ⅲ日中貿易の再開期（1953 年~55 年）」『中国
資料月報』（142）、1959 年 12 月 28 日、p.8。 
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始まった533。これによって、「原料を海外に依存し、生産の約二割を輸出しなければなら
ない」日本の鉄鋼産業も不振に見舞われた534。しかしそのなか、啓発交易のような中小企
業の努力によって中国向けの鉄鋼輸出が年々増加し、1957 年 11 月には日本鉄鋼輸出承認
高のうち 50.1％という大きな比重を占めるに至った。日本の鉄鋼業界は、もはや対中輸出
を無視できなくなった。日本の鉄鋼業界からみると、中国は鋼材の輸出市場として新たに
大きな需要と潜在力を持っているため、鉄鋼貿易協定の締結によって長期間にわたる取引
を確保できる。そして、近距離であるから運賃も下がり、鉱石▪石炭を購入できるので、原
料コストの削減にも有利であった。 
もちろん、協定の締結は、日本側が一方的に望んでいたのではなかった。この協定の成
立により 5 ヵ年計画に不可欠な鉄鋼を隣の日本から購入できると同時に、当時は買い手が
少ない鉄鉱石やコークス用石炭を日本から鋼材輸入の見返りに輸出できるようになること
は中国にとっても好ましかった。 
ここで特に注目すべきなのは、「日中鉄鋼貿易協定」と「一九五八年度求償貿易議定書」
の取扱商社に関する内容に、「推薦」や「指定」のような文言が初めて使用されたことであ
る。 
 
「日中鉄鋼貿易協定」の第七条：535 
「取扱貿易商社については、双方より推薦して協議指定するものとする」。 
「一九五八年度求償貿易議定書」（覚書）第四条 
協定書第7条に規定する取扱貿易商社についてはなるべく速やかに双方より推薦して協
議指定するが、それまでは双方は現在取扱商社の範囲内において名簿を交換すること。 
  
 では、なぜ取扱商社の指定が必要だったのか。当時の中国と日本はイデオロギーや経済
体制が異なり、国交も正常化されていなかったため、「現地の実情を知らない」メーカーに
よる直接取引ができず536、貿易契約の売買当事者は基本的に中国側の対外貿易公司と日本
側の貿易商社に限られていた。 
                                                  
533同上。 
534平井博二『日中貿易の基礎知識』田畑書店、1971 年、ｐ.28。 
535日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料集』、1971 年、ｐ.191。 
536『朝日新聞』朝刊、1958 年 3 月 10 日。 
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「日中鉄鋼貿易協定」までの日中貿易の主な協定は、1952 年 6 月 1 日より合計 4 次に
わたって調印された「日中貿易協定」であった。これらの協定の中では「日本の商工業者
と中国の国営対外貿易公司および公私合営、私営対外貿易公司が具体的な取引契約を締結
して実現する」と決定しているが537、「推薦」や「指定」のような文言はなかった。では、
なぜ「日中鉄鋼貿易協定」の実施には取扱商社の指定が必要であったのか。 
 まず、「日中鉄鋼貿易協定」の取扱商社が「指定」や「推薦」を通じて選ばれたプロセス
について説明したい。当時日本鉄鋼訪中使節団に同行し、後ほど帰国した武斉（丸紅飯田
系列会社）副社長井戸真治によれば、「中国五金進口公司は日本の対中専門商社を最優先的
に指定商社とする意向のようである。商社を三グループに分け、第一グループは促進系商
社（日中貿易の専業商社）と称し、一社当たりの取扱量を六～七千トンにする。これは啓
明交易、東邦商会、東工物産、東京貿易、和光交易、東産業、相互貿易の七社。第二グル
ープは自社名による直接取引を行っている総合商社で伊藤忠、日商、日綿、東綿、安宅産
業の五社。第三グループは第二会社を通じて間接取引を行っている商社で三菱商事（明和
産業）、第一物産（第一通商）、住友商事（大華貿易）、丸紅飯田、木下商店の五社」という
ことであった538。 
では、取扱商社を区別して対応しようとした中国側の意図は一体何か。 
これは、まず日本鉄鋼業界における「指定商社制」（あるいは「指定問屋制」）と関係し
ていたと考える。1952 年、八幡製鐵所をはじめとして日本鉄鋼業界の各社は、投げ売り防
止▪市値安定の実現によって不況を切り抜けるために、「独禁法」に抵触しない範囲内で「指
定商社制」の採用を検討しはじめた539。各社幹部の協議によって「まず薄板、亜鉛鉄板の
輸出について、輸出商権を室町物産▪不二商事▪安宅産業▪岩井産業に限定する」ことになっ
た540。しかし「市値安定」の効果を果たしたこの「指定商社制」は、「日中鉄鋼貿易協定」
の値段交渉における大きな問題であった。前記のように、「日中鉄鋼貿易協定」は従来の「日
中貿易協定」と違い、5 年間という長期間に加えて往復で年間 2 億英ポンドの大口貿易で
あり541、「値段交渉」における少しの譲歩でも大きな差が生じる可能性がある。つまり、「鋼
                                                  
537日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料集』、1971 年、ｐ.155、ｐ.168、ｐ.172、
ｐ.191。 
538「商社を三グル-プに-井戸帰国談 中共側の意向」『読売新聞』朝刊、1958 年 3 月 20 日。 
539「独占禁止法」。主に第四条、第五条（不当な取引制限を排除する規定）のことを指す。 
540『読売新聞』朝刊、1952 年 12 月 6 日。 
541 4 次の「日中貿易協定」のなかで貿易量が最も多かったのは「第 4 次貿易協定」であり、輸
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材の値段が低すぎると、鉱石値段が割高となる」ことは鉄鋼メーカーにとって不利である
が542、言い換えれば、中国側が損失を被るということであった。このため、中国側は信頼
する商社を通じて「日中鉄鋼貿易協定」を実施せざるをえなかった。 
では、上記の７つの日中貿易専業商社はなぜ第一グループに選ばれたのか。 
まず、日中貿易の専業商社とは、中国との貿易だけをしていた商社、あるいは対中貿易
に会社の前途を賭けていた商社のことである。そして、「促進系商社」という呼び方は、こ
れらの会社が貿促団体の会員企業であることを意味するものであった。これらの商社は従
来の貿促運動において大きな役割を果たしたが、いずれも鉄鋼メーカーの指定商社ではな
かった。中国側として、これらの商社を大事に扱うことは利害関係からいっても当然であ
った。 
次は、これらの商社が 50 年代初期より積極的に対中貿易へ参加し、とりわけ中国の鉱
産物の輸入業務について経験が豊富であった点にある。たとえば、前掲の啓明交易は、日
中貿易が再開された 1952 年から常に日中貿易の最前線に立ち、「日中鉄鋼貿易協定」に決
められた重要取引物資である「開灤炭」の戦後初輸入に成功した543。東工物産は、「日中
貿易と日中友好の砦」として、帆足計の勧めで設置された会社である544。「第 2 次日中貿
易協定」が発効した後、帆足は会社の代表として訪中し、開灤炭▪マグネシアクリンカー▪
復州粘土などの輸入契約を中国進出口公司と調印した545。 
中小商社陣の占める第一グループに対し、第二、三グループは大手商社陣であった。で
は、同じ大手であるにもかかわらず、なぜ二つのグループに分けられていたのか。 
1956 年より、共産圏市場の安定化とともに、対中国貿易に対するアメリカの干渉も大き
く緩和された。これによって日本の財界では、「年間中国一億ドル、台湾一億五千万ドルの
取引比率は、本年度中に逆転する可能性が強い」という説が浮上し546、次第に有力となっ
ていった。そのため、伊藤忠商事、東綿、日綿、日商のような他社を通じて日中貿易に参
                                                                                                                                               
出入総額は 7000 万英ポンドであった。日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料
集』、1971 年、ｐ.155、ｐ.168、ｐ.172、ｐ.191。 
542林連徳『虹の架け橋（対日交流回想録）』、ｐ.20。 
543『読売新聞』夕刊、1950 年 6 月 9 日；朝刊、1955 年 9 月 3 日；朝刊、1956 年 9 月 15 日；
『朝日新聞』朝刊、1951 年 2 月 4 日。 
544小林隆治「日中関係 50 年-中国東北との交流の原点を顧みる-」『日中国交正常化 25 周年記念
講演』日中東北開発協会、1997 年 11 月 26 日。 
545同上。 
546『読売新聞』朝刊、1956 年 7 月 21 日。 
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加していた日本の大手商社の中から、「台湾よりも中国」へ乗り換え、「台湾との取引には
逆に第二会社を使う」ということへ積極的な態度をとる会社が現れた547。つまり、これら
の大手商社は鉄鋼メーカー側の信頼を得ており、日中貿易への姿勢も積極的であったため、
取扱商社の指定問題をめぐる双方の妥協点として、第 2 グループに置かれたのである。 
以上のことから、「促進系商社」（日中貿易の専業商社）を第一グループに置き、さらに
貿易額を決めた中国側の意図は、これらの商社を支援すると同時に、「日中鉄鋼貿易協定」
の価格交渉における中国側の利益を最大限に確保することであったと考えられる。当然、
中国側のこのような意図は、従来の日中貿易における日本側の商社、とりわけ中小商社の
役割に対する認識によるものであった。 
  
第二節 第四次日中貿易協定の締結と中止 
 
「日中鉄鋼貿易協定」が調印されたわずか 1 週間後の 3 月 5 日、第四次日中貿易協定の
調印式も北京で開かれた。1950 年代の日中貿易は、56 年に輸出入総額 1 億 5099 万ドル
と戦後最高水準に達し、1957 年もほぼ横ばいで輸出入合計 1 億 4097 万ドルの水準を維持
するまでに発展した（表 9）。 
 
表 9 戦後日中貿易の推移548                  （単位 万ドル）  
 
                                                  
547同上。 
548通産産業調査会編『戦後日本の貿易 20 年史』、1967 年、p.436。 
 
統計 
年別 
 日本輸入 
（年間輸入総額） 
日本輸出 
（年間輸出総額） 
1949 年 2150      （90485） 275      （51000）
1950 年 3933      （97434） 1963     （82000）
1951 年 2161     （199504） 583     （135500）
1952 年 1492     （202819） 60      （127300）
1953 年 2970     （204964） 454     （127500）
1954 年 4077     （239940） 1910     （162900）
1955 年 8078     （247143） 2855     （201100）
1956 年 8365     （322973） 6734     （250100）
1957 年 8048     （428359） 6049     （285800）
1958 年 5443     （303311） 5060     （287700）
1959 年 1892     （359949） 365     （345600）
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第四次日中貿易協定の締結は、貿易のさらなる発展を実現するためのものであった。そ
の内容は、次の通りである。 
 
               第四次日中貿易協定 
日本日中貿易促進議員連盟，日本国際貿易促進協会および日本日中輪出入組合（一方）
と中国国際貿易促進委員会（他方）は，日中両国間の貿易の発展を一層促進し，日中両国
人民間の友好を強化するために，平等互恵の原則にもとずき，協議した結果，次のように
協定する。 
 第一条 本協定有効期間内におけるおのおのの側の輸出総額と輸入総額は，それぞれ三
千五百万英ポンドとする。   
 第二条 同類物資交換の原則にもとづき，双方の輪出商品の分類（詳細は別表に掲げる）
および総額にたいするそれぞれの百分比はつぎのとおりとする。 
   日本よりの輸出品 甲類 総額の四〇％ 乙類 総額の六〇％ 
   中国よりの輸出品 甲類 総額の四〇％ 乙類 総額の六〇％ 
 第三条 本協定は，日本の商工業者と中国の国営対外貿易公司およぴ公私合営，私営対
外貿易公司が具体的な取引契約を締結して実現する。 
 第四条 双方の取引は，いずれも英ポンドまたは双方の同意したその他の第三国の貨幣
をもつて価格計算の単位とする。 
 第五条 双方の取引上の支払と清算は，日本銀行と中国人民銀行との間に支払協定を締
結し，清算勘定を開設して処理する。 
  両国の国家銀行間に支払協定が締結されるまでは，両国の外国為替銀行が直接的な業
務関係をとり結ぶ。双方の取引は当分現金決済とする。 
 第六条 輸送に関しては取引契約を締結する際に契約者双方で協議決定する。 
 第七条 商品検査に関しては，日本の輸出品は日本商品検査機関の品質重量検査証をも
つて代金支払の要件とする。中国の輸出品は中国商品検験局の品質重量検査証をもつて
代金支払の要件とする。輪出品の検査費用は売主負担とする。但し買主は商品が目的港
に到着した後に再検査を行う権限をもつ。日本の輪入品は日本商品検査機関が再検査に
あたり，中国の輸入品は中国商品検験局が再検査にあたる。再検査の費用は買主負担と
する。もし品質と重量などが契約に定める条件と符合しないことを発見した場合には，
買主は売主にたいして賠償を要求する権限をもつ。但し輸送の途中において生じた品質
と重量の自然変化は賠償要求の範囲に入らない。賠償要求の期限は契約者双方が契約の
中で個別に規定する。 
 第八条 契約の履行にさいし生じ，または契約に関連して生じた一切の紛争は契約者双
方の協議により解決する。契約者双方の協議により解決できないときは仲裁にかける。
仲裁は被告の居住する国において行う。 
  日本において行う場合は，日本国際商事仲裁協会が当該協会の仲裁規定により仲裁を
行う。仲裁人の人選は日本国際商事仲裁協会の仲裁人名簿に限らない。但し日本国，中
華人民共和国および双方の同意した第三国国籍を有するものに限る。中国において行う
場合は，中国国際貿易促進委員会対外貿易仲裁委員会が当該委員会の仲裁規定により仲
裁を行う。仲裁裁決は最終決定とし，契約者双方は，これに服さなければならない。双
方は相手側に仲裁事務の執行と要員の往来にあらゆる便宜をあたえ，かつその安全を保
障することについて，それぞれの本国政府の同意を得ることとする。 
 第九条 双方は，両国間の技術交流と技術協力の促進強化に努力することに同意する。 
 第十条 双方は，需要と可能性にもとずき，双方の必要とする重要物資について保障つ
きの長期的供給関係をとり結ぶことに同意し，且つこの問題についてできるだけ早く協
議することに同意する。 
 第十一条 双方はつぎのことに同意する。 
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  互に相手国に常駐の民間通商代表部をおくこと。双方の通商代表部は本協定の調印者
双方により派遣され，東京と北京にそれぞれ設ける。 
  双方は相手側の通商代表部およびその所属人にたいし安全保障と任務遂行上の便宜
をあたえることについて，それぞれ本国政府の同意を得ることとする。双方の通商代表
部の任務はつぎのとおり規定する。 
一，協定実施中において発生した各種の事項について連絡と処理にあたること。 
二，おのおの自国の市場情況を紹介すること。 
三，駐在国における貿易と市場に関する情況を調査し資料を蒐集すること。 
四，両国の商工業者の取引活動と貿易上の往来に協力すること。 
五，両国間の技術交流について連絡と促進にあたること。 
六，各自の派遣機関より委託されたその他の貿易関係の事項を取扱うこと。 
 第十二条 双方は，互に商品展覧会を相手国において単独に開催することに同意する。
日本側の商品展覧会は，一九五八年内に武漢と広州において開催し，中国側の商品展覧
会は，一九五八年内に名古屋と福岡において開催する。双方は相手側の展覧会要員にた
いし，安全を保障し順調に仕事を遂行する条件をあたえることについて，それぞれ本国
政府の同意を得ることとする。 
 第十三条 双方はそれぞれの本国政府に要請して，速かに日中貿易問題について両国政
府間で交渉を行い，協定を締結させるように努力する。 
 第十四条 本協定は調印の日より効力を発生し，有効期間は一年とする。 
  本協定は双方が協議し同意した場合には，これを延長または改訂することができる。 
 第十五条 本協定は一九五八年三月五日北京で締結し，日本語と中国語をもつて書かれ
た協定書を二通作成する。両国語の文書は同等の効力をもつ。 
             
 
 日中貿易協定商品分類付表 
 
日本側よりの輸出 
 甲類 鉄道車輌および器材，発電設備，船舶，各種大型機械及び精密機械，各種プラン
ト，銅塊，アルミニウム材，鋼板，鋼管，ブリキ板，薄鉄板，建築用鋼材，ドラム罐用
鉄板 
 乙類 一般機械器具及び工具，各種合金鉄，化学肥料，窯業製品，医薬品及び原料，化
学工業薬品及び原料，染料，染料中間体，各種化学繊維及び製品，各種動植物繊維及び
製品，木材及び木製品，紙類，家畜類，食品類，水産物，各種雑貨，映画，その他 
中国側よりの輸出 
 甲類 大豆，石炭，鉄鉱石，マンガン鉱，銑鉄，錫 
 乙類 米，雑豆，雑穀，油脂及び油脂原料，桐油，塩，マグネサイト，マグネシアクリ
ンカー，礬土頁岩，焦宝石，重晶石，粘土，螢石，燐灰石，石棉，アンチモニ一，白粘
土，豚毛，羊毛，カシミヤ，羽毛，各種皮革，葉煙草，膠，麻類，肉類，ラード，腸衣，
化学工業原料類，石油製品類，ペイント，滑石，石墨，石膏，雄黄，大理石，軽石，絨
氈，豚皮，各種落綿，屑系，柞蚕系，ふすま，桐材，麦稈真田，松脂，五倍子，生漆，
じや香，八角，桂皮及び各種香料，香料油，果物類，乾燥果実類，酒類，罐詰類，卵製
品，水産物，植物薬材，各種中国既成薬，手工芸品，雑貨，映画，その他 
 
「覚書」 
 
  双方は，相互主義と相互尊重の基礎の上に立ち一九五八年三月五日北京において調印
された日中貿易協定第十一条の規定を順調に実施するため，下記の措置をとる。 
一，双方は，それぞれ本国政府の同意をえて，相手側常駐の民間通商代表部およびその
所属人員の安全保障と任務の円滑な遂行のために，以下の待遇をあたえる。 
（１）双方は，相手側の通商代表部およびその所属人員の安全保障に適切な措置をとる。
もし法律上の紛争を引起した場合は双方が連絡して双方の同意した方法で処理すること。 
（２）双方は，相手側の通商代表部の所属人員にたいし出入国の便宜，通関の優遇およ
び貿易活動を目的とする旅行の自由をあたえること。 
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（３）通商代表部は業務遂行上に必要な暗号電報を使用することができること。 
（４）通商代表部はその建物に本国の国旗をかかげる椎利を有すること。 
二，双方の通商代表部の人数は，双方がそれぞれ任務遂行上の必要に基いて決定する。
通商代表部の所属人員およびその家族の指紋をとらぬこと。 
三，双方は，この覚書が日中貿易協定と同等の効力をもち，貿易協定の不可分の一部で
あることを確認する。 
 
                             一九五八年三月五日 
      
 
ここで注意すべきなのは、第四次日中貿易協定をめぐる日中間の交渉が 1957 年 9 月に
始まったことである。では、この協定が 1957 年内に締結されなかった理由は何か。これ
は、協定の交渉における問題点と大きく関係していた。 
 第四次日中貿易協定の交渉は1957年9月から北京で始まり11月まで約40日続いたが、
交渉の中心的問題は通商代表部の設置であった。通商代表部の性格とその駐在員の待遇に
ついて、日本政府は中国側が日本に駐在する人員の人数を制限し、その枠は 5 名であるこ
とを要求した。しかも、その人数枠は「通訳、運転手、料理人も」含んだものであった549。
このほか、通商代表部に外交機関に準ずる待遇を与えること、駐在員の指紋押捺及び国旗
の掲揚などの懸案も残されていた。しかし、これらの問題はすべて「大きな政治問題であ
って、せっかく合意をみとめても政府に実行を拒否されれば、絵に画いた餅にすぎなくな
ってしまう」が550、日本側の交渉代表である日中議連、日本国貿促、日中輸出入組合の三
団体はいずれも政府の正式な代表ではなかった。このため、中国側が日本側の一時休会の
提案に応じて、交渉は中断した。 
では、1958 年 3 月の第四次日中貿易協定調印はどのようにして実現されたのか。これ
について、次の 3 点に注意すべきである。 
第一は、交渉開始前の日本政府と自民党の態度であった。1957 年 9 月 2 日、日本政府・
自民党は第四次日中貿易協定交渉についての申し合わせで通商代表部が「民間的な性格で
あることをハッキリ示す」べきだと主張したものの、中国側の駐在員の待遇について「準
公務員扱いとして若干名の特例を認める」という柔軟性のある態度を見せた551。 
第二は、日本国内の世論であった。交渉の難航が伝えられた 1957 年 10 月頃から、日本
                                                  
549白根滋郎『戦後の日中貿易史』､1986 年､p.51。 
550古川万太郎『日中戦後関係史』原書房､1988 年､p.146。 
551石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料 日中関係』日本評論社、1970 年、p.246。 
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国内の日中関係団体は相次いで臨時総会を開き、岸内閣に対して協定の即時締結と全面的
保障を要求する運動を展開していた。11 月に入ると第 4 次協定即時締結全国業者大会、12
月には日中国交回復促進全国大会の開催を中心に、日本政府に対する日中貿易促進の要望
はいっそう高まった。一方では大手商社 15 社の社長会も 12 月に外務大臣へ「第 4 次協定
締結の要望書」を提出し、12 月 10 日衆議院公聴会には八幡製鉄稲山嘉寛常務らが出席し
て、日中貿易の重要性と第四次日中貿易協定の必要性を公述した。地方議会でも 12 月 21
日の東京都議会をはじめとして、12 月中に 15 都道府県▪31 市議会で「協定年内締結」と
いう決議がなされた。 
 第三は、協定交渉に参加した日中議連の池田正之輔代表の役割であった。1953 年の第二
次日中貿易協定交渉に参加した時と違い、1957 年当時の池田は既に自由党鳩山派の反吉田
活動の一員から自民党・岸派の一員に転じていたため、交渉における彼の発言と態度は日
中議連だけでなく岸総理の態度をも反映するものであったと思われる。実は、通商代表部
の問題について、自民党はある程度の柔軟な態度を見せたとはいえ、第四次日中貿易協定
の交渉が再開される前に池田へ「『覚書』の中の国旗条項の削除」を提示していた552。し
かし、協定締結後の「覚書」の内容からわかるように、「覚書」の中には国旗掲揚の条項が
残された。この点について、池田は協定締結後の 3 月 10 日に「覚書」が無修正で調印さ
れる場合に自民党の川島正次郎幹事長に事前連絡すべきではないかという質問に対して、
「北京でいちいち、いわゆる請訓外交のようなことができるものではない。それに党の要
望はみたされたものと考えた」、「そういう見通しがつけばこそ調印したのであり、政府,
自民党には十分説明して、理解してもらうよう努力するつもりだ」と答えた553。 
 こうして、日本国内の諸民間団体の努力と池田の働きかけによって第四次日中貿易協定
に対する日本政府と自民党の態度はさらに軟化することが可能であるという判断から、中
国側は第四次日中貿易協定の締結に同意したのであった。しかし、3 月 10 日の発言で池田
は、協定に対する日本政府の正式な同意は声明、国会での質問回答、協定に調印した三団
体が何らかの形で言質をとり中国側に伝える、という 3 つの形で取り付けられると述べて
いる。つまり、第四次日中貿易協定は日本政府の正式な同意を得ていないままで締結され
たのである。特に国旗掲揚の条項について、池田は「自民党から強い修正の要望があった
ことは承知している」にもかかわらず、「東京、大阪で開かれた中共見本市では、すでに中
                                                  
552石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料 日中関係』日本評論社、1970 年、p.250。 
553同上。 
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共国旗は掲揚されたのだし、北京その他中国各地の日本見本市でも日本国旗は掲揚された」
という「既成事実から」国旗掲揚問題が「もはや議論に値しないもの」と主張していた554。
しかし、中国側は自民党の池田の「努力」に期待して日本政府の正式な支持を第四次日中
貿易協定締結の前提条件としなかったが、後の日中関係の展開からみれば、池田の「努力」
があったとしてもその効果はなかった。 
 4 月 9 日、愛知揆一官房長官は記者会見で「政府としては現在中共を承認する意向のな
いことは言をまたぬところであり、この民間取り決めにより設置される民間通商代表部に
対し、特権的な公的地位を認める所存はない、（中略）通商代表部の設置が事実上の承認で
はないかとの誤解をおこさしめないよう配慮するとともに、国内諸法令の定める範囲内に
おいて支持と協力を与える所存である。なお、日本政府としては中共を承認していないか
ら、中共のいわゆる国旗を民間通商代表部に掲げることを権利として認めることができな
いことは当然である」と日本政府の中国不承認の態度を再三強調した。では、日本政府の
態度はなぜ一転したのか。 
それは、台湾政府への気兼ねであった。1958 年 3 月、蒋介石名義の親書が岸首相によ
せられ、進行中の日台通商会談を打ち切り、一切の商談中止を通知するとともに、対日信
用状の開設停止という経済的断交の挙に出た555。これに対して、日本政府は第四次日中貿
易協定に対する態度を一変して、中国を承認しないことを強調した。こうして、中国政府
は岸内閣を厳しく批判して第四次日中貿易協定の実施が不可能であると表明したのである。 
国旗の掲揚にせよ、特権的な公的地位にせよ、これらの問題はいずれも通商代表部設置
に伴って現れたのである。では、中国側はなぜ通商代表部の設置にこだわっていたのか。
ここで、中国側が通商代表部設置問題を重視する理由について考察する必要がある。第六
章で述べたように、1953 年の第二次日中貿易協定の覚書の中には、貿易連絡機構設置に関
する双方の協議が既に記載されていた。しかし、その表現は貿易代表機関であり、その目
的も貿易上からの配慮に過ぎなかった。一方、1955 年に調印された第三次日中貿易協定の
中では、通商代表部という表現が使用されていた。このような表現の変化は、中国の対日
方針転換を意味するものであった。 
 スターリン死去後、ソ連の対米、対日方針が大きく変化し、1954 年 9 月、中国訪問中
のフルシチョフははじめて、「中ソ両国はそれぞれ単独に日本との関係を全うすべきである」
                                                  
554同上。 
555『読売新聞』夕刊､1958 年 3 月 14 日。 
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と主張し、ソ連側の対日単独講和の意向を示した556。1955 年 1 月 22 日、鳩山一郎総理も
施政方針演説で対ソ関係の改善に努力する意思を表明した557。その後の日ソ関係は急進し、
1955 年 6 月、ロンドンの在英ソ連大使館で国交正常化交渉が開始された。このように、
1952 年に発効したサンフランシスコ講和条約によって米国をはじめとする西側諸国と日
本の講和が実現され、日ソ関係も漸次改善された。このような国際政治情勢に対し、それ
まで「対ソ一辺倒」の外交方針を堅持してきた中国の指導者も、日本との国交回復を真剣
に考え始めた。 
では、日中国交正常化と通商代表部の設置にどのような関係があったのか。中国の外交
方針における通商代表部設置の位置づけは、1963 年 10 月 23 日周恩来総理と中仏国交正
常化交渉代表のフランス前総理フォールとの会談から理解できる。フォールに対して、周
恩来総理は「中仏国交正常化のカギは台湾問題の解決であり、それまで外交関係の樹立や
大使の派遣は不可能である。ただし、通商代表部の設置は、政府レベルのものでも、民間
レベルのものでも可能である」と言明した。つまり、国交正常化の即時実現が不可能であ
る場合に、通商代表部の設置は一種の解決案とされていたのである。換言すれば、通商代
表部の設置は、日中国交回復前の一つの段階として位置づけられていたのである。 
 第四次日中貿易協定の中止については、「のちに日中貿易中断にいたる伏線がしかれてい
った」558、「5 月に発生した『長崎国旗事件』に対して中国が態度を硬化させる下地がすで
に整っていた」という指摘がある559。そして前述したように、中国政府が第四次日中貿易
協定の中止を公表したのは、日本政府が駐日中国通商代表部を承認しないことと大きな関
係があった。しかし、第四次日中貿易協定の中止ないし長崎国旗事件後の民間交流の中断
を考察する際に、日本政府の態度だけではなく、中国側の指導者の日中関係への態度にも
注意を払わなければならない。これについて、1958 年 3 月 8 日から 26 日まで成都で行わ
れた中央政治局拡大会議（以下は成都会議と称す）における周恩来と毛沢東の外交問題に
ついての発言に注目すべきである。 
 3 月 19 日の会議では、周恩来は中国政府の外交政策について、「一般的に中央、毛主席
の指示を実行したが、個別の問題で時にはひずみがまだあった（中略）日本政府が中国に
                                                  
556劉建平｢『一辺倒』冷戦体制下平和共処的限度:朝鮮戦争後中国外交政策的調整｣『国際論壇』
(2)､2000 年､p.12。 
557内閣資料保存会『歴代総理大臣と内閣』､1980 年､p.504。 
558白根滋郎『戦後の日中貿易史』､1986 年､p.51。 
559添谷芳秀『日本外交と中国』慶応通信､1995 年､p.85。 
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対して非友好的な態度をとることは批判されるべきであり、確かに中国に詫びねばならな
いところがたくさんある。このため、対日貿易は恐らく一定の範囲で行われなければなら
ない。即ち、双方にとって有利であり、少なくともわれわれの利益が損なわれないことを
前提にして、ある程度の貿易取引を行って互いに有無を通じ合うことである」と述べてい
る。詳しいことはまた後述するが、「対日貿易は恐らく一定の範囲で行われなければならな
い」という周恩来の意見は、1960 年の「貿易三原則」によって始まった友好貿易、即ち中
国側の唱える「政治三原則」に賛成する日本側の商社のみが日中貿易に従事できるという
貿易形式と大きな関係があったと考える560。 
1958 年の日中貿易は前述の日中鉄鋼協定と第四次日中貿易協定の調印によって次第に
拡大していたにもかかわらず、周恩来はなぜこのような発言を行ったのか。これについて、
成都会議における毛沢東の発言に注意すべきである。 
 3 月 9 日の会議では、毛沢東は「日本との貿易は長期貿易協定が結ばれて非常に『熱』
（活発）であるが、東欧諸国との貿易はこれに比べて『冷』である。これは良くない。『親
資疎社』は東欧諸国の不満を招くことになるかもしれない。そのため、東欧の兄弟国家と
の貿易も行わなければならず、しかも双方にとって有利でなければならない。（中略）実務
を政治と結びつけることは重要である（後略）」と述べた。さらに、3 月 26 日の会議で、
彼は「対外貿易は明確な政治方向を持たなければならず、これを失ってはいけない。もっ
とも重要な原則は、社会主義陣営と帝国主義陣営を区別することである。『疎社親資』（社
会主義諸国を遠ざけ、資本主義諸国に近づくこと）してはいけない。もちろん、資本主義
国家との貿易も続けなければならないものであるが」と対外貿易の方針に関する自らの意
見を明確に持ち出した561。 
 1957 年 5 月 1 日、中国共産党は「右派分子を決める基準」を公布し、1958 年まで既に
数十万人の反体制者が強制労働や失職などを強いられたと言われている。一方、反右派運
動によって毛沢東は自らの反対勢力を一掃し、「大躍進」と呼ばれる急進的な社会主義建設
路線の完成をめざしはじめた。この背景を考えれば、日中貿易ないし日中関係に対する以
上の毛沢東発言の影響は決して無視できない。上記の周恩来の発言も、彼が 1956 年の「反
                                                  
560政治三原則とは中国敵視をやめ、二つの中国を作る陰謀に加わらず、日中国交正常化を妨げ
ないこと。貿易三原則とは、周恩来総理が提示した日中貿易の 3 つの段階（政府間協定、民間
個別契約、個別的配慮）である。 
561劉建平『戦後中日関係：「不正常」歴史的過程与結構』社会科学文献出版社，2010 年，
pp.158-159。 
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冒進」について自己批判を強いられた時に行ったのである562。 
 日中貿易の中断を含む 1958 年の中国の強硬な対日外交路線の要因は、「中国の対日情報
関連組織は日中貿易に対する日本国内の期待感がその外交方針を変更させるほどのもので
はないことを洞察できなかった」ことが決定打であり、毛沢東の指示及び大躍進の影響が
「必要条件ではあるが、十分条件ではない」ことは先行研究によって既に証明されている
563。ただし、また後述するが、それ以降の「配慮物資」と「友好貿易」はいずれも周恩来
の言う「一定の範囲」で行われた貿易であった。この点からみれば、少なくとも日中貿易
の形態の変化は毛沢東の意見、とりわけそれに関する「対日貿易は恐らく一定の範囲」と
いう周恩来の発言と大きく関係していたと言えよう。 
  
第三節 日中貿易の「中断期」における中国政府の方針転換 
 
1958 年 8 月 29 日、膠着した局面を打開するために、社会党の代表として佐多忠隆参議
院議員が訪中し、中国側と意見交換を行った。中国側は関係改善のための処置としていく
つかの条件を出した。そのなかに、⑴中国敵視政策をとらない ⑵二つの中国を作る陰謀
に加担しない ⑶日中両国の国交正常化を妨げないという「政治三原則」が含まれていた。
廖承志はさらに「これは中国政府の公式見解であり、また最終的な態度である」と表明し
た。まさに廖承志の言明したとおり、中国側のこの態度は、後に訪中した日本側の各友好
団体▪個人との声明▪会談で再三強調され、少しも動揺していなかった。そして、佐多議員
の貿易再開に関する質問に対して、中国政府は「例外を許すと岸政府はすぐ中国が弱腰と
なったとか、弱点があるとかとつけ上る」ので、「今は原則をまげることはできない」と回
答した564。では、中国政府の態度をどう理解すべきか。 
上記の「回答」から、中国側の態度が依然として強硬であったことが分かる。では、中
国側の強硬な態度は後にいかに変化したか。これについては、まず中国をとりまく国際政
                                                  
562「冒進」とは、猪突猛進というほどの意味である。1956 年 1 月 20 日、周恩来総理は「中共
知識分子問題会議」での発言の中で、「計画は実行可能なものたるべきであり、デタラメ冒進の
計画であってはならない」と初めて冒進反対問題を持ちだした（薄一波『若干重大決策与事件
的回顧』，中共党史出版社，2008 年，p.532。 
563杉浦康之「中国の『日本中立化』政策と対日情勢認識―第四次日中民間貿易協定交渉過程と
長崎国旗事件を中心に」『アジア研究』54,2008 年,p.71、p.82。 
564日中国交回復促進議員連盟『日中国交回復関係資料集』,日中国交資料委員会,1971 年,p.204。 
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治及び国内経済の急変化に注意すべきである。 
 1958 年 7 月 14 日、イラク王国で革命が起り王権が打倒されると、アメリカとイギリス
両国政府は直ちにレバノンとヨルダンへ派兵し中東地域に緊張が高まった。17 日、中国政
府は各国の大使を招集し、イラク共和国への支持と米国のレバノン侵略への反対の態度を
表明した。25 日、周恩来はフランス元総理メンデス▪フランスとの会見で再び米英を非難
した565。中東地域の緊張化とほぼ同時に、 1958 年夏より、国民党軍は米国の支持下で金
門、馬祖566における兵力を 10 万人まで増やした。8 月 18 日、毛沢東は彭徳懐宛の親書に
「金門攻撃の準備をし、蒋介石軍への打撃を通じて米軍に警告を与えよ」と命じ、23 日よ
り本格的な砲撃が始まった567。後に、米国は「台湾海峡の安全情勢」をはかるために金門、
馬祖諸島の帰属問題を国連に持ち込み、信託統治を提議しようとした。 
こうして、中東地域の緊張化と中台情勢の悪化におけるアメリカの「帝国主義侵略」に
対する中国政府の非難はいっそう高まった。 
一方、中国国内では、1958 年から始まった「土法製鉄運動」568や「人民公社化運動」
に代表された「大躍進」政策が急進し、動員された大量の労働力による食糧の消耗が次第
に深刻となった。1958 年末になると、その影響はついに中国の対外貿易政策にまで及んだ。
1958 年 11 月 30 日、中共港澳工作委員会秘書長祁峰との談話で、周恩来は「輸出貿易の
『大躍進』をやってはいけない。自力更生するために、今後の重点は国内市場に置くべき
である」569と述べ、12 月 23 日に開かれた外貿部口岸外貿局長座談会では「対外貿易は力
相応にすべきである」と強調した。「帝国主義国家及びその支持者との貿易」に関して周恩
来は、「経済を政治に従わせ、経済闘争を政治闘争に従わせるべきである。貿易協定と契約
                                                  
565中共中央文献研究室編『周恩来年譜』、1998 年、pp.804-805。 
566金門とは廈門湾口を望む大金門島、小金門島および大胆島や二胆島など 12 個の島から構成
される地域である。中華人民共和国支配地域とは最短 2.1km しか離れておらず、国共内戦期間
中は最前線となった。馬祖とは、中国大陸沿岸 (金門島の北)にあり、南竿島・北竿島などの島々
を中心とした島嶼群である。 
567中共中央文献研究室編『周恩来年譜』、1998 年、p.811。 
568 1958 年 8 月の中央政治局拡大会議の後、鉄鋼生産大増産の大号令が出され、全国各地で農
民が大動員されて「土法高炉」と呼ばれる手作りの製鉄炉が作られた。このため、1958 年の鉄
鋼生産は目標の 1070 万トンが達成された。しかし、その原料の大部分はスクラップであり、
製品は、一番上等な極上品といっても、せいぜいお粗末な海綿鉄程度であって、最下級品にな
ると、少し熔融粘着度を高くしたスクラップの焼結塊であった。 
569中共中央文献研究室編『周恩来年譜』、1998 年、p.824。 
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は、相手国によって区別する必要がある。つまり、兄弟国家570の場合は長期協定、民族主
義国家の場合は年度協定もしくは個別契約、帝国主義国家との貿易は、やはり個別契約の
ほうが最もよい」と主張した571。1960 年 8 月、周恩来総理は鈴木一雄との会談において
「貿易三原則」（政府間協定、民間個別契約、個別配慮）という日中貿易の 3 つの方法を
提示したが、中でも「民間個別契約」という発想はこの時期に形成されたものであったと
考えられる。 
また、「個別配慮」という方法もこの時期に始まったものである。1959 年 1 月 25 日、
陳毅副総理の外事報告への返事に、毛沢東は「岸信介が『中国敵視』の政策を変えていな
い限り、日中貿易の再開は原則上考えない」と強調しながらも、「日本国内の中小企業を支
援するために、漆のようなものは量が多くなければ個別の商売をしてもよい」という指示
を与えた572。このような中小企業への支援は、「広範な人民、進歩勢力、社会党の闘争を
発展」させ、日本国内における「反米」、「反岸」の闘争運動を支持する方針によるもので
あった573。前述のように、翌月に岩井章が訪中し、双方の会談によって「配慮物資」の実
施が始まった。 
 
第四節 「配慮物資」と日本側の中小企業 
 
日中貿易中断後、甘栗▪漆▪桐油などの中国の特産物に依存する日本国内の専業者は、「代
替品を求めることができず、まさに倒産か転業かの瀬戸際」に立つような苦境に陥った574。 
1959 年 2 月初旬、日本労働組合総評議会（以下は総評と称す）事務局長の岩井章は、
中国の労働組合の全国組織である中華全国総工会の招きで戦後初めて総評代表団を率いて
訪中し、周恩来総理と会談を行った。会談中、日中関係の中断による日本側の専業者の苦
境に関する岩井の訴えに対して、周恩来は「中小企業者のうちに非常に困っている者で、
友人の紹介があり反中国的でない適当な保証があれば人民の側で個別的に貿易について話
                                                  
570共産圏諸国のこと。 
571中共中央文献研究室編『周恩来年譜』、1998 年、pp.825-826。 
572中共中央文献研究室編『建国以来毛沢東文稿』（8）中央文献出版社、1993 年、p.40。 
573中国外交部档案，105-00673-06，「日本社会党訪華代表団与我進行経済組会談記録」。 
574日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年-1979 年』東方書店、2000
年、ｐ.75。 
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し合うことを考慮する」と回答した575。周恩来の言う「友人」について、同席の廖承志は
明らかに「適当な保証とはどの団体をさすか、取り敢えずは総評が中国側に紹介する窓口
となって欲しい」と説明した576。この措置について中国政府は、「あくまで日本の中小企
業者の困難に対する同情」から行った「配慮」に過ぎず、貿易ではなく救済でもないと強
調した577。このように、日本側の専業者の原料難は、中国政府の「配慮」によって大きく
緩和された578。そして、周恩来は 1958 年に日中貿易が一定の範囲で行われるべきだと主
張したが、この主張は日本側の「友人」が窓口として日中貿易に参加する企業を紹介する
という形でさらに具体化されたのである。 
「配慮物資」の受入企業を紹介する最初の「窓口」となった総評は、「躊躇したが『とり
あえず』ということで」中国側からの依頼を引き受けたが、「岸政府の現状からみてもちろ
ん限界がある」ため、「紹介する場合、やり方については充分研究する必要がある」と慎重
な態度を示した579。 
1959 年 3 月、社会党書記長浅沼稲次郎の率いる社会党第 2 次代表団が訪中した。双方
は共同コミュニケを発表したほかに、文化、配慮物資、漁業、戦犯などの問題について会
談を行った。4 月 13 日、社会党は日中国交回復特別委員会▪国際局▪政策審議会の合同会議
を開いて、配慮物資の取扱区分とリストについて次のように協議した。 
   
 「1 ウルシは全量を総評にまかせ、社会党はタルク、桐油、甘草、中華料理材料など 
を取り扱う。 
  2 社会党は取扱いの責任は持つが商取引は行わない。 
  3 実際業務は各物資ごとに関係業者に自主的に協議体をつくらせて、取り扱うこととし、
これらの団体は日中友好のために協力するものである。」580 
 
表 10 配慮物資 7 品目概要581 
                                                  
575 
576石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料 日中関係』日本評論社、1970 年、pp.255-256。 
577中共中央文献研究室編『周恩来年譜 1949-1976』（中巻）中央文献出版社、1997 年、ｐ.207。 
578呉学文▪王俊彦『廖承志与日本』中共党史出版社、2007 年、ｐ.270。 
579石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料 日中関係』日本評論社、1970 年、ｐ.256。 
580石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料 日中関係』日本評論社、1970 年、ｐ.257。 
581石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料 日中関係』日本評論社、1970 年、ｐ.257。 
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582M/T=トン。 
583自動承認制度（「AA 制」）に適用する物資を輸入しようとする業者は、為替銀行に輸入の承
認を申請し、銀行は申請書が形式的要件を満たしていれば自動的に承認する。この制度は、1972
年 11 月に廃止され、銀行に輸入の届出をするだけの輸入届出制度（「ID 制」になった（金森久
雄・荒憲治郎・森口親司編『有斐閣経済辞典（新版）』，有斐閣，1986 年，p.307）。 
 
品名 中国側 
明示数 
実際 
輸入数 
外割方式 受入機関 輸入取扱商社 
漆 20M/T582 20M/T AA583 中国配慮生漆需給懇談会 麗友会 10M/T 
東工物産 5M/T 
東京丸一商事 
5M/T 
く り 100M/T 100M/T バーター(雑) 中国甘栗加工商業共同組合 東京丸一商事 
麦稈
真田 
21M/T 
(200 俵) 
12M/T 
(200 俵) 
バーター(雑) 中国配慮物資麦稈真田受入協議会 興洋物産 116 俵 
郡是産業 84 俵 
桐 油 50M/T 50M/T AA 中国配慮物資桐油受入協議会 東工物産 20M/T 
東方商事 15M/T 
野村貿易 15M/T 
甘 草 20M/T 20M/T AA 中国配慮甘草需給協議会 業界自体 
タルク 
(滑石) 
600M/T 600M/T AA 中国滑石受入協議会 東工物産 100M/T
東邦商会 500M/T
中華料
理材料 
15M/T 15M/T バーター(雑) 全国中華料理材料受入協議会 通商産業(株) 
受入訪中代表団 中国側代表 会議日時及び場所 契約調印出席者 
(於香港) 
備考 
山田源治(全国漆器協
組副理事長)▪岡秀男
(日本精漆工協組常任
理事)▪宮原彦作(全国
漆器協組連専務理事) 
磯貝博(日本甘栗加工
商業協組専務理事)▪
柴源一郎(甘栗太郎代
表取締役) 
廖立民(広州市総工会
主席)▪陳宇(中華全国
総工会国際部長)▪ 
符鉄民 (中国土産公
司)▪謝奎棟(中国土産
公司生漆課長)▪唐徳
潤(中国食品出口公司
栗子課) 
孫盛泉(中華全国総工
会国際部通訳)▪趙昇
(通訳) 
第 1 回会談 
於広州市総工会研究
会ロビー 5 月 26 日
9:00－12:00 
第 2 回会談 
於広州愛群ホテル
1403 号室 5 月 26 日
15:00－17:00 
第 3 回会談 
於広州愛群ホテル
1403 号室 5 月 27 日
15:00－17:30 
第 4 回会談 
於広州市総工会会議
室 5 月 28 日 13:00－
16:30 
浦亮畤(華潤公司経理)
▪兪敦華(華潤公司)▪翁
書覚(華潤公司儲運部
副主任)▪譚志遠(華潤
公司会計処副主任)▪孫
用致(通訳) 
馮非祥(合誠行)オブザ
バー 
呉逸之(海濫実業公司)
オブザバー 
陳(東京丸一商事)オブ
ザバー 
漆 20M/T 
昭 34.7.18 横浜入
荷 
麗友会は精漆協
組の指定 
東工物産▪東京丸
一商事は漆器連
の指定 
大田今朝門は国
鉄労組 
くり 100M/T 
昭 34.11.26 神戸
入 荷  相 模 丸
90 軒に均等配分
 
小川正吾(埼玉県東部
労働帽子協議会理事) 
村瀬雅芳(温床紙協議
会専務理事) 
陳宇(中華総工会国際
部長) 
候筠(中国土産公司)▪
周士林(中国糧穀油脂
出口公司)▪助手(女)2
名 
孫盛泉(中華全国総工
会国際部通訳) 
第 1 回会議 
於北京新僑飯店会議
室 9 月 14 日 
16:00－19:00 
第 2 回会議 
〃〃 9 月 15 日 
第 3 回会議 
〃〃 9 月 16 日 
9 月 23 日於香港調印 横浜 78 俵  
2 月 22 日入荷 
名古屋 38 表  
2 月 23 日入荷 
神戸 84 俵 
3 月 4 日入荷 
東工扱桐油は、傘
提灯業界  
横 浜 15M/T( 東
方)11 月未入荷 
神戸 45M/T(東
工11月16日 野
村11月25日 荷
入 
山本清 (山本薬品社
長)▪藤井春満(三国商
店東京支店長) 
陳宇(中華全国総工会
国際部通訳) 
孫輝甫(中国鉱産公司
於北京 8 月 21～23 日
〃     〃 
 甘草 20 トン 昭
34.10.21 横浜入
荷 
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表 10 の示した通り、日中関係の中断に困っていた日本側の専業者に提供する「配慮物
資」は、合計７品目である。なぜこの 7 品目が決定されたか。 
この決定は、物資の中国への依存度に基づいたものだと考える。栗の場合、「十五年もた
てば寿命が尽きる」という日本の栗の木に比べて、「中国の栗の木は 70 年、80 年はざらで、
中には 200 年以上も元気に結実させていることも珍しくない」584。甘栗の製造に使う原料
は、「北京の燕山山脈一帯を離れた地区で栽培しても甘味が落ちる」ということもある585。
日本の特産である漆器も、「その生漆が国産、中国産、その他の産のものを混ぜて使う。そ
の割合によって色合いも違う」といわれている586。甘草は、「仁丹などの漢方薬、甘味料
の原料となるが、中国本土だけに野生する植物」である587。香港での買付を行う専業者も
いたが、香港はあくまで集散地に過ぎず、現地に設置された中国系の華潤公司を通じて中
国から調達する必要がある。長崎国旗事件以後、華潤公司は、日本への輸出を一切停止す
るよう命じられたため、中国の特産物を日本企業に輸出する現地の専門商社を監視してい
た588。このような事情もあるため、日本の専業者にとっては、中国より上記の 7 品目の原
料を調達するのが「死中に活路を拓く」唯一の方法であった589。 
表 10 に示したように、7 品目の物資の提供数と実際輸入数はいずれも一致している。こ
れは、中国が専業者の期待に沿った数量を提供したといえるだろうか。例えば、１トンあ
たり数百万円まで値段が上昇した漆は「何十トンかまとまった」のに対し、「1000 トン以
                                                  
584日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年-1979 年』東方書店、2000
年、ｐ.71。 
585同上。 
586平井博二『日中貿易の基礎知識』田畑書店、1971 年、ｐ.47。 
587『読売新聞』朝刊、1959 年 10 月 22 日。 
588日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年-1979 年』東方書店、2000
年、pp.77-78。当事者に対するインタビュ-によれば、栗も含めて日本に輸出するあらゆる物資
は同様であった。 
589日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年-1979 年』東方書店、2000
年、ｐ.71。 
西田肇(新日本化成常
務) 
処長) 
喬文礼 
10月 28日神戸入
荷 東工扱いは
東京向け 東邦
扱いは大阪、名古
屋向け 
三橋八次郎(通商産業
(株)役員) 
小島敬三(中国海産物
加工販売協会専務理
事) 
 於北京  2 月未入荷予定 
小島敬三(伊藤忠
中国課勤務) 
- 172 - 
 
上、あるいは 1500(トン)程度」と期待されていた栗は、「一軒にくれるなら喜んでもらっ
ていく」程度の 100 トンで 90 軒に均等配分される結果となった590。中国側のこの措置は、
「大躍進」による国内消耗の増加という当時の現状で解釈できるかもしれないが、栗の専
業者と中華全国総工会の陳宇との話によれば、やはり中国側が「90 軒に均等分」という事
情を事前に了解できなかったことも一因である591。しかし、１トンで何百万円もする漆や
600 万トンも成約した滑石に比べ、たとえ物資による差があるとしても、やはり単なる数
量や金額の問題ではなかったのであろう。では、それ以外には何の理由があったか。 
表 10 の中に、「配慮物資」の実施に関する外貨割当方式として、「AA」制(自動承認制度)
と「バーター(雑)」の二種類があった。前者は「中国から日本へ」という片道であり、後
者は、中国側が日本側に「配慮物資」を輸出した後、見返りとして日本から同金額の物資
を輸入するという貿易方式であった。物資の数量があまり多くなると、「貿易」と見なされ
る可能性があった。しかし、中国は、1958 年 5 月 10 日より日中貿易を中断し、それ以来、
一貫して「岸総理は中国敵視政策を変更しない限り中国と貿易しようとしても、中国は絶
対に応じない」と断固たる態度を見せていた592。表 10 が示しているように、半分以上の
「配慮物資」が片道の輸出であり、数量の少ない「配慮物資」のみがバーターで行われた。
そして、栗のような金額が比較的に高いものはバーター貿易で行われるが、その数量には
制限が付けられていた。中国側のこのような措置は、日本政府に配慮物資の提供が貿易再
開と錯覚されることや中国側が日中貿易を必要とすると理解されることを防ぐための方針
であろう。契約の調印と出荷が香港で行われることや日本側の取扱商社を「専門家」とし
て訪中させるなどの措置からも中国側のこのような配慮が窺える593。言い換えれば、日中
貿易の政治的な影響と経済的な価値のうち、当時の中国政府は前者を一層重視していたの
である。 
「配慮物資」の取り扱いは結局、総評が漆を、社会党はそれ以外の 6 品目に責任を持つ
ことになったが、社会党が「商取引は行わない」ため、具体的な作業について、物資ごと
                                                  
590日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年-1979 年』東方書店、2000
年、ｐ.83。 
591日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年-1979 年』東方書店、2000
年、ｐ.83。 
592「周恩来中国総理の訪中原子水協▪総評代表にたいする談話」『アジア経済旬報』(389)、1959
年 3 月 10 日、ｐ25。 
593『読売新聞』朝刊、1959 年 3 月 18 日。 
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に日本側の関係業者に中国配慮生漆需給懇談会、中国配慮物資麦稈真田受入協議会のよう
な協議体を作らせて取り扱うこととした。しかし、これらの協議体自身にも輸入業務の経
験が当然なかったため、廖承志の斡旋で日本側の専門商社に連絡を取り代行してもらうこ
ととした594。 
これらの商社は、いずれも取扱品目の輸入実績があるということで指定を受けたが、他
の理由がないわけではなかった。第 1 に、一部の商社は、中国の特産物を必要とする専業
者と同じく、日中関係の中断により大きな損害を被った。1952 年の日中貿易の再開に応じ
て設立された日中貿易の専業商社である東工物産は、その一例である595。第 2 に、当時の
中国政府は、「自民党系の貿易団体とは何かのかかわり合いも持ちたくない」とし596、「配
慮物資」の受入企業の立場について「反中国的でない」と明示した597。東邦商会は政党と
の関わりがあまりなく、社長の白水実は 1953 年に訪中して中国側と良好な関係を持って
いたため、当時の「日中貿易専業商社」の中で高い知名度を持っていた。   
東京丸一商事も、中国やブルガリアをはじめとする共産圏諸国との貿易に積極的に参加
していた商社である。社長は政治感覚のある元軍人であり、「戦後中国から大正エビ輸入を
最初に手がけた」ような実績もあるため、中国側に高く評価されていた598。たとえ中国政
府や社会党が「配慮物資」の輸入取扱商社の指定に関与していなくても、当時の中国との
貿易を円滑に進ませるためには、これらの商社が最も良い選択対象だったと言えよう。 
「配慮物資」の背後にある中国側の対日方針について、大澤武司は中国外交部档案の解
読を通じて「『広範な人民、進歩勢力、社会党の闘争を発展』させ、『自民党の内部矛盾の
深化』を促進する」と捉えている599。1959 年 4 月 13 日に開催された中国配慮物資関係業
者全国大会の「対中感謝決議」では、日本側の専業者たちが中国の配慮に応えて日中関係
の改善に努力することを決意し、日本政府に対する批判も行った。さらに、1960 年 6 月 4
日、日本側の貿促団体が中心になり、「新安保条約は東西貿易を破壊するもの」として、激
                                                  
594呉学文、王俊彦『廖承志与日本』中共党史出版社、2007 年、ｐ.270。 
595小林隆治「日中関係 50 年-中国東北との交流の原点を顧みる-」『日中国交正常化 25 周年記念
講演』日中東北開発協会、1997 年 11 月 26 日。 
596石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料 日中関係』日本評論社、1970 年、ｐ257。 
597石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料 日中関係』日本評論社、1970 年、ｐ256。 
598日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年-1979 年』東方書店、2000
年、ｐ.7。 
599大澤武司「『闘争支援』と『経済外交』の協奏-戦後日中関係における『断絶』再考-」『現代
中国研究』（27）中国現代史研究会、2010 年 10 月 10 日、p.6。 
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しい抗議運動を開始した。6 月 16 日には、「安保阻止▪第 2 次業者集会」が東京四谷の自治
労会館で開かれ、会場を埋めた 500 余名の日中貿易専業会社の幹部と従業員が雨の中を各
社の社名の入ったプラカードを掲げて進行した。デモの参加企業▪団体には、貿易商社だけ
ではなく先述の精漆工業会、漆器連も含まれていた600。これらの事例から見れば、中国政
府のこのような対日方針は、確かに効果を収めたと言える。ただし、「配慮物資」をめぐる
中国政府の考えは、自民党内部の矛盾を増進することだけではなかった。1959 年 2 月、
総評の岩井事務局長が周恩来総理と会談する前に、まず廖承志に対して日本側の専業者の
現状について説明した。その後、廖承志は周恩来総理への報告に「日本側の中小企業は日
中貿易で重要な地位を占めている。このルートさえ維持させていけば、将来、転機が現れ
る時にこのルートを基礎として拡大させればよい」と説明した。つまり、廖承志のように
日中貿易の現状打開に目をつけ、「『配慮物資』を通じて（日本側の）中小企業との縁をつ
なぎとめておけば、人的交流も維持できる。そうすると日本との対立局面が緩和された時
に交流の拡大も容易になる」と期待をかけていた中国政府の要人もいたことがわかる601。 
そして、日本の専業者に対する中国政府の「配慮」は、少量の物資を提供することに留
まらず、日本政府の「誤解」を招かない範囲での最大限のものであった。栗の例でいえば、
前記のように、中国側が日本政府に対する警戒心をもち栗業界の実態に関する理解が欠け
ていたため、契約の第一号は「100 トンが 90 軒に均等配分される」という専業者側に望
ましくない結果になった602。これに対して専業者の柴源一郎は中華全国総工会の陳宇と交
渉を行い、「来年は何倍かに増やす」という口頭の約束をもらって帰った603。そのまま契
約第一号の栗は 1959 年の 12 月に出荷された。翌年、契約更新の際に、中国側が約束した
とおり「当時の甘栗業界はなんとかやっていける」ように 300 トンを提供すると保証した
604。専業者の求めていた「1000 トン以上」には及ばないが、大飢饉の最中に栗や中華料
理材料のようなものを収集するには、中国側も相当苦労したはずだった。また、栗の産地
                                                  
600アジア貿易通信社『東西貿易の新階段 その歴史と現状分析』（4）、1962 年、pp.67-68。 
601呉学文、王俊彦『廖承志与日本』中共党史出版社、2007 年、pp.268-269。 
602日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年-1979 年』東方書店、2000
年、ｐ.83。 
603日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年-1979 年』東方書店、2000
年、ｐ.84。 
604日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年-1979 年』東方書店、2000
年、ｐ.88。 
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が河北省であるため、「香港経由では品質が悪くなるからだめだ」という日本側の専業者の
苦情に対し、中国政府は船積港を天津に変更させ、「国交もない、しかも経済交流すら断絶
している」日本の船の天津入港を認めた605。さらに、天津付近では「海水が結氷して、老
化した船が自力で上がれない」ときに、中国側が砕氷船をつけて先導させた。船員が上陸
した後、「天津と北京の市内観光」に招待され、毎日「ホテルに泊まり、荷積みまでやって
もらってご馳走になってきた」という606。 
「配慮物資」の実施には、大澤武司の指摘したような「広範な人民、進歩勢力、社会党
の闘争を発展」させ、日本国内における「反米」、「反岸」の闘争運動を支持するという中
国側の意図もあるが、日本側の一部の日中貿易専業者の経営支援、訪中代表団及び「専門
家」の身分で訪中する商社の受け入れを通じて中断時における日本企業との交流を維持さ
せたような役割もあった。 
 
第五節 貿易三原則と日中貿易の「再開」 
 
1959 年以降、日本の浅沼稲太郎、石橋湛山、松村謙三の諸氏が訪中し、関係修復を望ん
だ。3 月 17 日、浅沼の「アメリカ帝国主義は日中の共通の敵だ」という発言が「大いに当
時の中国にママヒットした」607。これに加えて、数千万人にのぼった「安保闘争」も毛沢東を
感動させた608。9 月 9 日、石橋は周恩来との会談で、「日中両国間の政治、経済関係の発展
は必ず結合させねばならず、切り離すことはできない」と指摘した609。この「政経不可分」
同調も歓迎された。11 月 11 日、松村は、日米安保条約の改定反対からさらにその破棄を
主張する日本人民の闘争に対する中国側の同情と支持を感謝したほかに、三門峡ダム工事
現場などの視察後の感想を述べて中国の国内建設への関心を示した610。 
しかし、日中関係の改善とともに、1959 年から 1960 年夏までの間、中国をとりまく国
                                                  
605日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年-1979 年』東方書店、2000
年、ｐ.91。 
606日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年-1979 年』東方書店、2000
年、ｐ.93。 
607林連徳『虹の架け橋（対日交流回想録）』、pp.26-27。 
608同上｡ 
609日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料集』日中国交資料委員会､1974､p.115。 
610日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料集』日中国交資料委員会､1974､p.119。 
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内外情勢はさらに悪化した。 
政治的には、1959 年 3 月 10 日、チベットでは独立の叛乱が起こった。チベット叛乱の
鎮圧によって、国境紛争で緊張化した中印関係がさら悪化し611、1959 年 8 月 25 日に武力
衝突の発生にまで至った。同時期に、隣国のネパール、ビルマとの国境紛争も相次いで発
生した。国境問題に加え、インドネシアで発生した華人排斥運動も二カ国間関係に大きな
影響を及ぼした。周辺関係の緊張化によって、中国の対外貿易はいっそうきびしくなった。
また、それまで中国政府に最も重視されていた中ソ関係も、中ソ連合艦隊の問題をめぐる
両国の意見の食い違いや中印紛争に対するソ連のインドへの肩入れによって次第に対立化
した。1960 年 4 月、『人民日報』及び『紅旗』が共同論説「レーニン主義万歳」を発表し、
「ソ連との対決の姿勢を強く打ち出した」中国は、「『ソ連一辺倒』の方針を換えると同時
に、「アメリカ以外の国に『工作』しなければならない」境地に立たされた612。 
経済的には、対日貿易中断の年に盛り上がった大躍進政策が国民経済の破綻を招き、こ
の時期になると深刻な問題が相次いで現れた。大衆的な「土法製鉄運動」、「深耕▪密植613」
等の非科学的農法、「人民公社運動」による原料・肥料・食糧の不足に加えて全国的に自然
災害が頻発し、農産物の生産量が減ったため全国的に飢饉が広がったという深刻な状況に
至った。また、1960 年 7 月 16 日、ソ連政府は「中国支援のソ連人技術者▪専門家の引揚
を通告した」ほかに、「数百の協定▪契約を破棄するとともに、重要設備の供給停止を中国
に突きつけた」614。中ソ貿易も二カ国間関係の悪化によって 1960 年より大幅に減少しは
じめた615。「実施不可能」の危険に陥った第 2 次 5 ヵ年計画の工業化プランを遂行しよう
とする中国は616、ソ連に代わる輸入先を求めざるを得なくなった。また、国内の食糧不足
を補うために中国政府はカナダやオーストラリアより大量の大麦と小麦を輸入しはじめた。
しかし、西欧諸国が中国産の大豆などをあまり買わないため、バーター貿易が行われず、
すべての決済は現金決済であった。外貨不足で苦しむ中国政府にとってそれ以上西欧に大
きく依存することはできなかった（表 11）。 
                                                  
611中共中央文献研究室編『周恩来年譜』、1998 年、p.843。 
612林連徳『虹の架け橋（対日交流回想録）』、p.27。 
613田畑にビロードのように濃い密度で稲を植えること。 
614大澤武司「『闘争支援』と『経済外交』の協奏-戦後日中関係における『断絶』再考-」『現代
中国研究』（27）中国現代史研究会、2010 年 10 月 10 日、p.7。 
615高瀬浄『日中貿易-曲り角を迎えた世界経済-』芦書房、1964 年、p.136。 
616岡部達味「中国をめぐる国際環境」『岩波講座 現代中国』（6）岩波書店、1990 年、p.88。 
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表 11 中国西欧貿易（1957 年－1960 年）617         （単位 1000 ドル） 
 
外交の方針転換と経済の建て直し（特に農業生産の拡充）という二つの課題に直面して
いた中国にとって、中国の原料を必要とする日本は「当然最優先考慮の相手国」であった618。 
1960 年 7 月 15 日、安保改定を強行した岸内閣は、ついにその行動に惹起された混乱の
責任をとる形で総辞職に追い込まれた。18 日、池田勇人が新首班に指名され、翌日に組閣
を終えた。そこで、周恩来は 8 月 27 日に行われた鈴木一雄との会談で「貿易三原則」を
打ち出し、日中貿易の再開について中国側の意向を示した。 
しかし、「貿易三原則」を提示した後、日中貿易の再開に対する池田政府の態度について、
中国政府は「なお観察しなければならない」と表明した619。つまり中国政府は、「貿易三
原則」の第１項である「政府間協定の締結」を「日中貿易再開の方法」でなく、あくまで
両国政府が「正常な関係を樹立するうえ」での貿易方式あるいは民間貿易の最終的目標と
して捉えていた。この目標を実現するために、「民間契約の締結」及び「個別配慮」という
方法が必要であった。ところが、後者は中小企業のみを対象としており、取引品目や取引
量も限られていたため、現時点においてより合理的かつ実施可能な方法として前者が決め
られたのである。三方法という構図は、中国政府が 50 年代の日中民間貿易から教訓を汲
み取り、日中関係の現状および将来の変化を想定して制定した柔軟性を持つものであった。 
 8 月 27 日の「周▪鈴木会談」に出席した田中脩二郎の回想によれば、「貿易三原則」が提
示されて間もなく「日本から祝電が続々届けられた」620。その後、国会での論戦が開かれ、
貿促団体も全国業者大会を開いて気勢をあげるなど、「各方面に『中国ムード』が盛り上が
                                                  
617高瀬浄『日中貿易－曲り角を迎えた世界経済－』芦書房、1964 年、pp.216-217 より引用。 
618林連徳『虹の架け橋』、p.27。 
619日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料集』日中国交資料委員会､1974 年､
p.211。 
620日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年-1979 年』東方書店、2000
年、p.125。 
年別 中国輸入 中国輸出 入超 
1957 
1959 
1960 
21,100 
42,000 
44,000 
13,500 
23,000 
31,000 
－7,000 
－19,000 
－13,000 
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って」いた621。経済界だけではなく、自民党内の「日中関係打開論者」も日中問題研究会
を作り活動していた。同時に、与党主流派は外交調査会に中国問題小委員会を設け、これ
に刺激されて政府側の外交問題懇談会も日中問題を取り上げ始めた。 
中国政府が自国の国内外情勢及び日本国内の情勢変化に基づいて打ち出した「貿易三原
則」は、なぜこれほど日本からの注目を浴びていたか。当然ながら、日中貿易の再開は、
中国側が一方的に望んでいたことではなく、日本側にとっても望ましいことであった。そ
の理由はいくつかあった。 
第１に、日本企業の中には、「日中貿易専門商社」及び中国の特産物に依存するメーカー
とユーザーが存在していた。日中貿易の断絶によって「倒産か転業の瀬戸際に」立たされ
たこれらの企業は、後に中国からの「配慮物資」に頼って経営を維持できたが、やはり品
目と数量の限られた「配慮物資」取引の「通常の貿易公司との取引への移行」に期待をか
けていた622。 
第 2 に、1960 年代、日本の産業界では「高度成長、技術革新（合理化）等の一巡を経
て、あらためて市場確保の必要が強く再認識され始めた」623。しかし日中貿易が断絶して
いたうちに、中国市場における日本のシェアは、ほとんど西ドイツを始めとする西欧諸国
に蚕食された（表 12）。西欧諸国に追いつき、「将来のことを考えると重要である」中国市
場を確保することは624、日本産業界にとって緊要な課題であったことは言うまでもない。 
 
表 12 中国の輸入国別統計625                 （単位 100 万ドル） 
                                                  
621『読売新聞』朝刊、1961 年 2 月 15 日。 
622日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年-1979 年』東方書店、2000
年、p.95。 
623高瀬浄『日中貿易-曲り角を迎えた世界経済-』芦書房、1964 年、p.218。 
624毎日新聞社｢中共貿易に取組む財界のうごき｣『エコノミスト』39（4）、1961 年 1 月。 
625高瀬浄『日中貿易－曲り角を迎えた世界経済－』芦書房、1964 年、p.219。 
年別/国別 イギリス 西ドイツ イタリア フランス 日本 
1956 29.9 37.1 10.4 22.8 67.3 
1957   33.9 47.0 15.0 20.1 60.5 
1958   24.6 162.3 32.7 44.4 50.6 
1959   68.3 128.7 36.0 51.1 3.6 
1960   88.0 95.4 59.7 52.9 2.7 
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第 3 に、1950 年代より始まったアメリカの対日輸入制限運動が依然として行われてい
たが、1959 年より「さらにその範囲を拡げて活発に行なわれた」626。日本からの輸入に
対する制限を「互恵通商協定法」に記入してまで行われたアメリカの規制措置に対して、
日本政府は「対米輸出商品の構成を変えることは殆ど不可能であり、対米輸出の現状が続
く限り、輸入制限運動も引続き行われるもの」であると覚悟し、隣接するアジア諸国、と
りわけ中国市場を再認識し始めた。特に「貿易政策の自主性をもつよう要望」が強まり、
「共産圏と自由諸国とを問わず、自由な貿易の拡大」という「対米自主」の気運が高まっ
てきた627。 
以上の背景もあって、日中貿易の再開は基本的に日本側に歓迎されていた。しかし、「貿
易三原則」に提示された「民間の個別契約」という方法に対して日本側の中小商社と大手
商社の態度が一致せず、具体的な取引に対する産業界の態度も業界別にそれぞれ異なって
いたことも注目すべきである。果たして、日本経済界の複雑な態度は、具体的にどのよう
なものなのか、その理由は何か。 
まず、大手商社の場合、丸紅飯田、日商、日綿、伊藤忠商事の四社が「熱心な態度」を
見せていたが、他の大手商社と財閥系商社は「依然慎重」な態度をとっていた628。しかし、
上記の 4 社も含めて日本の大手商社は「殆ど子会社や日中輸出入組合の会員会社を通じて」
中国と取引をしていた629。その理由は、やはりアメリカ及び台湾への気兼ねにあると考え
られる。中国のみならず、大手商社はアメリカや台湾とも貿易関係を持っていた。しかも、
いくら将来のことを考えれば中国市場は重要だと強調しても、当時の貿易総計からみれば、
日米貿易はもちろん、日台貿易でも往復で約 1.6 億ドル（1959 年）に達しており、1950
年代日中貿易の最高年度（1956 年）を上回っていた（表 13、表 14）。また、台湾政府は
1950 年代より駐日本大使館を通じて、華僑資本及び台湾に支店を持つ日本商社に対する調
査を行いはじめ、特に日中輸出入組合の会員と自社名で日中貿易に参加する会社を厳しく
                                                  
626外務省『わが外交近況』（第 4 号）、1960 年 6 月。 
627高瀬浄『日中貿易-曲り角を迎えた世界経済-』芦書房、1964 年、p.218｡ 
628同上。 
629台湾外交部秘密解除公文書、11-EAP-01922。 
1961 ― ― ― ― 16.6 
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監視していた630。大手商社はこのような気兼ねで、「中国敵視」の「新安保条約」の反対
闘争に参加することもできず、自社名で中国と取引することもできなかったのである。丸
紅飯田らの 4 社は、日台貿易における実績が財閥系より非常に少なく、50 年代の日中貿易
における実績は極めて高かったため、その「熱心な態度」は従来からのものであったと言
えよう。 
 
表 13 1956 年－1959 年日台貿易の推移631              （単位 万ド
ル） 
 
表 14 戦後日中貿易の推移632                  （単位 万ドル）  
 
大手商社と反対に、中小商社は基本的に「双手をあげて同調した」633。これらの商社の
中には、日中貿易専業商社もあれば、一般の中小商社もあった。当時の日本では、外貨割
                                                  
630同上。 
631通商産業省通商局監修『戦後日本の貿易 20 年史－日本貿易の発展と変貌－』通商産業調査
会、1967 年、p.303 の統計データにより作成。 
632通産産業調査会編『戦後日本の貿易 20 年史』、1967 年、p.436。 
633林連徳『虹の架け橋（対日交流回想録）』、p.28。 
    統計 
年別 
台湾からの輸入 台湾への輸出 
1956 年 4551 7786 
1957 年 6726 8428 
1958 年 7564 9004 
1959 年 7155 8885 
統計 
年別 
 日本輸入 
（年間輸入総額） 
日本輸出 
（年間輸出総額） 
1949 年 2150      （90485） 275      （51000）
1950 年 3933      （97434） 1963     （82000）
1951 年 2161     （199504） 583     （135500）
1952 年 1492     （202819） 60      （127300）
1953 年 2970     （204964） 454     （127500）
1954 年 4077     （239940） 1910     （162900）
1955 年 8078     （247143） 2855     （201100）
1956 年 8365     （322973） 6734     （250100）
1957 年 8048     （428359） 6049     （285800）
1958 年 5443     （303311） 5060     （287700）
1959 年 1892     （359949） 365     （345600）
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当制度が実施されており、各企業の外貨割当が生産実績・輸出実績・輸入実績・設備能力
などの基準に基づいて行われていた。つまり、貿易に必要な外貨は貿易会社の輸出入実績
によるものであるため、日本の各商社は、「一部を除いて自社名で中国と取引をしていた」
634。中小商社は、会社規模が限られており、大手商社のように子会社を設立することがで
きなかった。このため、中国との取引実績が発見されると、台湾との取引が拒否される恐
れがあり、華僑の場合は「海外への渡航が禁止される」こともあった。特に台湾出身の華
僑について、当時の関係者は「パスポートの発行が認められず、台湾に帰れなくなる」ま
での危険を冒さなければならないと語った635。日中貿易への参加を決意した中小商社は、
それに「すべてを賭けていた」と言えるだろう。 
商社に比べて、日本国内のメーカーの反応はさらに複雑であった。鉄鋼業界の場合、中
国にドラム缶を輸出することを計画していた商社があったが、日本のどのメーカーも「出
す気がなかった」636。後に、中国側から薄板の引き合いもあったが、鉄鋼メーカーは依然
として「冷たい態度で話に乗らなかった」637。メーカー側のこのような態度は、1958 年
の日中貿易の中断と大きく関係していたと指摘されている638。日本鉄鋼業界が過去の経験
に鑑み、「『政府間協定』あるいはそれが結ばれそうな政治的ムードが生まれる時期」を待
とうとしたことが事実であった639。 
日本鉄鋼業界が尻込みした理由は、ほかにもあった。1961 年 2 月 7 日に制定された「中
国政府の 1961 年度の対外貿易計画」の中で、資本主義国家からの輸入品目の優先順位が
発表された。鋼材は食糧、化学肥料▪農薬などに次いで第 5 位となった640。そして、前述
のように、「大躍進」による国内の食糧危機を解決するために、中国政府は外国から大量の
食糧を輸入しはじめ、外貨不足の問題も次第に深刻となった。また、「土法高炉製鉄運動」
で大量の鉄鉱石と製鉄用石炭が消耗されたことで輸出余力もなくなった。当時の中国にと
って、日本から必要な量の鉄鋼を輸入できる方法は「輸入価格を安くする」ことしかなか
                                                  
634台湾外交部档案、11-EAP-01922。 
635台湾出身華僑の石嘉成への電話取材による（2010 年 9 月 12 日）。 
636毎日新聞社｢中共貿易に取組む財界のうごき｣『エコノミスト』39（4）,1961 年,p.43。 
637同上。 
638皆川郁夫、押川俊夫、米沢秀夫「高碕訪中と日中貿易」『アジア経済旬報』（522）,1962 年,p.12、
p.13。 
639毎日新聞社｢中共貿易に取組む財界のうごき｣『エコノミスト』39（4）,1961 年，p.43。 
640中共中央文献研究室『建国以来重要文献選編』（14）中国文献出版社、1997 年、p.180。 
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ったが、日本鉄鋼業界は中国側の「低すぎた指値」に難色を見せていた641。そして、当時
の日本鉄鋼業界は、アメリカから莫大な借款をしており、1958 年の「冒険」が結局中断に
なったこともあって、この度は「米国財界の気持ちをひどく気にして、動きがとれなくな
った」という見解もあったのである642。 
肥料業界の態度について、1960 年 11 月、アメリカは国際収支の改善をめざす「ドル防
衛」に対する強い意志を表明し、緊急指令の一つとして、ICA643、DLF644および在外米軍
調達等におけるアメリカ商品優先買付主義の励行を要求した。一方、米国の「ドル防衛」
によって日本製化学肥料の韓国や台湾などへの輸出が困難になるという予測を理由にして
645、9 つの日本商社が中国市場に全力をあげてとりくむことを勧めた。しかし、中国から
届いた窒素系肥料 15 万トンの引き合いに対して646、日本の硫安業界は中国側の示したト
ン当たり FOB38 ドルの価格が韓国・台湾・インド向けの FOB40 ドルにくらべて安すぎ
ると主張し、商談に応じないことを決定した647。 
電機業界は、「最も日中貿易に反対していた」と言われていた648。その理由は、「アメリ
カ資本が入っている」ことや「台湾との関係がずいぶん深い」ことと関係するという見解
がある649。ただし、当時の電機大手メーカーであった東芝、石川島播磨重工業、三菱電機
は「中国本土に全然望みを持たぬ」というわけではなく、「三門峡ダムや黄河の開発」に「技
師たちが非常に興味を持っていた」ようであった650。また、東芝などの電気メーカーは、
かつて「電気機関車」の販売について積極的に中国へ働きかけ、アメリカの許可まで得た
が 1958 年の中断で止めざるをえなかったこともあり、やはり日中貿易の不安定さに懸念
                                                  
641毎日新聞社｢中共貿易に取組む財界のうごき｣『エコノミスト』39（4）,1961 年，p.43。 
642皆川郁夫、押川俊夫、米沢秀夫「高碕訪中と日中貿易」『アジア経済旬報』（522）、1962 年
11 月 21 日、p.13。 
643 International Cooperation Administration 国際協力局。米国国務省の一機関。現在はAID
（国際開発局）と改称。 
644 Development Loan Fund 開発借款基金。1957 年米国が低開発国援助の目的で設置した融
資基金。 
645毎日新聞社｢中共貿易に取組む財界のうごき｣『エコノミスト』39（4）,1961 年，p.43。 
646同上。 
647毎日新聞社｢中共貿易に取組む財界のうごき｣『エコノミスト』39（4）,1961 年，p.43。 
648皆川郁夫、押川俊夫、米沢秀夫「高碕訪中と日中貿易」『アジア経済旬報』（522）、1962 年
11 月 21 日、p.14。 
649同上。 
650皆川郁夫、押川俊夫、米沢秀夫「高碕訪中と日中貿易」『アジア経済旬報』（522）、1962 年
11 月 21 日、p.14。 
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を持つことが一番の理由であったとみられる。 
商社とメーカーに比べて、銀行業界の方は基本的に熱心であり、「中国を最後の市場とし
て確保せねばならぬ」という考えの人もいた651。ただし、関西の一部の銀行はやはり米国
に気兼ねをしていたようであった652。 
以上のように、日本経済界は「貿易三原則」による日中貿易の再開及び具体的な取引に
対して様々な「表情」を見せた。その理由をまとめてみれば、商社は政治的な影響を受け
やすく、メーカーは再開された日中貿易の形態そのものに懸念を持っていたといえよう。
そして、メーカーの態度は業界によってそれぞれ異なっていたが、中国側との値段交渉へ
の直接参加と安定した計画的な取引を求める点が共通していた。これは、後に登場した LT
貿易と大いに関連していたと考える。また、基本的に熱心な態度を持つ銀行業界は、後の
日中貿易における決済問題の解決に大きな役割を果たした。 
 
おわりに 
  
1958 年 5 月から 60 年 8 月までの「貿易断絶期」は、中国の対日貿易政策の「転換期」
でもあった。このような政策転換は、中国をとりまく国内外情勢の急変化との関係も大き
かったが、中国の日中貿易に対する認識変化によるものでもあった。「配慮物資」の実施は、
日本国内における「帝国主義反対」運動への支援策であり、貿易中断の最大被害者が日中
関係の改善を最も支持する日本国内の専業者であったことに対する中国の反省でもあった。
「貿易三原則」の提示も同様であった。「外交の方針転換」と「経済の再建」の二つの課題
には、中ソ関係の悪化及び国内経済の破綻の影響が大きかったが、「外貨不足」などの解決
策を日中貿易の再開に求めることは、やはり日中貿易の相互依存性に対する中国の認識に
よるものであった。一方、日本経済界は日中貿易の再開に大きく期待していたとはいえ、
「貿易三原則」という中国側の新たな政策に対する反応が業界によって著しく異なってい
た。このような反応の違いも後の「友好貿易」に大きな影響を与えた。 
 
                                                  
651皆川郁夫、押川俊夫、米沢秀夫「高碕訪中と日中貿易」『アジア経済旬報』（522）、1962 年
11 月 21 日、p.15。 
652皆川郁夫、押川俊夫、米沢秀夫「高碕訪中と日中貿易」『アジア経済旬報』（522）、1962 年
11 月 21 日、p.15-16。 
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第九章 「友好貿易」の展開とその意義 
 
はじめに 
 
 1960 年代初頭の日中貿易は、主に「貿易三原則」の第 2 項である「民間個別取引」に
基づく「友好貿易」の形で展開されていた。ここで注意すべきなのは、「貿易三原則」はあ
くまで原則的なものに過ぎず、その発表から「友好貿易」の開始までの段階において日中
間の複雑な交渉が行われていたことである。しかし、従来の研究における論述は主に「貿
易三原則」の発表の政治的背景に集中しており、その具体的な実施に関する考察はまだ不
十分である。果たして、1960 年代初頭において、「貿易三原則」の第 2 項である「民間個
別取引」がいかに具体化されたか、その背後における中国の対日貿易政策はどう理解すべ
きか。本章では、「民間個別取引」をめぐる日中双方の交渉、日本の商社に対する中国側の
対応及び「友好貿易」について考察して以上のことを解明したい。 
 
第 1 節 「民間個別取引」の具体化 
 
「穂積▪雷会談」 
 
1960 年 8 月 27 日の「周▪鈴木会談」後、9 月 10 日、日本社会党憲法擁護特別委員会委
員長穂積七郎、日中友好協会常任理事▪参議院議員吉田法晴、事務局長長谷川敏三との会見
で、周恩来総理は再び「貿易三原則」について説明し、「周▪鈴木談話」の会談記録を三人
に渡した。9 月 12 日、中国対外貿易部副部長雷任民は穂積七郎と会談し、主に「貿易三原
則」の第 2 項である「民間個別契約」について意見交換を行った653。 
まず、具体的実施について、雷は 3 点を述べた。第 1 に、「民間個別契約」の締結は、
中国側の「公司」と日本側の「商社」の間で行われるものであり、双方が選択を行わねば
ならない。つまり、取引相手を選ぶことは中国側の一方的な権利ではないということであ
った。第 2 に、「民間個別契約」による貿易に参加しようとする商社は、日本側の進歩団
体や個人を通じて紹介を受けなければならない。第 3 に、これまで日中貿易が中断してい
                                                  
653石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料 日中関係』日本評論社、1970 年、pp.260-261。 
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たため、再開後の最初の段階は、「少量から多量に移る」という形で行うべきである。 
次に、雷は穂積の 6 つの質問に回答した。①「民間個別契約」による貿易は、「商社の
選定結果が出る時」から始まる。②支払い方法について、暫定的に「一件ずつ L.C.（信用
状）を開く」こととする。どちらの方から先に輸出してもよいが、輸出入の均衡が大事で
ある。③取引品目には制限がない。④クレーム、契約取消の処理について、業務的なもの
以外には、取引相手が 3 原則に違反し、敵視して友好的でない態度をとっているというよ
うな政治的理由でも可能である。⑤「友好」をどう表現するかについては、一定の形式を
規定しない。⑥紹介先は中国国際貿易促進委員会に連絡し、中国国際貿易促進委員会が最
終的決定権をもつ。 
最後に、「安保闘争に協力した中小規模の専業商社から始める」が、「発展のために中、
大企業を追加する必要があるため、表面的には安保闘争で強く反政府的態度をとらなかっ
たが、会社の幹部が個人として闘争に参加した場合、或は、背後で資金協力をしたもので、
しかも、今後友好の態度をとろうとする商社を優先して逐次追加」すべきであるという「友
好商社」の選定基準に関する中国側の主張に対して、穂積は「安保闘争に協力した中小規
模の専業商社から始める」という部分に賛成したが、中、大企業の追加について、「安保反
対の専業商社の実績と影響を見てから逐次追加する」という「二段階式」の方法を提案し、
中国側の賛成を得た。 
「穂積▪雷会談」からみれば、中国側の態度は決して柔軟性のないものではなかった。「中
国敵視、友好的でない態度をとる」ような政治的理由による契約取消が可能であると主張
していることから、中国側に「政治三原則」と「政経不分離」をあくまで堅持しようとす
る強硬な態度は見られるが、「友好」を示す方法について「一定の形式を規定しない」とい
うような柔軟な方針も無視できない。 
また、「穂積▪雷会談」で決められた事項には、日中貿易の現状に基づく現実的な対応も
見られる。「民間個別契約」による貿易は「少量から多量に移る」という漸進的な方法が好
例である。「大躍進運動」や「自然災害」によって中国の輸出力が大幅に低下したことのほ
かに、日中貿易の長期的な断絶によって、日本側の一部の企業の「代替品の研究や輸入先
転換を余儀なくする結果」を惹起した654。また、1958 年から 1960 年まで、日ソ貿易の拡
                                                  
654日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.117。 
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大が急進し、品目も以前より大きく増加した655。いったん喪失した市場の回復には、「多
大の努力と余計な時間」が必要になる656。 
ただし、「民間個別契約」による貿易の実施に関する具体的な措置について、中国側も日
本側も決して周到な提案を持っていたわけではなかった。 
 ここで特に注目すべきなのは、「友好商社」の選定基準に関する事項である。「友好商社」
の推薦者について、8 月 27 日に行われた「周▪鈴木会談」では日中貿易促進会一団体のみ
が指定されたが、9 月 12 日の「穂積▪雷会談」では、その範囲が「日本側の進歩団体」に
まで拡大され、さらに穂積のような個人による推薦も可能となったことである。その狙い
について、添谷芳秀の研究の中では「親中貿易組織が複数存在するという日本側の実情」
に基づいてそれを「政治的、経済的目的のために最大限に活用する」ためにこのような措
置をとったと捉えている。ただし、会談記録によれば、「日本側の進歩団体」とは具体的に
どの組織を指すかに関して、「穂積▪雷会談」では決められなかったようである。また、「友
好商社」推薦者の決定における中国側の狙いも、日本側の「親中貿易組織」に限定された
ものではなかった。中国側が公式の場で、個人による「友好商社」の紹介を認める旨を表
明した例は、穂積のほかにまた高碕達之助がいた。二人とも中国の「古い友人」であり657、
中国側の信頼する人物であった。中国側の狙いは、「友好商社」の推薦資格を与えることを
通じて彼らの財界における影響力を強化させると同時に、日本政界への工作の協力を求め
る点にあったと考えられる。 
「友好商社」の選定基準について、双方は「安保闘争に協力した中小規模の専業商社か
ら始める」という点に合意した。これは、「安保反対を通じて培われた日中両国人民の『友
誼の発展』を踏まえ、さらなる独立▪平和▪民主▪中立、そして日中友好を求める『闘争』者
                                                  
655通商産業省通商局監修『戦後日本の貿易 20 年史－日本貿易の発展と変貌』通商産業調査会、
1967 年、pp.440-441。 
656日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.118。 
657中国側は､1950 年代より長年にわたって日中貿易或は日中関係の促進に尽力した日本人の方
のことを｢古い友人｣や「井戸掘りの人」と呼び、「古い友人を忘れず、新しい友人を作る」こと
や「水を飲む時には、井戸掘りの人を忘れるな」という名言は、周恩来総理を含む中国側の指
導者によく使われていた（王柯「日中友好と高碕達之助―歴史の『記憶』と『忘却』」『環』第
42 号，2010 年，p.32）。 
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たちへの『後方支援』」であると見られている658。中、大企業の選別に関する双方の主張
は一致していなかったが、最後に穂積の提案した「2 段階式」が中国側に認められた。つ
まり、「少量から多量に移る」という漸進的な路線は、貿易取引だけではなく「友好商社」
の選定にも通用するということであった。 
 当時の関係者によれば、中国側は穂積の「役割と影響力を重要視し、大切に扱っていた」
ようであった659。しかし、「友好商社」の選定基準を含む「民間個別契約」の具体的な実
施方法は、「穂積▪雷会談」で確立されたわけではない。 
 
「鈴木▪雷会談」 
 
 1960 年 8 月 27 日に行われた「周▪鈴木会談」が終わった後、鈴木一雄一行は直ちに帰
国したのではなく、中国に一ヶ月以上も滞在していた。2000 年に出版された『ドキュメン
ト 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』の中には、鈴木に同行していた田中脩二郎の
寄稿が収録されている660。中には、1960 年 8 月 19 日から 10 月 5 日まで中国に滞在して
いた鈴木一行の毎日の行動内容が詳しく記載されている。ここで従来の研究であまり引用
されていないこの記録を用いて、「民間個別契約」による貿易の具体的な実施方法を、「穂
積▪雷会談」に照らして考察したい。 
貿易再開に備えて、9 月 2 日から 9 日までの一週間に、中国側の関係者たちは日本経済、
特に各グループ、各企業、各産業の動きについて、鈴木一行の説明を聞きながら真剣に学
習していた661。周恩来総理と穂積一行が会見した 9 月 10 日、鈴木一行は東北三省の旅に
出て一週間の視察旅行を行った。9 月 17 日、鈴木一行は北京に到着し、再び周恩来総理に
会った。そこでの周恩来総理の話の一節は特に注目すべきである。 
   
                                                  
658大澤武司「『闘争支援』と『経済外交』の協奏－戦後日中関係における『断絶』再考－」『現
代中国研究』（27）中国現代史研究会、2010 年 10 月 10 日、p.9。 
659日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.128。 
660日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、pp.115－135。 
661日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.125。 
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   「あなたにとって東北への旅行ははじめてとのことだが、お仕事のお役に立つでしょう
か」、「穂積に会いましたか。穂積はあなた方の東北旅行中に、私と会いました」。「先日の
談話（8 月 27 日 筆者注）は、日本向けにラジオで放送し、また新聞にも発表しました。
あなたからは、はじめに電報を打たれたそうですが、その後こちらも『人民日報』で報道
しました。日本の反応（反響）は強いものです。中国を全面的に擁護したのは日中貿易促
進会です。あなたの団体がナンバー▪ワンです。その次が社会党、反応がよいそうです。
古い友人には、山本熊一、宿谷栄一がおります。しかし、古い友人だが基本的立場は日本
政府の側に立っているようです。（中略）高碕（達之介）の訪中は、元来、今年の花咲く
ころ来るはずだったのに、二回ほど延期したのです。もともと他の人を通じて話があった
のですが、今回は私宛に、近いうちに訪問したいという電報が届いています。こういった
情報はここだけの話です。外には出しません。（後略）」662 
 
田中の記憶によれば、鈴木一行は 10 日に瀋陽に入り、11 日に瀋陽第一機床厰（工作機
械製造工場）、12 日に人民公社食堂、亜麻工場、13 日に長春客車厰（鉄道車輌製造工場）、
長春電影厰（映画製作所）、長春第一汽車製作厰（自動車製造工場）、14 日に撫順の露天掘
り炭鉱、人造石油工場（原料、油母頁岩）、撫順戦犯管理所、15 日に鞍山鋼鉄厰（製鉄所）、
瀋陽電繿厰（ケーブル製造工場）、瀋陽重型機床厰（大型機械製造工場）を相次いで見学し
た663。鈴木と同じような待遇を受けた日本人にはまた高碕達之助がいるが、このような人
は決して多くはなかった。当時の具体的な対日工作を担当していた関係者の肖向前によれ
ば、「中ソ関係が瓦解し、ソ連の技師が撤収して、これらのプロジェクトに関するいくつか
の工事は中途で放棄された状態」であった664。「周恩来総理と友好をあたため、鈴木や『老
朋友』（古い友人 筆者注）となった」高碕に東北、河南などの重工業基地を視察してもら
ったことの目的は、中国の「建国以来の建設したプロジェクト、あるいは建設途上のプロ
ジェクトについて、起業家として改革意見を提示し診断して」もらうことであった665。重
                                                  
662日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、pp.126-127。 
663日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、pp.125-126。 
664日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.141。 
665同上。 
- 189 - 
 
工業基地の視察や高碕の訪中に関する秘密の情報を知らせたことから、鈴木がどれほど中
国側の期待と信頼を集めていたかが分かる。 
9 月 18 日、民間契約の進め方について、鈴木と中国対外貿易部副部長の雷任民の会談が
行われた。 
「政府間協定」の実現に関して、双方は「政府間協定実現のため政府と戦う」しかなく、
「今の池田では無理」であるという点で合意した666。貿易の再開によって「政府間協定」
という最終目標を実現する方法として、鈴木は「貿易三原則」の発表だけでなく「第二項
の民間個別契約も、武器として研究したい」と提案した667。 
中国側も鈴木の提案を認め、双方は「民間個別契約」による貿易をいかに武器にするか
について具体案を検討した。 
取引品目について、「穂積▪雷会談」で既に「制限なし」と決められたにもかかわらず、
雷は、日本から輸出されるものの一部を「ココム品目」にしたほうがよいと主張し、日中
貿易促進会にココム品目輸出可能の商社を紹介するように求めた。これは、第二項を武器
として、「民間契約に便宜をはかる」と言いながら、それに「ココムの範囲内という前提」
をつけ、「アメリカに追随して中国を敵視する」池田内閣と闘争する具体的な方法であった
668。ただし、それまで中国と長く貿易関係を築いており、貿易中断の影響を被って困窮状
態に陥った商社は、「ココム品目」を輸出できなくても中国との取引が許された。また、「穂
積▪雷会談」で「どちらの方から先に輸出してもよい」旨を表明した雷は、改めて「中国が
先行して輸出する」と提案した。これは、「中国は建設に困ったから機械や鋼材がほしい」
という日本外務省の言論に対する反発であった669。 
積載及び配船に関しては、中国側は「少量から多量に移る」という原則に基づいて「一
隻の船に数社の商品を集め、日中貿易促進会がまとめて中国側に連絡する」というやり方
をすすめた。配船も日本船を使うことになった。また、日本船が中国に来る場合、国交が
                                                  
666日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.128。 
667日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.127。 
668日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.129。 
669日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.130。 
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正常化されていない現状なのでクリアランスの取得が必要であった。クリアランスの取得
について、中国側は「日中貿易促進会を通してほしい」と言明した670。 
取引品目、積載及び配船問題に関する中国側の措置は、「貿易三原則」の第二項を「武器
として使う」ための戦略であるに違いない。特に、これらの仕事をすべて日中貿易促進会
に任せたことが注目すべきである。これは、「民間個別契約」による貿易を「武器として使
う」ために、「中国を全面的に擁護」する日中貿易促進会に支持を与え、そして日中貿易促
進会を大いに奨励することによって他の進歩党派や団体を刺激し、「戦線拡大」に有利な環
境を作るという中国側の戦略であった671。 
日中貿易促進会に対する中国側の信頼と期待は、「友好商社」の選別にも見られる。日中
貿易の実施には、商社だけではなく、銀行、保険会社、船舶、倉庫、旅行社なども必要で
ある。日本政府が直接決済を許可しなかったため、貿易の決済は、中国銀行と日本の銀行
のロンドン支店との間での間接的決済になっていた。信用状の発行にも銀行側の協力が不
可欠であるため、雷は鈴木に「日本の為替銀行を、あなたのほうから二行か三行紹介して
ほしい」と依頼した。また、それぞれ輸入するほうが保険をかけるので、保険会社の協力
も必要であった。鈴木は、日本の銀行、保険会社を中国に対する友好度合いで「レッドリ
スト」、「イェローリスト」、「ブラックリスト」の 3 段階に分けた。レッドとは、友好のこ
とであり、イェローは立場不明で検討の余地があるという意味であった。銀行の場合、日
中貿易促進会の会員であった東京銀行、三井銀行、三和銀行、富士銀行の四行がレッドに
決められ、それ以外の銀行は全部ブラックリストに入れられた。保険会社の場合は、千代
田火災が「態度が明確で」レッドに判別され、同じ日中貿易促進会会員であった東京海上、
安田火災、同和火災は「日和見主義である」と疑われ、「帰国してから正確にする」という
ことでイェローに入れられた672。 
しかし、商社の場合は、「第一次は 3、4 社、第二次は 14、15 社、第三次はもっと多く
なる」という鈴木の「漸進式」に対して、穂積の提案を受け入れた中国側が「2 段階式」
                                                  
670日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.131。 
671日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.134。 
672日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.132-133。 
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を主張して「第一次で 2、3 社、第二次は第一次の実行を見たうえで考えよう」と答えた673。
これは、「第一次がすめば、他の進歩党派や団体も紹介してくる」ことを想定して、どうし
ても商社の数を「日中貿易が正常になった」ような誤解を招かない範囲に抑えねばならぬ
という中国側の考慮によるものであろう674。 
ところが、鈴木の一つの質問に対して、中国側は回答しなかった。前述のように、日本
の大手商社のほとんどが、子会社や日中輸出入組合の会員会社を通じて日中貿易に参加し
ていた。これらの会社は「ダミー商社」と呼ばれていた。鈴木は「反動派の問題のあると
ころが 10 社くらいある。暴露闘争を始めたから協力してほしい」と中国側の支持を求め
たが、雷は回答しなかった675。ここから二つのことが分かる。一つには、鈴木は政治的意
識が強いということである。第五章で述べたように、鈴木一雄は日共党員である。彼は「イ
ンドネシアから引き揚げた後、コミュニストを志向」し、1949 年 5 月、野坂参三らの提
議で結成された日中貿易促進会（当時は日中貿易促進会）の責任者になった676。しかも、
事務局員のほとんどが日本共産党員であった677。このような背景があるため、戦前に三菱
商事のジャカルタ支店長を務めていたにもかかわらず678、鈴木は「独占資本」の大手商社
及びその「ダミー商社」のことを「反動派」と呼び、暴露闘争を始めたと考えられる。も
う一つには、鈴木と違い、日本の大手商社あるいは大手商社と「ダミー商社」との関係に
対して、中国政府がそこまで反対していなかったことである。「穂積▪雷会談」でも言及さ
れたように、中国政府は、「会社の幹部が個人として（安保）闘争に参加」した、或は「背
後で資金協力をした」大手企業を「友好商社」に承認する意思があったのである。また、
将来のことを考えれば、大手商社の政治的かつ経済的影響力も無視できなかった。 
もちろん、中国にとって選別する必要があるのは日本側の企業だけではなく、企業の紹
介者である進歩党派や団体も同様であった。「穂積▪雷会談」で言明されなかった「進歩政
党、団体とはどこを指しているか」という鈴木の質問に対して、雷は、「例えばあなたの団
                                                  
673日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.133。 
674同上。 
675同上。 
676林連徳『虹の架け橋（対日交流回想録）』、p.11。 
677中国研究所編『新中国年鑑』（1967 年版）東方書店、1967 年、p.79。 
678「貿促運動が歩んだ道 鈴木一雄に聞く（1）」『アジア経済旬報』（619）財団法人中国研究
所、1965 年 8 月 1 日、p.17。 
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体は進歩団体である。日本社会党は進歩政党だから、これも紹介者にはいる。日本国際貿
易促進協会も、いくつかの商社を紹介してくる場合、いっさい拒絶することはできない。
日本国際貿易促進協会がどういうところであるかは、われわれは心得ている。一つも紹介
させないということは、戦線の拡大にとって好ましくない。三原則を堅持し、問題処理に
は融通性をもって処理する。もし社会党が他の方へ走れば人が見てわかるだろう」と答え
た679。 
雷の話によれば、「友好商社」の紹介者である進歩党派や団体に対する中国側の信頼感も、
決して同じであったとは言えない。社会党の場合、1958 年の総選挙直後から、党内では党
組織の改革運動が始まり、中心人物の江田三郎が、若手活動家の支持によって指導者の地
位を確立した。1960 年代の構造改革論争以後、日本型の社会主義の実現を目指して、江田
三郎らは、アメリカとも友好的な関係を築くことの必要性やアメリカ型生活様式を政策目
標に入れた。雷のいう「社会党が他の方へ走る」とは、江田らの改革を指していたと考え
られる。 
いずれにせよ、「友好商社」の選別に関して、中国側は進歩党派や団体が審査を行うと主
張しながら、実際は、最初から鈴木を主導的な地位に置いたに違いない。 
以上のように、「貿易三原則」に提示された「民間個別取引」の実施に関する具体的な方
法は、「穂積▪雷会談」と「鈴木▪雷会談」で決定された。穂積は社会党員であるに違いなく、
鈴木及び日中貿易促進会は日本共産党と深い関わりを持っていたはずである。つまり、日
中貿易のその後の実施方法について二人の意見を求めたことには、中国政府による日本の
野党勢力への考慮もあったと考えられる。 
 
第 2 節 「友好商社」の選定 
  
「友好商社」の選定プロセスと選定基準 
   
「友好商社」選定は第一に日本側の団体（貿促団体、友好団体）もしくは個人による推
薦が必要であったが、個人の推薦に比べて団体、とりわけ貿促団体の推薦を受けた商社の
数が圧倒的に多かった。「友好商社」と貿促団体との関係について、従来の研究や資料にお
                                                  
679日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.134。 
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ける説明は極めて少ない。そこで、筆者は「友好商社」の推薦を担当した経験を持つ日本
国際貿易促進協会関西本部の元事務局員（後に理事長に就任）の吉澤宏始に取材を行って
同団体で行われる「友好商社」の選定に関する具体的な事情を明らかにした。 
まず、「友好商社」の資格取得を希望する会社代表と事務局幹部が面接を行う。面接の内
容は、大体「どのような貿易をしたいか」等の話を聞くことから始まる。会社側の代表が
会社の経営概要について説明した後、事務局から中国側の決めた「友好商社」の認定基準
などを説明する。最後に、事務局が面談の中で重要なことを書面にし、会社側から提出さ
れた書類を添付して中国国際貿易促進委員会に郵送する。当時の担当者によれば、「友好商
社」資格の最終決定権が中国側にあったとはいえ、この書面にしたものが極めて重要であ
った。特に、このような「推薦状」には、会社側の説明だけではなく、貿促団体の役員の
意見も書かれていた。つまり、中国側は「友好商社」の推薦者である貿促団体の意見を重
視していたと理解できるだろう。しかし、貿促団体の推薦を受けていても、必ず通過する
というわけではなかった。例えば、1961 年 2 月、日本国際貿易促進協会より 15 社が紹介
されたが、後に合格した会社数は 14 社であった680。また、1961 年初めのころに日中友好
協会の紹介を受けた 30 社のうち、後に 17 社しか承認されなかったという報道もある681。
果たして、中国側の判断基準は何か。 
これに関する正式な発表はないが、中国国際貿易促進委員会の役員と親交を持つ方への
筆者による取材によれば、中国側の判断基準は主に 3 点にまとめられる。つまり、中国と
の貿易の実現性、取扱商品の品質及び日中貿易の実務経験という三つの基準であった。 
当然、推薦者の貿促団体も決して無原則ではなかった。つまり、貿促団体の推薦をもら
えない商社もあったということである。ただし、貿促団体の判断基準は、中国側と違って
いたことが分かる。つまり、貿促団体は、商社の商業道徳や政治的問題（外国籍の会社、
台湾と貿易関係を持つ会社など）などの理由で推薦を拒否する場合もあったようである。 
以上のことからわかるように、「友好商社」の選定において、中国側が決定権を握るとは
いえ、日本側の貿促団体の影響力も無視できなかった。そして、双方の判断基準からみれ
ば、まさに一種の「分業」であったと言えよう。つまり、貿易の実現性や商品の品質など
については、貿促団体より中国の方が判断しやすく、商社の国籍や商業道徳などについて
は、中国より日本国内の貿促団体の方が調査しやすいということであった。 
                                                  
680添谷芳秀『日本外交と中国』慶応通信､1995 年､p.129。 
681『朝日新聞』朝刊、1961 年 4 月 1 日。 
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しかし、以上の条件を満たせば必ず「友好商社」の資格を獲得できるのかというと、事
実からみれば、そうではなかったことがわかる。「友好商社」としての最低条件とも言うべ
きなのは、中国側の主張する「政治三原則」と「政経不可分」の原則の厳守であった。つ
まり、中国を敵視しない、二つの中国を作る陰謀に加わらない、日中国交正常化を妨げな
い682という三つの原則であった。中でも最も貿易と関係が深いのは、二番目の「二つの中
国を作る陰謀に加わらない」ことであった。実は、日本の貿易商社にこの原則を守らせる
ことは、決して容易ではなかった。当時のほとんどの貿易業者には、「二つの中国」という
観念はなかった。つまり、貿易業者だから「どちらとも商売したい」という当時の考えで
あった。果たして、貿促団体の役員たちはいかに説明し、貿易業者たちを納得させたか。 
これについて、「友好商社」の相談を担当していた元貿促団体の関係者は当時よく使われ
た説明の例を挙げて解説した。その内容は、次の通りである。 
  
  「明治維新の時の日本は、徳川幕府が明治天皇に『大政奉還』をして、明治天皇に日本の
統治権を返しているのですが、幕府の一部の軍人は北海道の函館まで逃げていってまだ抵抗
していましたね。天皇の軍隊が軍事的にも勝利して、新しい日本国を確立させました。今の
大陸と台湾の関係がこのように一方が他方を滅ぼすという分かりやすい決着をしていませ
んね。明治維新の時は米英仏露などの列強は幕府にも天皇にも味方せずにいるうちに幕府が
政権を天皇に渡して日本は新国家になりました。中国はこの移行が完成していない、あるい
は蒋政権が完全に滅んでいないなかで、米国が台湾を保護しています。その中で、世界は中
華人民共和国政府をソ連圏諸国と英国などの少数の西側諸国が中国の正統政府と承認して
います。米国は連合国の一員として中華民国政府を正統政府と承認しており、国連で米国側
が多数となっています。日本は講和条約で独立する前に講和後に台湾と外交関係を開くと米
国に約束されてしまって、今に到っています。」683 
 
 この説明の合理性は別にして、当時の友好商社を希望する会社の代表は「了とした」こ
とが事実である。当然、「了とし」ながらも実際は政治に無関心な貿易業者も多くいたかも
しれないが、このようなことを理解して、常に念頭においていたからこそ、中国側との取
                                                  
682石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料 日中関係』日本評論社、1970 年、ｐ.259。 
683吉澤宏始（日本国際貿易促進協会関西本部元理事長）への取材による（2010 年 12 月 1 日、
兵庫県西宮市ノボテル甲子園 1 階）。 
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引を順調に続けられていたのは言うまでもない。その中で大きな役割を果たしたのは、日
本側の貿易団体であった。 
  
第一陣の「友好商社」 
 
「友好商社」の選別については既に前述したが、果たして、日本の商社がはじめて「友
好商社」の資格を与えられたのはいつなのか。 
雷任民との会談を終えて帰国した鈴木一雄は、すぐ「友好商社」の推薦に着手し始めた。
最初に推薦を受けた 2 社は、睦株式会社及び羽賀通商であった684。続いて三一物産、西日
本貿易協組連合会、東工物産、東産業、日信貿易、連合企業、和光交易、日本輸出入協同
組合であった。こうして、1960 年 11 月 4 日までに「友好商社」の数は 17 社にまで増加
した。では、再開後の日中貿易の実績はどうだったか。 
筆者がこれまで収集した資料によれば、「貿易三原則」の後の初契約をまとめたのは、睦
株式会社である。1960 年 11 月 14 日の新聞報道によれば、同社の藤井賢三郎常務理事は
香港経由で 10 月 26 日北京に到着し、中国糧穀油脂、土産、鉱産、畜産関係の四つの公司
を訪問した結果、ゴマなどの油脂原料 5 万英ポンドの輸入契約を 11 月 10 日正式に結んだ
685。これに次いで 1960 年 12 月 15 日、羽賀通商により１億６千万円の契約が成立した686。
契約内容は、輸入が、松脂 400 トン、五倍子（中国特産の漢方薬原材料）100 トン、計 8000
万円余、輸出が、人絹糸 200 トン、約 8000 万円であった。 
以上のことからわかるように、1960 年末の「友好商社」による日中貿易の取引品目は、
1950 年代に比べて変化があまりなかった。ただし、中国側の輸出で 1950 年代まで「圧倒
的比重」を占めていた米がなかった687。これは、当時中国で起きた大飢饉によるものであ
ったと考えられる。 
そして、前述したように、1961 年に入ると、日本国際貿易促進協会、日本国際貿易促進
協会関西本部、日中友好商社の推薦を通じて「友好商社」の資格を取得した商社も漸次増
加し、1961 年 3 月 29 日までに、日中貿易促進会（元中日貿易促進会、日中貿易会）「経
                                                  
684 毎日新聞社｢中共貿易に取組む財界のうごき｣『エコノミスト』39（4）、1961 年 1 月､p.1。 
685『読売新聞』朝刊、1960 年 11 月 14 日。 
686『読売新聞』朝刊、1960 年 12 月 15 日。 
687岡本三郎『日中貿易論』東洋経済新報社、1971 年、p.144。 
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由」の「友好商社」数は既に 22 社まで増加した。特に注目すべきなのは、この 22 社の中
に大手総合商社の日綿も含まれており、また同団体のメンバーである伊藤忠商事と東洋棉
花も「それぞれ自社名で乗り出す」と表明したことである688。一方、日中友好協会の推薦
で、東京丸一商事と三昌貿易、日本国際貿易促進協会関西本部の推薦で蝶理、湊商店、豊
島商会、協商社の 6 社もそれぞれ「友好商社」に承認された689。この時期までに、「友好
商社」の数は既に 50 社を超えていた690。こうして、1950 年代の日中貿易に参加した商社
は「友好貿易」に戻ってきた。 
「友好貿易」を通じて日中貿易がますます成長している間に、1961 年 4 月 15 日、日中
貿易はさらに大きな変化を迎えた。広州で開かれた「中国輸出商品交易会」（2007 年、「中
国輸出入商品交易会」に改名、以下「広州交易会」と称す）に、「友好商社」38 社が招致
された691。貿易再開後既に半年以上経っていたが、この時期に「友好商社」を広州交易会
に招致した中国の期待は何か。 
広州交易会は、1957 年より毎年春（4 月 15 日～5 月 15 日）と秋（10 月 15 日～11 月
15 日）に広州市で開催されている692。名称の通り、最初の広州交易会は輸入よりも輸出の
方がメインであった。交易会が始まった頃から 1959 年まで、政府間協定による貿易が貿
易総額の 75％～80％を占めていた693ため、広州交易会での取引高はそれほど大きいもの
ではなかった。しかし、1959 年以降中ソ関係の急変によって、中国の対外貿易総額の半分
以上694を占めた中ソ貿易の比重が激減し、従って年間の政府協定、契約などによる貿易額
も少なくなり、貿易額上でも広州交易会の占める比重が大きくなった。名称の通り、この
時期の中国にとって、なぜ輸出が重要なのか。これは明らかに当時の国内情況によるもの
であった。当時の中国は、「大躍進運動」や「三年自然災害」による食糧危機を解決するた
めに、カナダやオーストラリアより大量の大麦と小麦を輸入しはじめていた。しかし、西
欧諸国が中国から買うものはあまりなかったため、バーター貿易が行われず、すべての決
                                                  
688『朝日新聞』朝刊、1961 年 3 月 29 日。 
689同上。 
690同上。 
691呉学文、王俊彦『廖承志与日本』中共党史出版社、2007 年、p.275。 
692広州交易会オフィシャルサイト http://www.cantonfair.org.cn/cn/。 
693高瀬浄『日中貿易－曲り角を迎えた世界経済－』芦書房、1964 年、p.133。 
694同上。 
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済は現金決済で行われていた695。したがって貿易収支の不均衡が続き、中国は外貨不足に
悩み始めた。1960 年 8 月 10 日に発表された「中国政府対外貿易の国内商品買収、輸出に
関する緊急指示」696では、1960 年～1962 年の対外貿易に関する政府の基本方針が以下の
ように決定された。①年間輸入計画は輸出貿易の収入に基づいて作成、商品供給は国内市
場より輸出優先、②1960 年度の輸入を厳格に抑える、③1961 年度の輸入計画を削減する、
という三つの方針であった。さらに、1961 年 2 月 7 日に中共中央批準財貿弁公室が発表
した「1961 年度対外貿易における若干問題に関する報告」697の中では、輸入品目に関す
る優先順位が以下のように明確に決定された。①食糧 ②化学肥料、農薬、医薬品、油脂 
③加工品輸出に必要な原料と化学工業原料 ④政治配慮物資698 ⑤ゴム、石油、銅、アル
ミニウム、鋼材、先端技術及び国防関係の機材、工業設備という順番であった。以上の物
資の輸入に必要な外貨を獲得するために、中国政府は「輸出がカギである」699と再三強調
していた。やはり当時の中国にとって、食糧問題が第 1 位、農業生産の回復が第 2 位であ
ったと考えられる。逆に言えば、当時の中国には、米などを輸出する余力がなかった。 
以上のことから、「友好商社」を広州交易会に招致したのは、広州交易会の規模をさらに
拡大させるという中国側の狙いによるものであったと考えられる。同時に、化学肥料、農
薬、鋼材などの輸入面でも、従来の日中貿易の品目別統計によれば、日本は「当然最優先
に考えるべき相手国」700であった。 
しかし、当時の「友好商社」数は既に 50 社を超えていたにもかかわらず、なぜこの「友
好商社」の第一陣には 38 社しかなかったか。言い換えれば、中国側がこの 38 社のみを招
致した理由は何か。 
 この 38 社のうち、日中貿易促進会系商社 11 社（日中貿易促進会の紹介で承認を受けた
商社、以下同）に関する資料は極めて少ない。とりわけ 11 社の中でも、「三一物産」とい
う会社に関する情報は一切なく、貿促団体の経験者も「記憶がない」というため、ここで
                                                  
695高瀬浄『日中貿易－曲り角を迎えた世界経済－』芦書房、1964 年、p.218。 
696 中共中央文献研究室「中共中央関於全党大搞対外貿易収購和出口運動的緊急指示」『建国
以来重要文献選編』（13）中国文献出版社、1996 年、p.512。 
697中共中央文献研究室「中共中央批準財貿弁公室『関於 1961 年対外貿易若干問題的請示報告』」
『建国以来重要文献選編』（14）中国文献出版社、1997 年、p.180。 
698アジア▪アフリカ諸国に対する援助として輸入する商品｡ 
699中共中央文献研究室「中共中央批準財貿弁公室『関於 1961 年対外貿易若干問題的請示報告』」
『建国以来重要文献選編』（14）中国文献出版社、1997 年、p.181。 
700林連徳『虹の架け橋（対日交流回想録）』、p.27。 
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は残る 10 社の広交会における中国との取引内容について分析する（表 15）。 
 
表 15  友好商社第一陣に参加した一部の会社とその取引品目701 
 
各社の主要取扱品目からわかるように、鋼材、肥料、医薬品、機材など、いずれも当時
の中国にとって最重要の輸入品であった。また、各社の輸入品目に食糧関係のものが少な
い点も、当時の中国にとって好ましいことであった。特に銑鉄の場合、「土法製鉄運動」702
で大量の銑鉄が生産され、当時の中国政府はその処分にさんざん悩まされていた703。 
もちろん、日中貿易における広州交易会の役割は他にもあった。実は、毎年広州交易会
を訪れる者には西欧諸国の貿易会社も少なくなかった。世界各国の商社を同じ場所に集め、
                                                  
701アジア貿易通信社『東西貿易の現状と展望 1964 年春季号』、1964 年、pp.169－222。 
702 1958 年 8 月の中央政治局拡大会議の後、鉄鋼生産大増産の大号令が出され、全国各地で農
民が大動員されて「土法高炉」と呼ばれる手作りの製鉄炉が作られた。このため、1958 年の鉄
鋼生産は目標の 1070 万トンが達成された。しかし、その原料の大部分はスクラップであり、
製品は、一番上等な極上品といっても、せいぜいお粗末な海綿鉄程度であって、最下級品にな
ると、ちょっと熔融粘着度を高くしたスクラップの焼結塊であった。 
703中共中央文献研究室『建国以来重要文献選編』（14）中国文献出版社、1997 年、pp.361－362。 
会社名（五十音順） 主要取扱品目（輸出） 主要取扱品目（輸入） 
東産業 鋼材、特殊鋼並びに合金鋼、
繊維、機械類、紙類 
銑鉄、石炭、その他鉄鋼副原料、
大豆など油脂原料他 
羽賀通商 繊維、鉱産物 土産品、油脂 
近藤延寿堂 医薬品、化成品 漢方薬、香辛料 
東工物産 鋼材、精密機械、船舶、化成
品、繊維 
鉱産物、農▪水産品、土産品、繊
維原料 
日信貿易 機械類 鉱産物、土産品 
西日本貿易協組連合会 繊維、鋼材、プラント 大豆、銑鉄 
日本輸出入協同組合 ナイロンヤーン 大豆、エビ、甘栗 
睦 肥料、鋼材、繊維、機械 石炭、銑鉄、大豆、塩、油糧食
品、土産品 
連合企業 機械類、化成品 油脂原料、鉱産物、食品、皮類
和光交易 非鉄金属 鉱産物 
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その成約価格をめぐる競争によって自国の国営会社の利益を確保することも中国の狙いの
一つであると考えられる。同時に、1960 年以降、アメリカの主導する対中禁輸はチンコム
リストの崩壊によってだいぶ緩和されたとはいえ、ココムリストによる制限が依然として
存在していた。ただし、制限品目における世界各国の格差は大きく、日本より西欧諸国の
規制の方が遥かに緩和されていた704。このような情報を「友好商社」経由で日本に伝え、
業界の競争意識を利用して日本の対中禁輸を緩和させることも、広州交易会の役割であっ
た。 
以上のことから分かるように、中国の「友好商社」への対応は、自国の経済状況との関
係も大きく、決して単なる政治的な思惑のみによるものではなかった。 
このように、1961 年春季の広州交易会では「友好商社」が大豆、塩など中国の伝統商品
をはじめ、鉱産物、特産物などを成約できただけでなく、亜鉛鉄板、ブリキ、ステンレス
シート、ワイヤーなどの「規格品」の中国への輸出をも実現させた705。1961 年の通関統
計によれば、日本側の対中国輸出における肥料と鋼材の成約額はそれぞれ 42250 トンと
40771 トンに達していたことが分かる706。鉄鋼の場合、中国政府の計画した 1961 年度に
資本主義国家から輸入する鋼材の量は 5 万トンであったことがわかるが707、日本からの輸
入量はすでにその 8 割を上回っていた。これは、「友好商社」の役割なしでは成し遂げる
ことができなかったと言えよう。 
また、1960 年代の日中貿易は「貿易三原則」の発表に端を発して再開されたとみられて
いるが、1961 年 4 月まで、その貿易方式は中断前に比べてあまり変化がなかった。敢え
て結論をつけてみれば、「友好貿易」の本格的な展開は、1961 年 4 月 15 日以降であった
と言えよう。 
 
「友好商社」選定の「優先条件」 
 
1961 年 4 月までに、友好商社の数は 50 社を超えた。前述の部分ではその中の 10 社を
紹介したが、他の「友好商社」は表 16 の通り（前記の 10 社も含む）である。 
                                                  
704林連徳『虹の架け橋（対日交流回想録）』、p.45。 
705岡本三郎『日中貿易論』東洋経済新報社、1971 年、p.138。 
706岡本三郎『日中貿易論』東洋経済新報社、1971 年、p.141。 
707中共中央文献研究室「中共中央批準財貿弁公室『関於 1961 年対外貿易若干問題的請示報告』」
『建国以来重要文献選編』（14）中国文献出版社、1997 年、p.185。 
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表 16「友好商社」リスト（1961 年 4 月まで）708      
                                                  
708『読売新聞』朝刊、1961 年 3 月 26 日；アジア貿易通信社『東西貿易の現状と展望 1964 年
春季号』、1964 年、pp.169－222；渡辺珠男、小川和男『日中貿易入門－経済交流の現状と将
来－』日本経済新聞社、1972 年、pp.264－295 より作成。 
 
会社名 本社 推薦団体 資本金（万円） 経営者/年商 
東産業 大阪 日中貿易促進会 2800  
甘栗太郎 東京 240  
イスクラ産業 東京 400  
岡山貿易 岡山 1000  
華潤 名古屋 1000  
協商社 東京 関西本部 1000 宮腰喜助 
共栄商事 東京 10000  
協和交易 名古屋 100  
近喜商事 名古屋 2000  
呉山貿易商社 東京 日中貿易促進会 400  
郡是産業 東京 20000  
啓明交易 東京 友好 3000  
高良商店 東京 300 高良とみ 
光和商事 東京 友好 100  
近藤延寿堂 京都 日中貿易促進会  
斉藤商店 大阪 友好 1980  
三昌貿易 大阪 友好、関西本部 1000  
柴田要七商店 東京 友好 500  
昭栄産業 大阪 友好  
昌栄通商 東京 友好 300  
昭和商事 東京 友好 400  
芯華貿易 長野 友好 200  
進展実業 東京 5000  
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※友好＝日中友好協会 関西本部＝日本国際貿易促進協会関西本部 
※年商のデータは 1963 年のデータによる。 
新陽物産 大阪 友好 320  
雪江堂 友好 100 西園寺雪江 
大華貿易 東京 10000  
蝶理 大阪 関西本部 300000 20 億 
東海水産貿易 北九州  
東京丸一商事 東京 友好 6000  
東工物産 東京 日中貿易促進会 10000  
東邦商会 大阪 友好 10000 20 億 
東明商事 東京 200  
豊島商会 東京 関西本部 500  
西日本貿易協組連合会 大阪 日中貿易促進会 1000  
日塩 東京 4000  
日綿実業 大阪 日中貿易促進会 750000  
日信貿易 大阪 日中貿易促進会 3000  
日本輸出入協同組合 東京 友好 1000  
羽賀通商 東京 日中貿易促進会 125 30 億 
兵庫県貿易 神戸 日中貿易促進会 110 8 億 
北洋交易 札幌 友好 1000  
水田漆行 大阪 友好 800  
湊商店 神戸 5000  
三国商会 大阪 400  
睦 東京 日中貿易促進会 3000 20 億 
山本薬品工業 大阪 友好 200  
吉村紡績 京都 友好 1800  
楽天軒本店 大阪 日中貿易促進会 100  
連合企業 大阪 日中貿易促進会 1500  
和光交易 東京 日中貿易促進会 16000 100 億 
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 表 16 からいくつかのことが分かる。まず、推薦団体不明の会社を除き、これらの友好
商社は、基本的に日中友好協会、日本国際貿易促進協会関西本部、日中貿易促進会の 3 団
体の推薦を通じて「友好商社」に選定されたことが分かる。次に、各社の資本金のデータ
は 1964 年のものであるが、参照する価値がないわけではなかろう。このデータを見てわ
かるように、この最初の 50 社は、蝶理、日綿の 2 社を除き、基本的に中小商社であった。
そして、本社所在地からみれば東京と大阪の会社が最も多かったが、地方の会社も少なく
なかった。最後に、一部の「友好商社」は、中小商社とはいえ、中国側との年間取引量が
大手の蝶理を上回っていた。 
 果たして、「友好商社」選定の最終決定権を握っていた中国は、なぜこれらの商社を先に
承認したか。 
まず、東産業、東邦商会、共栄商事、啓明交易、和光交易などの会社に注目すべきであ
る。これらの商社は、1950 年代から日中貿易に参加していたため、実務経験や中国との信
頼関係が他社より優れていたのは当然である。そして、雷任民中国対外貿易部副部長が語
ったように、これらのいわゆる「日中貿易専業商社」は、「中国と貿易関係が深かったため
に、中断の影響をもろにかぶり、困窮状態に陥った」709。例えば、和光交易では、役員 30％、
社員 20％の減給となった。社員数のより多い東邦商会でも、やむなく大量の人員整理を行
い、「社長以下役員は社員の就職運動に奔走した」710。にもかかわらず、これらの会社は
「闘いに勝って日中貿易を再開させよう。それまでなんとか会社の経営を維持するんだ」
と日中貿易の再開に期待し努力した。特に、日中貿易促進会が貿易再開を呼びかけて全国
的な企業集会を行った頃、東邦商会、和光交易、東工物産の 3 社は、経営の困難にもかか
わらず、3 回にわたって合計 300 万円を援助した711。これらの商社が先に「友好商社」と
して承認されたのは情理にかなう。 
 次は、兵庫県貿易、西日本貿易協同組合連合会の 2 社である。この 2 社は、日中貿易中
                                                  
709日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.125。 
710日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、p.101。 
711日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、pp.101－102。 
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断後に創立された会社であることから712、実務経験があまりなかったと普通に理解できる。
にもかかわらず、なぜこの 2 社が早い時期に「友好商社」として承認されたか。そして、
兵庫県貿易の本社は神戸、西日本貿易協同組合連合会の本社は大阪であるが、ほぼ同時期
に創立されたこの「阪神」2 社には何かの関係があるのか。 
 ある「友好商社」に対する中国側の対応について考察する場合、同商社の責任者と中国
側の関係から着手することは一つの方法である。兵庫県貿易の初代会長は日本国際貿易促
進協会神戸支局長の斉藤保次であり、西日本貿易の初代会長は、日本国際貿易促進協会関
西本部副会長の森井庄内であった。この情報によって、まず 2 社とも日本国際貿易促進協
会と関係していたことが確認できる。もう一つは、兵庫県貿易の当時の社名は、兵庫県貿
易協同組合であったことがわかる713。果たして、この貿易協同組合とは何か。兵庫県貿易
協同組合と西日本貿易協同組合連合会はどのような関係にあったか。これらの日本国際貿
易促進協会との関連性は何か。 
実は、このいわゆる貿易協同組合とは協同組合による貿易形態であり、ソ連を含む東欧
諸国との関係が大きかった。その取扱物資は、主に地方の日常消費物資と特殊な土産品で
あり、東西貿易においてある程度の比重を占めていた714。 
では、このような貿易協同組合はなぜ誕生したか。これについて、当時の関係者は次の
ように説明している。 
 
「貿易共同組合の設置は、当時の日中貿促団体の事務局の『延命策』であった。日中貿易
中断後、貿促団体の会員企業はそれぞれ再開を目指して自社の営業を防衛しようとしたが、
事務局の「延命」は二の次であった。従って、事務局員が生活維持のために一時的であって
も職場を離脱することにならないように、最低賃金ぐらいは収入を図らねばならなかった。
そして、事務局の首脳は日中貿易の再開まで数年間の「延命」が必要だと判断し、貿易協同
組合を設立してソ連との貿易を考えた。最初の貿易は原木の輸入であり、それは非常に即効
性のある対策であった。日本繊維産業の中心であった関西の貿易協同組合は、化学合成繊維
とその加工機械の対ソ輸出で実績を挙げて、貿促団体の会費収入の増加に相当の貢献をした」
                                                  
712兵庫県貿易と西日本貿易協組連合会は 1959、60 年、それぞれに創立された会社である。 
713 http://www.hyogo-kobe.co.jp。 
714林茂、平井博二、米沢秀夫「LT 貿易の進展－激動する国際情勢と日中貿易の見通し」『アジ
ア経済旬報』（592）、財団法人中国研究所、1964 年 11 月 1 日、p.2。 
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715。 
 
このように、貿促団体の「延命策」として、神戸では兵庫県貿易協同組合、大阪では西
日本貿易協同組合連合会がそれぞれ設立された。そして、この二社は、日本国際貿易促進
協会の運営維持を支えていただけではなく、日中友好運動への支持活動にも熱心であり、
当時「日中友好協会の支持者として大阪では『西日本』（貿易協同組合連合会）、神戸では
『県貿』（兵庫県貿易協同組合）」といわれるほどであった716。また、貿促団体との関係が
あるため、この二社は決して貿易の実務経験がないわけではなかった。貿促団体及び日中
友好協会を支援することから、この 2 社が早い時期に「友好商社」として承認されたこと
は容易に理解できるが、当時の激化した中ソ間の対立も一因であったかもしれない。いず
れにせよ、当時の中国は、日中貿易の再開ないし二カ国間関係の改善における日本側の貿
促団体と友好団体の役割を非常に重視していたことが明白である。 
羽賀通商、睦の 2 社は日中貿易促進会の推薦で承認されたとみられるが、前掲の田中脩
二郎の記録によれば、やはり安保闘争に大きく活躍した日本共産党の影響が大きかったと
判断できる717。そして、「友好商社」の経営者からみれば、それまでの日中貿易に大きく
貢献した人物も優先的に配慮されたことがわかる。例えば、第 1 次日中貿易協定の締結を
成し遂げた高良とみ、宮腰喜助、中国側に「人民大使」と呼ばれた西園寺公一の妻の会社
がそれぞれ早い時期に承認を受けた。 
前述部分では「友好商社」の一般的な選定基準について説明したが、以上のことから、
その選定基準以外にも複数の優先条件があったことがわかる。その背後における中国側の
方針は、やはり日中貿促団体、日中専業商社、日中貿易に尽力した個人の会社を「友好商
社」に承認することを通じて、日中貿易の早期回復を実現させることにあったと理解でき
るだろう。また、中国を対象とする日米安保条約に反対する共産党系の商社を先に承認し
たことから、「友好商社」の選定における中国側の政治的意図も窺える。 
 
                                                  
715吉澤宏始（日本国際貿易促進協会関西本部元理事長）への取材による（2011 年 5 月 31 日、
兵庫県西宮市ノボテル甲子園 1 階）。この説明は、吉澤氏が筆者の質問に対する回答として提
出した書面文書の一部である。 
716同上。 
717日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、pp.115－135。 
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第 3 節 「友好商社」に対する中国側の「配慮」 
 
「友好配分」という仕組み 
 
中断期における「配慮物資」の実施について既に説明したが、1960 年後半から「配慮物
資」のほかに「友好貿易」も開始された。 
関係者への取材によると、「配慮物資」の実施は「友好貿易」が開始された後も続いてい
たが、それ以降、「友好商社」を対象とする新たな「配慮」も始まった。このような「配慮」
は、当時の貿易関係者に「友好配分」と呼ばれていた718。では、この「友好配分」と従来
の「配慮物資」にはどのような関係があったのか。 
まず、両者の共通取引品目である栗の例を取り上げて説明したい。 
第八章では既に紹介したが、ここの栗とは、河北省東部の産地に産出する甘栗の製造に
必要な栗である。この種の栗は天津で集荷されるため、「天津甘栗」と呼ばれる。これを焼
き栗にすると渋皮（固い殻の内部の柔らかい皮のこと）がきれいに剥けて食べやすい。そ
のため焼栗用に輸入されていた。産地が限定されているため、当時の「花形商品」であっ
た。 
「友好貿易」が始まると栗が自由に輸入できるようになった。そのため、業者が扱いを
増やし、取り合いになった。その理由はもちろん、利益が大きかったからである。すると
「友好商社」は新規に買い付けをして、それを甘栗業者に転売しようと動いた。 
具体的には、「友好商社」が中国の国営会社と契約書に調印し、輸入代行委任状を添えて
栗問屋（卸売業者）に渡せば取引完了ということであった。その後の中国への信用状開設
や輸送に使う冷蔵船は全部栗問屋が代行した。つまり、「友好配分」を受けた商社は、その
「配分」を栗問屋に譲渡するだけでも利益を獲得できるということであった。 
ただ、一部の栗問屋は「配慮物資」の受給者であり、中には「友好商社」に選定された
者もいるが、なぜ他社の「友好配分」を仕入れていたのか。 
「配慮物資」の目的は中小業者の経営継続への支援であり通常の意義でいう取引ではな
                                                  
718吉澤宏始（日本国際貿易促進協会関西本部元理事長）への取材による（2011 年 8 月 4 日、
兵庫県西宮市ノボテル甲子園 1 階）。宮本靖彦（八木通商元社員、1960 年代前期から「友好商
社」の代表として北京に駐在していた）への取材による（2013 年 10 月 19 日、NPO 大阪府日
中友好協会）。 
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かったため、1960 年以降の取引量は倍増したが、やはり企業の経営維持という範囲内にと
どまっていた719。それ以上の仕入れは、広州交易会に行くしかなかった。しかし、甘栗太
郎のような「友好商社」に選定された業者を除き、普通のユーザーやメーカーは「友好商
社」の「嘱託」なしに広州交易会に来ることができなかった。たとえ「友好商社」に選定
された甘栗太郎でも、問屋という関係で取引量に制限があり、友好商社の契約がなければ
必要が満たされなかった。以上の事情があるため、「友好配分」に対して問屋側から苦情は
出なかった720。 
一方で、栗の量は限られており、一部の「友好商社」に「友好配分」を与えると多くの
「友好商社」から苦情が出る恐れもありうるが、なぜ中国側はこのような「配慮」を行っ
たか。これは、広州交易会で行われる「個別訪問」との関係が大きかった。「個別訪問」と
は、夕食後、友好商社員のホテルの部屋に中国国際貿易委員会の役員が訪問して「貿易取
引で困っていることはないか」、「中国側への要求があればなんでも言ってもらいたい」と
いうような質問をすることであった721。そのような訪問を通じて、中国側は個々の貿易業
者の成約状況、中国側への期待などの情報を把握していた。つまり、「友好配分」の対象は
すべての商社ではなく、あくまで広州交易会期間中に十分な契約を結べなかった商社に対
する支援にすぎず、それによる利益も、商社員が交易会に参加する旅費の補助になる程度
であった。また、中国側は常に多数の商社員と「懇談」を行い、「友好配分」の悪用に警戒
していた。 
もちろん、中国側の「友好配分」は輸出の場合のみならず輸入の場合も同様であった。
その品目と形式も限られていたわけではなかった。例えば、鋼材と化学肥料の取引におい
ては大規模な「友好配分」が行われた。ここでは、鋼材の例を取り上げてその具体的な過
程を説明したい722。 
 まず、日本の鋼材メーカーと中国五金鉱産進出口公司（金属、鉱産関係の国営輸出入会
                                                  
719日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年－1979 年』東方書店、2000
年、ｐ.95。 
720吉澤宏始（日本国際貿易促進協会関西本部元理事長）への取材による（2011 年 8 月 4 日、
兵庫県西宮市ノボテル甲子園 1 階）。 
721吉澤宏始（日本国際貿易促進協会関西本部元理事長）、戸毛敏美（日本国際貿易促進協会関
西本部元通訳、NPO 大阪府日中友好協会副会長）への取材による（2013 年 9 月 10 日、ホテ
ルグランヴィア 1 階）。 
722以下の鋼材の「友好配分」に関する説明は、筆者が 2010 年 12 月 1 日の吉澤宏始（日本国際
貿易促進協会関西本部元理事長）への取材内容を整理したものである。 
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社）との間で鋼種別、揚げ地別、積み期別に基本契約を結ぶ。 
 次に、基本契約は 1 件の書類であるが、買付商品の引渡しは 6 ヵ月にわたり、月 1 回行
われるとすれば、事務は 6 件発生する。貨物は中国の 5 港で中国側が受け取るとすれば、
30 件になる。5 種の鋼材があれば 150 件になる。 
 最後に、日本国内での流通で 1 社の問屋商社（普通は大手、あるいはメーカーの指定商
社）を経由して 1 商社に引渡しをさせるならば事務は簡単になるが、実際はそうならなか
った。問屋が 2 社になり、1 つの問屋が 3 つの商社に渡すとすれば、引渡し件数が 150 件
×6 となり、つまり 900 件となる。すなわち 1 件の基本契約が中国側の「友好配分」によ
って以上のように細分化されてゆくのであった。 
 ただし、上記の例はあくまで計算上の便宜で挙げたものに過ぎず、当時の関係者によれ
ば、実際の細分化はそれ以上のものであったという。 
 一方、栗と違い鉄鋼の契約はたとえ 10 社の友好商社が分担しても、その利益は決して
「商社員の旅費」くらいではなかったと考えられる。果たして、このような「友好配分」
における中国側の目的は何か。 
 単純に「配慮」の視点から考えれば、このような措置における中国側の意図は、日本側
にすべてを任せてしまうと実務的に関与する商社の数が限られ、大口取引の成果として商
社段階での独占性が強まる。そこで営業力で劣る「友好商社」を支援しなければならなか
ったと理解してもよかろう。 
 ただし、このような配慮を分析する際に、「友好貿易」だけではなく、同時に展開してい
た LT 貿易との関係にも留意すべきである。例えば、LT 貿易の原形ともいうべき「岡崎構
想」の中では、商社の指定に関して、「（LT 貿易の）参加メーカーは自己と同系列又は取
引のある商社をそれぞれ指定すべき」と強調していた723。つまり、1962 年に LT 貿易の実
施が始まってから、鉄鋼業界を含む日本側の大手メーカーと中国との取引において、従来
の「友好商社」のほかに各メーカーがそれぞれ指定した商社、いわゆる「問屋商社」も加
えられた。日本側のこのような意向に対して、中国側は代金を支払う者として、取扱商社
の選択を自らの意向で行うことを要求した。このような措置は、単に「友好商社」の利益
を確保するためではなく、自分の信頼する「友好商社」を通じて価格の交渉を行い、「自分
にとって有利な貿易」724をする意図によるものでもあったと考えられる。 
                                                  
723 外務省開示文書,2013-00763,「日中貿易に関する岡崎嘉平太の構想について」。 
724「周恩来の外交問題に関する報告（1958 年 3 月 19 日）成都会議にて）」金沖及（主編）中
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「友好配分」は、その具体的な方法が品目別、輸出入別でそれぞれ異なるが、「友好商社」
への経営支援という基本的な方針は明白であった。ただし、このような「友好配分」の最
終目的は、決して「友好商社」に対する支援に留まるものではなかった。中国側が本当に
期待していたのは、「友好商社」が、このような配慮を通じてメーカーとのつながりを深め、
それによって商社としての経営基盤を固めつつ日中友好のためさらに活躍することであっ
た。 
 
「友好商社」の北京駐在員 
  
友好貿易の主な舞台は広州であるが、当時は交易会期間外の広州での滞在は許可されな
かった。しかし、関係者に対する取材によれば、「半年ないし一年前後北京に滞在する商社
マンもおり、人数が最も多かった時期は数十人に及んだ」という725。では、この人たちは、
何のために北京に滞在したか。 
「友好商社」がはじめて広州交易会に参加したのは 1961 年 4 月である。当時の新聞に
よれば、交易会終了後、日本側の参加者は全員帰国したことが分かる726。しかしその後、
民間取引が軌道に乗ってくると広州交易会期間中に成約できないケースが次第に増加して
きた。このようなケースは大口商談に限らず、期間内に成約できない理由は様々であった。
具体的に例示すれば、まず、60 年代は日本の技術の進化が早まり、改良品、画期的な新製
品及び中国の必要に合わせた「特注品」等が続出してきた時期であるため、中国側のユー
ザーが日本商社より機械、設備、材料等を購入する場合、納期や価格を相談する前に技術
的な意見交換を綿密に行うことが必要になった。同時に、需要側の工場などの実地見聞を
日本側が要求することも増えた。そして、時間の問題で日本側の商社が広州交易会に間に
合わなかったケースもある。これらの問題をクリアーするために、中国側が日本商社マン
の「上京」を許可し、後にその駐在をも認めた。 
 当時、北京に派遣されることは商社マンの中で「北上」と呼ばれていた。北京といって
も、生活は高度成長期の日本に比べることができないのは当然であった。では、友好商社
                                                                                                                                               
共中央文献研究室編『周恩来伝』（第 3 巻）、中央文献出版社、1998 年､p.1382。 
725以下の「友好商社」駐在員に関する内容は、筆者の吉澤宏始（2011 年 8 月 4 日、兵庫県 
西宮市ノボテル甲子園 1 階）と宮本靖彦（2013 年 10 月 19 日、大阪府日中友好協会）に対す
る取材内容を整理したものである。 
726『朝日新聞』夕刊、1961 年 5 月 25 日。 
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マンの生活はどんな様子だったか。 
 元友好商社駐在員の記憶によれば、当時の北京は、物価は安かったが日本酒もなく洋酒
もなかった。タバコも同様であった。とくに買い物する際、配給制であったため「票」（配
給切符）がなければ何も買えないことで困っていたようである727。 
 しかし、意外なことであるが、「北上」することは当時の友好商社マンの憧れであった。
果たして、「友好商社」とその駐在員にとって、「北上」は何を意味するか。 
まず、北京は商談の発生地であるため、友好商社マンにとって北京の国営貿易公司の本
店営業部はまさに「宝の山の登山道の入り口」のようなところであった。そして、「北上」
の経験者となることは、昇進のステップでもあった。また、駐在員の中には中国に親近感
を持つ人あるいは中国の事情に興味を持つ人もいた。 
 駐在員の生活について、まず、ホテルは基本的に「新僑ホテル」（新僑飯店）に限定され
ていた。このホテルは、1962 年から 1965 年までの間、日本人客が非常に多く、「日僑ホ
テル」や「日本人村」とも呼ばれていたという。中には、日本式バス付きの部屋も用意さ
れていた。そして、中国国際貿易促進委員会の日本語ができる職員が、少数で「接待グル
ープ」を作り１部屋の事務所を持っていた。「接待グループ」の人たちは、日本人駐在員が
日常商談、連絡する際に通訳を担当し、友好商社員の部屋を訪問して、色々な相談にのり、
契約状況を聞き取り調査していた。友好商社員の健康情況にも関心を払っていた。つまり、
接待組の任務とは、自分が担当する日本人の北京滞在中の仕事と生活全般の世話であり、
休日には観光ガイドのようなこともした。当時の中国の情況を考えてみれば、外国人の監
視・監督も兼務しているかも知れないが、「親切な友人であった」ことは間違いないという。 
 食事は、外食や商談が長引いて間に合わない場合を除き、基本的にホテルの食堂で行う。
各商社の駐在員は 10～15 人ずつ大きな円卓を囲んで座る。ただし、席順は商社規模、あ
るいは年長順ではなく、「北上」の回数順もしくは滞在歴の新旧順となっていたとのことで
ある。 
 娯楽の面では、前述の旅行以外に「文芸夜会」と称された西欧の古典をオペラ化した出
し物の公演がよく開かれていた。この公演に友好商社員や促進団体の職員が招待されるこ
とがあった。たとえばオペラでは「椿姫」「スペードの女王」などがあった。中国の招待側
は、中国語を解しなくても理解できそうな演目をわざわざ選んでいたようであった。この
                                                  
727宮本靖彦への取材による（2013 年 10 月 19 日，大阪府日中友好協会）。 
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文芸夜会は日本人の駐在員に大変人気があった。 
 「友好商社」駐在員の北京生活は日本に比べて当然不便であったが、中国側が最大限に
配慮していたことも明白である。そして、「友好貿易」の主な舞台は広州交易会であるとは
いえ、北京駐在も重要な一環として双方に重視されていたことが分かる。果たして、駐在
員たちの仕事は中国側との商談だけなのか、そうであれば、なぜ半年ないし一年以上の滞
在が必要なのか。 
 当時の関係者に対する筆者の取材によれば、「友好商社」駐在員の仕事は、中国側との商
談のほかに、主に本社との連絡（国際電報で行う）及び日本人訪中者の接待であった。こ
れは現在の一般商社マンの仕事とほぼ変わらないかと思われるかもしれないが、実はそう
ではなかった。 
 まず、「友好商社」駐在員の中には、本社との連絡をするほかに、中国の国営貿易公司
から日本国内の会社（主にメーカー）への通信連絡を「サービス」として代行する者が
少なくなかった。当時、日中両国の物価を比較すれば、中国は低物価であり、北京の市内
電話は日本人から見ればタダに近いほどであった。しかし、国際通信になると電報も
電話も中国側から見れば高価格であった。「友好商社」駐在員の「サービス」によって
中国の国営貿易公司の営業費用の大きい部分を占める国際通信費が省かれた。 
なぜ駐在員らは自社の利益を犠牲にしてまで、このような「サービス」をしなければ
ならなかったか。そして、なぜ中国の国営貿易公司が取引先の会社と無関係の「友好商
社」駐在員に通信連絡の仕事を任せたか。 
これは、両者の信頼関係によるものであった。元「友好商社」駐在員によれば、彼は
北京駐在の間に、数多くの国営貿易公司の人と親しく交わり、「心が通じ合うと、相手
方の困っている未解決問題に他方から助けようと思った」という。しかも信頼関係があ
るので、双方の取引が多く、「友好商社」の負担も成立した取引の利益で補われていた。 
 次に、高崎事務所728が設置されて以降、日本政府の外務省、通産省などの官僚が民間人
として常駐した。その接待につとめた人の中には、「友好商社」駐在員もいた。「友好商
社」駐在員との交流を通じて、互いにプラスの結果をもたらした。日本の官僚にとって、
経済と貿易の現場にいる日本人証人として高い評価があり、友好商社員の話は貴重な中
                                                  
728 1964 年 4 月 18 日に北京で設置された LT 貿易連絡代表部｡石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編
『戦後資料 日中関係』日本評論社、1970 年、ｐ364。 
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国情報として外務、通産両省の上部に通じていた729。 
 以上のように、「友好商社」の北京駐在員は商談だけではなく、当時の日中貿易におい
て特殊な役割を果たしていたと言えよう。 
 
おわりに 
  
 本章では、主に「貿易三原則」の具体化と「友好商社」の選定における中国側の基準及
び「友好商社」対する中国側の「配慮」について考察した。 
従来の研究は、「貿易三原則」の具体化についてあまり深く言及しておらず、研究の視点
もほとんど「周▪鈴木会談」の歴史的意義にとどまっている。筆者は近年出版された資料の
中で鈴木に同行した田中の記録を発見した。この当事者の記憶に基づいて分析した結果、
「貿易三原則」の第 2 項である「民間個別契約（民間個別取引）」が「友好貿易」まで具
体化された過程を明らかにした。 
「友好商社」の選定について、その決定権を握る中国側が「友好商社」の選定を通じて
自国に一方的に有利な取引をするという批判の声がある730。当時中国側の政府報告と日本
側の統計資料によれば、このような批判が決して根拠のないものではないことが分かった。
ただし、関係者の記憶によれば、中国側が「友好商社」を通じて自国に有利な取引をする
だけではなく、「友好商社」に対して配慮を与え、その経営基盤を固めようとしたことも事
実であった。つまり、「友好貿易」を通じて自国の利益を最大限に確保するという中国の方
針は、決して「友好商社」の犠牲を前提として行われたものではなかった。 
果たして、「友好貿易」の「犠牲」になったのは何か。それは、日本メーカーの利益であ
った。メーカー側が直接に「友好貿易」に参加できないことは後に問題となった。 
 日本の外務省記録によれば、日本国内の多くの企業は最初から「貿易三原則」に対して
不満を抱いていたことが分かる731。1962 年になると、このような不満は、最初の「特定
の団体が『友好商社』の取り扱いにおける独占的な立場」732に対する非難から、「友好商
社体制を潰す」という狙いに変化した733。そのため、「日本側の関係産業、例えば肥料、
                                                  
729山本市朗『北京三十五年:中国革命の中の日本人技師(下)』岩波書店､1980 年､p.46。 
730谷敷寛『日中貿易案内』日本経済新聞社，1964 年、p.45。 
731外務省記録，2002－175，「高碕達之助▪周恩来会談議事録」外務省情報公開｡ 
732同上｡ 
733外務省記録，2004－548，「日中貿易に関する岡崎嘉平太の構想について」。 
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鉄鋼の業界日中貿易を希望するメーカーが団体を結成し、各業界の団体が共に中国の公司
と契約を行う」という岡崎嘉平太全日空社長の「構想」が政府側に採用された。このいわ
ゆる「岡崎構想」は、後に「半官半民」の性格を持つ「日中長期総合貿易に関する覚書」、
即ち「LT 貿易」によって実現された734。後に、通商代表部に相当する「高碕事務所」が
北京に、「廖承志事務所」が東京にそれぞれ設置された。 
 しかし、「友好貿易」は日本政府の狙う通りに「LT 貿易」の実施によって潰されたわけ
ではなく、後に「LT 貿易」と「車の両輪」のような関係と位置づけられて 1972 年まで続
けられた。その理由には、これまで築かれた友好関係を大切にしたいという中国政府の思
惑があり、また日本政府との関わりのない民間貿易の安定に対する中国政府の認識もあっ
た。 
「LT 貿易」が調印された 1962 年の 12 月、日中貿易促進会理事長鈴木一雄、日本国際
貿易促進協会副会長宿谷栄一、日本国際貿易促進協会関西本部専務理事木村一三の三氏は、
中国国際貿易促進委員会主席南漢宸の招請により北京を訪問し、日中民間貿易の促進につ
いて会談を重ねた結果、「今後の日中『友好貿易』の一層の拡大、代表団をはじめとする人
の交流、技術交流の強化、商品展覧会の相互開催等」に関する「議定書」に調印した735。 
 こうして、1958 年に調印された第四次日中貿易協定で決定された通商代表部の設置、技
術交流の促進、商品展覧会の開催等の事項が「LT 貿易」と「友好貿易」によってそれぞ
れ実現されたのである。そのため、中国政府が「LT 貿易」のみを重視していたとは到底
言えない。 
 そして、表 17 が示しているように、「車の両輪」であるとはいえ、「友好貿易」の輸出
入総額は最初から「LT 貿易」より多く、日中貿易における両者の割合の差は年々拡大し
ていた。1963 年以降、「半官半民」の「LT 貿易」がプラント輸出延払問題に対する日本
政府の態度、文化大革命の勃発及び 1969 年の「周恩来四原則」から影響を受けたことに
対して、民間レベルで行われる「友好貿易」は安定した成長を続けて 1972 年の日中国交
正常化への経済的基礎を築いたのであった。むしろ、政治関係の増進を意味する「LT 貿
易」より、長期的に「友好」の精神が重要な支えとなってきた「友好貿易」のほうが、両
国の貿易関係を国交正常化までつなげる赤い糸となったのである。 
                                                  
734調印者である廖承志と高碕達之助のイニシャルをとって「LT 貿易」とも呼ばれる｡ 
735日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料集』日中国交資料委員会、1974 年、
pp.215－216。 
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表 17 日中貿易総額における「LT 貿易」と「友好貿易」の比率736     （単位 1000
ドル） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
736日本貿易振興会『日中貿易手冊－中国市場へのアプローチ』全国館報販売共同組合，1971
年，p.122。 
 輸出入総額 LT 貿易 友好貿易 
1963 年 137016 64115  （46.8%） 72901  （53.2％）
1964 年 310489 128427    （41.4％） 182026    （58.6％）
1965 年 469741 179186    （38.1％） 290555    （61.9％）
1966 年 621387 205228  （33.0％） 416159    （67.0％）
1967 年 557733 153483  （27.5％） 404250    （72.5％）
1968 年 549623 115920  （21.1％） 433703    （78.9％）
1969 年 625343 69600  （11.1％） 555743    （88.9％）
1970 年 822696 70000  （8.5％） 752696    （91.5％）
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結 論 
 
第一節 1950 年代の日中関係における貿促団体の役割 
 
1949 年、冷戦の激化による世界的な平和運動、中国国内情勢の安定及び日本国内の経済 
不況を背景として、中日貿易促進会という戦後最初の貿促団体が結成されて同団体を中心
とする貿促運動が始まった。中日貿易促進会の準備段階においては、経済の復興と反戦平
和という国民の願望のうえに統一戦線を拡大させることを狙っていた日共と民擁同が大き
な役割を果たした。一方、中日貿易促進会の会員は貿易業者の割合が多くなく、殊に大手
企業は僅かであった。このため、同団体は数多くの階層を含む全国的な貿促団体であると
はいえ、貿易実務の面における能力に限界があったと言わざるを得ない。 
中日貿易促進会が発足してまもなく、同団体の呼びかけをきっかけとして国会での影響
力を持つ中日議連という団体も結成された。また、一部の大手企業をはじめとする経済界
の人々も戦前期日本の重要な市場であった中国に期待し、実務経験の豊富な業者中心の貿
促団体として中日貿易協会を結成した。1949 年に発足した 3 つの貿促団体は各々日中貿
易への見解が異っていたが、貿易の展開に多くの力を集めることが必要であるという認識
で一致していた。この認識は、1950 年代における貿促団体の統合と大きな関係があった。
ただ、中日貿易促進会と同様、この二つの貿促団体もそれぞれ問題点を抱えていた。中日
議連は、国会での影響力を持ちながらも団体内部における革新系議員と保守系議員の意見
対立が問題であった。参加者が国会議員に限られていたため、その役割も他の貿促団体へ
の協力に留まっていた。中日貿易協会は業者中心であることから貿易情報の収集と説明に
おいて他の貿促団体より優れていたが、その活動は主に貿易再開への準備に集中しており、
中国の貿易機関への連絡ルートを積極的に拓くまでには至らなかった。また、多くの会員
が依然として戦前の古い中国観を持っていたことも大きな問題であった。 
1949 年後半から、中日貿易促進会は鈴木一雄ら貿易実務関係者の加入によって団体の実
務機能を充実させ、同団体の積極的な働きかけで日中間の連絡ルートが拓かれた。中日貿
易促進会に対する中国政府の評価からわかるように、貿促運動の展開と貿易実務の経験、
即ち政治的役割と経済的役割の両方を持つことが貿促団体にとって重要なことであった。 
朝鮮戦争勃発後、米国は対中封じ込め政策をとりはじめ、各資本主義国家との交渉を通
じて、その封じ込めを拡大しようとした。これに対して、中国は対ソ連圏貿易を拡大する
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ほかに様々な方法で資本主義陣営諸国、とりわけ日本との貿易問題を打開しようとした。
そして、禁輸などの制限が取り除かれないかぎり輸入は不可能であるという判断から、中
国政府はまず日本国内の貿促団体、とくに左翼系の貿促団体とそれを中心とした貿促運動
に注目していた。 
 1951 年後半から、朝鮮戦争停戦交渉の開始と講和条約の調印を背景として、日本国内に
おいて日中貿易再開を要求する声が次第に強まった。1952 年 4 月、モスクワで開かれた
国際経済会議は日中貿易の再開に転機をもたらした。同時期に、独立国家として再出発し
ようとする日本の将来、とりわけ日本経済の独立に関心を持つ政財界有力者たちを中心と
した国際経済懇談会が結成され、貿促運動に新たな勢力が加わった。1952 年 4 月、帆足
計をはじめとする 3 人の国会議員がモスクワ入りを実現し、日中代表の会談が第一次日中
貿易協定交渉の端緒となった。貿易協定の締結によって目標を制定し、後に日本国内の運
動を通じて対中禁輸品目を含める日中貿易を開始しようとした中国は、各貿促団体との関
係を強化し有力な日中貿易促進機関による国民運動に期待していた。これに応じて、日中
友好協会を中心とした既存貿促団体の再編が行われ、全国的な国民運動によって貿促運動
を推進する日中貿易促進会議が結成された。1950 年代の日中関係にとって、朝鮮戦争勃発
から日中貿易促進会議結成までの時期は非常に重要であった。厳格な対中輸出統制に対し
て中国政府は対外貿易方針を調整して様々な方策をとりはじめたが、その一つが第一次日
中貿易協定の締結であった。交渉過程からわかるように、第一次日中貿易協定の締結は朝
鮮戦争期における貿促団体とそれを中心とする運動に対する中国側の認識によるものであ
った。一方、貿易業者と革新勢力との対立をはじめ、当時の貿促運動においては様々な対
立が存在し、日中貿易促進会議内部にも同様の対立が存在していた。第一次日中貿易協定
は 1953 年 10 月に期限満了を迎えたが、その遂行率は輸出入合計 5％しかなかった。この
ような低い遂行率については当時の厳格な対中輸出統制が一つの制約であると指摘されて
いるが、様々な対立と問題点を抱えていた日本国内の貿促運動が政府の対中禁輸政策を緩
和するレベルに至っていなかったのも一要因であった。 
低い遂行率で期限満了を迎えたとはいえ、第一次日中貿易協定の実施のために日本の民
間人、とりわけ貿促団体の関係者が多大な努力を払ったことは事実である。協定締結後の
1952 年 9 月から 1953 年初頭まで、桜井英雄や鈴木一雄など数名の日本人が北京に到着し
て中国の貿易機関と第一次日中貿易協定の具体化について交渉を行った。桜井ら貿易業者
が結んだ契約は後にほとんど履行できず、貿促団体関係者の鈴木も貿易以外に多くの思惑
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をもっていたとはいえ、日中貿易と貿促運動に対するこれらの人の意見と見解が中国側の
対日貿易政策や日中貿易の技術的問題の解決に影響を与えた。特に、通商代表部の設置に
関する鈴木と山本の意見は、1950 年代後半の日中関係の焦点である通商代表部設置問題の
源となった。そして、双方の交渉からわかるように、当時の日中貿易は「政治的性格」だ
けではなく「商業的性格」をも持っており、これは日中貿易に対する中国政府の期待にも
繋がっていた。つまり、中国政府は「両国人民の友好関係の樹立」と「国内建設に必要な
資材の輸入」という二つ狙いから、貿易協定の政治的影響だけではなくその実施をも重視
していたのであった。 
1953 年 10 月、第二次日中貿易協定が北京で調印された。第一次日中貿易協定に比べて、
第二次日中貿易協定の内容はさらに具体的であり、その遂行率も 34％まで成長した。同協
定の締結においては、日中議連という貿促団体の役割が無視できない。日中議連への参加
を選挙などの政治的目標の達成に利用する議員が多く存在していたため、彼らの活動は常
に経済界を含む国民の要望につながっていた。1953 年、朝鮮戦争の休戦による「特需景気」
の消滅とともに日本国内における日中貿易への期待は増大しつつあった。これに応じて、
日中議連を中心とした代表団が組織されて中国訪問を果たした。ただ、北京到着後の代表
団が日中間の貿易会談に参加したとはいえ、その最初の目的はあくまで従来の貿易協定の
充実化と具体化であり、双方の会談が新しい協定の締結に切り替わったのは中国側の様々
な工作によるものであった。つまり、第二次日中貿易協定の締結は日中議連代表団の最大
の成果であり、中国側の対日政策転換によるものでもあった。一方、第二次日中貿易協定
が調印されたとはいえ、その実施には日本による対中輸出統制の緩和のほかに、中国代表
団の訪日や決済問題に対する日本政府の許可など多くの課題が残されていた。しかし、こ
れらの問題は、日中議連の力だけで解決できるものではなかった。そこで、貿易協定の実
現における強力な貿促団体の必要性が次第に高まった。 
 1950 年代中期は、日本をとりまく国内外情勢が大きく変化した時期であった。日本国内
の多くの貿促団体は中ソの対日方針転換と東西貿易促進の機運の高揚を背景として再編・
統合され、その結果として日本国貿促が 1954 年 9 月に発足した。1955 年 3 月、日中政府
の方針転換によって戦後初の中国貿易代表団の訪日が実現したが、その中における日本国
貿促の役割も無視できなかった。中国貿易代表団の訪日と 1955 年 5 月の第三次日中貿易
協定調印によって、日本国民とりわけ経済界の中国への関心と期待が喚起され、1955 年以
降の日中貿易の飛躍的な成長と日中国交回復運動への基礎が築かれた。この成果について、
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代表団の日本での活動と協定交渉における日本国貿促などの貿促団体の役割は看過できな
い。一方、第三次日中貿易協定の締結とそれ以降の日中貿易の急成長とともに、中小企業・
地方産業と大手企業・メーカーとの対立などの日中貿易の問題点も次第に深刻化した。こ
れらの問題の解決を図るために日中輸出入組合が設置されたが、日中貿易の「窓口一本化」
を目的とする同団体の誕生によって、貿促団体間の対立という新しい問題が生じた。これ
らの問題点は、貿易の積み上げによる二カ国間関係の改善を大きく制約した。 
 1958 年 3 月、約半年にわたる長期交渉の末に第四次日中貿易協定が締結された。しか
し、それから約一ヶ月後の 4 月 13 日、中国側が第四次日中貿易協定の履行の無期限延長
を主張した。その背景には、岸内閣の中国敵視政策という従来の研究で指摘された点のほ
か、中国側の指導者の日中貿易に対する態度の変化もあった。第四次日中貿易協定の履行
が中止された後、1958 年 5 月に長崎国旗事件が発生し、日中貿易は「断絶期」に陥った。
この時期は、中国の対日貿易政策の「転換期」でもあった。このような政策転換は、中国
をとりまく国内外情勢の急変化との関係もあったが、中国政府の日中貿易に対する認識の
変化によるものでもあった。外交方針の転換と経済の再建という二つの課題に直面してい
た中国政府は 1950 年代の対日方針への反省から日本政府の中国承認が不可能であること
を認めると同時に、民間貿易の必要性をも認識した。こうして、貿易中断の最大の被害者
である日本国内の中小業者を支援するための「配慮物資」の実施が始まった後に、「経済三
原則」に基づく「友好貿易」も始まった。 
1960 年代初期に始まった「友好貿易」は「貿易三原則」の中で提示された「民間個別契
約」という方法の具体化によって生まれた貿易方式であり、中国側の唱える「政治三原則」
を支持する日本の商社のみが参加の権利を有した。「友好商社」選定の決定権を握る中国は
「友好貿易」を通じて自国の利益を最大限に確保しながら、「友好商社」に対して配慮を与
えてその経営基盤を固める方針をとっていた。つまり、「友好貿易」は「友好商社」を犠牲
とすることを前提に行われたものではなかった。そして、「友好商社」の推薦を日本側の貿
促団体と日中関係の改善に貢献した民間人に任せたことも、これらの勢力を強化する狙い
によるものであった。一方、一部の貿促団体が「友好商社」の取り扱いを独占することに
対して、日本国内のメーカーをはじめとする多くの企業は不満を抱いていた。そのため、
肥料や鉄鋼などの業界が団体を結成して中国と契約を行うという構想が政府側に採用され、
1962 年に「半官半民」の性格を持つ「日中長期総合貿易に関する覚書」、即ち「LT 貿易」
によって実現された。 
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 以上の内容からわかるように、政府による外交が冷戦構造や台湾問題などの政治的要因
によって実現できなかった時期において、貿促団体の活動は両国の経済関係ないし政治関
係の改善に大きな役割を果たした。その役割は、主に 4 点にまとめることができる。 
 第一は、貿促団体の活動によって日中貿易が大きく変容したことである。戦後の日中貿
易は 1950 年前半に始まったが、中国側との連絡に成功して貿易のルートを拓いたのは
1949 年に発足した中日貿易促進会であった。1952 年 6 月 1 日の第一次日中貿易協定調印
によって日中貿易は「民間協定期」に入ったが、協定の折衝を行った日本側の代表は中日
貿易促進会と中日議連の代表であった。1960 年、二年以上中断されていた日中貿易は「貿
易三原則」の発表によって再開を迎えたが、「貿易三原則」に提示された「民間個別契約」
の「友好貿易」への具体化交渉も「友好商社」の選別も貿促団体と中国との間で行われた
のである。1962 年の「LT 貿易」調印によって日中間で「半官半民」的な長期バーター取
引が始まったが、この日中貿易の大きな変化もそれまでの貿促団体中心の「友好貿易」と
大きな関係があった。 
第二は、貿促団体の努力によって両国国民の相互理解が大きく進んだことである。1949
年以降、日本国内の貿促団体は貿易情報と日中貿易の必要性を訴えるため数多くの宣伝物
を発行し、全国各地で講習会などを行った。その宣伝物と講習会の内容には貿易に関する
もののみならず、中国の政治・地理・農業・工業などの様々な分野に関する紹介も含まれ
ていた。また、1955 年から 58 年までに、東京・大阪では中国展覧会、北京・上海・広州・
武漢では日本展覧会が開かれた。中国側の代表団の受け入れや展覧会の運営などにおいて、
日本国際貿易促進協会は最も大きな役割を果たした。1956 年に北京で開かれた日本展覧会
の入場者数は 125 万人に及んだが、これらの展覧会の開催は両国の国民に相手国の事情を
理解させる手段として大きな効果があった。 
第三は、貿促団体関係者の見解が中国側の対日方針に影響を与えたことである。日中貿
易に関する中国外交部档案の内容が示しているように、1952 年以降に訪中した日本人の中
では貿促団体とその会員業者が最も多かった。本研究で何度も取り上げた鈴木一雄を初め、
これらの人々の意見は 1950 年代に締結された 4 つの民間貿易協定の締結と実施、及び「対
日貿易三原則」の具体化などの日中貿易に関する重要な取極めにおいて中国政府の方針決
定に大きな影響を与えた。 
 第四は、貿促団体の存在とその活動が日本政府の対中政策に大きな影響を与えたことで
ある。中国政府の方針決定のみならず、日中貿易に関する日本政府の政策も貿促団体から
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大きな影響を受けた。戦後最初の貿促団体が 1949 年に発足して以降、日本国内の貿促団
体は日中貿易促進会議、日本国際貿易促進協会の結成によって統合され、貿促団体の政府
への影響力も増大されつつあった。これによって、日本の対中輸出制限や中国への渡航制
限は大きく緩和された。 
 
第二節 日中関係における民間交流の意義 
  
以上のように、1950 年代において、貿促団体の活動は日中関係に大きな影響を与えた。
1960 年代に入って、日中関係は 1962 年の「LT 貿易」の開始によって民間交流の時代か
ら「半官半民」の時代に移り、さらに 1972 年の日中国交正常化の実現によって政府間外
交の時代に入った。 
しかし、このような展開から、本当に国交正常化以降の日中関係がそれ以前の日中関係
より「前に進んだ」と言えるだろうか。近年の日中関係からみれば、決してそうではない。  
例えば、日本の非営利団体「言論 NPO」と中国日報社が 2013 年に共同で実施した調査
によれば、「現在と今後の日中関係をどう思うか」という質問に対して、79.7%の日本人
と 90.3%の中国人は「悪い」（「どちらかといえば悪い」を含む）と答えた。「相手国に
対する印象」という質問に対して、日本の印象が「良くない」と回答した中国人は全体の
92.8％を占めており、中国の印象が「よくない」と回答した日本人も全体の 90.1％と、相
手国に否定的印象を持つ人が、両国共に過去最高の割合に達した。日本に否定的な印象を
持つ中国人のその理由には、「日本は領土紛争で強硬な態度を取っているから」（77.6％）、
「日本は侵略の歴史について謝罪と反省をしていないから」（63.8％）が最も多かった。中
国に否定的な印象を持つ日本人のその理由としては、「釣魚島（日本名・尖閣諸島）をめぐ
り両国の対立が続いているから」（53.2％）、「中国は歴史問題などで日本を批判するから」
（48.9％）が最も多かった。また、同調査の内容には「相手国に行きたいか」という質問
もあったが、「行きたくない」と答えた日本人と中国人の割合はそれぞれ 74%と 69.5％で
あった。 
一方、日中国交正常化以前の 1971 年 8 月 27、28 両日、即ち米国大統領ニクソンの訪
中を予告する宣言の発表から一ヶ月後に実施された朝日新聞社の全国世論調査では、「いま
すぐ中国との国交正常化の交渉をはじめるべき」かという質問に対して、「賛成」と答えた
人は 63%もいた（「反対」と答えた人は 11%）。ところが、このような高い比率はニクソン・
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ショックの影響を受けたわけではなかった。1970 年 6 月に実施された「安保と日中問題」
と題する世論調査においても、「日中国交は結ぶべきである」と答えた人が 64％であった
（「そう思わない」と答えた人は 11％）。国交回復に賛成する理由についての質問はなかっ
たようだが、この結果からみて少なくとも当時の日本人の中には中国への関心を持つ者が
非常に多かったと言えよう。 
以上の 2013 年と 1970 年代初期の調査結果との比較からわかるように、現在の日中関係
は決して国交正常化以前の日中関係より改善されたとは言えない。そして、2013 年の調査
で「相手国に対する印象」に対する両国国民の回答とその理由からわかるように、双方は
いずれも領土問題や歴史認識問題などの政治に関連する理由で相手国に否定的な印象を持
っているが、これは両国の国民が政治的な視点から相手国を考えていることを意味してい
る。このような考え方が変わらない限り、両国国民は政治や外交問題に巻き込まれやすく、
政府間の対立が経済・文化・市民レベルに広がることも多い。こうして、日中関係におけ
るナショナリズムはますます高揚するが、政府間外交はこの問題を完全に解決できないば
かりか、時にナショナリズムの高揚を前に機能不全に陥るまでに追い込まれる。両国の国
家指導者も「支配の正統性を国民にアピールするために、相手の国に強硬な姿勢を示さざ
るを得なくなる」737。 
では、1970 年代初期において、中国に関心を持つ日本人はなぜ多かったのか。この点を
明らかにするためには、国交正常化以前の日中関係史に目を向けるべきである。 
 日中国交正常化以前という両国関係の「不正常」な時期において、両国の民間交流は貿
易だけではなく文化や学術などの様々な分野で展開されていた。両国間の渡航や通信が極
めて難しかったにもかかわらず、多くの民間人は労を惜しまずに相手国を訪問した。これ
らの人の努力によって、戦後日中関係の継続と発展が実現されたのである。1970 年代初期
において多くの国民が中国に強い関心を持っていたことも、このような民間交流による蓄
積と大きな関係があった。 
しかし、国交正常化から今日に至るまで、両国の民間貿易と人的交流の規模は国交正常
化以前に比べて飛躍的に成長した。にもかかわらず、近年の日中関係はなぜここまで悪化
したのか。ここで、日中国交正常化以前の民間交流に尽力した先人たちの初志を再び確認
する必要がある。 
                                                  
737 王柯「『周辺』の焦燥とナショナリズムの内面化」『環』Vol.52，2013 年,p.112。 
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 本研究を進めるために、筆者は 1950 年代から貿促団体に参加して両国の民間交流に人
生を捧げた数名の日本人に取材を行った。貿促団体に参加した理由について、彼らの答え
は「解放軍の看護婦を務めたことがあって、中国にたくさんの友人がいたから」738、「終
戦直後の食料不足の頃、隣の中国人夫婦によくご馳走してもらった」739など様々であった
が、その共通点は中国や中国人への好感と中国文化への興味であった。これらの人には貿
易業者もいるが、彼らが日中貿易に参加した理由も経済利益への追求ではなく、やはり中
国という国への興味であった。これらの人によれば、当時の日中貿易に従事する業者の中
にはやはり中国のことに詳しくない人の方が多く、共産中国への懸念を持つ人もいた。し
かし、後に中国を訪問し、滞在中に行った各地の見学や中国人との交流を通じ、これらの
人はほとんど中国のことが好きになって 1960 年代以降の文化大革命の時期にも日本と中
国の間で往来していた。筆者の取材を受けた人のほか、本研究で取り上げた帆足計や櫻井
英雄などの 1950 年代の日中貿易において大きな役割を果たした人たちも、晩年まで日中
関係に強い関心を持っていた。つまり、文化の視点から相手国を理解し、相手国の国民と
の心の交流を通じて友情を結ぶなら、両国の政治関係がいかに変化しても相手国に対して
好感を持つのである。 
前述した 2013 年の調査では、領土問題や歴史認識問題などの理由で相手国に否定的な
印象を持つ回答者に対して、相手国に良い印象を持つ中国人のその理由には、「日本は科学
技術水準が高いから」（58.2％）と「日本人はまじめで努力して仕事をするから」（54.4％）
が最も多く、中国に「良い印象」を持つと答えた日本人のその理由には「中国古来の文化
や歴史に関心があるから」（43.8％）と「身の回りの留学生など民間交流に携わる中国人を
含め、知り合った中国人の影響」（32.3％）が最も多かった。つまり、「政治から離れ、文
化の視点から相手を見つめれば、国境が低くな」るということは740、現在においても通用
するものである。 
しかし、ここで注意すべきなのは、これらの相手国に良い印象を持つ回答者は全体の 1
割にも満たないことである。国交正常化以来、日中間の民間交流は確かに貿易、技術交流、
観光などの幅広い分野で行われて著しい発展を遂げた。しかし、これらの交流はほとんど
                                                  
738 戸毛敏美（日本国際貿易促進協会関西本部元通訳、NPO 大阪府日中友好協会副会長）への
取材による（2013 年 9 月 10 日、ホテルグランヴィア 1 階）。 
739 土井英二（兵庫県貿易株式会社元社長）への取材による（2010 年 10 月 4 日、本社会議室）。 
740 王柯「『周辺』の焦燥とナショナリズムの内面化」『環』Vol.52，2013 年,p.108。 
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経済面にとどまっている。実利的な欲求ではなく、我々は相手の文化を本当に理解してい
るか、相手を友人だと認めているか。これらの点については、まだ疑問が残っていると言
わざるを得ない。 
「国と国の付き合いは国民同士の親しみから、国民同士の親しみは心のつながりから」
と言われているように、国民同士の友好関係は両国の友好関係の基礎である。国民同士の
友好関係の構築には、民間交流が最も重要な手段である。日中国交正常化以前の民間交流
のために尽力した先人たちが自らの行動で証明したように、民間交流は日中関係の継続と
発展の「底流」である。国民感情が悪化し、政府が妥協的姿勢を取れない現在において、
日中関係における民間交流の意義は特に注目されるべきである。民間交流を通じて国民
の相互理解と相互信頼の関係を築くことができれば、日中両国の友好関係も実現されるだ
ろう。 
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付録Ⅰ： 日中の民間貿易促進年表（1949～1962） 
 
 貿促団体の活動 日本国内の動き 中国国内の動き 国際動向 
1949年 中 日 貿 易 促 進 会
（5.4）・中日貿易促進
議員連盟（5.24）・中
日貿易協会（6.20）、
中日貿易促進会会員総
会（全国組織へ）（8.1） 
第 24 回総選挙（1.23）、
第 三 次 吉 田 内 閣 成 立
（2.16）、ドッジ・ライ
ン実施（3.7）、GHQ 民
間貿易への切り替え実施
を公布（10.28）（輸出は
12 月、輸入は翌年 1 月）
人 民 解 放 軍 北 京 入 城
（1.31）、中華人民共和
国成立（10.1）、中国政
府外国為替及び外国貿易
管理令を公布（12.1） 
北 大 西 洋 条 約 機 構
（NATO）成立（4.4）、
英 ポ ン ド 切 り 下 げ
（9.18）、北大西洋条約
機構内にココム設置
（11.）、米国国務省 対
日講和条約の起草中を
公表（11.1） 
1950年 中日貿易促進会 中国
貿易部に連絡 日中貿
易開始（1.）、日中友
好協会設立（10.1） 
マッカーサー日共中央委
員の追放を指令、レッド
パージ開始（7.15）、『人
民日報』配布弾圧事件発
生、（11.15）、「特需ブ
ーム」開始 
周恩来縫理兼外交部長対
日講和問題について声明
を発表（12.4）、中国政
府対外貿易管理令を整備
し、対外貿易管理暫行弁
法を公布（12.9） 
中ソ友好同盟相互援助
条約調印（2.14）、朝鮮
戦争勃発（6.25）、中国
人民義勇軍朝鮮戦争に
参加（10.25）、米国政
府中国の在外資産を凍
結し、中国との間でドル
使用を禁止（12.16） 
1951年 日中貿易促進労組協議
会発足（8.24） 
対中国向け輸出に「許可
制度」を導入（3.2）、石
橋 湛 山 ら 追 放 解 除
（6.20）、GHQ 日本政
府に対中国輸出許可権委
譲の覚書交付（9.17）、
出 入 国 管 理 令 公 布
（10.4）、講和条約をめ
ぐって社会党は左右両派
に分裂（10.24） 
南漢宸中国人民銀行総裁
から 日本の経済界あて
国際経済会議（モスクワ）
参加の呼びかけが行われ
る（12.4） 
国連総会 中国を「侵略
国 と す る 決 議 案 」
（1.30）・「中国向け禁
輸勧告決議」（5.18）を
採択、チンコム成立 対
中禁輸開始（5.18）、朝
鮮休戦会談開始（7.10）、
サンフランシスコ講和
条約調印(9.8)、コペンハ
ーゲンで国際経済会議
発起人会開く（10.27）、
米議会 バトル法律（相
互防衛援助統制法）制定
1952年 国際経済懇談会結成
（1.）、日中貿易促進
会議設立（5.22）、第
一次日中貿易協定調印
（6.1）、各地で帆足ら
の歓迎会（7.3~）、日
中貿易促進会議全国大
会開く（7.11）、日中
貿易促進会議機関紙
「 日 中 貿 易 」 発 刊
（8.4）、櫻井英雄・鈴
木一雄氏等は 8 月~10
月にかけて各種のルー
トで訪中、第一次日中
貿易協定延長議定書調
印（12.31） 
日本政府 モスクワ国際
経済会議代表への旅券発
行を拒否（2.25）、帆足
計ら 3 人第三国経由でモ
スクワ入り（4.29）、「血
のメーデー」（5.1）、「大
須事件」（7.7）、日本は
ココムに参加（8.）、「抜
き打ち解散」（8.28）、
第 25 回衆議院総選挙
（10.1）、鳩山派党内で
自由党民主化同盟を結成
（10.23）、第四次吉田内
閣成立（10.30） 
中国国際貿易促進委員会
発足（5.4）、中国貿易促
進委員会より中日貿易促
進会及び日中貿易促進会
議に貿易代表を派遣する
よう要請（8.14）、郭沫
若氏日本人民への公開状
発表（9.7）、中国紅十字
会 残留日本人の引揚援
助を声明（10.1）、アジ
ア・太平洋地域平和会議
開催（10.2~10.13）、「日
本船就航暫行弁法」公布
（10.22）、第一次五ヵ年
計画（案）発表（12.24）
講和条約・日米安保条
約・日華平和条約発効
（4.28） 
1953年 日中貿易促進会議議長
山 本 熊 一 氏 北 京 着
（1.30）、巴商事の第
一号契約実行不可能
（4.4）、日本船山澄丸
が紡機 8000 トンを積
み名古屋港から天津港
に向け出航（4.27）、
ト ー マ ス 方 式 誕 生
（5.13）、日中貿易促
進地方議員連盟全国協
議会結成（6.20）、日
中貿易促進議員連盟代
表団訪中（9.30）、第
通産省 第一次中国向け
輸出品目の許可（1.30）
（52年 8月の 4品目を含
む。それ以降 54 年 9 月
22 日までの 13 回にわた
る輸出品目許可で、全面
輸出禁止から西欧並みに
回復）、衆議院で「日中
貿易促進決議」案を全会
一致で可決（7.29）、日
本政府 中国米 3 万トン
をセイロンから輸入する
ことを承認（11.2）、東
京で日中議連代表団歓迎
中国政府 秦皇島への日
本船入港を許可（1.）、
日本赤十字社・日中友好
協会・日本平和連絡会と
中国紅十字会との間で、
在華邦人帰国問題につい
て協議成立、共同コミュ
ニケ発表（3.7）、中国国
際貿易促進委員会主席の
南漢宸は第一次日中貿易
協定の再度延長に同意す
るとともに、今後の問題
に つ い て 談 話 を 発 表
（6.30）、周恩来総理 大
米国政府 中国港に就
航した外国船に対し、そ
の船が米国港及び特定
の影響下にある国や地
域の港に寄港した時、燃
料供給を禁止すると声
明（6.7）、朝鮮戦争休
戦協定調印（7.27） 
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二次日中貿易協定調印
（10.29） 
国民大会開催（11.5） 山郁夫に日中関係正常化
について言明（9.28） 
1954年 硫安 5000 トンの中国
向け輸出実現（3.20）、
中国銀行と東京銀行間
にロンドン経由で英ポ
ンドによる為替の開始
（4.1）、日本国際貿易
促進協会設立（9.22）、
日本国際貿易促進協会
関西総局発足（11.13）、
日本輸出入組合設立
（12.15） 
新潟で対岸貿易振興港湾
復交会議開催（1.29）、
「 バ カ ヤ ロ ー 解 散 」
（2.28）、自由党内紛か
ら鳩山一郎ら分派自由党
を結成（3.18）、第 26 回
衆議選挙（4.16）、第 3
回参議院選挙（4.29） 
中国進出口公司 日中貿
易促進議員連盟に中国米
の 供 給 可 能 と 発 表
（5.25）、中国とインド
両国首相の共同声明発
表 ： 平 和 共 存 五 原 則
（5.28）、中国政府 日
本旧軍人戦犯 417 名の特
赦を発表（8.19） 
インドシナ問題でジュ
ネ ー ブ 会 議 始 ま る
（4.26）、ベルリンの世
界平和評議会特別会議
で 東西貿易促進を含
む四項目の決議案を平
塚常次郎が提案（5.27）
1955年 日本国際貿易促進協会
会長村田省蔵氏 中国
国際貿易促進委員会の
招きで中国訪問（1.8）、
中国貿易代表団来日
（3.29）、日中民間漁
業協定調印（4.15）、
第三次日中貿易協定調
印（5.4）、輸出入取引
法改正案 国会で成立
（7.31）、第一次訪中
日 本 実 業 団 出 発
（10.15）、東京中国商
品展覧会開催（10.17）、
大阪中国商品展覧会開
催（12.1） 
第 27 回 衆 議 院 選 挙
（2.27）、日本共産党六
全協開催（7.29）、第一
回原水爆禁止世界大会開
催（8.6）、左右両社会党
統一（10.13）、保守合同
自 由 民 主 党 発 足
（11.15）、中国科学代表
団訪日（団長 郭沫若）
（12.） 
「中国共産党中央粛清に
ついて徹底的に隠れた反
革命分子の指示」公布
（7.1）「農業合作化問題
に関する決議」は中国共
産党第七期中央委員会第
六 回 全 体 会 議 で 可 決
（10.）、毛沢東主席 日
中・日ソ国交回復国民会
議会長久原房之助および
代表団一行と 2 回会見
（11.）、日本憲法擁護国
民連合会代表団（団長
片山哲）訪中（12.） 
バ ン ド ン 会 議 開 催
（4.18）、日ソ平和交渉
開始（6.1）、日米原子
力協定調印（11.14）、
日本の国連加盟にソ連
は拒否権行使（12.13）
1956年 北京上海日本商品展覧
会 実 施 機 関 発 足
（1.12）、鳩山首相 北
京上海日本商品展に助
成金の支出を内定した
旨通知（4.18）、中国
国際貿易促進委員会 
第三次日中貿易協定の
一年延長に同意（5.2）、
第二次訪中実業団出発
（7.3）、北京で日本商
品展覧会開催（10.6）、
上海で日本商品展覧会
開催（12.1） 
日本中国文化交流協会設
立（3.23）、衆議院 コ
コム制限の緩和に努めよ
うという趣旨の決議を全
会一致可決（3.30）、鳩
山首相が周恩来総理に会
ってもよいと言明（4.1）、
石橋内閣成立（12.23） 
中国国際貿易促進委員会
内に対外貿易仲裁委員会
設置（4.7）、中国政府 日
本人戦犯の釈放方針決定
（4.25）、周恩来首相 鳩
山首相・重光外相の来訪
を歓迎すると声明（5.2）、
中国共産党第 8 回全国代
表大会開き、社会主義建
設と社会主義改造の方針
を決定（9.15）、村田省
蔵 毛沢東主席と会見
（12.10） 
ソ連共産党第 20 回大会
開きスターリン批判行
われる（2.14）、コミン
フォルム解散（4.14）、
日 ソ 共 同 宣 言 調 印
（10.19）、日本 国連
に加盟（12.18） 
1957年 日本政府 チンコムリ
ストを廃止（7.16）、
第四次日中貿易協定交
渉のため３団体（日中
貿易促進議員連盟、日
本国際貿易促進協会、
日中輸出入組合）代表
からなる訪中日本通商
使節団が北京に出発
（9.14）、第四次日中
貿易協定交渉は指紋問
題などの未決により難
航日本通商使節団帰国
（11.）、東京で「第四
次日中貿易協定即時締
結全国業者大会」開く
（11.28） 
岸外相 中国通商代表部
の設置を否定（1.27）、
岸臨時首相代理 日中復
交 が 急 が な い と 言 明
（2.5）、岸臨時首相代理 
日 台 通 商 会 談 始 め る
（2.20）、石橋首相 病気
の た め 内 閣 総 辞 職
（2.23）、岸内閣成立
（2.25）、日本国際貿易
促進協会会長村田省蔵死
去（3.15）、日本社会党
使節団訪中（4.22） 
毛沢東「人民内部の矛盾
を正しく処理する問題に
ついて」発表（2.27）、
整風運動開始（４．）、
反右派運動開始（6.8）、
第 1 回中国輸出商品交易
会（広州）開幕（4.25）、
第２回中国輸出商品交易
会開幕（10.15） 
英国政府 チンコムリ
ストの解消を宣告（その
後西ドイツ・イタリア・
フランスなどもこれに
同調）（5.30）、ソ連 ス
プートニク１号打ち上
げ成功（10.4） 
1958年 広州で日本商品展覧会
開催（2.1）、日中鉄鋼
バ ー タ ー 協 定 調 印
（2.26）、第四次日中
貿易協定調印（3.5）、
武漢で日本商品展覧会
日本軍に連行され 13 年
逃亡生活していた劉連仁
氏が北海道の山中で発見
（2.9）、岸首相 「中共
不承認」を言明（4.9）、
「長崎国旗事件」発生
中国貿易促進委員会は三
団体あての電報で第四次
協定が日本政府の阻止に
より実施不能」と言明
（4.13）、「大躍進」・
人民公社化始まる（8.17）
蒋介石氏 日本の対中接
近に警告（3.12）、台湾
当局 対日貿易の断絶を
通告（3.14）、中国軍 金
門砲撃開始 台湾海峡
情勢が緊迫化（8.23） 
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開催（4.1）、東京銀行
と中国銀行のコルレス
契約が実施できなくな
った（4.22）、日中貿
易は中断（5.9） 
（5.2）、佐多忠隆前社会
党国際局長訪中 中国側
が「政治三原則」を提示
（7.28） 
1959年 総評事務局長岩井章訪
中 「配慮物資」実施開
始（2.13）、社会党書
記長浅沼稲次郎訪中 
「アメリカ帝国主義は
日中両国人民の共同の
敵」と演説（3.12）、
訪中した石橋湛山前首
相 周恩来総理と政経
不可分の原則を明示し
た共同コミュニケを発
表（9.20）、訪中した
松村謙三氏 周恩来総
理と会見（10.25） 
日中関係 11 団体の首脳
者懇談会を開き、日中関
係打開に関する共同声明
発表（1.27）、日米安保
条約改定阻止国民会議結
成（3.28） 
チベット動乱（3.）、劉
少奇 国家主席に就任
（4.）、全国的大飢饉始
まる 
ダレス米国務長官辞任
（4.15）、東京で国際見
本市開催 ソ連東京国際
見本市参観団を招く
（5.10） 
1960年 日中関係業界  新安保
条約の批准阻止・日中
国交回復を訴えるバス
進行（60 台）を行う
（5.11）、日中関係 28
団体 アイゼンハワー
大統領の訪日中止を求
める声明を米国大使館
に手交（6.3）、日中関
係7団体 周恩来総理の
貿易三原則を歓迎、政
府間貿易協定締結に努
力することを表明、政
府に要望した（9.27）、
訪中した高碕達之助が
周 恩 来 総 理 と 会 見
（10.11）。 
安保阻止国民会議統一行
動で全学連デモ隊国会突
入、樺美智子死亡（6.15）、
岸総理 辞任表明（7.14）、
池 田 勇 人 内 閣 発 足
（7.19）、浅沼稲次郎刺
殺され死亡（10.12） 
人民日報「レーニン主義
万歳」発表、ソ連技術者
の引揚、中ソ対立表面化
（4.）、周恩来総理 対日
貿易三原則を提示（8.27）
新日米安保条約調印
（1.27） 
1961年 貿促団体による「友好
商社」推薦開始（1.10）、
山本熊一を団長とする
大型の日本経済友好使
節団が訪中（1.31）、
貿促団体の斡旋で「友
好企業懇談会」が発足
（5.8） 
池田首相訪米（6.19） 第 9 回中国輸出商品交易
会にはじめて友好商社
38 社が招かれた（4.15）
池田首相訪米（6.19）、
日米綿製品交渉開始
（9.9）、国連で日本政
府は米国とともに中国
代表権問題を重要事項
に指定する共同提案国
になり事実上っ国連に
おける中国の代表権回
復を阻止する立場をと
った（12.15） 
1962年 訪中した松村謙三氏は
周恩来総理と会談し、
これに関する共同発表
を行う（9.19）、高碕
達之助と廖承志との間
で 5 年間の長期・総合・
延払・バーターを基本
内容とする日中貿易の
覚書が調印され、両氏
のイニシアルをとった
「 LT 貿易」が発足
（11.9）、日中貿易促
進会、日本国際貿易促
進協会、同関西本部と
中国国際貿易促進委員
会との間で日中友好貿
易に関する「議定書」
が調印（12.27） 
米司法長官ロバートケネ
ディ来日（2.4）、第六回
参議院選挙（7.1）、社会
党大会で「構造改革論」
の江田三郎が批判され、
辞任（11.27） 
中国共産党｢七千人大
会｣が開会、毛沢東
党主席が大躍進政
策の失敗を認め自
己 批 判 す る
（1.11）、 中印国境
紛争、中国人民解放
軍の攻撃によって
激化（10.20）、 
米軍事援助軍司令部発
足（2.8）、キューバ危
機（10.22） 
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付録Ⅱ： 戦後日本貿易の推移（1950 年～1962 年）      単位：1000 ドル 
 日中貿易 日台貿易 日米貿易 
 中国向輸出額 日本の輸入額 台湾向輸出額 日本の輸入額 米国向輸出額 日本の輸入額
1950 19633 39329 31040 33079 182978 418273 
1951 5828 21606 34024 50550 189677 694744 
1952 599 14916 60666 61210 234319 768298 
1953 4539 29700 60965 63990 233879 759693 
1954 19097 40770 65937 57080 282584 848717 
1955 28547 80777 63828 81752 456200 773923 
1956 67339 83647 77858 45509 550392 1067228 
1957 60485 80482 84275 67255 604456 1623148 
1958 50600 54427 90040 75642 690664 1056093 
1959 3648 18917 88846 71546 1046637 1115634 
1960 2726 20729 102237 63522 1101649 1553534 
1961 16639 30895 96322 67748 1066861 2095826 
1962 38460 46020 118576 61375 1400232 1808966 
出所：税関統計 
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商船三井社内報  
http://www.mol.co.jp/unabara/tanbou_info.html  
 
Ⅲ.関係者へのヒアリング 
日本国際貿易促進協会関西本部元理事長吉澤宏始 
2010 年 12 月 1 日、2011 年 5 月 31 日、8 月 4 日 兵庫県西宮市ノボテル甲子園 1 階 
2010 年 10 月 4 日、2013 年 9 月 10 日 ホテルグランヴィア大阪 1 階 
日本国際貿易促進協会相談役平井博二 
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2013 年 5 月 2 日 静岡県浜松市自宅 
日本国際貿易促進協会関西本部元通訳、大阪府日中友好協会副会長戸毛敏美 
 2013 年 9 月 10 日 ホテルグランヴィア大阪 1 階 
兵庫県貿易株式会社（友好商社）社長浦川剛・元社長土井英二 
2010 年 10 月 4 日 本社会議室 
八木通商（友好商社）元社員宮本靖彦 
 2013 年 10 月 19 日 NPO 大阪府日中友好協会（大阪スカウト会館 2 階） 
 
Ⅳ.経験者回顧録等 
 
日本語 
池田正之輔『謎の国・中共大陸の実態』，時事通信社，1969 年 
大阪商船編『村田省蔵追想録』，1959 年 
押川俊夫『戦後日中貿易とその周辺－体験的日中交流－』，五月書房，1997 年 
川勝傳『友好一路-わたしの｢日中｣回想記』，毎日新聞社，1985 年。 
高良とみ・帆足計・宮腰喜助・平野義太郎『国際経済会議』，三笠書房，1952 年 
渋谷定輔・野田健二・北本道雄・宮崎高一郎等「座談会 日中貿易運動濫觴のころ」『アジ
ア経済旬報』第 600 号，1965 年 
白根滋郎『戦後の日中貿易史』，1986 年 
鈴木一雄｢貿促運動が歩んだ道（1):鈴木一雄に聞く｣『アジア経済旬報』第 619 号，1965 年 
鈴木一雄｢貿促運動が歩んだ道（2):鈴木一雄に聞く｣『アジア経済旬報』第 621 号，1965 年 
田川誠一『日中交渉秘録―田川日記―14 年の証言』，毎日新聞社，1973 年 
張香山『日中関係の管見と見証―国交正常化 30 年の歩み』，三和書籍，2002 年 
辻誠『日中民間貿易史－日中貿易商社第一通商の興亡から』，2012 年 
日中貿易逸史研究会『ドキュメント 黎明期の日中貿易 1946 年―1979 年』，東方書店，
2000 年 
日中貿易促進会の記録を作る会『日中貿易促進会 その運動と軌跡』，同時代社，2010 年 
平野義太郎「日中貿易運動のはじまり:『中日貿易促進会』の準備時代」『アジア経済旬報』
第 526・527 号，1963 年 
劉徳有『忘れ難い歳月－記者たちの見た中日両国関係』，五洲伝播出版社，2007 年 
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米沢秀夫「中日貿易の最近の動き」『アジア経済旬報』（第 70 号），1950 年 
 
中国語 
林連徳『当代日中貿易関係史』，中国対外経済貿易出版社，1990 年 
呉学文・林連徳・徐之先『当代中日関係 1945－1994』，時事出版社，1995 年 
呉学文・王俊彦『廖承志与日本』，中共党史出版社，2007 年 
中央文献出版社『不尽的思念』，1987 年 
 
Ⅴ.資料集 
1.日本語 
石川忠雄・中嶋嶺雄・池井優編『戦後資料・日中関係』，日本評論社，1970 年 
霞山会『日中関係基本資料集 1949－1997』，1998 年 
鳥海靖・小風秀雅・松尾正人編『日本近現代史研究事典』，東京堂，1999 年 
内閣資料保存会『歴代総理大臣と内閣』，1980 年 
日中国交回復促進議員連盟編『日中国交回復関係資料集』，日中国交資料委員会，1974
年 
日本貿易研究会編『戦後日本の貿易 20 年史－日本貿易の発展と変貌』，通商産業調 
査会，1967 年 
波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書―資
料編』，現代史料出版，2002 年 
波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 帆足計・中尾和夫文書－日
記・会談記録』，現代史料出版，2002 年 
波多野勝・飯森明子・清水麗・中岡まり編『日中友好議員連盟関係資料 上村幸生文書－
会談記録・メモランダム』，現代史料出版，2004 年 
波多野勝・飯森明子・清水麗編『日中友好議員連盟関係資料 上村幸生文書－資料編Ⅰ』，
現代史料出版，2006 年 
細川千博・石井修・有賀貞・佐々木卓也編『日米関係資料集 1945－97』，東京大学出版
会，1999 年 
持株整理委員会調査部第二課編『日本財閥とその解體』，持株会社整理委員会，1951 年 
2.中国語 
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世界知識社『日本問題文件彙編（1）』，1955 年 
田桓編『戦後中日関係文献集 1945－1970』，中国社会科学出版社，1996 年 
中国社会科学院・中央档案館編『1949－1952 中華人民共和国経済档案資料選編・対外貿
易巻』，経済管理出版社，1994 年 
中央人民政府海関総署『中華人民共和国海関進出口税則』，1950 年 
 
Ⅵ.年譜 
 
中共中央文献研究室編『劉少奇年譜（下）』，中央文献出版社，1996 年 
中共中央文献研究室編『周恩来年譜 1949－1976（上）』，中央文献出版社，1997 年 
中共中央文献研究室編『王稼祥年譜 1906－1974』，中央文献出版社，2001 年 
 
Ⅶ.紀要・雑誌論文 
1.日本語 
浅井良夫「1950 年代の特需について（1）」『成城大学経済研究』158 号，2002 年 
石井明「対中禁輸と日本の経済自立」『国際政治』第 85 号，1987 年 
石井晋「MSA 協定と日本―戦後型経済システムの形成（1）」『学習院大学経済論集』第 40
巻第 3 号，2003 年 
石山賢吉「中共貿易では日本は救われない」『ダイヤモンド』41（31），ダイヤモンド社，
1953 年 
内田直作「中共貿易の現実」『ソ連問題研究』1（6），ソ連問題研究会，1952 年 
王柯「日中友好と高碕達之助――歴史の『記憶』と『忘却』」『環』Vol.42，2010 年 
王柯「『周辺』の焦燥とナショナリズムの内面化」『環』Vol.52，2013 年 
岡崎雄児「池田正之輔と戦後初期日中貿易(上)―民間貿易協定に奔走-庄内出身政治家の足
跡」『東北公益文科大学総合研究論集  forum21 3』，2002 年 
大澤武司「在華邦人引揚問題をめぐる戦後日中関係―日中民間交渉における「三団体方式」
を中心として」『アジア研究』第 49 巻（第 3 号），2003 年 
大澤武司「政熱経熱を夢見た男からの警鐘―巴商事・桜井英雄の歴史的意義」『中帰連』（35）
「中帰連」発行所，2006 年 
大澤武司「『闘争支援』と『経済外交』の協奏―戦後日中関係における『断絶』再考―」『現
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代中国研究』第 27 号，2010 年 
木村隆和「LT 貿易の軌跡：官製日中「民間」貿易協定が目指したもの」『ヒ 
スとリア』第 216 号，2009 年 
紅林茂夫「中共貿易は期待できるか」『経済展望』25（６），経済展望社，1953 年 
草野厚「第四次日中貿易協定と日華紛争－1958 年」『国際政治』（66 号）,pp.19-35,1980
年 
小林隆治「日中関係 50 年―中国東北との交流の原点を顧みる」『日中国交正常化 25 周年
記念講演』，日中東北開発協会，1997 年 
社団法人中国研究所「イギリスの対華関係」『中国資料月報』32 号，1950 年 
社団法人中国研究所「中国向け禁輸問題特集」『アジア経済旬報』96 号，1950 年 
社団法人中国研究所「『禁輸』後の香港・中国市場の動向」『アジア経済旬報』110 号，1951
年 
社団法人中国研究所「講和会議後の中日貿易の動向」『アジア経済旬報』124 号，1951 年 
社団法人中国研究所「国際経済会議発起人会の開催」『アジア経済旬報』128 号，1951 年 
社団法人中国研究所「国際経済会議にたいする有力実業家の意見」『アジア経済旬報』137
号，1952 年 
社団法人中国研究所「日中貿易協定の成立」『中国資料月報』53 号，1952 年 
社団法人中国研究所「貿易促進会議相談部発足」『アジア経済旬報』152 号，1952 年 
社団法人中国研究所「六千万ポンド協定の受諾を決議：日中貿易促進会議第二回大会」『ア
ジア経済旬報』148 号，1952 年 
社団法人中国研究所「チンコムの崩壊と中国市場」『中国資料月報』112 号，1957 年 
社団法人中国研究所「日中経済交流の 10 年」『中国資料月報』142 号，1959 年 
社団法人中国研究所「貿促運動が歩んだ道（3）鈴木一雄氏に聞く」『アジア経済旬報』622
号，1965 年 
杉浦康之「中国の『日本中立化』政策と対日情勢認識－岸信介内閣の成立から「岸批判」
展開まで」『法学政治学論究』（70）,2006 年,pp.97-128 
杉浦康之「中国の『日本中立化』政策と対日情勢認識－第四次日中民間貿易協定交渉過程
と長崎国旗事件を中心に」『アジア研究』54,2008 年,pp.70-85 
杉浦康之「中国の『日本中立化』政策と対日情勢認識－日本社会党の訪中と日本国内の反
米・反岸闘争の相互連鎖（1958 年 6 月～1959 年 6 月）」『近きに在りて』（56）,2009
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年,pp.51-67 
田中明彦「友敵関係の移行理論と米中ソ三角関係」『国際政治』第 95 号，1990 年 
田辺忠男「中共貿易の過大評価を戒む」『ダイヤモンド』41（25），ダイヤモンド社，1953
年 
波多野勝「戦後日中貿易の再開をめぐる政治的背景－中日議員連盟の発足と 
第一次貿易協定成立－」『アジア研究』第 42 巻第 2 号，1996 年 
毎日新聞社「中共貿易に取組む財界のうごき」『エコノミスト』39（4），1961 年 
李豊「貿易促進団体の誕生と戦後日中関係の始まり」『現代中国研究』第 30 号，2012 年 
李豊「朝鮮戦争期の貿促運動と日中関係：「禁輸」と「講和」をめぐる日中貿易促進団体の
活動とその限界 
安原洋子「アメリカの対共産圏禁輸政策と中国貿易の禁止 一九四五－五〇年」『国際政治』
第 70 号，1982 年 
吉田健二「全日化の結成と産別会議の運動－亀田東伍氏に聞く（上）」『大原社会問題研究
所雑誌』634 号，2011 年 
吉田健二「民主主義擁護同盟の成立と崩壊過程：戦後日本における統一戦線の原型」『社会
労働研究』第 19 号（1/2），1973 年 
 
2.中国語 
陶文釗「禁運与反禁運：五十年代中美関係中的一場厳重闘争」『中国社会科学』1997 年第
03 期 
劉建平「戰後中日關係之“人民外交”的生成：過程與概念」『開放時代』2008 年第 3 期 
 
Ⅷ.単行本 
1.日本語 
五百旗頭真『戦後日本外交史』，有斐閣，1999 年 
五十嵐仁編『「戦後革新勢力」の奔流－占領後期政治・社会運動史論 1948-1950』，大月
書店，2011 年 
井上正也『日中国交正常化の政治史』，名古屋大学出版会，2010 年 
石川真澄『人物戦後政治』，岩波書店，1997 年 
殷燕軍『日中講和の研究―戦後日中関係の原点』，柏書房，2007 年 
- 237 - 
 
王偉彬『中国と日本の外交政策－1950 年代を中心にみた国交正常化へのプロセス』,ミネ
ルヴァ書房,2004 年 
大嶽秀夫『現代日本の政治権力経済権力・政治における企業・業界・財界』，三一書房， 
1996 年 
岡部達味編『中国をめぐる国際環境』，岩波書店，2001 年 
岡本三郎『日中貿易論』，東洋経済新報社，1971 年 
小野直樹『戦後日米関係の国際政治経済分析』，慶應義塾大学出版会，2002 年 
小林道彦、中西寛編『歴史の桎梏を超えて―20 世紀日中関係への新視点』，千倉書房， 
2010 年 
笹本武治・島倉民生編『日中貿易の展開過程』，アジア経済研究所，1977 年 
佐藤一一『日本民間航空通史』，国書刊行会，2003 年 
産業科学協会編『日中貿易と我国の産業』，1955 年 
添谷芳秀『日本外交と中国 1945－1972』，慶應通信，1995 年 
高瀬浄『日中貿易―曲り角を迎えた世界経済』，芦書房，1964 年 
陳肇斌『戦後日本の中国政策－1950 年代東アジア国際政治の文脈』,東京大学出版会,2000
年 
新川敏光『戦後日本政治と社会民主主義－社会党・総評ブロックの興亡』，法律文化社， 
1999 年 
日中輸出入組合編『日中貿易白書―貿易中断に際して』，大同書院，1958 年 
日本経済調査協議会『共産圏貿易』，経済往来社，1964 年 
日本中国友好協会全国本部『改定新版 日中友好運動史』，青年出版社，1975 年 
日本貿易研究会『戦後日本の貿易 20 年史』，通商産業調査会，1967 年 
野坂参三『亡命十六年』，時事通信社，1946 年 
早川隆『日本の上流社会と閨閥』，角川書店，1983 年 
平井博二『日中貿易の基礎知識』，田畑書店，1971 年 
平岡健太郎『日中貿易論』，日本評論新社，1956 年 
古川万太郎『日中戦後関係史』，原書房，1981 年 
溝口敏行『アジア長期経済統計 1 台湾』，東洋経済新聞社，2008 年。 
持株整理委員会調査部第二課編『日本財閥とその解體』，持株会社整理委員会，1951 年 
李恩民『転換期の中国・日本と台湾 : 一九七〇年代日中民間経済外交の経緯』，御茶 
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の水書房，2001 年 
2.中国語 
遲愛萍『新中国第一年的中財委研究』，復旦大學出版社，2007 年 
黄大慧『日本対華政策與国内政治―中日複交政治過程分析』，當代世界出版社，2006 年 
黄大慧周穎昕編『中日友好交流三十年 1978~2008・文化教育與民間交流卷』，社會科 
學文獻出版社，2007 年 
姜長斌・（米）ロボット・ロス編『従対峙走向緩和－冷戦時期中美関係再探討』，世界知識
出版社，2000 年 
李恩民『中日民間経済外交 1945－1972』，人民出版社，1997 年 
劉建平『戦後中日関係：“不正常”歴史的過程与結構』，社会科学文献出版社，2010 年 
 
